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【目的】 入院時の低栄養は合併症のリスクを増加させる因子
となり、適切な栄養管理を行うことが患者の ADL 改善に大
きく関与するといわれている。以前に当院回復期リハビリ
テーション病棟（以下、回復期リハ病棟）に入院されている
脳血管疾患患者の約7割が入院時より低栄養であり、入院時
の栄養状態が FIM 効率に影響を及ぼすと報告した。今回は
更に対象者数を増やし、脳血管疾患患者だけでなく、運動器
疾患患者も含めた当院回復期リハ病棟入院患者全体を対象と
し、入院時の栄養障害の有無について再調査を行った。また
サルコペニアは、身体機能障害や QOL 低下、および死など
の有害な転帰の大きなリスクの因子であり、高齢患者に対し
てリハビリテーションを提供するうえで重要な病態である。
そのため、今回は栄養障害だけでなく、サルコペニア有症率
とサルコペニアの有無により対象患者を2群に分け、比較検
討を行ったため報告する。

【方法】 2017年8月から2018年7月の間に当院回復期リハ病
棟へ入院した65歳以上の患者270名からデータ不備や協力が
得られなかった対象を除いた256名に対し Mini Nutritional 
Assessment-Short Form（以下、MNA-SF）、Controlling 
Nutrition Status（以下、CONUT）スコアを用いて入院時栄
養評価を実施した。また MNA-SF にて低栄養であった患者
を CONUT スコアの重症度で群分けを行い、Asian Working 
Group For Sarcopenia の診断基準を用いて各群のサルコペ
ニア有症率について調べた。筋力測定には握力を用い、筋肉
量測定には体組成分析装置による生体電気インピーダンス法
を使用した。また MNA-SF にて低栄養であった測定不備の
無い105名をサルコペニア群と正常群に分け、年齢、BMI、
入院時 FIM、入院時 Alb 値の有意差ついて検討を行った。

【説明と同意】 本研究は当院の倫理員会の承認を得て、各対象
者に対して担当理学療法士が口頭で説明を行い、同意を得た。

【結果】 MNA-SF の結果では、正常：10名（3.9%）、At risk：
118名（46.1%）、低栄養：128名（50%）であった。CONUT
スコアでの評価では、正常：59名（23%）、軽度障害：118名

（46.1%）、中等度障害：78名（30.5%）、高度障害：1名（0.4%）
であった。MNA-SF にて低栄養であった128名の CONUT
スコア内訳は正常群：22名、軽度障害群：50名、中等度障
害群：56名、高度障害群：0名であった。さらにサルコペニ
ア群と正常群による2群の差を検定した結果、年齢（p ＜

0.05）、BMI（p ＜0.001）、入院時 Alb 値（p ＜0.01）にてそ
れぞれ有意差を認めた。CONUT スコアによる各群のサル
コペニア有症率は正常群：15.7%、軽度障害群：36.1%、中
等度障害群：48.2% であった。

【考察】 MNA-SF による評価では5割の患者が低栄養であり、
At risk も含めると9割以上の患者が低栄養・低栄養リスク
を有する結果となった。また、CONUT スコアでは8割近い
患者に栄養障害を認めた。前回、脳血管疾患患者の栄養状態
について調査し、78% が栄養障害を有する結果であった。本
結果より、脳血管疾患のみならず、運動器疾患患者の多くも
栄養障害を有することが示唆された。以上のことから回復期
リハ病棟患者の多くは疾患に関わらず、入院時より栄養状態
不良または栄養障害リスクを抱えていることが示唆される。
そのため入院時より経時的に栄養状態をモニタリングし、適
切な負荷量での理学療法介入を行うことがリハビリテーショ
ンをより効果的に提供するうえで必要となると考えられる。
サルコペニアに関する調査では CONUT スコアによる重症
度が高いほど、サルコペニア有症率は高かった。またサルコ
ペニア群は正常群と比較し、年齢・BMI・入院時 Alb 値に
有意差を認めた。サルコペニアは加齢に伴って生じる骨格筋
量と骨格筋力の低下として定義されており、高齢なほど加齢
および活動量低下の影響を大きく受け、筋委縮を伴いながら
摂食量低下や更なる筋量低下を引き起こすため、年齢・BMI
に有意差が生じたと考える。以上のことから、入院時に低栄
養状態である高齢患者はサルコペニアを合併している可能性
が高いと考えられるため、定期的に全身状態の評価を行い、
更なる症状悪化をきたさないように NST などの協同した
チームアプローチを行なうことが重要であると考える。

【理学療法研究としての意義】 回復期リハ病棟に入院する患
者の多くは入院時より栄養障害を有しており、サルコペニア
の合併率も高い結果となった。理学療法士が患者の身体機
能・ADL 向上を図るために筋力増強運動や動作練習、持久
力練習を行うことは非常に多い。本結果は入院患者に適切な
運動負荷量での理学療法を行い、早期退院・ADL 向上を図
るうえで、重要な評価項目、判断材料となると考える。

当院回復期リハビリテーション病棟入院患者における栄養障害、 
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【目的】 訪問リハビリテーション（以下、リハ）介入の主目
的に、歩行・移動能力改善がある。訪問リハ対象者が変形性
膝関節症を罹患している場合は多く、大腿四頭筋筋力低下に
よる歩行能力低下が認められるが、これらに対する筋力増強
運動によって歩行能力が改善すると報告されている。しかし、
大腿四頭筋筋力増強効果を得るための十分な筋収縮力、運動
頻度を達成できていない場合が多い。そこで、本研究では、
従来の訪問リハに大腿四頭筋に対する神経筋電気刺激

（NMES）を2ヵ月間ホームエクササイズとして追加し、こ
れらの介入方法の実現可能性と、身体機能への影響を調査す
ることを目的とした。

【症例紹介】 対象は変形性腰椎症および両側変形性膝関節症
を呈する50歳代女性である。約7年前より両側膝関節の疼
痛を訴え、現在も抗炎症薬の内服、定期的ヒアルロン酸関節
内注射を実施している。また10年前よりうつ病を発症し、
現在も服薬加療中である。歩行は T 字杖を使用し屋内歩行
自立レベルであり、その他の ADL は自立レベルであるが、
膝関節の疼痛およびうつ病の影響により、1日のほとんどを
座位中心の生活を送っていた。2年前より週3回の訪問リハ
が開始され、6ヵ月前より週1回、下肢の筋力増強練習およ
び歩行練習を中心に継続実施していた。しかしながら、週1
回では筋力強化練習の効果は乏しく、膝関節の疼痛により十
分な筋力増強練習、歩行練習を実施することが困難であった。
そこで、訪問リハに加えて NMES によるホームエクササイ
ズとして筋力強化練習を8週間実施した。NMES の刺激パ
ラメーターは、二相性矩形波、パルス幅400μsec、周波数
80 Hz、5秒 on/15秒 off、刺激強度は痛みに耐えうる最大強
度とし、左右30分 /1日、8週間実施した。NMES には
DRIVE-HOME 試作機（デンケン社製）を用い、電極は自着
性電極（5×9 ㎝）にて、両側の大腿神経と大腿直筋、内側広
筋、外側広筋のモーターポイントに貼付した。NMES 実施
に関する実現可能性の評価として、NMES の実施回数（時
間）、 刺 激 強 度、NMES 実 施 時 の 疼 痛（NRS：0-10）、
NMES の使用感、快適度に関するアンケートや身体的変化
に関する内省報告を聴取した。また、身体機能への影響を評
価するため、CYBEX NORM（CSMI 社製）による両側の膝
伸展最大随意収縮（MVC）トルク、生体電気インピーダンス
法（InBody S10, InBody 社製）による筋肉量、超音波画像装

置（Viewsi, グローバルヘルス社製）による大腿前面筋厚、
最大歩行速度を介入前と介入後に測定した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言の基、被験者に口頭
および文書にて本研究の目的、方法、予見可能な利益とリス
クについて説明を行い、同意を得た。

【経過】 左右とも8週間、毎日 NMES を実施することができ
た。筋収縮が目視できる刺激強度より開始し、6週目に膝伸
展 MVC の10% の筋収縮が得られる刺激強度に到達した。
以後3週間同強度を継続し終了となった。NMES 時の疼痛
は、1週目に平均2.3、5週目に平均4.4と最大となり、以後
漸減し8週目に3.3となった。NMES に対するアンケートで
は「非常に使いやすい」「快適である」と回答し、内省報告
では、4週目以降に「歩行が楽」「立ち座りしやすい」など
の報告を得た。身体機能評価では、MVC トルクは右58.2か
ら69.2Nm、左51.9から58.0Nm となった。筋肉量は右6.63
から6.42 ㎏、左6.16から6.28 ㎏、筋厚は右29から32 ㎜、
左26から30 ㎜となった。最大歩行速度は0.95から1.34m/s
となった。

【考察】 8週間の NMES の実施率は100% であり、痛みに耐
えうる強度で徐々に強度を漸増させたことにより疼痛閾値が
上昇し痛みが軽減したこと、NMES 機器の操作が簡便であっ
たこと、NMES の快適度が高かったことがその要因と考え
られた。身体機能評価では最大歩行速度、左右の膝伸展
MVC トルク、大腿前面筋厚が改善した。NMES によって
変形性膝関節症患者の大腿四頭筋の筋力増強、筋肥大を引き
起こすためには膝伸展 MVC トルクの10～40% の刺激強度、
週3回以上、8週間以上の介入が必要であるとの報告がある。
本研究では刺激強度が最大で10%MVC とやや低値となった
が、週7回と高頻度で介入したことが大腿前面筋厚と膝伸展
筋力の改善を得る事ができた要因と考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、変形性膝関節症に
よる痛み等によって低活動性を示す訪問リハ対象者に対して、
筋力増強を目的とした NMES によるホームエクササイズは
実現可能性があり、また筋力のみならず動作まで改善させた
可能性を示した報告である。NMES の特性を考慮すると、
痛みや疾患により活動が制約される症例に対してこそ筋力増
強練習の補助手段として有用と考えられるため、今後訪問リ
ハ対象者での適応と効果についてさらなる研究が必要である。

訪問リハビリテーションにおけるホームエクササイズとしての 
大腿四頭筋に対する神経筋電気刺激の可能性　―症例報告―
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【目的】 当法人では、ロボットスーツ HALⓇ（Hybrid Assistive 
limb［ML-05］：以下 HAL）を導入し、理学療法と並行し
て歩行障害に対するニューロリハビリテーションとして用い
ている。これまで脊髄損傷や片麻痺患者などへの HAL を用
いた報告は散見されるが、脊髄小脳変性症（spinocerebellar 
degeneration：以下 SCD）患者における報告は少ない。我々
は、小脳失調症に対する HAL を用いた歩行練習の効果を検
証する為、SCD を中心とした治療研究を行っている。今回、
SCD 患者に対する HAL を用いた歩行練習の短期的効果に
ついて検証したので報告する。

【方法】 本研究は、近畿大学医学部堺病院で行われた。対象
は神経内科外来通院中の SCD 患者11名（男性4名・女性7
名、 年 齢61.2±12.6歳、 身 長160±7.6 ㎝、 体 重52.3±
10.0 ㎏、罹患期間9.4±6.7年）である。疾患の内訳は遺伝性
SCD（SCA：spinocerebellar ataxia、SCA6が7名、SCA1、
SCA8、SCA31が各1名ずつ）が10名、多系統萎縮症が1名
であった。
　介入期間は3週間（5回 / 週、入院）とし、機能評価は介入
の前・後及び退院2週間後に実施した（介入前・介入後・退
院後）。HAL の制御モードは全例 CVC（Cybernic voluntary 
control：随意制御）モードで実施した。免荷式歩行器（All 
in one）を用いて転倒を予防し、安全に歩行練習を実施した。
HAL 実施回数は平均14回、一回の平均歩行距離は808±
331 m であった。
　機能評価項目は、10m 最大歩行試験（速度・ケイデンス・
歩幅）、Timed up and Go Test（以下 TUG）、2分間歩行距
離（以下2MD）、Functional Balance Scale（以下 FBS）、30
秒 椅 子 立 ち 上 が り テ ス ト（以 下 CS-30）、Scale for the 
assessment and Rating of Ataxia（以下 SARA）、重心動揺

（総軌跡長・外周面積：開眼、閉眼・開脚立位にて測定：ア
ニマ株式会社製重心動揺計グラビコーダ G-620使用）及び歩
行時の転倒恐怖感（visual analogue scale：VAS を用いて評
価）とした。その他、歩容の評価はビデオ撮影にて行った。
　統計学的分析には IBM SPSS Statistics version19を使用
し反復測定分散分析を行った。主効果を認めた際に多重比較
検定（Bonferroni 法）を用い、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本人及びご家族に治療内容や研究への参加に
対し、口頭と文書により十分な説明を行い同意を得た。なお、
本研究は、近畿大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】 結果を介入前→介入後→退院後の順に示す。10m 歩
行速度0.83±0.37→1.1±0.4→1.02±0.46m/s、歩幅0.48
± 0 . 1 → 0 . 56 ± 0 . 13 → 0 . 54 ± 0 . 12m、2MWT82 . 9 ±
33.2→106.4±34.8→114.6±45.9m、FBS 36±11.4→41
±10.7→39.3±9.4点であり、介入前と介入後、介入前と退
院後との間に有意差を認めた（P ＜0.05）。転倒恐怖感につ
いては、5.0±3.1→3.6±2.7→3.6±3.2 ㎝で介入前と介入
後に有意差を認めた（P ＜0.05）。TUG は27.2±24.7→17.4
±11.4→18.7±13.6秒と平均値には改善傾向を示したが有
意差はなかった。その他ケイデンス、CS-30、SARA、重心
動揺にはすべての測定時期において有意差を認めなかった。
すべての項目において介入後と退院後には有意差を認めず、
歩行速度、歩幅、2MD と FBS は退院2週間後においても改
善効果が維持されていた。

【考察】 本研究の対象は小脳失調症状を中心とした SCD 患
者である。今回の結果から介入前後で歩行速度、2MD、
FBS など立位バランスと歩行能力に有意な改善を認めた。
SCD は四肢・体幹の失調症状を主症状とする原因不明の神
経変性疾患である。小脳は、歩行時における肢運動の位相制
御に関与し、これらを統合した結果、左右の肢間協調に中心
的役割を果たしている。HAL は装着者の能動的な運動発現
が必要であり、それにより適切なアシストを得て歩行するこ
とが可能となる。加えて免荷式歩行器を使用することで転倒
への不安もなく、安全に行えたことも効果的な歩行練習の実
施に寄与したと考える。HAL のアシストにより疲労を軽減
し、効率的かつ律動的な歩行運動の繰り返しが可能となり、
上位・下位歩行システムの活性化による歩行運動の学習効果
が得られたと考えられる。
　歩行機能が改善した一方で失調症状や重心動揺には有意差
を認めなかったが、失調症状を有する SCD 患者においても
短期的な歩行機能の改善を認めたことから、HAL の有効性
が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 SCD のような進行疾患におい
ても、HAL 装着下歩行練習による運動機能の改善を認めた。
症状の進行抑制や平衡機能も含めた歩行能力改善に寄与する
ためのツールとして HAL は有効であると考えられる。今後、
疾患の進行抑制を含めた長期的な効果についても検討してい
く必要がある。

脊髄小脳変性症に対するロボットスーツ HALの短期効果
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【目的】 運動療法を安全かつ効果的に行うための運動処方と
して FITT が重要とされている。しかし適切な運動処方を
作成する際に、FITT の要素以外にも重要な要素が存在する
可能性があると考えられる。例えば睡眠である。現代の日本
人の多くが慢性的な睡眠不足に悩まされており、睡眠不足が
身体への様々な要因に関与していることが報告されている。
　これまでに一過性の睡眠制限と心拍数の関係などは報告さ
れているが、一過性の睡眠制限が運動時の呼吸・循環・代謝
エネルギーに与える影響についての報告は少ない。
　そこで本研究では若年健常者の睡眠制限の有無による嫌気
性代謝閾値（Anerobic Threshold：AT）時のエネルギー代
謝・呼吸循環指標の差異を検討することを目的とした。

【方法】 対象者は、健常若年男性8名、女子9名の計17名と
した。①睡眠制限を行わない ②睡眠制限を行う2通りの条
件にて自転車エルゴメータ用いた心肺運動負荷試験を実施し
た。①は6時間以上の睡眠を取らせた。②測定前日の24時
から翌日の測定開始8時までの睡眠を制限するよう行わせた。
睡眠を取ってしまった対象者に対しては、睡眠時間を記載す
るように指示した。また睡眠制限の際の過ごし方の注意点と
して、激しい運動や飲酒、カフェインを含んだ食品の飲食を
避けること、また朝食を摂取するよう対象者に指示し、それ
以外の過ごし方は自由とした。各条件の測定は全て別日とし、
測定順序は無作為に実施した。運動負荷装置は自転車エルゴ
メータ（AEROBIKE 75XLⅡ）を使用した。手順としてエル
ゴメータ上の坐位での2分間安静後、ウォーミングアップ

（30W）を2分間行った後、ランプ負荷（30W/min、回転数
50回 / 分）を AT に達するまで行った。また、血糖値の計
測を測定前に実施した。評価項目は、体重当たり酸素摂取量

（oxygen uptake/weight：VO2/W）、一回拍出量（O2pulse）、
安静時心拍数（heart rate：HR）、分時換気量（respiratory 
minute volume：VE）、二酸化炭素量（amount of carbon 
dioxide：VE/VCO2）、呼吸数（respiratory rate：RR）、一
回 換 気 量（tidal volume：TV）、 主 観 的 運 動 強 度（Borg 
scale）の息切れ・下肢の変化を示した。統計処理には、IBM 
SPSS Statistics Ver.24.0を用いて、2条件における AT 時
の各指標を比較し、対応のある t 検定を用いた。統計学的有
意水準は5% とした。

【説明と同意】 研究では白鳳短期大学研究倫理委員会で承認
（承認番号18004）を得て、本研究の内容について被験者に
口頭と書面で説明し、同意のもとに実施した。

【結果】 対象者の平均年齢は19.7±1.4歳、平均身長は165±
7.1 ㎝、平均体重は61±8.5 ㎏であった。睡眠規制した群は、
自由に睡眠した群に比較して、AT 時の VO2/W（p=0.011）、
O2pulse（p= 0.043）、TV（p= 0.006）は有意な低下を認め、
VE/VCO2（p=＜0.001）は有意な増加を認めた。しかしそ
の一方で HR（p= 0.231）、VE（p= 0.271）、RR（p= 0.533）
には有意な変化を認めなかった。

【考察】 本研究は、若年健常者17名に対して、自由睡眠群と
睡眠規制群の2群に分け、ランプ負荷試験を実施し、嫌気性
代謝閾値時のエネルギー代謝・呼吸・循環指標に与える影響
について明らかにすることを目的に比較検討を行った。その
結果、ランプ運動負荷試験中における HR、VE、RR は睡眠
制 限 に よ り 有 意 に 変 化 を 認 め な か っ た が、VO2/W、
O2pulse、TV、Borg scale（息切れ・下肢疲労）は、睡眠制
限により有意に低値となり、VE/VCO2は有意に高値を示
した。
　したがって、睡眠が規制されると、睡眠が十分であるとき
の AT 時の運動負荷量が AT を超えてしまっていることが
示唆される。換気効率も悪化していることを考慮すると、十
分な睡眠をとっているときに測定された AT での運動強度
は、睡眠が制限された状況では安全とはいえない運動強度に
なり得ることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究では、同じ運動強度で
も睡眠状況によって身体に与える負荷が異なる可能性を明ら
かにした。この事実は、心臓リハビリテーション実施前の問
診項目として活でき、より厳密なリスク管理の構築に寄与す
るものと考えられる。

一過性睡眠制限における嫌気性代謝閾値時の 
エネルギー代謝・呼吸・循環指標の関連性について
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【目的】 吸気筋トレーニング（IMT）は、呼吸リハビリテー
ション（呼吸リハ）の重要な項目とされる。特に慢性閉塞性
肺疾患（COPD）などの呼吸器疾患に対する IMT の有用性に
関する報告が多く認められ、呼吸器外科領域の周術期におけ
る継続的な IMT と従来の呼吸リハの併用により術後呼吸器
合併症のリスクを軽減させることが報告されている。今回、
右肺上葉切除術術前の低肺機能症例に対する運動療法と
IMT の併用により、横隔膜動態や肺機能・運動耐容能が改
善した1症例を経験したので報告する。

【症例】 72歳男性、COPD stageⅡ、修正 MRC は grade1、
CAT は20点、BMI は20.8、喫煙歴は40本×45年であった。
ADL は自立していた。右上葉肺がんの疑いで上葉切除術の
方針であるが、低肺機能であり、運動耐容能の改善目的に術
前外来呼吸リハを実施した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、患者と家族
に説明文書での説明を行った後、書面での承諾を得てから
行った。

【経過】 呼吸リハは週2回の通院で8週間行った。リハビリ
テーションプログラムは、コンディショニング、下肢レジス
タンストレーニング、peak watt の70% 負荷による自転車
エルゴメーターを実施した。IMT には POWER breathe

（Entry Japan 社）を使用し、最大吸気筋力（PImax）の30%
負荷圧より開始、超音波画像診断装置にて評価を実施しなが
ら徐々に負荷圧を漸増させ、最も横隔膜の移動距離が大き
かった50% 負荷圧に設定し、30回を1セットとした。また、
自宅での IMT の自主トレーニングを日誌に記録するよう指
導を行い、来院時に IMT の実施状況を確認した。
　呼吸リハ介入前後で、スパイロメーターによる肺機能検査
と He 閉鎖回路法による残気量測定、6分間歩行試験、漸増
負荷試験による呼気ガス分析、下肢筋力、PImax、呼吸困難
は Baseline Dyspnea Index（BDI）と Transitional Dyspnea 
Index（TDI）を用いて評価した。最大吸気時の横隔膜動態移
動距離（DIAmax）測定には、コンベックス型プローブを接
続した超音波画像診断装置を用い、Mmode にて測定した。

【結果】 呼吸リハ介入前後での各検査結果を示す。肺活量：
3.50→3.71L、1秒量：1.53→1.57L、機能的残気量（FRC）：
3.52→3.01L、最大吸気量（IC）：2.22→2.57 L であった。6
分間歩行距離は500→555m、漸増負荷試験は VO2peak：

953→1,039 ㎖、呼吸数：33.3→22.8回、TVpeak：1,149→ 
1,779 ㎖、VEpeak：38.3→40.6L/min であった。下肢筋力
は、0.59→0.69f/㎏、PImax は77.9→92.4 ㎜H2O であった。
介入前の BDI は機能障害、活動の程度、労力の程度のすべ
てで grade3であったのが、介入後には、日常の呼吸困難感
を示す TDI は機能障害、労力の程度で中等度の改善を認め
た。DIAmax は介入前が50.8 ㎜であったのに対し、介入後
は80.8 ㎜に改善した。

【考察】 COPD は気道の炎症性の狭窄や肺胞の破壊が生じ、
換気制限やガス交換障害など様々な障害を呈する疾患である。
また、肺過膨張により横隔膜の機能障害が生じることも特徴
の1つである。今回、COPD 合併の肺癌疑い患者の術前呼吸
リハを行うにあたり、IMT の効果判定として超音波画像診
断装置を使用し、DIAmax を経時的に評価した。介入前の
DIAmax は、50.8 ㎜であり先行研究で示されている中等度
COPD の平均値と同程度であったが、介入後には80.8 ㎜と
健常者と同程度まで改善した。IMT の効果が確実に得られ
る至適負荷圧に関しては PImax の30% 以上が推奨され、
60% 以上の負荷圧でより効果が大きいとされているが、本
症例では超音波画像診断装置を用いて DIAmax の評価を行
いながら負荷圧を決定したことで、横隔膜に対してより効果
的に IMT を実施できたと考える。また、COPD の運動制限
因子として動的過膨張による IC の低下と FRC の増加によ
る呼吸困難感の増強が挙げられる。IC は COPD 患者の予後
と関連が強いとされている重要な項目であるが、介入後では
IC の増加と FRC の減少を認めた。呼気ガス分析では、介入
前で換気制限が認められていたが、介入後では最大運動負荷
時の呼吸数が減少、1回換気量の増加を認めた。このことか
ら、IMT により増加した DIAmax は IC の増加に寄与し、
運動負荷中の換気効率が改善したことで、運動耐容能は改善
したと考える。

【理学療法研究としての意義】 IMT による横隔膜動態の改
善と肺機能、運動耐容能には関連があることが示唆された。
IMT が横隔膜動態や肺機能に対して有効に働くことを示す
ことができれば、呼吸リハビリテーションプログラムの1つ
である IMT の有用性を示す一助となる。

術前 COPD患者に対して運動療法と吸気筋トレーニングの併用により 
横隔膜動態、肺機能、運動耐容能の改善を認めた1症例
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1）近畿大学医学部附属病院 リハビリテーション部，2）近畿大学医学部 外科， 
3）近畿大学医学部 リハビリテーション科
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【目的】 特発性肺線維症（IPF）は、慢性的に肺に高度の線維
化が起き不可逆性の蜂巣肺形成をきたす予後不良の難治性疾
患である。今回、2週間という短期入院の中で、退院後の動
作・セルフトレーニング指導を中心に行うことにより、日常
生活時における自己管理能力の向上・呼吸困難感の軽減を認
めた症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 58歳女性、喫煙歴なし、修正 MRC Scale：
Grade2、夫と二人暮らしで家事を担う。2016年から呼吸困
難感が出現、徐々に悪化し、2017年に IPF と診断された。
同年から HOT 導入と抗線維化薬の内服開始となった。その
後、同薬の副作用により下痢症状が続き、約1年で10 ㎏の
体重減少を認めた。2018年6月にステロイド導入目的で入
院 と な っ た。 入 院 時、 動 脈 血 ガ ス：PaO₂）43.9 torr、
PaCO₂）64.1torr、呼吸機能：VC）0.85L（33.8%）、DLco₂）
94㎖/min/㎜Hg（25.8%）であった。酸素投与指示は、労作
時3L/ 分、安静時1L/ 分である。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、今回の報告
にあたり患者とその家族に書面での承諾を得た。

【経過】 初期評価時、6分間歩行327m（酸素3L/ 分下、呼吸
困難感は Borg Scale：開始時9、終了時13、検査中 SpO₂：
87～97%）であった。NRADL は53点（動作速度22点、息
切れ13点、酸素流量16点、連続歩行距離2点）であり、
ADL は自立していたが、動作時の呼吸困難感が強かった。
さらに、指示された酸素流量を守っておらず、各動作は性急
的でかつ浅速呼吸であり、動作と呼吸が同調できていなかっ
た。また、酸素投与せずに階段を5階まで登るなどオーバー
ワークのエピソードもみられた。その他、膝伸展筋力（右 /
左）はトルク体重比：1.88/2.10。体組成分析では、体重
27.1 ㎏、徐脂肪量25.1 ㎏、体脂肪率7.3% とやせ型であった。
認知機能は、MMSE30点であったが、TMT-A は1分43秒、
TMT-B は1分46秒と注意・判断能力に低下を認めた。初
期評価時の問題点は、低栄養状態であること、呼吸困難感を
感じながらも性急的に労作を行いエネルギー消費量が多いこ
と、酸素投与管理が不十分であり、アドヒアランスが悪いこ
とが主であった。
　理学療法介入は、週5日2週間行った。理学療法プログラ
ムは、全身ストレッチ、下肢筋力トレーニング、全身持久力
トレーニング、動作・セルフトレーニング指導を実施した。

動作・セルフトレーニング指導では、パルスオキシメータを
用い、酸素流量を守らずに行っていた動作時 SpO₂が85% を
下回っていることを把握させた。そして、SpO₂の値を確認
しながら動作指導を行い、かつ休憩する目安は労作時間や移
動距離、運動回数などに応じてパンフレットを示し指導した。
　最終評価は、6分間歩行330m（呼吸困難感 Borg Scale：
開始時12、終了時13、SpO₂：89～98%）、膝伸展筋力はト
ルク体重比：1.77/1.88、体重27.2 ㎏であり、入院中の運動
機能・体重は維持することができた。一方、NRADL は50
点（動作速度18点、息切れ17点、酸素流量13点、連続歩行
距離2点）と動作速度の低下、呼吸困難感の減少がみられ、
指示された酸素流量を守れるようになった。

【考察】 IPF 患者に対して、動作指導・退院後のセルフト
レーニング指導を中心に介入を行った。それによって、医師
より指示された酸素流量を守ることができるようになり、日
常生活における呼吸困難感の改善に至った。動作を指導する
にあたり、普段の低酸素血症状態を数字で認識できたこと、
注意・判断能力の低下に対して具体的な休憩の目安を提示し、
パンフレットを作成・配布したことが有効な方法であったと
考えられる。また、適切な活動量を行うことで、エネルギー
消費量の軽減も図れたのではないかと考える。
　一般的に機能的にアプローチする呼吸リハビリテーション
があるが、IPF は進行性の疾患であり、上下肢トレーニング
などの機能的な効果は一時的・限定的であることが多い。今
回は入院期間の限られた急性期病棟の中で、退院後の自己管
理に焦点を当て介入することが重要であると考え、動作・セ
ルフトレーニング指導を行った。運動機能に変化はなかった
が、適切な動作速度の定着、呼吸困難感の減少、適切な酸素
流量を守れるようになり、動作指導が有効であったと考える。

【理学療法研究としての意義】 一般的に慢性呼吸器疾患患者
の理学療法において、呼吸困難感を軽減し、身体活動量を向
上することが重要とされている。しかし、栄養障害が問題に
なることが多く、適切な酸素流量を守ることができない患者
においては、自身の呼吸状態を把握し、自覚症状を踏まえた
適切な活動量を行っていく必要がある。本症例を通して、自
己管理能力の低い慢性呼吸器疾患患者のアドヒアランスを高
めるために、短期的でかつ効果的な患者指導について、探求
していく必要があると考えた。

動作指導を主とした短期間の介入により、 
自己管理能力の向上・呼吸困難感の軽減を認めた特発性肺線維症の一例

○増田　朋絵（ますだ ともえ）
滋賀医科大学医学部附属病院 リハビリテーション部
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【目的】 我々は、第53回日本リハビリテーション医学会にお
いて右母指指節間関節への表在感覚刺激直後の脊髄神経機能
の興奮性について、右母指球上の筋群より F 波を導出して
検討した。その結果、表在感覚刺激直後の脊髄神経機能の興
奮性は安静時と比較して有意に高まった。これは、母指球上
の筋群を支配する運動神経に対応した髄節レベルへの表在感
覚刺激が、脊髄神経機能の興奮性を増大させたのではないか
と考察した。
　そこで本研究では、表在感覚刺激を与える髄節レベルを変
化させることで、脊髄神経機能の興奮性に相違が生じるのか
誘発筋電図の F 波を用いて検討をおこなった。

【方法】 対象は、整形外科学的・神経学的に問題のない健常
成人15名（男性8名、女性7名、年齢26.0±6.7歳）とした。
F 波の導出には日本光電社製のニューロパックを使用した。
F 波記録条件は探査電極を右母指球上の筋群、基準電極を右
第1中手骨頭背側上、接地電極を右前腕中央部に配置し、右
側正中神経を刺激し右母指球上の筋群より F 波を導出した。
F 波刺激条件は刺激強度を M 波が最大となる刺激強度の
120%、刺激頻度を0.5 Hz、刺激持続時間を0.2ms、刺激回
数を30回とした。測定肢位は背臥位とし、表在感覚刺激は
対象者の右上肢の各部位に対し、同一検査者が軽く触れる程
度での触圧覚刺激を与えた。表在感覚刺激を与える部位は、
デルマトーム上の C6レベルである前腕外側（条件 A）と母
指（条件 B）、C7レベルである中指（条件 C）、C8レベルで
ある小指（条件 D）、Th1レベルである前腕内側（条件 E）と
した。なお各課題は別日にランダムな順序でおこなった。測
定の流れは、各課題においてまず安静時で F 波を測定し、4
分間の休憩を入れた後に、1分間表在感覚刺激を与えながら
再度 F 波を測定した。測定項目は F 波出現頻度、振幅 F/M
比とした。統計学的処理は、各課題における安静時と表在感
覚刺激時のデータに対して Wilcoxon の符号付順位検定を実
施した。有意水準は5% とした。

【説明と同意】 研究に先立ち、ヘルシンキ宣言および個人情
報保護法に基づき、対象に測定の趣旨および内容等を十分に
説明し、同意を得られた上で測定を実施した。

【結果】 F 波出現頻度、振幅 F/M 比ともに、条件 B で安静
時と比較して表在感覚刺激時に有意な増加を認めた（p ＜
0.05）。その他の条件では、有意差は認めなかった。

【考察】 条件 B では、F 波出現頻度、振幅 F/M 比は安静時
と比較して有意な増加を認めた。表在感覚刺激時の中枢神経
機能について、小笹らは、触覚刺激時の大脳皮質領域の活動
を機能的磁気共鳴画像（fMRI）にて検討し、安静時と比較し
て一次運動野、補足運動野に活動を認めたと報告している。
このことから、表在感覚刺激により大脳皮質の興奮性が高ま
り、下行線維を介して脊髄前角細胞に対して興奮性に作用し
たことで脊髄神経機能に変化をもたらした可能性が考えられ
た。また鈴木らは、脊髄の構造と機能について体性感覚を司
る受容器からの情報は、一次求心性線維を経て脊髄後根から
脊髄に達し、上位中枢に伝えられるのみならず、脊髄内の介
在ニューロンを介して運動ニューロンにも伝えられると述べ
ている。このことから、表在感覚刺激により脊髄内で介在
ニューロンを介し直接脊髄前角細胞に対して作用したことで
脊髄神経機能の興奮性を増大させた可能性も考えられた。
　条件 B 以外では、F 波出現頻度、振幅 F/M 比共に安静時
と比較して有意差は認めなかった。これは、母指球上の筋群
を支配する運動神経のデルマトーム上の髄節レベルである
C6から Th1に対して表在感覚刺激を与えたが、母指以外の
同髄節レベルへの表在感覚刺激では脊髄神経機能の興奮性に
影響を及ぼさないことを示している。
　以上より、単に母指球上の筋群を支配する運動神経の髄節
レベルに表在感覚刺激を与えるのみでは対応する脊髄神経機
能の興奮性は増大しないが、母指球上の筋群により近接する
部位に表在感覚刺激を与えることが脊髄神経機能の興奮性を
増大させるのに重要であることが示唆された。

【理学療法学研究としての意義】 臨床での理学療法場面では、
脳血管疾患や脊髄損傷による運動麻痺、変形性関節症や骨折
に対する術後の筋力低下により、筋活動が得られにくい患者
を経験することがある。本研究の結果から、罹患筋により近
接する部位へ表在感覚刺激を与えることで、目的とする筋の
筋活動が得られやすくなる可能性が考えられた。今後は、与
える表在感覚刺激の量や質を変化させることで、表在感覚刺
激が筋活動に与える影響を詳細に検討していくことは有用で
あると考えられる。

表在感覚刺激を与える部位の違いによる脊髄神経機能の 
興奮性の変化について

○林　哲弘（はやし てつひろ）
医療法人社団石鎚会 田辺中央病院 リハビリテーション部

Key word：F 波，表在感覚刺激，脊髄神経機能
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【目的】 本邦は超高齢社会へ突入しており、加齢に伴うサル
コペニアへの対策は急務となっている。通常、筋力低下に対
しては高負荷レジスタンス運動が推奨されるが、身体機能の
低下した高齢者では実施困難な場合が多い。そこで、低負荷
でゆっくりと動作を行うスロートレーニング（以下 SL）が代
替的手法として注目されている。SL は筋への負担が少なく、
高負荷レジスタンス運動と同様の筋力増強効果が得られるこ
とや、心血管系に与える負担が小さいことが報告されている。
しかしながら、SL が一般的なレジスタンス運動と同等の筋
力増強効果をもたらす生理学的メカニズムについては完全に
明らかとなっていない。そこで、本研究では運動時の筋活動
や運動単位の動員様式を空間的・時間的に評価できる多チャ
ンネル筋電図を用いて SL 時における筋内活動分布・動員様
式を明らかにすることを目的とした。また、近赤外分光法

（NIRS）や乳酸の測定による SL 時の代謝・筋血流動態や循
環器系への影響についても明らかにすることを目的とした。

【方法】 対象は健常成人男性12名（21.5±0.5歳）とした。最
初に多用途筋機能評価運動装置（BIODEX 社）を用いて2種
類の等速性運動（角速度22.5°/ 秒、45°/ 秒）における膝伸
展最大筋力（MVC）を測定した。その後、等張性運動にて2
条件で膝関節伸展のレジスタンス運動を実施した。各条件は
①SL 群：角速度22.5°/ 秒（求心・遠心性収縮を含む）、
50%MVC 負荷にて15回×3セット、②高負荷レジスタンス
運動（H 群）：角速度45°/ 秒（求心性収縮のみ）、75%MVC
負荷にて10回×3セットとした。また、すべての筋力測定
およびレジスタンス運動時には64チャンネルの多チャンネ
ル筋電図（OT Bioelettronica 社）を用いて右外側広筋の測定
を行った。各条件において得られた64チャンネル分のデー
タは膝関節40～50°の範囲を抽出し、各チャンネル毎で
RMS（Root Mean Square）を算出した後、MVC の値をもっ
て正規化を行い、64チャンネル分の平均 RMS および変動係
数を算出した。また、筋電計の電極とともに外側広筋に近赤
外線分光装置を貼付し（OMEGAWAVE 社）、各条件で
Oxy-Hb の減衰量を比較した。さらに、各条件前後で、乳
酸値（アークレイ社）、血圧（OMRON 社）を測定した。統計
学的解析は、筋電図の平均 RMS・変動係数、Oxy-Hb の減
衰量においては1セット目のはじめと終わり、3セット目の
終わりの値を、乳酸・血圧においては介入前後の変化率を比

較するため Shapiroo-Wilk test を行った後、対応のある t
検定もしくは Wilcoxn 検定を行った。全てのデータは平均
値±標準偏差で表し、有意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究は兵庫医療大学倫理審査委員会の承認
を得た後（第15017号）、対象者には口頭および文書による
説明を行い、書面による同意を得た上で実施した。

【結果】 64チャンネル分の RMS の平均値は1set 目の開始時
および終了時ともに H 群が SL 群よりも有意に高値を示し
た（p ＜0.05）。しかしながら、3set 目の終了時では両群間
に有意差を認めなかった（p ＜0.05）。一方で、変動係数は
全ての測定時点で両群に有意差を認めなかった。また、
Oxy-Hbは全ての測定時点で両群間に有意差はみられなかっ
た（p ＜0.05）。乳酸、血圧、心拍数は両群ともに有意に上
昇したが両群間に有意差は認められなかった（p ＜0.05）。

【考察】 本研究の主な結果は、SL 群は3セット後に H 群と
同等に筋活動となったが変動係数には有意差がなかったこと、
筋血流量および乳酸は両群間に有意な差を認めなかったこと
である。SL 群の筋活動が3set 目の最後で H 群と同等になっ
たことは、筋疲労によって運動単位動員数の増加が生じたこ
とが考えられるが、変動係数は両群間で有意な差を認めな
かったことより、筋内の空間的な筋線維の動員が異なるとは
言えないことを意味する。したがって、SL でも H 群と同様
に開始当初より速筋線維が動員されていたと推察できる。ま
た、50% 程度の筋活動で筋内圧が上昇することにより、筋
への血流量が低下し速筋線維の動員が増加するとされており、
実際 SL 群の酸素化ヘモグロビンは H 群と同程度であった。
乳酸の値にも有意な差が生じなかったことから、同程度の速
筋線維が動員されていることを裏付けていると考えられる。
本研究結果より負荷を減らしても SL を実施することによっ
て、活動筋における酸素化が H 群と同等程度になり速筋線
維の動員が誘発されるが、効率的に筋力増強を得るためには
3セット以上の処方が必要である可能性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 超高齢社会となった本邦では、
確実に効果が得られ、高齢者でも実施できるような運動方法
の構築が急務となっている。SL 時の筋活動や筋血流代謝を
明らかにすることは、SL の筋力増強メカニズムの科学的根
拠となり、サルコペニア予防に対する運動方法の構築に対す
る一助となる。

スロートレーニング時における筋活動および酸素化動態の解析
～多チャンネル表面筋電図と NIRSを用いて～

○中野　佳樹（なかの よしき）1），関山　貴士2），宮本　俊朗3）

1）JCHO星ヶ丘医療センター リハビリテーション部， 
2）パナソニック健康保険組合 松下記念病院 リハビリテーション科， 
3）兵庫医療大学 リハビリテーション学部 理学療法学科

Key word：サルコペニア，スロートレーニング，多チャンネル筋電図
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【目的】 足部には3つのアーチが存在し、その中で内側縦
アーチは荷重や衝撃緩衝に重要で、外傷や繰り返す足部への
負担により内側縦アーチの破綻が起きた足を成人後天性偏平
足（以下、偏平足）と呼ぶ。内側縦アーチの重要な安定化機
構には足底腱膜、長足底靭帯、後脛骨筋、ばね靭帯などがあ
り、ばね靭帯は踵骨と舟状骨の間に存在する靭帯で距骨頭を
支持する。ばね靭帯の繊維束の構成は superomedial part、
inferoplantar part、medioplantar part の3つの部分に分け
られ、特に superomedial part は距骨頭の内側面を支持して
おり内側縦アーチの保持に重要といわれている。
　一般的にばね靭帯の機能不全は後脛骨筋腱機能不全症に続
発して発症するといわれている。一方、ばね靭帯が主要な内
側アーチの支持組織であり後脛骨筋腱機能不全は、ばね靭帯
不全に続発して発症するという報告もある。そのため、扁平
足の保存療法において、ばね靭帯の形態と機能を評価するこ
とは重要である。MRI や超音波画像診断装置（以下 US）に
よる評価は散見されるが、ゴールデンスタンダードは未だ確
立していない。特に US を用いた研究については、計測部位
が報告者により異なり、再現性や妥当性の検証も不十分であ
る。そこで、本研究の目的は US を用いた、ばね靭帯厚計測
方法の信頼性を検討することとした。

【方法】 対象は健常男女8名16足（男5名、女3名）とした。
計測肢位は計測側下肢を下にした側臥位とした。計測下肢は
膝関節伸展位、足関節底背屈中間位とし、足部内側面にある
ばね靭帯の superomedial part を US（Aplio300）を用いて
長軸で描出、0.1 ㎜単位で靭帯厚を計測した。計測部位は先
行研究で用いられている距骨頭（以下 TH）部、後脛骨筋健

（以下 PT）部、PT 部から5 ㎜前方（以下 PT5）部の3か所
とした。計測は各3回行い、級内相関係数 ICC（1.3）を用い
て検査の信頼性を検討、標準誤差（以下 SEM）、最小可検変
化量（Minimal Detectable Change；MDC）の95% 信頼区
間（以下 MDC95）を算出した。

【説明と同意】 本研究は所属機関の倫理委員会の承認を得て、
被検者全員に本研究の目的を説明し、紙面上にて同意を得た。

【結果】 バネ靭帯厚は TH 部2.17±0.35 ㎜、PT 部2.81±
0.47 ㎜、PT5部2.40±0.49 ㎜ であった。ICC（1.3）は TH
部 /PT 部 /PT5部の順に0.97/0.74/0.87であった。SEM
は0.10/0.33/0.19、MDC95は0.28/0.92/0.54であった。

【考察】 今回の検査でのばね靭帯厚計測の検者内信頼性は、
TH 部では ICC（1.3）0.97と高い再現性が得られた。また絶
対的信頼性の指標である SEM も小さく再現性が高かった。
PT 部、PT5部の再現性の低下した原因は、ばね靭帯を描出
するためのわずかなプローブ走査でも TP の位置や形が変化
し、計測位置が一定となりにくいため測定誤差が生じやすい
と考えた。
　先行研究における正常ばね靭帯厚は TH 部平均3 ㎜

（Harish2007）、PT 部 /PT5部平均4 ㎜/3.6 ㎜（Rany2008）
などの報告がある。今回の値は先行研究と比較して全体的に
小さい。特に PT 部 /PT5部で差が大きくなったのは先行研
究では PT と靭帯間の gliding layer と呼ばれる結合組織や
TH 上の軟骨を計測に含んでいるのに対し、我々の研究では
含まなかったためと考える。また人種の違いも一つ理由とな
る可能性がある。
　MDC95は TH 部で0.28 ㎜であり、今後靭帯機能特性を
検討するときに健常被検者、扁平足患者の荷重・非荷重時な
ど条件の違いによる靭帯厚変化0.3 ㎜以上を真の変化と考え
られる可能性があるが、サンプル数も増やした更なる研究が
必要である。すなわち、US を用いたばね靭帯厚の計測は
TH 部で実施することが望ましいと考えた。

【理学療法研究としての意義】 本研究の結果は超音波による
ばね靭帯厚計測の大規模なデータを集めるための基礎的検討
として有意義な結果であったと考えられる。今回の検査で用
いた計測方法を標準化し普及することで本邦におけるばね靭
帯厚の標準値を策定し、健常者のばね靭帯の足部肢位変化、
荷重の影響に靭帯厚変化や、扁平足患者との比較を行うこと
で扁平足患者のばね靭帯の機能特性を明らかにできる可能性
がある。

超音波画像診断装置を用いたばね靭帯厚計測方法と信頼性の検証

○田中　謙次（たなか けんじ）1）2），工藤　慎太郎3）4）

1）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科 保健医療学専攻，2） 医療法人 健生会 たつえクリニック， 
3）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科，4）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：超音波，偏平足，ばね靭帯

口述セッション2　［ 基礎／神経 ］



― 10 ―

O2-4

【目的】 立位ステッピングテストは敏捷性の評価の一つであ
る。我々は、第51回日本理学療法学術大会においてこのテ
ストと股関節および膝関節の屈曲、伸展筋力との関係を検討
し股関節屈曲、伸展筋力との相関があることを報告した。今
回の研究では、このテスト中のステッピング動作の下肢関節
角度、ステッピング回数を調査し、足関節不安定性および足
部内側縦アーチ（以下足部アーチ）高率との関係を検討し、
ステッピング回数に影響を与える筋力以外の要因を明らかに
することを目的とした。

【方法】 対象者は、男子大学生22名（平均年齢21.4±0.8歳）、
利き足は全て右脚、現在、整形外科疾患の治療を行っていな
い学生を対象とした。足関節不安定性の評価は、Interna-
tional ankle consortium が推奨するアンケート調査表であ
る Cumberland ankle instability tool（以下 CAIT）の9項目
からなる評価表をもとに点数化し不安定性を定量化した。足
部アーチ高率は、立位で体重の50% および90% の荷重を行
い、デジタルハイトゲージを用いてそれぞれ足部アーチ高を
計測し足長で除して求めた。立位ステッピングテストは、日
本バスケットボール協会の指導教本ならびに広瀬らが示した
パワーポジションとそのチェック指標を基とした姿勢から全
力で7秒間のステッピング動作を行い7秒間の中5秒間のス
テッピング回数を数えた。テストは2回施行し、高値の回数
を採用した。このテストのステッピング動作を、カメラ6台
を用いサンプリング周波数100 Hz で撮影した。撮影した動
画を三次元解析ソフト（アニマ社製型番：MA8000）で動作
解析を行い、ステッピング動作を各期、各相に分類し各関節
角度を算出した。算出した各関節角度から変動係数を求めた。
支持期（床に足底が接地している時期）を、前足部接地、最
下点、前足部離床、回復期（床から離れた時期）を、遊脚上
方、最上点、遊脚下方と分類した。なお反射マーカーの位置
は、左右肩峰、大転子、膝関節裂隙外側、外果、第5中足骨
頭としそれぞれ貼付した。統計処理は、SPSSver12.0を用い
てステッピング回数とステッピング動作中の各関節角度、各
関節角度の変動係数、CAIT の点数、足部アーチ高率のそれ
ぞれの数値の相関をスピアマンの順位相関係数で求めた。有
意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は、共同演者らが所属する教育機関の
倫理委員会で承認を得て実施した（承認番号：17-034）。ヘ

ルシンキ宣言に基づき各対象者には研究の趣旨、目的を口頭
および文書で説明し、同意書に署名を得て実施した。

【結果】 ステッピング回数と CAIT の点数ならびに足部アー
チ高率との間に相関は、それぞれ認めなかった。ステッピン
グ回数と各関節角度との間は、前足部接地の足関節角度
r=-0.500、最下点の足関節角度 r=-0.425で有意な負の相
関を認めた。ステッピング回数と各関節角度の変動係数との
間は、前足部離床の股関節変動係数 r=-0.508で有意な負の
相関を認めた。

【考察】 本研究の結果から、ステッピング回数と CAIT の点
数ならびに足部アーチ高率との間の相関は、それぞれ認めな
かった。これは、CAIT の点数が平均28.45±1.84点（24点
以下不安定性）であり足関節の安定性がほぼ全症例で良好で
あったため、相関が認められなかったと考える。足部アーチ
高率に関しては、佐川らは、前足部接地走行は後足部接地走
行より足部内側縦アーチが低下すると報告しているため今回
も予測されたが、同様の結果にならなかった。その理由は、
走動作のように接地時の衝撃吸収そして前方への推進という
ことはなく、その場でのステッピング動作であるため足部
アーチ高の高低の影響は少なかったと考える。ステッピング
回数と各関節角度との関係は、前足部接地の足関節角度、な
らびに最下点の足関節角度でそれぞれ負の相関を認めた。こ
のことから、ステッピング回数をより多く行うためには、支
持期において足関節を底屈位で支持する能力が求められるこ
とがわかった。ステッピング回数と前足部離床時の股関節変
動係数との間に負の相関を認めた。このことから、下肢が支
持期から回復期に切り換わる時期に、股関節の角度変化が少
なく一定に調整できる能力がステッピング回数に影響を与え
ていることを確認することができた。

【理学療法研究としての意義】 今回の研究で、立位ステッピ
ングテストのステッピング回数に影響を与えている筋力以外
の要因は、支持期における足関節の底屈と前足部離床時の股
関節変動係数であることが示された。立位ステッピングテス
トを実施するうえで意義があると考える。今回は足部アーチ
高率とステッピング回数との関係を検討したが、今後、
CAIT 点数の低点の対象者や他のアライメント評価とも関係
を検討する必要があると考える。

立位ステッピングテストの運動学的解析と 
足関節不安定性・足部内側縦アーチとの関係

○岩根　浩二（いわね こうじ）1），藤田　大介2），吉村　洋輔2）

1）JCHO京都鞍馬口医療センター リハビリテーション科， 
2）川崎医療福祉大学 医療技術学部 リハビリテーション学科

Key word：敏捷性，三次元動作解析，足部内側縦アーチ
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【目 的】 主 観 的 姿 勢 垂 直（Subjective Postural Vertical：
SPV）は自己の姿勢を垂直と正しく判断する能力であり、前庭
感覚と体性感覚の知覚統合が関与するとされ、姿勢異常をき
たす Pusher 症候群や高齢者で SPV の異常が報告されている。
　一方、姿勢異常を呈するパーキンソン病（PD）には前庭感
覚機能低下があると報告されていることや起居動作などの姿
勢変換直後に後方への転倒傾向を高頻度に認めることから、
PD の姿勢異常にも SPV の異常が関与している可能性があ
る。そこで、PD の姿勢異常への SPV の関与を検討する目
的で、電動 Tilt table を用いて PD 患者の矢状面での SPV
を評価し重要な知見を得たので報告する。

【説明と同意】 患者本人に研究の内容と結果の発表・論文化
について説明し、文書での同意を得た。

【症例紹介】 PD 症状の増悪を契機に入院となった70歳代男
性の PD 患者（Hoehn ＆ Yahr 分類Ⅳ）を対象とした。初期評
価時（治療開始3日目）の立位は重心の後方偏位を伴う体幹前
屈姿勢を呈し、座位から立位への姿勢変換直後には後方への
易転倒性を認めた。歩容は小刻み歩行であり Timed up and 
go test は15.6秒、歩数は23歩であった。なお、スクリーニ
ング検査にて認知機能低下は認めなかった（MMSE27点）。
　SPV は電動 Tilt table を用いて測定した。患者を電動
Tilt table 上で背臥位とし体幹と両大腿をベルトで固定した。
アイマスクを装着させ視覚情報を遮断した状態で、電動 Tilt 
table を水平面（背臥位）から1.29°/ 秒の速度で垂直方向へ
起立させながら、患者自身が垂直位に到達したと判断した時
点を口頭で報告してもらい、地面に対する垂直線を0°（直立
位）、水平面（背臥位）を -90°と決めて table の傾斜角度を
計測した。なお、SPV の測定は視覚遮断後の臥位直後（0分
臥位）と5分間の持続臥位（5分臥位）後に実施した。

【経過】 初期評価時・治療前の SPV は0分臥位で -42.8°、5
分臥位で -60.3°と後方へ偏倚を認めた。また、パーキンソ
ン病統一スケール改訂版（MDS-UPDRS）PartⅢは50/108
点、FIM 運動スコアは63/91点と重度の運動障害と ADL
能力の低下を認めていた。入院中の抗 PD 薬の調整とあわせ
てストレッチや筋力増強トレーニング、バランスおよび歩行
練習などの複合的理学療法（multiple physical therapy：
mPT）を行ったところ、mPT 直後の SPV は0分臥位で
-34.5°、5分臥位で -44.8°、MDS-UPDRS PartⅢは40点と
即時的ではあるが SPV の後方偏倚の軽減と PD 症状の改善

を認めた。
　そこで mPT を14日間継続し、加えて重点的に前方への
重心移動練習（sit to stand など）やバランス練習を行ったと
ころ、最終評価時（治療開始16日目）mPT 前の SPV は0分
臥位で -27.7°、5分臥位で -34.6°となり、初期評価時の
mPT 直後の SPV と比較しても後方偏倚が軽減した。また、
MDS-UPDRS PartⅢは20点、FIM 運動スコアは74点とな
り PD 症状と ADL 能力の改善を認め、座位から立位への姿
勢変換直後の後方への易転倒性も低下した。さらに、最終評
価時 mPT 直後の SPV は0分臥位で -17.6°、5分臥位で
-23.5°、MDS-UPDRS PartⅢは15点と SPV の後方偏倚の
軽減と PD 症状の即時的な改善もみられた。初期および最終
評価時ともに SPV の後方偏倚の軽減にともない PD 症状と
ADL 能力の改善を認めたが、初期および最終評価時とも0
分臥位の SPV と比較して5分臥位の SPV は後方へ大きく偏
倚していた。

【考察】 PD では姿勢異常と前庭機能障害との関連が報告さ
れているが、姿勢異常を呈する本症例で SPV の後方偏倚を
認めた。SPV には前庭感覚機能や体性感覚の知覚統合が関
与するとされるので、本症例では前庭機能低下に関連した知
覚統合の異常が SPV の後方偏倚として検出された可能性が
大きい。さらに、臥位時間の延長に伴い本症例の SPV がよ
り後方に偏倚したことや sit to stand などの前方への重心移
動練習直後に SPV の後方偏位が軽減したこと、最終評価時
mPT 後の座位から立位への姿勢変換直後の後方への易転倒
性が低下したことから、本症例の SPV は姿勢制御時の体性
感覚と前庭感覚の知覚統合を形成する環境や経験に依存して
いる可能性が示唆された。
　本症例では、SPV の後方偏倚の軽減が mPT の即時的効
果として示され、訓練回数の増加とともに SPV の後方偏倚
が改善し、最終的に PD 症状、ADL 能力の低下ならびに後
方への易転倒性が軽減したという事実は、PD では SPV の
後方偏倚が疾患重症度を反映し、また、後方への転倒リスク
の有用な指標になる可能性を示唆している。

【理学療法研究としての意義】 PD では SPV の異常に知覚統
合プロセスの障害が関与している可能性があり、今回評価し
た SPV は PD に対する姿勢異常のメカニズムの理解や病態
に沿った理学療法の実施に有用な指標になりうることが示さ
れた。

パーキンソン病患者の矢状面上での主観的姿勢垂直の偏倚について

○本戸　龍（ほんど りゅう）1），二階堂　泰隆1），浦上　英之1），太田　善行1），樋下　哲也1），	
黒田　健司1），大野　博司1），佐浦　隆一2）

1）大阪医科大学附属病院 リハビリテーション科，2）大阪医科大学 総合医学講座 リハビリテーション医学教室

Key word：主観的姿勢垂直，姿勢異常，パーキンソン病
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【目的】 小脳性運動失調（cerebellar ataxia：CA）患者では、
歩行変動（歩行周期の時間や歩幅など時間・空間的歩行パラ
メーターの変動）と転倒リスクが関連する。また、CA 患者
の歩行変動は速度依存性であり、歩行変動の増加は低速歩行
では感覚統合異常による平衡障害を、最速歩行では運動協調
障害を表す。
　今回、加速度計を用いて多系統萎縮症（multiple system 
atrophy：MSA）の中で CA を主体とする cerebellar variant

（MSA-C）患者の異なる速度条件での step time（一側踵接
地から他側踵接地までに要する時間）の変動係数（coefficient 
of variation：CV）を評価した。そして、歩行変動の特性か
ら考察した病態を踏まえて理学療法を実施したところ、歩行
不安定性が改善したので報告する。

【症例紹介】 症例は54歳男性（身長167 ㎝、体重64 ㎏）であ
る。歩行時のふらつきと四肢失調の増悪を主訴に受診し
MSA-C と診断された。
　初回評価時、歩容はワイドベースで、頭位変換により浮遊
感とともに姿勢不安定性が増悪した。等尺性膝伸展筋力の体
重比（R/L）は71/66% と同年代健常男性の平均値と同等で
あった。体性感覚（触覚・振動覚）は正常、運動失調の重症
度を示す Scale for the Assessment and Rating of Ataxia

（SARA）は10.5点であった。重心動揺検査での平衡機能（30
秒閉脚立位、開眼・閉眼条件）評価では、開眼では総軌跡長
が102.12 ㎝、外周面積が4.75 ㎝2と姿勢動揺が大きかった。
一方、閉眼では検査不能であった。また、歩行中の姿勢安定
性を反映する Functional Gait Assessment（FGA）は12/30
点と高齢者の転倒カットオフ値（22点）より低値であったた
め、歩行不安定性ありとした。一方、10m 歩行時間（至適速
度）は同年代健常男性の平均値と同等の7.4秒であった。
　さらに、異なる速度条件（至適・最速・低速）での歩行分
析を行った。第3腰椎棘突起部に3軸加速度計を装着し、各
速度条件で10m 歩行を2回ずつ実施した。そして、得られ
た加速度波形から step time と身体重心の移動量を反映する
運動振幅（上下振幅・左右振幅）の CV を求め、速度条件毎
に平均値を算出したところ、step time CV は至適10.1、最
速4.9、低速27.8、上下振幅 CV は至適13.4、最速8.9、低速
21.2、左右振幅 CV は至適7.8、最速14.0、低速8.5であった。

【説明と同意】 診療範囲を超える検査の実施と結果の発表・
論文化について研究の趣旨を説明し書面で同意を得た。

【経過】 低速歩行時の step time CV が高値であったことから

歩行不安定性の主因は小脳の感覚統合異常であり、重心動揺
検査と FGA の結果から前庭機能低下が歩行に影響している
と考えた。そこで、前庭から小脳への感覚入力強化を目的に
フォームラバー上でのバランス練習（閉眼や閉脚立位、速度
変化や頭位変換を加えた歩行）を1日60分、計9日実施した。
　最終評価時の等尺性膝伸展筋力（体重比）は67/66%、
SARA は10.5点と初回評価時と同じであったが、FGA は17
点に改善し、重心動揺検査では総軌跡長が開眼72.73 ㎝、閉
眼172.61 ㎝、外周面積が開眼3.38 ㎝2、閉眼16.71 ㎝2と姿勢
動揺が軽減していた。歩行分析では step time CV は至適9.5、
最速5.7、低速12.5、上下振幅 CV は至適11.9、最速10.0、
低速11.8、左右振幅 CV は至適8.6、最速7.4、低速8.9とな
り、低速歩行時の step time CV と上下振幅 CV が改善した。

【考察】 健常者では小脳が運動協調、感覚統合の機能を担い、
歩行変動の速度依存は最小限となるが、CA 患者では運動協
調、感覚統合の障害により至適速度時の歩行と比べて最速・
低速歩行時の歩行変動が増大する。特に小脳片葉 - 小節葉

（前庭小脳）が障害されると前庭から入力される感覚の統合
異常により平衡障害が生じ、低速歩行時の歩行変動がより大
きくなると報告されている。
　今回の検討では、平衡障害が顕著であることと初回評価時
の step time CV が最速歩行時4.9に対して低速歩行時27.8
と高かったことから、歩行不安定性の主因は前庭小脳の障害
による感覚統合異常と考え、前庭感覚入力強化目的のバラン
ス練習を実施した。
　その結果、治療後には SARA や最速歩行時の歩行変動は
変化しなかったが、平衡機能と低速歩行時の歩行変動は改善
した。すなわち、本患者は前庭感覚入力強化により感覚統合
異常に起因する平衡障害が軽減し、歩行安定性を反映する
FGA、step time CV、上下振幅 CV が改善した。一方、ワ
イドベース歩行で左右の身体動揺を抑制することにより姿勢
を制御していたため、歩行速度を変えても左右振幅 CV は変
化しなかったと考えた。
　以上から異なる速度条件での歩行変動評価は、歩行障害の
特性・病態に基づいた理学療法実施の一助となることが示さ
れた。

【理学療法研究としての意義】 歩行障害の特性を明らかにす
ることが可能な、異なる速度条件での歩行変動評価は、病態
に基づいた歩行障害に対する理学療法に必要である。

異なる速度条件が多系統萎縮症患者の歩行安定性に及ぼす影響

○勝田　直也（かつた なおや）1），二階堂　泰隆1），浦上　英之1），太田　善行1），樋下　哲也1），	
黒田　健司1），大野　博司1），佐浦　隆一2）

1）大阪医科大学附属病院 リハビリテーション科，2）大阪医科大学 総合医学講座 リハビリテーション医学教室

Key word：小脳性運動失調，歩行変動，速度条件
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【目的】 サルコペニアは、高い医療費、将来の要介護発生リ
スク、移動障害や死亡リスクといった予後不良な因子と関連
する筋力低下や歩行速度低下が複合的に組み合わされた老年
期の病態の1つである。サルコペニアの影響は深刻であり健
康寿命を延伸するために効果的な改善手段の確立が喫緊の課
題である。サルコペニアの原因には1次性、2次性、疾患由
来など様々なものが指摘されており、理学療法では2次性に
該当する「不活発なライフスタイル」の改善および運動機
会の創出による介入で改善効果が期待できる。
　そこで、本研究では3ヵ月間の運動教室を行いプレサルコ
ペニア、サルコペニアの運動教室参加によるリバート率、コ
ンバート率を調査することとした。

【方法】 対象は地域在住高齢者で運動教室に参加した74名
（女性61名）のうち、運動教室事前検査でプレサルコペニア、
サルコペニアに該当した45名（女性39名）とした。なお、
サルコペニアの定義は AWGS のアルゴリズムを用いた。歩
行速度は0.8m/s 以下もしくは握力が男性26 ㎏以下、女性
18 ㎏以下の者で SMI が男性7.0 ㎏/m2以下、女性5.7 ㎏/m2

以下の者をサルコペニアとし、SMI のみが低下している者
をプレサルコペニアとした。事前、事後検査の調査項目は歩
行速度、四肢骨格筋量、握力、ロコモ25、GDS-15、過去1
年間の転倒歴、教育歴、服薬数、厚生労働省基本チェックリ
スト、身体活動状況、MMSE、GDS、基本属性とした。事
後には加えて教室参加回数も分析した。
　教室は週1回60分の教室（1回定員30名）を市民福祉セン
ターにて全10回実施した。運動を指導する者は理学療法士、
地域で養成したシニアのボランティアスタッフ、大学生とし、
準備体操、ストレッチング、有酸素運動、マインドフルネス
などを組み合わせた教室として実施した。
　統計学的検討は、3ヵ月間の介入によるプレサルコペニア
およびサルコペニアのリバート率、コンバート率を算出した。
加えて、事前検査の項目を用いて、リバート群と維持・低下
群の2群比較を行い、要因を検討した。なお、有意水準は
5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究の対象にはヘルシンキ宣言に基づき、
紙面を用いた説明会を行い、同意を得た。なお、大阪河﨑リ
ハビリテーション大学の研究倫理委員会による承認（承認番
号：OKRU29-A021）を得て実施した。

【結果】 事前検査から本研究対象はプレサルコペニアが26名、
サルコペニアが19名であった。プレサルコペニア26名のう
ち3ヵ月間の運動教室後の事後検査にて9名（34.6%）がロバ
ストにリバートし、3名（11.5%）がサルコペニアにコンバー
トした。14名（66.7%）はプレサルコペニアのままであった。
次に、サルコペニア19名のうち2名（10.5%）はロバストに
リバートし、7名（36.8%）はプレサルコペニアにリバートし
た。10名（52.6%）はサルコペニアのままであった。

【考察】 地域在住高齢者の運動教室参加者のうち、事前検査
でプレサルコペニアまたはサルコペニアに該当した者の教室
参加後のリバート率、コンバート率について調査した。プレ
サルコペニア該当者の34.6% はロバストに、サルコペニア
該当者の47.3% はロバストもしくはプレサルコペニアにリ
バートする結果となり、運動教室の効果について一定の知見
を得た。しかしながら、リバート者とそうでない者について
のサブ解析を行ったところ関連する要因を明らかにすること
が出来なかった。これまでの先行研究と同様に3ヵ月程度の
運動教室はサルコペニア改善に効果はあるが、機能低下した
者や維持に留まった者との違いや特徴を把握する必要がある
と考える。また、運動教室後に自主グループを立ち上げて運
動継続をしているため、継続による効果を今後追跡調査する
予定である。

【理学療法研究としての意義】 理学療法士が地域在住高齢者
を対象とした運動教室を行い、集団指導することでプレサル
コペニア、サルコペニアを改善させることが出来るというエ
ビデンスを得た。つまり本取り組みにより、理学療法介入に
よる将来の要介護発生リスクや移動障害リスクの軽減が期待
される。特に虚弱性の高い者への運動指導の指標として筋量
増加が重要であることを示した点は意義深いと考える。

運動教室実施によるプレサルコペニア・サルコペニアの 
リバート率、コンバート率について

○今岡　真和（いまおか まさかず）1）2）3）4），中村　美砂1）4），田崎　史江1）4），中尾　英俊1）4）

1）大阪河﨑リハビリテーション大学 リハビリテーション学部， 
2）大阪府立大学大学院 総合リハビリテーション学研究科， 
3）国立長寿医療研究センター 予防老年学研究部，4）認知予備力研究センター
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【目的】 高齢者は加齢に伴い筋量が減少し、筋力が維持でき
ないことで身体能力が低下するサルコペニアに陥りやすい。
サルコペニアの予防・改善のためには、身体活動だけでなく
適切な栄養管理も行うことが推奨されている。しかし高齢者
の低栄養状態は見逃しやすく、また加齢に伴い運動量が減少
しやすいため一方が不十分となることがある。サルコペニア
に対して適切な身体活動と栄養管理は重要であるが、実際こ
の両者がどのようにサルコペニアの要因である筋量、筋力、
歩行能力に影響しているかについては解明されていない。
よって本研究では、身体活動と栄養状態がサルコペニアの要
因に及ぼす影響を明らかにすることを目的とした。

【方法】 地域在住の65歳以上の高齢者を対象とし、重篤な認
知機能低下、心疾患、神経疾患、糖尿病、リウマチを有する
者、自立歩行が不可能な者を除外基準とした。基本属性、既
往歴・併存疾患の有無、MMSE を調査した後、MNA-SF

（Mini Nutritional Assessment-Short Form）にて栄養状態
を聴取した。また身体活動量計 Actiband（TDK 社製）を使
用し、身体活動量（METs・時）を算出し中高強度の身体活
動（MVPA：運動によるエネルギー消費量が安静時の3倍以
上の運動）時間を用いた。歩行能力については、10m 歩行に
よる最大歩行速度を用いた。下肢筋量は体成分分析装置
Inbody770（インボディ社製）にて測定し、得られたデータよ
り、下肢筋量を身長の二乗で除した値（Leg-SMI：skeletal 
muscle mass index, ㎏/m2）を算出した。膝伸展筋力は徒手
筋力計モービィ（酒井医療社製）にて測定した。統計分析と
しては、共分散構造分析による因果モデルを作成した。モデ
ルでは、サルコペニアの要因である①筋量（Leg-SMI）→②
筋力（膝伸展筋力）→③歩行能力（最大歩行速度）それぞれを
階層的に従属変数として設定し、それらに栄養状態及び身体
活動が直接的に及ぼす影響を検証した。なお、年齢は共変量
として投入した。

【説明と同意】 本研究は、兵庫医科大学倫理審査委員会の承
認を得て実施した（承認番号201705-095）。

【結果】 除外基準に該当した者、活動量計の未装着時間が長
い者、欠損データを除外した結果、683名が解析対象となっ
た。解析は性別による影響を考慮し男女それぞれ行い、解析
対象は男性200名、女性483名で平均年齢は男性73.3歳、女
性72.0歳であった。作成した因果モデルの適合度指標は、

男 性 で GFI= 0.996、AGFI= 0.915、 女 性 で GFI= 1.000、
AGFI= 0.998であり良好であった。男女共に①筋量に対し
栄養状態は影響していたが（p ＜0.05）、身体活動は影響し
ていなかった。②筋力に対し女性では身体活動は影響して
いたが（p ＜0.05）、栄養状態は影響していなかった。しか
し男性では栄養状態、身体活動は共に影響していなかった。
③歩行能力に対し男性では栄養状態、身体活動は共に影響
を与えず、女性では栄養状態は影響しないが身体活動は影響
していた（p ＜0.05）。また決定係数（男 / 女）は、①筋量：
0.14/0.11、②筋力：0.36/0.26、③歩行能力：0.20/0.30で
あった。なお、男女ともに①筋量は②筋力に、②筋力は③
歩行能力に影響していた（p ＜0.05）。

【考察】 本研究により、栄養状態は男女ともに①筋量に影響
し、女性の身体活動は②筋力と③歩行能力に影響する一方、
男性の身体活動はサルコペニア要因に対し影響を与えておら
ず、栄養状態・身体活動が与える影響は性別によって異なる
ことが示唆された。
　栄養状態は男女ともに地域在住高齢者の筋量に直接的影響
を与えることから、栄養管理を行うことの重要性が改めて確
認された。また、女性の身体活動は②筋力と③歩行能力に
影響することから、女性における身体活動の確保は、筋力や
歩行能力の維持・向上に繋がる可能性が示唆された。サルコ
ペニアの要因である①筋量、②筋力、③歩行能力に対して、
栄養状態と身体活動は、それぞれ独立して異なる影響をもっ
ていることから、各要因の維持・向上には双方に対する介入
が必要不可欠であることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究ではサルコペニアの要
因に対し、栄養と身体活動が与えるそれぞれ独立した影響を
示した。今後、サルコペニアに対する予防および治療戦略を
構築する上で重要な知見になると思われる。

地域高齢者の栄養状態、身体活動がサルコペニアの要因に与える影響

○福島　悠輔（ふくしま ゆうすけ）1），永井　宏達2），中道　愛佳3），濱田　莉穂4），玉城　香代子5），
楠　博5），新村　健5）
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【目的】 慢性心不全患者の多くは過去に入院歴を有すること
が多く（Hamaguchi 2013）、急性増悪を繰り返し、徐々に難
治化へ進行することが知られている（急性・慢性心不全診療
ガイドライン 2017）。そのため、心不全を罹患した後は、再
発および再入院を予防するために、医療者が介入しての疾病
管理が重要であると言われている（Morotomi 2012）。病院に
おいては、外来心臓リハビリテーションが疾病管理の役割を
担っていることが多いが、高齢心不全患者は重複障害や交通
などの問題で外来心臓リハビリテーションへの参加が困難と
なっているケースが多い（Khozuki 2010）。今回、弁膜症術
後の心不全患者に対して在宅での理学療法に加え、生活指導
を中心に疾病管理を行ったことにより、身体機能の向上およ
び趣味活動への参加に繋がった症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 症例は、70歳代の女性であり、複数の心疾患を
持ち長期の経過となっている。X 年に大動脈弁狭窄症にて
大動脈弁置換術を施行された。その後、X+4年小脳梗塞、
X+11年心不全の増悪、X+12年に僧帽弁置換術、上行大動
脈人工血管置換術、X+19年不整脈に対してアブレーション、
ペースメーカー挿入術、X+20年大動脈弁再置換術、その後
発作性上室頻拍による急性心不全にて入退院を繰り返す。自
宅内生活範囲の狭小化が問題となり、環境整備と自宅内動作
の安全性維持・向上を目的に依頼を受け、訪問リハビリを開
始した。要介護度は3。

【説明と同意】 本発表の内容・目的を本人・家族に十分に説
明し、書面にて同意を得た。

【経過】 介入開始時は、作業療法士が自宅内環境整備を行い
つつ、既往歴である変形性膝関節症・腰痛症に対し介入した。
疼痛軽減に伴い活動範囲は拡大するが自宅内に制限されてい
た。X+21年11月より担当が PT へ変更となり心臓リハビ
リテーションとしての介入を開始した。開始時の一般評価と
して、身長159 ㎝、体重69 ㎏、BMI 27.2 ㎏/m2であった。
心機能は New York Heart Association（NYHA）分類がⅢ、
左室駆出率（EF）39.0% であり心筋収縮力の低下を認めてい
た。血液検査から脳性ナトリウム利尿ペプチド（BNP）は
399.5 pg/㎖と高値にて経過していた。身体機能はバーサル
インデック（BI）85点、30秒間立ち上がりテスト（CS-30）
は11回、Short Physical Performance Battery（SPPB）7点
であり、バランス3点、歩行テスト2点、椅子立ち上がりテ

スト2点であった。動作レベルでは屋内移動が自室からトイ
レ間の10～15m を歩行することで、SpO2が88% まで低下
し、息切れが著明となり、Borg scale にて13となった。理
学療法の内容は、レジスタンストレーニング・バランス練
習・歩行練習に加え、心不全の疾病管理を目的とした生活指
導を実施した。まずは本人や家人でも心臓の状態を数値とし
て把握しやすい体重に着目した。主治医からは、急激な体重
増加への注意のみ指導されており、実際の目安とすべき体重
が不明確であった。そこで食事がコンビニで購入した惣菜類
などが多い日は体重が増加すること、水分・塩分を制限でき
た日は体重が減ることをカレンダーを用いて本人・家族と共
有した。それに伴い動作時の息切れ・SpO2の低下が少ない
ことに対する気づきが得られた。これらの情報を受診の際に、
医師へ報告したことで目標体重を65 ㎏台で維持することが決
定した。その結果、心臓リハを実施してから1年6ヶ月経過
時には体重が65～66 ㎏で安定し、心機能としては EF 50%
へと改善した。BNP は、301.3 pg/㎖まで低下した。また、
身体機能面は BI が95点、CS-30が15回、SPPB が10点（バ
ランス3点、歩行テスト3点、椅子立ち上がりテスト4点）と
改善し、歩行距離が休憩しながら、約150m 可能となり、そ
の際の自覚的運動強度は Borg scale にて11まで軽減した。
このことから趣味活動である園芸や外出も可能となった。

【考察】 本症例は、塩分・水分制限管理が不良であった事に
より、浮腫・息切れ・体重増加などのうっ血所見を呈し、過
度な心負荷による心機能の低下が起こっていたと考える。今
回の介入で、易疲労性の軽減に伴う生活範囲の拡大・趣味活
動への参加まで改善を認めた。その要因は、塩分・水分摂取
量と身体状態（体重、息切れ、SpO2）の変化との関係を、自
身の身体を通して認識・共有ができた事。それが心負荷の軽
減・心機能の改善につながり状態が安定した事により、適切
な運動を提供できたことであると考える。

【理学療法研究としての意義】 心不全患者においては疾病管
理を目的とした生活指導を行うことが重要である。在宅にお
いては、生活状況を直接確認できる利点があり実生活に即し
た具体的な管理指導を行うことが可能となる。今後増え続け
る心不全患者に対して在宅現場にて理学療法士が寄与できる
可能性が示唆された。

重複心疾患を持つ慢性期心不全者に対して訪問リハビリテーションによる
疾病管理が有効であった一症例

○山口　浩貴（やまぐち ひろき）1）2）

1）喜多野診療所 訪問リハビリテーション科，2）結ノ歩訪問看護ステーション
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【背景・目的】 慢性閉塞性肺疾患（以下、COPD）患者の生命
予後に最も影響する因子として、身体活動の低下が挙げられ
る（Zapatero A, 2013）。身体活動量の低い65歳以上の高齢
COPD 患者は身体活動量の高いものよりも予後不良という報
告から、高齢 COPD 患者にとって身体活動量を維持・向上さ
せることは極めて重要と考えられている。そのため呼吸リハビ
リテーションを実施する上で、身体活動量の低下に着目し身体
機能評価を用いて可及的早期に予後を予測し機能改善を図る
ことが重要視される。身体活動量の評価法は3軸加速度計を
用いて1日の身体活動量より身体活動時間として算出する方法
が報告（Pitta F, 2006）されているが、実際の臨床において日
常的にこれらの機器を用いて評価することは容易ではない。
　そこで高齢 COPD 患者における身体活動量を把握する代
替手段として歩行速度が注目されている。歩行速度は心不全
などの循環器疾患において身体活動量を把握し、生命予後を
判断する簡便な評価法とされている（Pulignano G, 2016）。
しかしながら、COPD 患者の歩行速度が身体活動量に与え
る影響については明らかにされていない。本研究では、高齢
COPD 患者の歩行速度に着目し、3軸加速度計より得られた
身体活動量と、生命予後の影響因子とされる運動耐容能や健
康関連 QOL との関連性を明らかにすることを目的とした。

【方法】 対象は身体活動量の測定が可能であった高齢 COPD
患者28例（年齢77.8±5.4歳、BMI 20.6±3.4 ㎏/m2, FEV1 
1.7±0.8）とした。身体活動量の測定は3軸加速度計（Active 
style Pro HJA-750c, OMRON Co. Japan）を用いた。対象
者には3軸加速度計を腰部に装着してもらい、1日480分以上
の装着した日のデータを採用し1週間以上モニタリングした。
尚、測定時点で身体活動に制限をきたすほどの整形外科的疾
患を呈する者、認知症を呈する者は対象から除外した。評価
項目は歩数、歩行時間、1.0-1.5METs・1.6-2.0METs・2.1-
2.5METs・2.6-3.0METs の各身体活動時間、3.1METs 以
上の身体活動時間（以下、MVPA）、身体活動レベル（以下、
PAL：1日の総消費エネルギー / 基礎代謝量）を3軸加速度計
より抽出した。また、運動耐容能の評価は6分間歩行試験を
実施し、6分間歩行距離（以下、6MWD）と、6分間歩行試験
終了後の修正ボルグスケール（以下、mBorg）を測定した。
さらに健康関連 QOL として COPD assessment test（以下、
CAT）を聴取した。全対象者の10m 歩行速度を算出し、中央
値より速い群を歩行通常群、遅い群を歩行低下群とし、2群

間における身体活動量および運動耐容能、健康関連 QOL を
比較した。統計解析は従属変数に歩行速度（中央値以上=1, 
未満= 0）、2群間で対応のない t 検定より有意差を認めた項
目を独立変数としたロジスティック回帰分析を行い、ROC 曲
線より Cut off 値を算出した。有意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究は、市立芦屋病院倫理委員会の承認を
受けており、全ての対象者または家族に書面同意を得た。
データは個人情報保護に十分に留意して管理した。

【結果】 全症例の歩行速度より中央値を0.99m/sec として割
付した結果、歩行通常群は14例、歩行低下群は14例であっ
た。歩行通常群と比較し歩行低下群は歩数（p ＜0.05）、
MVPA（p ＜0.01）、6MWD（p ＜0.01）、mBorg（p ＜0.01）
において有意に低値を示し、CAT（p ＜0.01）は有意に高値
を認めた。単変量による回帰分析の結果、歩数（p= 0.04）、
MVPA（p= 0.01）、CAT（p= 0.02）が有意な因子として算
出された。それらの因子を共変量として多変量回帰分析を実
施した結果、MVPA（Odd 比= 0.92,95% 信頼区間0.85-0.99, 
p ＜0.05）が抽出された。ROC 曲線より MVPA の Cut off
値は22.0分 / 日（AUC= 0.86）であった。

【考察および結論】 本研究において高齢 COPD 患者の歩行速
度は単変量による回帰分析の結果、歩数、MVPA に関連性を
認めた。身体活動量の低下において歩数と MVPA は有意に
関連することが指摘されている（Lucy P, 2017）。本研究も同
様の結果が得られたことから、歩行速度は先行研究を支持す
るものとなり、身体活動量を判断する上で有効な評価指標で
あることが示唆された。さらに、多変量回帰分析より MVPA
が独立して抽出されたことは、身体活動の低下に関連する因
子として重要な指標であることが示された。Copenhagen 
City Heart Study によると1週間に4時間以上の歩行を意識
することで予後が大きく変化すると述べられている。これら
を踏まえると、MVPA の cut off 値22.0分 / 日は先行研究と
近似した結果であった。今回の結果から、歩行速度は高齢
COPD 患者における身体活動量に関連し身体機能の低下を把
握する有効な評価指標である可能性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 COPD は進行性疾患である特
性を踏まえるとより早期から身体活動量を把握することが重
要である。実際の臨床現場でも歩行速度は簡便かつ短時間で
行えるため、3軸加速度計を用いた代替評価として有用であ
ると考えられた。

高齢慢性閉塞性肺疾患患者の歩行速度は身体活動量と関連している

○田村　宏（たむら ひろし）1）2），玉木　彰2），小泉　美緒1）2），名和　厳1），兪　陽子3）

1）市立芦屋病院 リハビリテーション科，2）兵庫医療大学大学院 医療科学研究科， 
3）市立芦屋病院 呼吸器内科

Key word：COPD，身体活動量，歩行速度
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【目的】 化学性肺炎とは、経気道的に吸入した気体あるいは
液体の化学作用によって起こる肺障害であり高度呼吸障害を
引き起こすと言われている。岡村らは、長期人工呼吸器離脱
成功率は24% であり、COPD 患者は更に離脱率が有意に減
少と報告している。また、若林らは不適切な栄養管理の場合、
筋力強化を行っても筋肉量はかえって低下すると報告してい
る。今回、化学性肺炎、重度 COPD、低栄養により長期人工
呼吸器装着を強いられた患者に対し、RST と連携した呼吸
リハビリテーションと NST と連携した栄養介入により人工
呼吸器離脱、ADL 改善に至った症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 80歳代男性、BMI19.6 ㎏/m2。既往歴：COPD
（GOLD 分類Ⅲ期）。入院前 ADL：自立。現病歴：X 日に濃
硫酸が漏れ、気化したガスを吸い徐々に呼吸困難出現し当院
救急搬送され化学性肺炎と診断。同日、気管内挿管され
ICU 入 室。 入 室 時 CRP：4.42 ㎎/ ㎗、WBC：28,300µL、
SOFAscore：16点、P/F 比：190、肺画像は背側優位に両
上 - 下葉にかけて濃厚な間質影増強、背側両下葉に気腫性
変化、肺過膨張を認めた。

【説明と同意】 発表に際してヘルシンキ宣言に基づき本症例、
家族様に口頭にて説明し同意を得た。

【経過】 理学療法介入時（X+4）、GNRI：101.62。当院 ICU
リハ基準に従って体位ドレナージや早期離床を実施。X+11
気管切開施行。同日より NST 介入開始、胆嚢炎疑いで栄養
中止していたが脂肪量の少ない栄養剤投与再開。ICU より
SBT 試行するも呼吸困難感・努力呼吸が強く人工呼吸器離脱
困難。ICU 退室時（X+20）、GNRI：71.48、安静時 mBorg 
scale：5、MRCscale：40点、体組成評価は SMI：6.2 ㎏/m2。
最大動作能力は立位で足踏み20回可能（労作時 mBorg 
scale：6）、FIM：34点（認知19点）。ICU 退出後も weaning
を進めたが、労作時の呼吸困難感・努力呼吸が強く離床が進
まなかった。そのため、主治医・RST と協議し離床時は人
工呼吸器装着とし、身体機能の向上を図るため低負荷レジス
タンストレーニング、ベッドサイドエルゴメーターに加え、
医師や看護師と連携し人工呼吸器装着下で歩行練習を実施。
同時期、経口での食事摂取量は不十分で体重減少、SMI 低
下を認め十分な運動量確保が困難であった。そのため、
NST と協議し運動療法を進めるため適切な栄養方法を検討
し経管栄養にてエネルギー摂取量：1,840kcal、蛋白量：

66.7g/d と設定。経口摂取は不十分であり X+55胃瘻増設。
X+76終日ハイフローセラピーに変更。同時期、下痢症状認
め半固形栄養剤に変更。X+82終日トラキマスクに変更。最
終評価時（X+82）、GNRI：86.37、トラキマスク3L、安静
時 mBorg scale：1、MRC scale：46点、SMI：4.8 ㎏/m2。
最大動作能力はトラキマスク4-5L 下で連続バギー歩行見守
り60m（歩行時 mBorg scale：2）、FIM：64点（認知32点）。
X+91他院転院となる。

【考察】 本症例は、化学性肺炎、重度 COPD による呼吸困
難と低栄養が weaning や ADL 向上の制限因子となってい
た。千住らは、呼吸困難感により ADL 低下、健康関連
QOL が低下すると報告している。本症例では weaning 初期

（理学療法介入初期：X+4-19）、weaning 中・長期（ICU 退
出以降：X+20-）で呼吸困難感の原因が異なっていた。
weaning 初期は、酸素化障害より気管支攣縮、感染に伴う
分泌物による気道狭窄などの因子が原因で呼吸困難感に繋
がっていた。weaning 中・長期は、内因性 PEEP の増加に
加え、長期人工呼吸器装着による呼吸筋筋力低下が呼吸困難
感に繋がっていた。そのため、呼吸は人工呼吸器で担保し、
運動療法を行ったことで weaning が進み、mBorg scale、
ADL 改善に至ったと考える。栄養面において、塩月らは、
COPD のように呼吸筋・呼吸補助筋に多大なエネルギー消
費を要し、肺実質で長期的に炎症が持続する病態では多くの
エネルギー摂取が必要ではあるが、エネルギー負荷に伴う
CO2産生の増加とバランスが問題となり一概にカロリー
アップを図るだけでは問題は解決しないと報告。辻井らは、
人工呼吸器下では侵襲や炎症による代謝や異化の亢進が考え
られ、栄養状態の改善が人工呼吸器離脱に必要であると報告
している。本症例においては、NST が介入し栄養を考慮し
たカロリーアップにより weaning 中・長期からの急激な栄
養不良は一時的に上向きとなったが、入院時より BMI 低値
に加え、経口摂取困難、下痢症状で栄養状態の改善に難渋し
た。しかし、摂取カロリー増加、蛋白質負荷により人工呼吸
器離脱に貢献し、ADL 改善の一助となったと考える。

【理学療法研究としての意義】 化学性肺炎、重度 COPD に
よる呼吸困難感や低栄養が離床の制限であったが、主治医、
RST、NST など多職種連携により関わることで人工呼吸器
離脱、ADL 改善が可能であることが示唆された。

多職種連携を意識し栄養療法と運動療法を併用することで 
ADL改善に至った一症例

○堀江　知穂（ほりえ ちほ）1），清水　和也1），村川　佳太1），欅　篤2）

1）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 技術部 リハビリテーション科， 
2）社会医療法人 愛仁会 高槻病院 診療部 リハビリテーション科
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【目的】 咳嗽力の指標である咳嗽時最大呼気流量（CPF）は
誤嚥性肺炎の有無を予測する有用な指標である。咳嗽力は肺
活量（VC）や呼吸筋力の指標である最大呼気圧（PEmax）、
最大吸気圧（PImax）などと密接な関係があると言われてい
る。また円背姿勢では、胸郭可動性が低下し、呼吸機能への
影響があることも報告されている。しかし、円背姿勢と咳嗽
力の関係に関する報告は少ない。そこで今回は健常者を対象
に、模擬的円背姿勢が CPF およびその他呼吸機能にどのよ
うな影響を及ぼすか明らかにすることを目的とした。

【方法】 対象は健常成人男性10名（年齢：23.8±4.8歳、身
長：173.6±0.04 ㎝、体重：67±6.2 ㎏）とした。寺垣らの
円背指数による円背程度の基準を参考に高齢者体験スーツを
用いて、対象者に非円背、軽度円背、中等度円背、重度円背
の4条件をとらせ、CPF、VC、PEmax、PImax, 胸郭拡張
差（腋窩レベル、剣状突起レベル、第10肋骨レベル）、最長
発声持続時間（MPT）、呼吸抵抗を測定した。CPF、VC は
スパイロメータ（Vitalograph 社製）を、呼吸筋力は呼吸筋
力計（木幡計器製作所社製）を、呼吸抵抗はモストグラフ

（チェスト社製）を用いて測定した。統計学的処理は CPF, 
VC、PEmax、PImax、胸郭拡張差、MPT、呼吸抵抗の4条
件 の 比 較 を repeated ANOVA を 用 い、 多 重 比 較 検 定

（Bonferroni）を行った。また、CPF とその他のパラメータ
との関係にはピアソンの相関係数を用いた。

【説明と同意】 対象者には本研究の目的や方法、リスク等を
書面および口頭にて十分に説明し承諾を得た。また、本研究
は畿央大学研究倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】 CPF は非円背条件696.5±116.8 L/min、軽度円背
条件677.8±71.5 L/min、中等度円背条件644.4±72.2 L/
min、重度円背条件645.7±100.4 L/min であり、非円背条
件と中等度・重度円背条件の間で有意な低下がみられた（p
＜0.05）。胸郭拡張差（剣状突起レベル）、MPT も非円背条
件と比較し中等度・重度円背条件で有意な低下がみられた

（p ＜0.05）。また VC、胸郭拡張差（腋窩レベル）は非円背
条件と重度円背条件の間で有意な低下がみられた（p ＜
0.05）。呼吸筋力および呼吸抵抗は4条件間で有意な変化は
みられなかった。CPF と各パラメータの相関分析では VC
のみ有意な中等度の相関を認めた（r= 0.62, p ＜0.01）。

【考察】 本研究の結果、円背条件が重度になるにつれ CPF

が低下することが示唆された。一般的に咳嗽のメカニズムは
4相からなり、第1相は咳の誘発、第2相は深い吸気、第3
相は声門閉鎖および胸郭圧縮、第4相は爆発的な呼気が生じ
るとされている。このように有効な咳嗽を行うには吸気、圧
縮、呼気の機能が必要と考えられる。今回、円背条件では、
VC および胸郭拡張差（腋窩・剣状突起レベル）の低下を示
した。これは円背姿勢では、上部胸郭の拡張制限等により肺
容量の低下が生じていることを示している。さらに CPF と
VC との間に相関を認めていることから、円背姿勢が強くな
るにつれ、咳嗽の第2相における深吸気が不十分となり、
CPF が低下したと考えられる。一方で、各円背条件で、呼
吸筋力や呼吸抵抗に有意な変化がなかったことから、これら
の要素は円背時の咳嗽力に影響を与えていない可能性が示唆
された。

【理学療法研究としての意義】 高齢者の姿勢変化で最も多い
のは円背姿勢と言われており、代償的に頭頚部伸展位となる
ことが多く、誤嚥を起こしやすいと考えられる。誤嚥性肺炎
の予防には有効な咳嗽を行う必要があり、円背姿勢が呼吸機
能や咳嗽力に及ぼす影響を明らかにすることは、高齢者の理
学療法を行う上で有用な資料となると考える。

模擬的円背姿勢が呼吸機能および随意的咳嗽力に与える影響

○武田　広道（たけだ ひろみち）1）3），山科　吉弘2），田平　一行3）

1）訪問看護ステーション リハステージ，2）藍野大学 医療保健学部 理学療法学科， 
3）畿央大学大学院 健康科学研究科
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【目的】 膝前十字靭帯損傷は、ジャンプ着地動作や切り返し
動作時に受傷する非接触型損傷が約70% を占める。非接触
型損傷の危険因子として、股関節回旋や足関節背屈制限が影
響すると報告されている。しかし、関節可動域制限と受傷動
作別に調査を行った先行研究では、複数の制限因子が関連し
ているとされている。そこで本研究の目的は、非接触型前十
字靭帯損傷のジャンプ着地受傷者と術前の隣接関節可動域制
限との関係性について後ろ向きに検討を行うことである。

【方法】 2016年10月から2018年7月の間に当院にて前十字
靭帯損傷の診断を受け、術前検査を受けた44名を対象とし
た。包括基準は、新鮮断裂であり、非接触型損傷者を対象と
した。
　調査項目は、1）基礎情報として、性別、年齢、身長、体重、
受傷から手術までの期間、活動レベルに Tegner activity 
score を聴取した。症状を把握するため Lysholm score を使
用した。2）身体項目として、股関節回旋・足関節背屈可動
域を用いた。測定にはゴニオメーターを使用し、日本整形外
科学会が定める方法に基づいて計測を行った。群間分けは受
傷機転により分類し、ジャンプ着地による受傷を呈したジャ
ンプ着地群と、その他の切り返しや踏み込み動作で受傷した
群（以下：その他群）を設定し、2群による患側可動域につ
いて比較検討を行った。さらに両群ともに患側と健側可動域
を比較した。統計処理には Mann-Whitney の U 検定を用い
た。また、患側可動域から健側可動域を減算し、0度以下の
可動域制限のある群と可動域制限がなし群を設け、受傷動作
別に割合を算出した。これにはカイ二乗検定を用いた。両検
定ともに有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者に対しては、事前に医師より理学所見
の測定を行う旨に加えて、個人情報の保護、利益と不利益に
ついて説明を行い、同意の得られたものを対象とした。なお、
本研究は当院の倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】 
1）  基礎情報については、ジャンプ着地群20名（男女4：16、

平均年齢26.5±12.5歳、身長163.6±7.8 ㎝、体重59.2±
15.5 ㎏、手術までの期間55.4±44.1日）、その他群24名

（男女9：15、平均年齢25.8±10.8歳、身長163.4±9.8 ㎝、
体重59.7±15.1 ㎏、手術までの期間42.7±27.2日）であっ
た。Tegner activity score（ジャンプ着地群5.9±2.1、そ

の他群6.5±1.5）、Lysholm score（ジャンプ着地群68.0
±24.9、その他群74.3±19.5）であった。調査した全ての
基礎情報項目では両群間に有意な差を認めなかった。

2）  股関節回旋可動域では、両群間で有意な差を認めなかっ
た。足関節背屈可動域は、ジャンプ着地群では13.5±5.5°
であり、その他群では17.3±5.0°であり、ジャンプ着地
群ではその他群に比べて有意に低値を示した（p ＜0.05）。
患側と健側可動域の比較では、ジャンプ着地群にのみ足
関節背屈可動域に有意差を認め、健側可動域16.0±5.1°
に対して患側では13.5±5.5°と低値を示した（p ＜0.05）。
受傷動作別に調査した制限のある群となし群の割合では、
股関節外旋・内旋可動域ともに両群間で有意差は見られ
なかった。足関節背屈制限のある群では64.7% がジャン
プ着地群であり、足関節背屈制限のなし群では33.3% が
ジャンプ着地群であった（p ＜0.05）。有意にジャンプ着
地群では足関節背屈制限を有し、ジャンプ着地受傷には
足関節背屈制限が影響することがわかった。

【考察】 本研究では、ジャンプ着地動作での受傷には足関節
背屈可動域制限の影響が示唆された。ジャンプ着地群では
64.7% が健側に比べて患側足関節に背屈制限を有していた。
ジャンプ着地時には衝撃吸収のために膝関節屈曲運動と連動
した足関節背屈運動が必要である。前十字靭帯損傷予防でも
ジャンプ着地時には十分に膝関節屈曲を行うことで、膝関節
外反角度の増大を抑制する。足関節背屈制限を伴うことで、
ジャンプ着地時の十分は膝関節屈曲が困難となることが考え
られる。
　しかし、本研究は身体特性に両群間での有意差は認めな
かったが、後ろ向きの調査である。そのためこの足関節背屈
制限の要因が、受傷前からのものか、受傷後の運動制限によ
るものかは言及できず、後ろ向き調査の限界と考える。今後
は前向きに調査を行い、足関節の柔軟性改善が受傷予防に貢
献するか検討する必要がある。

【理学療法研究としての意義】 股関節・足関節の可動域制限
は、膝関節外反角度の増大に与える影響が大きく、非接触型
損傷予防のために調査することは必須である。さらに受傷動
作別に調査を行うことで、危険因子を特定することが可能に
なり、再発予防や受傷予防プログラムの一助となり得る。

前十字靭帯損傷のジャンプ着地受傷と足関節背屈角度の関係
―術前データからの考察―

○福山　友見（ふくやま ゆみ）1），伊藤　真里奈1），有村　亮2），熊田　仁3）

1）第一東和会病院 リハビリテーション部，2）第二東和会病院 リハビリテーション科， 
3）藍野大学 医療保健学部 理学療法科

Key word：前十字靭帯損傷，ジャンプ着地受傷，足関節背屈
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【目的】 今回、足関節内反捻挫を繰り返し距骨離断性骨軟骨
炎（OCD）を発症した症例を担当した。Berndt らは、保存
療法と観血的療法の治療成績で「良」と判断された割合は、
保存療法が14%、観血的療法が78% と後者が良好な成績で
あったと報告している。今回、保存療法において良好な成績
が得られ、競技復帰を目標に理学療法（PT）を実施したので
報告する。

【症例紹介】 本症例は10歳代前半の女性。競技はバスケット
ボールでポジションはガードであった。競技中に走動作で疼
痛を自覚し当院を受診した。レントゲンにて距骨内側に
Berndt and Harty の分類で stage3、CT では Ferkel らの
分類で stage3、MRI では Anderson の分類で Stage3と判
断された。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、十分に説明し同意
を得た。

【経過】 受診当日にシーネ固定および完全免荷を行った。5
週目より10 ㎏荷重を開始し、6週目に1/3PWB、7週目に
1/2PWB、8週目に2/3PWB、9週目に FWB となりシーネ
除去した。PT は12週後より開始した。PT 開始時の関節可
動域（ROM）は、右膝屈曲位での足関節背屈が自動で5°他
動で10°、膝伸展位での背屈が自動で0°他動で5°、底屈が
自動で40°他動で50°であった。徒手筋力検査（MMT）は、
股関節屈曲と膝関節伸展は5、その他は4であった。右足関
節では背屈が4、底屈が2、内・外がえしは3であった。また、
足関節内反ストレステストにおいて疼痛を認めたが不安定性
は認めなかった。PT 開始直後より足関節の自動および他動
での関節可動域練習（ROM-ex）と、足関節背屈および底屈
に加え、内反制動を目的として腓骨筋の筋力増強運動

（MSE）を開始した。15週目で足関節 ROM は自動および他
動ともに左右差は認めなかった。同時期よりカーフレイズ、
スクワットなどの下肢 MSE に加え、体幹トレーニングを追
加して行った。18週目には疼痛のない範囲でのジャンプを
許可した。20週目に競技復帰が許可されたが、MMT にお
いて底屈が3と筋力低下を認め、ジャンプからの着地やサイ
ドステップ（SS）において不安感を訴え全力プレーはできて
いない。

【考察】 距骨 OCD 内側型の発生機序は、Berndt によると足
関節内反底屈位での脛骨外旋が加わった場合の compression 

type であると報告している。また、バスケットボールにおけ
る足関節捻挫の受傷機転として、伊良波らはジャンプの着地
で受傷する場合、SS で受傷する場合が多いと報告している。
本症例も着地および SS において過去に内反捻挫を繰り返し
受傷したことで距骨内側に負荷がかかり発症したと考える。
　距骨 OCD の治療に対し、Edelstein、Wiberg らは若年者
は自然治癒傾向があると述べている。しかし、Alexander ら、
北田らは観血的療法と比較して保存療法は成績が不良である
と報告している。治療方法は Berndt and Harty の分類を利
用して、Stage1、2は内外側とも保存療法にて、Stage3の
内側型は症状の持続する場合および、Stage3の外側型と
Stage4は観血的療法が選択される。本症例は Stage3の内側
型であり保存療法が選択された。はじめに、9週間固定して
いたことにより生じたと考えられる足関節 ROM 制限に対し
ROM-ex を行った。また過去に内反捻挫を繰り返している
ことから、内反制動を目的として腓骨筋群の MSE を行った。
15週目の ROM において左右差を認めず日常生活での問題
はなくなった。20週目に競技復帰が許可されたが、不安感
を訴え全力でプレーできていない。この要因として股関節周
囲と足関節底屈の筋力低下が残存していることが挙げられる。
ジャンプからの着地や SS において、Knee-in、Toe-out を
認めた。そのため、ジャンプからの着地の衝撃を下肢全体で
吸収できないこと。SS では横方向に移動する重心を軸足で
切り返すことが困難であったことが不安感の要因になったの
ではないかと考える。
　現在は、股関節周囲の筋力強化に加え競技特性を考慮しト
レーニングを実施しており、今後の経過については本学術大
会の中で報告する予定である。

【理学療法研究としての意義】 反省点として、股関節や膝関
節周囲に対しての MSE 開始時期が遅れたことが挙げられる。
観血的療法と比較して保存療法は成績が不良であるとの報告
が多く見られる中で、手術侵襲による二次的障害を回避でき
たことは、PT の有用性が示唆されたと考える。

距骨離断性骨軟骨炎に対し保存療法を行った1症例
―競技復帰に向けて―

○水田　有樹（みずた ゆうき）1），小野　志操2），柴原　基1）

1）しばはら整形外科スポーツ関節クリニック，2）京都下鴨病院

Key word：距骨離断性骨軟骨炎，保存療法，競技復帰

口述セッション4　［ 運動器 ］



― 21 ―

O4-3

【目的】 Kager’s fat pad（以下 KFP）とは、アキレス腱、踵
骨上縁、長母趾屈筋（以下 FHL）より構成される Kager’s　
triangle 内に存在する脂肪組織である。また、KFP はアキ
レ ス 腱 区 域 と FHL 区 域、retrocalcaneal wedge（以 下
RCW）区域に分類される。先行研究では、アキレス腱断裂
および手術侵襲による炎症反応は、Kager’s triangle の後方
で生じ、アキレス腱区域の KFP の癒着および線維化が生じ
ると、KFP 移動量が減少すると報告されている。また、線
維化の残存は、足関節底屈時のアキレス腱や後部踵骨滑液包
との滑走障害を引き起こし、歩行時やつま先立ち時の疼痛発
生と関連するとされている。超音波診断装置は KFP を簡便
に観察できる反面、足関節最大底屈時の動態は撮影が難しく、
定量化が困難である。また、正常データがないため、評価基
準が確立していないことが問題である。そこで本研究の目的
は、健常成人を対象に足関節底屈時の RCW 区域の KFP 移
動量を定量化することである。

【方法】 対象者は健常成人22名44足（男性10名、女性12名、
年齢23.5±2.0歳）で整形外科的手術の既往のないものとし
た。使用した機器は超音波画像診断装置（LOGIQe：GE 社
製）であり、B モードにて撮像した。撮像方法は、12MHz
のリニアプローブをアキレス腱に対して長軸に置き、近位部
でプローブとアキレス腱部の間に検者の指を挟み、足関節底
屈時にもプローブが踵骨に干渉されないように調整した。そ
して、RCW 区域の KFP 遠位端とアキレス腱付着部を撮像
し、各足関節底屈角度0°/15°/30°/45°位で KFP 遠位端と
アキレス腱付着部の距離を計測し、それぞれの角度での平均
値を算出した。また、底屈45°と0°での移動距離の差を
KFP 総移動量とした。なお、足関節底屈角度は iPhone のア
プリケーション（angle meter）を使用し、iPhone を踵骨に
当て足関節底屈角度を計測した。統計解析は SPSS ver25

（IBM）を使用し、各足関節底屈角度の KFP 遠位端とアキ
レス腱付着部までの距離に対し Friedman 検定、事後検定
にはホルム法を用いた。有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者はボランティアで参加した成人であり、
本研究に対して説明を行い、同意を得たのち実施した。

【結果】 各足関節底屈角度の KFP 遠位端とアキレス腱付着
部距離は、足関節底屈0°で5.9±1.2㎜、15°で4.1±1.3㎜、
30°で2.4±1.1㎜、45°で1.0±0.7㎜となり、全ての群間に

有意差を認めた。KFP の総移動量は4.9±1.2㎜であった。
【考察】 従来、足関節底屈時の KFP の動態計測はプローブ
と踵骨の干渉により困難であった。今回、RCW に観察部位
を限局することで、その動態が定量化できた。これは、今後
臨床データを蓄積するにあたり、特に超音波画像診断装置以
外の機器やソフトウェアを必要とせず、簡便であり、有効な
手法と考えられる。また本研究の結果から、RCW 区域の
KFP は足関節底屈角度の増加に伴い、アキレス腱停止部に
向かって漸次、移動し、踵骨とアキレス腱の間隙に滑り込む
ことが示唆された。KFP は弾力性に富み、アキレス腱と踵
骨間での摩擦ストレスに対して緩衝作用があるといわれてい
る。またアキレス腱炎やアキレス腱断裂後には KFP の癒着
や瘢痕化が生じ、RCW 区画の滑走性が低下するといわれる。
本研究結果は、アキレス腱区域の KFP 癒着や線維化の無い
健常成人であり、標準データとしての意義があると考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究結果は、アキレス腱断
裂や手術侵襲を経て KFP 移動量が減少した際に、正常化を
目指した徒手的アプローチを進めるうえでの指標となり得る
可能性がある。今後、アキレス腱断裂後、線維化の残存した
KFP 由来の疼痛を有した症例に対して、超音波画像診断装
置を使用しながら KFP の移動量を測定し、検討を重ねる必
要がある。

足関節底屈時における Kager’s fat padの移動量の定量化の試み

○片山　尚哉（かたやま なおや）1）2），前田　貴基1）2），福本　祐介1）2），桝田　康彦1），	
角田　晃啓2）3）4），工藤　慎太郎2）3）4）

1）大阪暁明館病院 リハビリテーション科，2）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科， 
3）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科，4）森ノ宮医療大学 卒後教育センター

Key word：超音波画像診断装置，Kager’s fat pad 移動量の定量化，retrocalcaneal wedge
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【目的】 高齢化に伴い人工股関節全置換術（THA）が増加し
ており、さらなる治療効果が期待されている。THA の治療
効果判定は健康関連 Quality of life の指標として WOMAC
が多く使用されている。WOMAC は術後の数値だけでなく、
術前から術後の改善値が患者満足度に影響すると考えられる。
しかし、改善値に着目した研究は少ない。また、術後の治療
成績に影響する術前因子を把握する事は、手術を控えた患者
への予後提示や術後の治療に重要である。本研究の目的は、
THA 術後の WOMAC-F の改善値に影響する術前因子を調
べることとした。

【方法】 包括基準は2016年9月から2018年3月までに、当
院にて THA を施行されたものとした。除外基準は、認知機
能の低下があるもの、当院のクリティカルパスにおいてバリ
ンアスが生じたもの、術後3週目の評価項目に欠損があるも
のとした。評価項目は、術前に年齢、安静時疼痛（NRS）、
歩行時疼痛（NRS）、Timed Up ＆ Go Test（TUG）、6分間
歩行距離、Pain Self-Efficacy Questionnaire（PSEQ）、日
本語版準 Western Ontario and McMaster Osteoarthritis 
Index の身体機能評価（WOMAC-F、17Best-85Worst）を、
術後3週に WOMAC-F とした。
　統計解析は WOMAC-F の術後の改善量に影響を及ぼす術
前因子を調べるために、重回帰分析（ステップワイズ法）を
行った。従属変数を術前から術後3週の WOMAC-F の改善
値とし、独立変数を術前の年齢、安静時疼痛（NRS）、歩行時
疼痛（NRS）、TUG、6分間歩行距離、PSEQ、WOMAC-F
とした。
　統計処理には EZR version1.27を使用し有意水準は5% と
した。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言にも基づき、研究内容や参加
について対象者へ口頭にて説明を行い、同意を得た。

【結果】 対象者は、除外基準の2例を除いた37例（年齢65±
11、女性31名、男性6名）であった。重回帰分析の結果、有
意な術後因子として抽出されたものは TUG（p= 0.004、β
=-1.24）、WOMAC-F（p= 0.001、β= 0.83）であった。自
由度調整済み決定係数（R2）は0.61であった。

【考察】 術後の WOMAC-F の改善値に影響する術前因子と
して、TUG と WOMAC-F が抽出された。術前の TUG が
速く WOMAC-F が悪いほど、術後の WOMAC-F は改善

値が大きくなる。術前 WOMAC-F が悪いほど、それだけ
改善の余地が大きいため、術後 WOMAC-F の改善値が大
きくなったと考えられる。これらの知見から、術前因子を把
握することにより、術後3週目の WOMAC-F の改善値が予
測可能となる。また、予後予測ができることにより、患者教
育を通した予後提示が可能となる。TUG を術前から改善さ
せることで WOMAC-F の改善値が大きくなる可能性がある。

【理学療法研究としての意義】 術前因子より WOMAC-F の
改善値の予後予測が可能である。また、患者教育を通した予
後提供が治療成績向上の一助となる可能性がある。

人工股関節全置換術後のWOMACの改善に影響する術前因子について

○渡邉　健斗（わたなべ けんと）1），中谷　亮誠1），岡村　亮汰1），米村　優一1），林野　真帆1），	
海部　祐史1），三木　大輔1），桐月　伸輔2），津村　暢宏2）

1）石川病院 リハビリテーション部，2）石川病院 人工関節センター

Key word：人工股関節全置換術，WOMAC，術前因子
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【はじめに、目的】 人工膝関節置換術（Total Knee Arthro-
plasty 以下、TKA）は変形性膝関節症など、膝関節痛を有
す患者に対する外科的治療として普及している。近年では医
療費削減による入院期間の短縮が進んでおり、当院において
も TKA 術後患者の入院期間は3～4週間となっている。そ
のため、円滑な ADL 向上を図るためには、適切に歩行能力
を評価することが重要となる。現在、TKA 患者の院内杖歩
行・独歩自立を判断するために、当院では10m 歩行速度と
Timed Up and Go test（以下、TUG）を用いている。しかし、
これらの検査は計測に必要な空間・道具・時間を必要とする。
そこで、下肢筋力・バランス能力・柔軟性などを含めた歩行
能力を総合的に評価できる2ステップテストに着目し、
TKA 患者を対象とした歩行能力評価としての妥当性を確認
するために、術前後の歩行能力と2ステップの関係を検討す
ることを目的とした。

【方法】 2017年9月～2018年8月に当院整形外科を受診し、
変形性膝関節症と診断され、初回の TKA を施行された患者
36名（男性2名、女性34名、平均年齢74.8±6.6歳、在院日
数平均27.3±4.9日、来院時の歩行能力として独歩17名、
杖歩行15名、歩行器歩行2名、車椅子2名）を対象とした。
測定項目は、2ステップ値（最大二歩幅 / 身長）、10m 快適
歩行速度、10m 最大歩行速度、TUG を術前と退院時にそれ
ぞれ測定した。統計学的分析として Shapiro-Wilk 検定を用
いて各測定項目の正規性を確認した後に、Pearson の積率相
関係数を用いた相関分析を行った。統計解析には EZR 
version 1.37を使用し、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言を遵守し、対象者に
対して研究目的、方法、参加は自由意志で拒否による不利益
はないこと、個人情報の保護について十分に説明を行い、同
意を得た。

【結果】 退院時の歩行能力として独歩20名、杖歩行15名、
歩行器歩行1名となった。また、術前の各測定項目の結果と
して、10m 快適歩行速度は12.20±4.24秒、10m 最大歩行
速度は9.71±3.03秒、TUG は11.16±3.28秒、2ステップ
値は0.89±0.18となった。退院時の各測定項目の結果とし
て、10m 快適歩行速度は10.91±2.27秒、10m 最大歩行速
度は8.88±2.12秒、TUG は10.53±2.75秒、2ステップ値
は0.89±0.18となった。術前の2ステップ値と、術前の

10m 快適歩行速度（r=-0.516：p ＜0.01）、10m 最大歩行速
度（r=-0.693：p ＜0.01）、TUG（r=-0.753：p ＜0.01）の
全ての項目において有意な負の相関を認めた。また、退院時
の2ステップ値と、退院時の10m 快適歩行速度（r=-0.717：
p ＜0.01）、10m 最大歩行速度（r=-0.807：p ＜0.01）、TUG

（r=-0.787：p ＜0.01）の全ての項目において有意な負の相
関を認めた。

【考察】 本研究より、2ステップ値と10m 歩行速度、TUG
は術前・退院時のいずれにおいても相関を認め、健常者・外
来リハ通院患者・デイケア利用者を対象とした先行研究（村
永，2003, Kojima, 2017）と同様の結果が得られた。また、
相関係数の比較では快適歩行速度、最大歩行速度、TUG の
順に高値となる傾向を認めた。これについては2ステップテ
ストが最大パフォーマンスを求める課題であること、バラン
スの要素を含むことが考えられる。これらのことから2ス
テップテストを用いることで歩行能力とバランス機能の両面
を簡便に評価できる可能性が示唆された。しかし、2ステッ
プ値がどの程度であれば歩行自立と判断出来るかは現段階で
は不明である。今回の結果を踏まえ、今後は歩行自立を判定
するためのカットオフ値を作成することが今後の課題である。

【理学療法研究としての意義】 TKA 術後患者の2ステップ
値は TKA 患者の術前、そして術後の歩行能力を妥当に捉え
ることのできる簡便な評価であることが明らかとなった。

全人工膝関節置換術後患者の2ステップ値と歩行能力との関係
―術前後での調査―

○政田　純兵（まさだ じゅんぺい），吉川　卓志，木村　祐介，宮田　卓治，永野　巧，柳原　亜紀，
森本　翔也
市立奈良病院 リハビリテーション室

Key word：TKA 患者，2ステップ値，歩行能力
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【目的】 近年の急速な高齢化に伴い、高齢者の代表的な骨折で
ある大腿骨近位部骨折の発生率は、更に増加することが懸念
される。大腿骨近位部骨折後の予後関連因子として年齢、認
知機能、術後歩行能力と様々な因子が関与するとされており、
死亡数も年々増加することが予想される。特に生命予後に対
する重要因子として年齢、術後歩行能力が報告されており、
術後歩行能力を決定する因子である膝伸展筋力の効果的な筋
力強化プログラムを提供することが望ましい。神経筋電気刺
激療法（Neuromuscular Electrical Stimulation：NMES）は
骨折術後早期症例に対して効果的な筋力強化手段と報告され
ているが、年齢層に焦点を当てて効果を検討した報告は少な
い。本研究の目的は、大腿骨近位部骨折術後早期症例を対象
に NMES の効果が年齢による差異でどのような影響を与え
るかを検討することとした。

【方法】 対象は当院にて大腿骨近位部骨折の手術を施行した
64名を対象とした。包含基準は受傷前に屋外を独歩または一
本杖歩行が可能であった者とし、除外基準は歩行に影響を与
える骨関節疾患および脳血管疾患を有する者、認知症を有す
る者とした。年齢による群分けは、65～84歳の高齢群（36名、
75.1±5.4歳）と85歳以上の超高齢群（28名、90±2.9歳）の2
群に分けた。基本情報として年齢、体重を調査した。NMES
は全症例に術後翌日より開始し、電気刺激治療器（ESPURGE）
で患側大腿四頭筋に対して二相性パルス波、パルス幅300 μs、
周波数80 Hz、運動レベルの耐えうる最大強度、ON：OFF
時間 =5：7秒に設定して毎日20分間実施した。評価は下肢機
能項目としてハンドヘルドダイナモメーター（μtasF-1）で膝
伸展筋力（患健側比 % を算出）と日本整形外科学会股関節機
能判定基準（股関節 JOA スコア）を術後1、3、5日目、1、2、
3週目と退院日に測定した。統計解析として、高齢群と超高齢
群の年齢と各評価時期を2要因とした反復測定二元配置分散
分析で比較し、有意水準は5% とした。

【説明と同意】 研究の遂行に当たり、ヘルシンキ宣言の理念
に基づき患者の人権擁護には十分の配慮を行い、研究に協力
を依頼する患者には研究の目的を十分に理解が得るよう説明
と同意を得た。また、研究にあたって個人が特定できないよ
う匿名化し、データの取り扱いに関しても漏洩がないように
配慮した。

【結果】 両群の基本情報として、高齢群は、身長153.9±
7.1 ㎝、体重51.0±9.1 ㎏、男性6名、女性30名であった。
超高齢群は、身長144.3±20.7 ㎝、体重47.7±20.3 ㎏、男
性4名、女性24名であった。両群の基本情報として身長の
みに有意な差を認めた（p ＜0.05）。二元配置分散分析の結
果、膝伸展筋力と股関節 JOA スコアともに交互作用は認め
なかったが、年齢と各評価時期の主効果を認めた（p ＜0.05）。

【考察】 本研究により、2群間に年齢の主効果を認めたこと
から、年齢層別の膝伸展筋力と股関節 JOA スコアの効果の
差異が明らかとなり、NMES の効果は年齢が若年である方
が改善することが示唆された。この結果は、一般的に筋力強
化の効果について若年者に比べて高齢者のほうが筋肥大反応
は弱まると考えられているため、年齢の差異によって効果が
影響されることは必然的な結果と考えられる。しかし、各評
価時期での主効果も認めたことから大腿骨近位部骨折術後早
期症例に対する NMES の実施は、年齢層による膝伸展筋力
および股関節 JOA スコアの改善推移の差異は認められるも
のの、85歳以上の超高齢症例であっても65～84歳の高齢症
例と同様な改善過程を辿ることが示唆された。先行研究では、
NMES を用いた筋力強化方法の有効性について数多く報告
されており、大腿骨頸部骨折患者の大腿四頭筋に NMES を
実施した結果、膝伸展筋力や股関節 JOA スコアの改善につ
ながったと報告されている。従って、85歳以上の超高齢症
例であっても年齢に関わらず NMES を用いた筋力強化に
よって十分に膝伸展筋力と股関節 JOA スコアの向上が期待
できることが考えられる。

【理学療法研究としての意義】 大腿骨近位部骨折術後早期症
例を対象に NMES の効果が年齢の差異でどのような影響を
与えるかを検討し、膝伸展筋力と股関節 JOA スコアともに
年齢による差異は認められるが、膝伸展筋力と股関節 JOA
スコアの改善過程においては同様の傾向を辿ることが明らか
となった。これは、年々増加が予想される大腿骨近位部骨折
術後早期症例に対する NMES の介入は有用な筋力強化手段
であることを示唆する結果となった。

大腿骨近位部骨折術後早期症例の年齢の差異による 
神経筋電気刺激療法の効果検証

○杉森　信吾（すぎもり しんご），唄　大輔，藤森　由貴，山田　祐嘉，池本　大輝，徳田　光紀
平成記念病院 リハビリテーション課

Key word：大腿骨近位部骨折，神経筋電気刺激療法，超高齢者
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【目的】 近年、医療費の適正化を目的に平均在院日数の短縮
の動きが図られている。人工膝関節全置換術（TKA）も同様
に在院日数は短縮され、早期退院プログラムを実施している
施設が増加している。また、早期退院プログラムは標準的な
入院プログラムに対して、術後運動機能の回復は劣らないこ
とが示唆されている。当院では、3～4週間の入院期間を目
安に杖歩行と階段昇降が自立となれば退院可能としているが、
在院日数が延長する患者が存在する。在院日数短縮につなが
る知見が得られれば、入院目安に対する不安の緩和や退院時
の目標を決定しやすくなるのではないかと考えた。そこで、
本研究の目的は、当院における TKA 後患者の在院日数に影
響する術前因子を明らかにすることとした。

【方法】 包括基準は2016年4月から2018年3月までに、当院に
て TKA を施行されたものとした。除外基準は、認知機能の低
下があるもの、当院のクリティカルパスにおいてバリアンスが
生じたもの、入院時の評価に欠損があるものとした。評価項目
は、術前の年齢、安静時疼痛（NRS）、歩行時疼痛（NRS）、
Pain Catastrophizing Scale（PCS）、Pain Self Efficacy 
Questionnaire（PSEQ）、6分間歩行距離、Timed up and Go 
Test（TUG）、日本語版準 Western Ontario and McMaster 
Universities Osteoarthritis Index（WOMAC）の身体機能項
目（WOMAC-F）、術側疼痛項目（術側 WOMAC-P）、非術
側疼痛項目（非術側 WOMAC-P）、術側膝関節以外に身体
機能に影響する症状の有無と在院日数とした。在院日数に影
響する術前因子を調べるため、重回帰分析（ステップワイズ
法）を行った。従属変数を在院日数、独立変数を年齢、安静
時疼痛、歩行時疼痛、PCS、PSEQ、6分間歩行距離、TUG、
WOMAC-F、術側 WOMAC-P、非術側 WOMAC-P、術
側膝関節以外に身体機能に影響する症状の有無とした。統計
処理には EZR version1.27を使用し、有意水準は5% とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、研究内容や参加に
ついて対象者へ口頭にて説明を行い、同意を得た。

【結果】 本研究の対象者は111名（年齢72.9±7、BMI26.8±4、
女性89名、男性22名）であった。重回帰分析の結果、有意な
関連因子として抽出された術前因子は安静時疼痛（p=0.001、
β=-2.16）、6分間歩行距離（p=0.02、β=-0.05）、WOMAC-F
（p= 0.002、β=-0.27）であった。自由度調整済み決定係数
（R²）は0.438であった。また、多重共線性を確認するため

VIF を求めた結果、1.38～2.52の範囲であった。
【考察】 先行研究では、術前の歩行能力や動作能力が TKA
後患者の在院日数に影響を与えることが報告されている。一
方で、術前の疼痛や膝関節可動域などの身体機能は在院日数
に影響は与えない報告もある。本研究では、術前における術
側膝関節の安静時疼痛が強い患者、6分間歩行距離が長い患
者、WOMAC-F の項目点数が良好である患者において在院
日数が短い傾向にあった。これは、TKA により術前の強い
疼痛が大幅に除痛されたことで、手術の効果が感じられ、退
院への自信につながった可能性が考えられた。また、術前か
ら歩行能力が高い患者や動作の満足度が高い患者は、元の生
活水準まで改善しやすいことが要因であると推測された。今
回の研究結果から、術前の安静時疼痛、6分間歩行距離、
WOMAC-F の程度が TKA 後患者の在院日数予測の指標と
して使用できる可能性があると考える。

【理学療法研究としての意義】 術前の安静時疼痛、6分間歩
行距離、WOMAC-F の状態が在院日数に影響し、在院日数
予測の指標として使用できる可能性が示唆された。また、疼
痛の改善度、術前の歩行能力や動作の満足度を向上させるこ
とが在院日数の短縮に寄与すると示唆される。

人工膝関節全置換術後患者における在院日数を左右する術前因子の検討

○岡村　亮汰（おかむら りょうた）1），中谷　亮誠1），渡邉　健斗1），米村　優一1），林野　真帆1），	
海部　祐史1），三木　大輔1），桐月　伸輔2），津村　暢宏2）

1）医療法人仁寿会 石川病院 リハビリテーション部，2）医療法人仁寿会 石川病院 人工関節センター

Key word：人工膝関節全置換術，在院日数，術前因子
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【目的】 変形性膝関節症（膝 OA）の患者に対して Hybrid 
closed-wedge high tibial osteotomy（Hybrid HTO） は、
closed-wedge high tibial osteotomy（CWHTO）と比較し
骨切除量が少なく早期より荷重が可能であり当院でも術翌日
から荷重訓練が開始される。だが、術後早期に自立歩行を獲
得する患者と難渋する患者がいる。人工膝関節全置換術

（TKA）では、術前 TUG が自立歩行および歩行器歩行獲得
期間に有意な相関があったと報告している。また、術前
BMI と術後の歩行自立期間にも有意な相関があったと報告
している。だが、Hybrid HTO における術前因子と術後の
自立歩行に関する報告はない。疾病の種別に関わらず入院期
間の短縮が進められている中で、術後だけでなく術前因子か
ら術後機能回復の予後予測が必要であると考えられる。本研
究は、Hybrid HTO 術後の歩行自立期間に影響する術前因
子について検討することを目的とした。

【方法】 対象は2017年3月～2018年7月までに当院にて
Hybrid HTO を施行した内側型変形性膝関節症患者16名

（男性4名、女性12名、年齢67.5±7.1歳）。検討項目は年齢、
身長、体重、Body Mass Index（BMI：㎏/m²）、Kellgren-
Lawrence 分類（KL 分類）、術前大腿脛骨角（FTA：femo-
rotibial angle）、Numerical Rating Scale（NRS）、ROM（膝
屈曲・伸展）、膝伸展筋力（体重比）、10m 最大歩行テスト

（時間）、Timed UP and Go test（TUG）とした。膝伸展筋
力は、Hand-held dynamometer（μTasF-1）を使用し、端
坐位での等尺性膝伸展筋力を2回測定し、より高い値を筋力
体重比として算出した。KL 分類、FTA は、立位膝正面 X
線撮影にて、整形外科医1名によって算出されたものとした。
術後2週間で杖歩行自立を獲得できた者を早期群、至らな
かったものを遅延群として2群に分類した。Hybrid HTO
術後に歩行自立期間に影響する術前因子について両群間の検
討項目を比較検討した。統計学的手法は Mann-Whitney の
U 検定を用い、有意水準は5% とした。

【説明と同意】 研究の遂行にあたり、ヘルシンキ宣言の理念
に基づき、患者の人権擁護には十分の配慮を行った。研究の
協力を依頼する患者には、研究の目的を十分理解できるよう
説明と同意を徹底した。また、患者の病状および個人情報の
管理を徹底した上で、プライバシー保護に配慮した。

【結果】 早期群は5例（女性5名、年齢66.8±6.8）、遅延群
は11例（男性4名、女性7名、年齢67.8±7.0）であった。早
期群と遅延群で比較検討した結果、BMI にて有意差を認め
た。各 BMI 値は、早期群22.2（21.6-22.8）、遅延群26.3

（24.8-27.6）（p ＜0.01）であった。その他の検討項目につ
いては有意差を認めなかった。

【考察】 先行研究では、TKA 術後における歩行自立期間に
影響する術前因子として、BMI であったと報告されている。
本研究より、Hybrid HTO 術後は TKA 術後と同様に、
BMI が高値である患者ほど、術後の杖歩行自立獲得までの
期間を要する結果となった。また、TKA 術後の患者は、
BMI が高値の場合、術創部の治癒の遅れや術後感染、深部
静脈血栓症などの合併症のリスクが高いことも報告されてい
る。そのため、理学療法を行う上で術後早期の歩行獲得とと
もに、患者の運動習慣教育を行い、合併症予防に努めること
が必要であると考えられる。

【理学療法研究としての意義】 本研究では、術前 BMI が、
Hybrid HTO 術後患者の歩行自立に要する期間に影響する
ことが示唆された。在院日数の短縮が進められている中、
Hybrid HTO 術後患者の予後予測をする上で意義のある研
究であると考えられる。

Hybrid closed-wedge high tibial osteotomy 
術後の歩行自立期間に与える影響
―術前因子についての検討―

○柳原　亜紀（やなぎはら あき）1），吉川　卓志1），木村　祐介1），政田　純兵1），宮田　卓治1），	
永野　巧1），森本　翔也1），藤間　保晶2）

1）市立奈良病院 リハビリテーション室，2）市立奈良病院 整形外科

Key word：Hybrid HTO，歩行自立期間，術前因子
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【目的】 人工膝関節置換術（以下 TKA）や人工膝関節単顆置
換術（以下 UKA）は除痛効果や術後早期の荷重、膝関節機能
の回復から早期の歩行能力の改善が期待できる。TKA 術後
の腫脹は膝伸展筋力の低下や歩行能力と関連があるとの研究
が報告されている（Holm. 2010）。また TKA 術後の腫脹の相
関因子として BMI、術前後の Hb の差が出血を表し、腫脹と
関連するとも報告されている（Gao. 2011）。しかし TKA 術
後の腫脹による膝関節機能や歩行機能への影響、腫脹に関与
する因子については一定の見解を得ていない状況である。
　そこで本研究では TKA 術後の周径と歩行機能との関連、
周径変化に関与する要因について明らかにすることを目的と
した。

【方法】 2014年6月から2018年3月の間に、当院で初回の
TKA もしくは UKA を施行された52名52膝（平均年齢73歳
±8.9歳、男性11名、女性41名）を対象とし、診療録から後
方視的にデータを収集した。測定項目として、術後早期（術
後4日以内）、術後1, 2, 3週、退院時における周径（膝蓋骨直
上）、膝関節可動域、BMI、術式（PS 型，CR 型，UKA）、術
中出血量、血液データ（CRP, D- ダイマー，Hb, Alb, BUN, 
Cr, AST, ALT）、平均血圧、脈圧、歩行自立日数とした。周
径は膝伸展位にてメジャーで測定し、膝関節可動域に関して
はゴニオメーターで測定した。また歩行自立日数に関しては
独歩もしくは T 字杖歩行の自立までの日数とした。
　統計解析には Easy R Ver.1.37を用いた。周径と可動域は
術前の値を基準とし、各測定間の変化率を算出した後、周径と
各因子の関連性は Pearson の積率相関係数および Spearman
の順位相関係数を算出した。また術式別の各因子の比較を
Kruskal-Wallis 検定、その後の多重比較に Bonferroni 法を用
いた。全ての検定の有意水準は5% とした。

【説明と同意】 倫理的配慮として、個人が特定できないよう
匿名化し、当院倫理委員会の承認を得て実施した。

【結果】 周径は術後初日107.7±4.4%、術後1週104.7±3.6%、
術後2週102.2±3.9%、術後3週101.5±3.5%、退院時101
±3% であった。TKA 術後早期と術後2週の周径と歩行自
立日数で有意な相関を認めた（それぞれ p=0.004, r= 0.56, 
p= 0.04, r= 0.36）。また術後早期の周径と術後 CRP（p=0.02, 
ρ=0.41）、術前後の Hb 差（p=0.02, r= 0.41）、術式（p=0.03, 
ρ= 0.36）および BMI（p= 0.01, r=-0.43）でそれぞれ有意な

相関関係がみられた。術後早期の周径とその他の項目に相関は
みられなかった。術式別の各因子を比較検定した結果、術後
CRP は PS 型が UKA より高く（p=0.004）、Hb 差は PS 型・
CR 型が UKA より大きかった（それぞれ p=0.007, p=0.01）。

【考察】 先行研究と同様、TKA 術後早期の周径が歩行自立日
数に関与する結果が得られた。術後早期の周径に関与する因
子として本研究では術後 CRP と術前後の Hb 差があげられ、
術後の炎症と出血による影響が考えられた。また術式と周径
の関連因子を比較検討したところ、UKA に比べ PS 型で術後
CRP が高くなること、UKA に比べ PS 型、CR 型で Hb 差も
大きくなる結果を得た。PS 型では PCL の切除と顆間窩形成
のために骨切除量が大きく、CR 型では PS 型に比べ骨温存が
可能であり、UKA では骨や靭帯への操作が限局されるため
に術侵襲が少なくなることから術侵襲の程度による影響があ
ると考えた。Chen ら（2014）によると TKA 後の腫脹は、術
中駆血帯による虚血再環流障害を引き金とした酸化ストレス
及び急性炎症が関与していると示唆している。つまり、手術
侵襲に伴う侵害刺激の程度と虚血再環流障害が腫脹とその後
の歩行自立に大きく影響すると考えられる。当院でも手術時
には駆血帯が使用されており、その影響を評価することも今
後の課題である。これらのことから、術後早期の腫脹が強い
ケースにおいて、骨格筋組織の循環動態を考慮し理学療法を
進める必要がある。また術後1週以降では術後早期にみられ
た周径と歩行自立日数、術式、Hb 術前後差に相関関係が乏
しくなる。このことから術後早期の周径は腫脹を反映してい
るのに対し、1週以降の周径は腫脹が残存しているケースで
も腫脹以外に筋萎縮などの要素も含まれるために周径が腫脹
を反映していない可能性が考えられた。周径は臨床において
簡便に測定可能な指標であるが、腫脹を捉える上では限界が
ある。今後、近赤外線分光法による骨格筋循環動態の評価や
超音波エコーによる血管機能の評価が必要と考える。

【理学療法研究としての意義】 TKA における術後早期の周
径が歩行自立日数と相関することが示された。術後早期の周
径が腫脹を反映しており、1週以降の周径は腫脹以外の要素
も含まれる可能性を考える必要性がある。腫脹の状態に合わ
せて理学療法を行うことが TKA 術後の歩行能力の改善に必
要であることが示唆された。

人工膝関節置換術術後患者の大腿周径と歩行機能の関係および 
大腿周径関連因子に関する検討

○三戸部　浩之（みとべ ひろゆき）1）3），山本　亮祐1），前田　大輔1），広田　瞳1），小山　一信1），	
樋口　哲生2），角田　晃啓3），堀　竜次3）

1）社会医療法人山弘会 上山病院 リハビリテーション科，2）社会医療法人山弘会 上山病院 整形外科， 
3）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科
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【目的】 後方歩行（以下 Backward Gait：BG）は、下腿三頭
筋の筋活動を高める歩行（本間ら2013）として、全人工膝関
節置換術（以下 TKA）後患者に対してのみならず、理学療
法の臨床で治療技術としてよく用いられる。ところで、
TKA に至る変形性膝関節症（以下膝 OA）の症例では、術前
からの膝関節の疼痛や変形による下腿三頭筋の活動性の低下
を生じ、歩行速度の減少や反対側の歩幅縮小といった問題の
原因となる。歩容の正常化には、TKA 後歩行における足関
節機能の改善が必要であり、BG 練習はそのための効果的な
運動療法であると考えるが、BG 練習後の効果に関し、運動
学・運動力学的な検討は未だなされていない。我々は、以前、
TKA 後患者の BG の効果を歩行中の二次元動作分析により、
BG 後、立脚中期から立脚後期にかけての足関節の背屈角度
の向上を確認し、下腿三頭筋の活動が促されやすい状況に
なっていることを推測したが、運動力学的な考慮がなされて
いなかった。その後、我々は、腓骨頭に装着した際の加速度
計のデータが立脚後期の足関節機能を定量的に計測できる方
法を考案し、昨年の当大会にて、TKA 後患者1症例に対し、
加速度計を用いた BG 前後の前進歩行でのターミナルスタン
ス（以下 TSt）からプレスイング（以下 PSw）の足関節底屈
モーメントパワー計測による BG 練習後の前進歩行の即時効
果について報告した。その中で、TSt から PSw での下腿に
加わる加速度は BG 後に向上し、足関節底屈モーメントパ
ワーが増加したことを示した。そこで今回、我々は、サンプ
ル数を増やし、BG 練習の即時効果の検証を行ったので、そ
の結果を報告する。

【方法】 対象は TKA を施行し、術後約2週間後の BG 練習
が可能であった男女12名（年齢74.3±6.4歳、身長155.9±
8.9 ㎝、体重58±11.4 ㎏、BMI 23.7±3.1）とした。BG 練
習は2分間実施し、BG は toe touch の際に、足趾から床面
につき、足趾伸展を促すよう口頭指示した。BG 練習前後の
前進歩行の効果判定には3軸加速度計（8チャンネル小型無線
モーションレコーダー MVP-RF8-HC2000 Micro Stone

（株））と同期したPCタブレットを使用した。加速度センサー
を腓骨頭部に装着し、TSt から PSw における前方、垂直、
前上方への加速度を Ax, Ay, Av（Av= √ Ax2+Ay2）とし
て算出した。なお歩行周期の同定には同期した PC タブレッ
トで撮影した動画より決定した。足関節パワーを推定する重
回帰式は「足関節パワー（W）=-4.689+0.269× Ay+0.104

×体重」を用いた。統計学的分析は、BG 前後の前方歩行の
それぞれの項目を対応のある t 検定を用いて比較した。有意
水準は5% とした。

【説明と同意】 対象者には、主旨や方法、参加の有無によっ
て不利益にならないことを十分に説明し、同意を得ている。
本研究は本院倫理委員会の承認を得て、ヘルシンキ宣言に基
づく倫理原則を遵守して実施した。

【結果】 BG 練習後の前進歩行にて、TSt から PSw における
前方（Ax）、垂直（Ay）、前上方（Av）への加速度はそれぞ
れ BG 練習前後で有意差が認められた。さらに、足関節パ
ワー推定値は、BG 前2.12±1.41W から BG 後2.61±1.72W
と BG 練習後に有意に高い値を示した。足関節パワーの増加
量の平均は0.5±0.52W であった。

【考察】 TSt から PSw では足関節底屈パワーによる蹴り出し
の結果、遊脚期に向けて下肢の前方推進力が生じる。その前
方推進力は歩行速度や歩幅に大きく影響し、その力源は足関
節底屈筋の強い活動によることが報告されている（Jacquelin 
Perry, et. al. 2010.）。足関節底屈パワーの発揮には、前進歩
行における立脚中期から後期にかけての足関節背屈運動時に
下腿三頭筋の等尺性収縮と elastic recoil が必要である。今
回実施した BG は、つま先接地（TS）（Kramer JF, et. al. 
1981.）において、下腿三頭筋の筋活動が大きくなることを示
している（本間ら2013）。また TS の床反力ベクトルは足関
節のかなり前方を通るため、足部の運動制御が必要となる。
したがって、BG を行うことで、TSt で足関節の安定化と足
関節背屈制動のために、下腿三頭筋の等尺性収縮が促しやす
い状態になり、即時効果を得ることが出来たと考える。
　我々は、腓骨頭に装着した際に立脚後期で生じる加速度波
形データと足関節底屈パワーは相関することを確認している。
今回、足関節パワーの推定値（W）は、12症例中11症例で
BG 後向上し、有意差を認めた。このことから BG は TKA
後の歩容を正常化するための練習としての有用であることが
示唆された。今後、術前から退院までの BG 介入群と非介入
群の比較検討や TKA・膝 OA 罹患患者の足関節底屈パワー
の基準値の作成、BG で得られた足関節底屈パワー向上がも
たらす歩行への影響や ADL の変化などを調査していきたい。

【理学療法研究としての意義】 TKA 後の歩行における足関
節機能の改善に向けた運動療法として、BG 練習の有用性が
示唆された。

全人工膝関節置換術後患者に対する後進歩行練習の即時効果の 
有用性について　～加速度計を用いて～

○小池　一成（こいけ かずなり）1）2），大久保　秀雄1），山口　真人1），宮下　敏紀3），	
工藤　慎太郎2）3）

1）阪和第二泉北病院 リハビリテーション部，2）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科， 
3）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科
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【目的】 今回、関節リウマチ患者に対する人工膝関節全置換
術後の症例を経験した。本症例は独居であり、家事全般を行
う必要があった。カナダ作業遂行測定（Canadian Occupa-
tional Performance Measure、以下 COPM）にて、歩行と
家事動作獲得が聴取された。家事動作では上前方リーチ動作
が必要であり、歩行との共通構成要素に着目し、治療を展開
した。結果、改善が得られたため若干の考察を加え報告する。

【症例紹介】 70歳代、独居の女性。既往歴に胸腰椎圧迫骨折、
腰部脊柱管狭窄症。10年前に関節リウマチを発症し
steinbrocker stage 分類Ⅱ、class 分類Ⅱ。入院1ヶ月前よ
り右膝痛が増悪し歩行困難となる。骨粗鬆症の影響によりク
リニカルパスが遅延。術後4週目より荷重開始となり、この
時期を初期評価。術後7週目を最終評価とした。

【説明と同意】 本発表はヘルシンキ宣言に基づき、本人に説
明を行い書面にて同意を得た。

【経過】 初期評価では、本人の主体性を重視する目的で
COPM（重要度・遂行度・満足度）を聴取。上位項目として
①家の中で手を使わず歩ける（10・1・1）、②棚上の食器へ
手が届く（10・1・1）、③洗濯物を楽に干せる（8・1・1）が
聴取された。QOL 評価として MOS36-Item Short-Form 
Health Survey（以下、SF36v2TM）を使用。下位尺度得点
は身体機能（以下、PF）33、（身体）日常役割機能（以下、
RP）20、体の痛み（以下、BP）18、全体的健康観（以下、
GH）33、活力（以下、VT）20、社会生活機能（以下、SF）20、

（精神）日常役割機能（以下、RE）20、心の健康（以下、
MH）20と、顕著な QOL の低下を認めた。歩行では、右立
脚中期（以下 MSt）から右立脚後期（以下 TSt）にかけて体
幹・股関節・膝関節の屈曲が著明となり、前足部支持時間が
短縮。家事動作では上前方リーチ時に踵拳上位保持が行えず、
棚上にある食器へ手指到達が困難であった。Range of 
Motion（以下 ROM、単位：°、全て右側）は膝関節伸展 -20、
足関節背屈（膝伸展位）0。Manual Muscle Testing（以下
MMT、全て右側）は膝関節伸展4、足関節底屈2、内反3、
外反3、足趾屈曲3。表在感覚（右足底）4/10。Leg Heel 
Angle（以下 LHA、右 / 左、単位：°）5/10。舟状骨高（右 /
左、単位：㎝）3.5/4.5。10m 歩行16.3秒27歩。Timed Up 
and Go test（以下 TUG-t）22.2秒21歩。両側爪先立ち保持
時間3秒未満。Functional Reach Test（以下、FRT）20.5 ㎝。

触察による筋緊張検査にて、右下肢の下腿三頭筋・後脛骨
筋・長腓骨筋に過緊張を認めた。
　治療では術後の膝関節筋力増強・可動域治療に加え、足部
機能に対して介入した。足関節周囲筋が過緊張状態では脈管
系が圧迫され末梢循環不全を惹起するため、当該筋に対し筋
徒手療法・物理療法を施行。運動療法では体幹・股関節伸展
位で徒手的に内側縦アーチを補助し、前足部荷重練習を行っ
た。また装具療法では、徒手的に補助していたアーチ部位に
対して、足底パッドを作成した。
　最終評価では、歩行右 MSt から右 TSt にかけて体幹・股
関節・膝関節の屈曲が軽減、前足部支持時間が延長。家事動
作では踵拳上位で棚上の食器へ手指が到達でき、作業遂行が
可能となった。ROM は膝関節伸展 -5、足関節背屈10。
MMT は膝関節伸展4、足関節底屈4、内反4、外反4、足趾
屈曲3。表在感覚（右足底）6/10。LHA、舟状骨高に変化な
し。10m 歩行10.5秒20歩。TUG-t10.5秒13歩。両側爪先
立ち保持時間10秒以上。FRT25.0 ㎝。過緊張を呈した筋群
は 軽 減。SF36v2TM の 下 位 尺 度 得 点 は PF56、RP60、
BP72、GH53、VT45、SF80、RE40、MH52と全項目で向
上。COPM ①10・8・8、②10・8・8、③8・8・8の3項目
で有効改善指数2点以上の上昇が得られた。

【考察】 家事動作における爪先立ちでの上前方リーチ動作と
歩行の共通構成要素に着目し治療を展開した。
　正常では、後脛骨筋と長腓骨筋が内側縦アーチを支持する
ことで前足部支持可能となる。本症例では、腰部脊柱管狭窄
症の影響により足部内外在筋の筋力低下と感覚低下、関節リ
ウマチの影響により足関節変形・足部剛性の低下が生じ、内
側縦アーチ低下を呈していた。これら足部機能が低下するこ
とにより下腿筋群の活動が困難となり、下腿筋のポンプ作用
が低下し末梢循環不全を惹起、疼痛発生につながったと考え
た。治療展開では、過緊張筋にする筋徒手療法のみではなく、
足底パッドを使用することにより理学療法実施時間以外でも
効果の継続を試みた。結果、歩行と家事動作の動作獲得が得
られ COPM 及び SF36v2TM の向上が得られたと考察する。

【理学療法研究としての意義】 今回、歩行のみではなく必要
とされる家事動作の共通構成要素を分析し、治療展開するこ
とは QOL 向上に有効であると考える。

関節リウマチ患者に対する人工膝関節全置換術後の歩行と 
家事動作獲得への試み

○本田　丈歩（ほんだ たけふみ），東山　学史，森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーションセンター

Key word：関節リウマチ，家事動作，共通構成要素
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【目的】 本邦における変形性膝関節症の有症状者数は780万
人と推定されており、人口の高齢化に伴って増加傾向にある。
変形性膝関節症に対する外科的治療として人工膝関節全置換
術（Total Knee Arthroplasty：以下 TKA）や人工膝単顆置
換術（Unicompartmental Knee Arthroplasty：以下 UKA）、
高位脛骨骨切り術（High tibial osteotomy：以下 HTO）が一
般的であるが、当院では、関節をできるだけ温存する HTO
を第一に治療を行っている。HTO は、内固定材料の進歩に
よって術後早期から荷重が可能となり、スポーツ復帰や正座
ができるなど、TKA や UKA に比べ術後の活動制限はない
点がメリットとして挙げられている。下肢アライメントと足
圧分布の評価は、TKA 前後での報告はあるが、HTO 前後
での報告は少ない。今回、HTO 患者に対して評価を行う機
会を得たので報告する。

【方法】 対象は当院整形外科にて内反型変形性膝関節症と診
断され、医師によりハイブリッド式高位脛骨骨切り術（Hybrid 
HTO）を施行された男性患者1名とした。年齢は62歳、身体
特性は身長164.0 ㎝、体重80.1 ㎏、BMI29.78 ㎏/m²であっ
た。特筆すべき既往歴は高血圧のみであった。術前と術後
3ヶ月に下肢アライメントの評価として Femore-tibial-
angle（以下 FTA）と Foot posture index6（以下 FPI6）、足
圧分布を評価した。FTA は五味らの方法に準じて行なった。
FPI6は Redmond の方法に準じ、裸足での立位姿勢で行っ
た。FPI6の評価項目は後足部（①距骨頭アライメント、②
外果上下のカーブ、③踵骨内・外反）と前・中足部（④距舟
関節周囲の突出、⑤内側縦アーチの形状、⑥前足部の内・
外転）とし、それぞれを -2から +2の5段階で評価した。さ
らにそれらの合計点数を計算し -12から -5を極度の回外足、
-4から -1を回外足、0から +5を正常、+6から +9が回内足、
+10から +12までが極度の回内足と判断した。足圧分布は
イマック制の下肢加重計バランスエイドⓇ（以下バランスエ
イド）を用いた。これは靴型の下肢加重計であり、足底にあ
る前内側、前外側、後内側、後外側と4分割されたセンサー
が歩行時、下肢にかかる荷重を計測できるものである。4分
割毎における荷重量は、10m 歩行中の各左立脚期における
ピーク値の平均値を使用した。また術前荷重量に対する術後
荷重量（術前後荷重比）を算出し、術前後での変化を確認し
た。運動課題は10m 歩行とし、患者にはバランスエイドを

履かせた。歩行路は10m の距離に3m の助走路を設けた。
歩行速度は規定せず自由とした。

【説明と同意】 本発表に当たって、当院倫理委員会の承認を
得た。またヘルシンキ宣言に基づき、本人に口頭にて説明し
同意を得た。

【結果】 術前後評価結果は、左下肢 FTA が177°から173°
となり、左下肢 FPI6の合計点数が術前 -1（回外位）から術
後 +1（中間位）となった。4分割毎における術前後荷重比は
前内側で1.0% 減少、前外側では19.9% 減少した。また、後
内側では7.5% 増加し、後外側では11.5% 減少した。術後の
足圧分布は術前に比べ、内側への荷重が増える傾向にあった。

【考察】 膝関節の外科的治療である TKA、HTO ともに術中
において FTA を正常に近づけることを行う。岡本らは
TKA 患者における足圧分布を術前の FTA が188度未満の
M 群と、それ以上の S 群に分けて測定した結果、術前は両
群とも足底外側に足圧が偏っていたが、術後に M 群は後足
部や前内側に偏りが変異したとしている。今回の症例におい
ても術後の足圧分布について、術前と比べ術後に足部の内側
への荷重が増加する傾向があった。本症例の術前の FTA は
177°であり、岡本らの報告する M 群に相当し、また後内側
の術前後荷重比の増加が認められ、岡本らの報告と類似した
結果となった。足部アライメントについて、本症例では
FPI6における後足部が術前に回外足であったが、術後に正
常へ変化した。熊谷らは TKA 後に後足部アライメントが回
内傾向を示すとしている。また山口らは下肢運動連鎖におい
て内反膝では距骨下関節は回外し、外反膝では回内方向へ変
化することを報告している。HTO は TKA と同様に、膝関
節の内反位を外反位に矯正する手術手技であることから、下
行性運動連鎖が変化し、足部アライメントが術前の回外足か
ら術後の正常へと変化したことが考えられる。以上のことか
ら、本症例においても手術における膝関節アライメントの改
善により、足圧分布と足部アライメントが変化することが示
唆された。

【理学療法研究としての意義】 HTO 施行により下肢アライ
メントを修正することによって、足底荷重部位が内側へ変化
することが示唆された。しかし今回の報告は単一症例の検討
であるため、症例数を増やし、下肢アライメントの変化が術
後の足圧分布に及ぼす影響を検討していく必要がある。

高位脛骨骨切り術術前後における下肢アライメントと足圧分布の変化
～ Hybrid HTOを施行した一症例について～

○和田　拓弥（わだ たくや）1），澤　大輔1），小澤　和義1），山本　和明2）

1）済生会滋賀県病院 リハビリテーション技術科，2）済生会滋賀県病院 リハビリテーション科

Key word：高位脛骨骨切り術，下肢アライメント，足圧分布
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【目的】 今回、左 TKA 施行目的で入院したが、右 TKA 後
に20°のエクステンションラグが残存している70歳代男性
患者を担当した。エクステンションラグは、全屈曲位の歩行
となり、歩容の悪化により疲労しやすい歩行となる。また、
屈曲位での荷重が膝関節へのストレスを増大させ、TKA 後
に膝前面痛の原因となると言われている。両膝関節共に術前
は、膝関節 -40°の伸展制限、右 FTA：185°左 FTA：195°
と過度の内反変形を呈していた。左 TKA を施行後両側共に
膝アライメントが調整されるため、残存している右膝エクス
テンションラグの改善が必要と考えた。両膝関節伸展位を維
持した歩行を再獲得いただくため電気刺激を併用したトレー
ニングを行い、右膝関節のエクステンションラグに改善を認
めたため考察を加えて報告する。

【方法】 ATR-Promotions 社製筋電図を用いて下垂座位（膝
屈曲90°位）から膝関節伸展運動時の内側広筋（以下 VM）の
電位を計測した。計測毎に安静時電位3秒間の平均を算出し、
最大値と除した値を %REST として評価を行った。電気刺
激は、インターリハ製インテレクトを用いて、位相持続時間
200usec、サイクル時間10/20、CV モード、周波数80 Hz
で20分行った。患者への即時的な電気刺激効果を評価する
為、電気刺激を与えながら10秒伸展位保持20秒休憩を20分
後の膝関節伸展時 VM（以下電気刺激 VM）、10秒伸展位保
持20秒休憩を20分後の膝関節伸展時 VM（以下電気刺激な
し VM）、トレーニング前の膝関節伸展時 VM（以下初回
VM）、の順で3日間連続して測定し比較した。また、持続
効果の評価を電気刺激1か月前（以下初期 VM）後（以下最終
VM）で電気刺激前の膝関節伸展時 VM を比較した。上記筋
電図結果に加え、アニマ社製μTas F-1ハンドヘルドダイナ
モメーター（以下 HDD）で筋力、大腿周径（膝蓋骨上縁
10 ㎝）、膝関節伸展 ROM 結果を電気刺激1ヶ月前後で比較
した。

【説明と同意】 本発表は、ヘルシンキ宣言に従い被験者に対
して、発表内容を紙面及び口頭にて説明し、同意を得た。ま
た、当院倫理委員会（承認番号：HG-IRB1890）に承認され
ている。

【結果】 （初期 / 最終）
　電気刺激 VM：1310.3%、電気刺激なし VM：606.7%、初
回 VM：553.5%、初期 VM：268.9%、最終 VM：1083.4%、

HDD：1.73/1.85Nm/㎏、大腿周径：43/43 ㎝、膝関節伸展
ROM-20/0°。

【考察】 結果より、即時的な電気刺激の効果は高いと考え、
持続的効果も最終で筋電図の電位が上昇しているため、膝関
節伸展に関して VM の活動が上昇していると考える。筋力
増加を認めているが、周径に変化がないことより、VM へ
の電気刺激効果は筋線維の肥大より運動単位動員数に増加を
認めたのではないかと考える。膝関節伸展 ROM の変化は、
長年 -40°の伸展制限で生活をされており、膝関節伸展位で
の大腿四頭筋の収縮に対する運動単位の動員数が減少してい
たため、VM への運動単位動員数が増加したことで変化し
たと考える。

【理学療法研究としての意義】 変形性膝関節症にて TKA 術
後残存しているエクステンションラグへの治療介入の一つと
して運動単位動員数の増加を意識した電気刺激を併用したト
レーニングが有用である可能性が示唆された。

TKA5ヶ月後に残存していたエクステンションラグ改善への取り組み
～電気刺激を用いて～

○北村　優友（きたむら ゆうすけ）
JCHO 星ヶ丘医療センター

Key word：TKA，エクステンションラグ，電気刺激
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【目的】 人工膝関節全置換術（以下 TKA）術後急性期は侵襲
により腫脹、発赤、熱感など炎症症状が強く、特に痛みによ
り膝関節の関節可動域（以下、ROM）制限や筋出力発揮が不
十分となる症例をよく経験する。術後早期からの理学療法介
入は機能予後の改善に寄与するとされており、当院では手術
翌日から理学療法を開始している。小谷らは膝関節術後患者
に対し、術後4日目から週3回の HALⓇ自立支援用単関節タ
イプ（以下 HAL-SJ）の使用で、即時的に extension lag が
改善することを報告している。そこで、先行研究に基づき、
今回は TKA 患者に対して術後3日目より平日週5回 HAL-
SJ を使用し、extension lag の改善や使用前後や使用中の疼
痛の変化について検証することとした。

【方法】 
Case1：78歳男性、バスを利用し通院、HDS-R 26点。
Case2： 89歳女性、屋外シルバーカー歩行自立、 

HDS-R 29点。
Case3： 88歳女性、外出はデイサービスのみ、外出時は歩

行器見守り、HDS-R 6点。
　TKA は Mid Vastus アプローチ、LCS コンポーネントを
使用。術後3日目より HAL-SJ 使用開始。HAL-SJ は週5日、
平日のみ実施、術後2～3週までに Case1計5回、Case2計
9回、Case3計9回実施。1回につき30～40分間、電極貼付
部位は、伸展筋は大腿直筋、内側広筋もしくは外側広筋、屈
曲筋は内側もしくは外側ハムストとし、膝関節屈曲伸展運動
を繰り返し行った。評価項目はHAL使用前後の疼痛（Visual 
Analog Scale, 以下 VAS）、膝関節 ROM（Passive, Active）、
使用感の聴取、1週毎に膝関節伸展筋力・屈曲筋力（Hand 
Held Dynamomete, μTas F-1、アニマ社製）、大腿周径を
測定。血液データより CRP 値を抽出した。

【説明と同意】 本研究の対象者には、ヘルシンキ宣言に基づ
き、研究の趣旨を十分に説明し、同意を得た。

【結果】 術後3日目から CRP 値の上昇は認めなかった。セ
ラピストの徒手操作での可動域練習や自動介助運動では疼痛
を認めたが、Case1,2は HAL 使用中は「膝を伸ばしやすい」
使用後は「痛みが取れた」「足が軽くなった」と発言があり、
ほとんど痛みなく膝の屈伸運動が行えた。使用前後の VAS
では Case1で3回目と5回目でごくわずかに痛みが増加した
が、Case2で全施行において痛みが減少した。また、炎症改

善の要素が非常に大きいが、Case1,2では ROM や膝関節筋
力で改善を認めた。使用前後での extension lag は施行回数
にてばらつきはあるものの、Case1, Case2で概ね改善を認
めたが、Case3では改善を認めなかった。

【考察】 小谷らの報告に関し、Case1,2はこれを支持するも
のであるが、Case3は否定するものであった。術後3日目か
ら土日を除く週5回の HAL-SJ の使用で、使用前後での疼
痛の減少や extension lag の改善を認めた。Lund らは動筋
の活動は痛みによって抑制され、拮抗筋の活動が軽度増加す
るとしており、疼痛が少ない自動での膝伸展運動を繰り返し
行えることで主動作筋の抑制や拮抗筋の過活動が行われづら
い可能性がある。また、阪本らは TKA 術後症例の膝伸展不
全には縫工筋と大腿筋膜張筋の過活動が関与しているとして
おり、市橋は extension lag の原因の一つはハムストリング
スの収縮であるとしている。HAL-SJ を使用することで、
随意的な運動実現の様子を視覚情報として脳へとフィード
バックできることで筋収縮の再学習が行われること、患者の
生体電位信号に合わせてリアルタイムに関節運動を行えるこ
とで無理な運動が行われず疼痛が生じづらいこと、それら痛
みによる主動作筋の反射抑制が起こりづらいことなどから
extension lag が改善したと考えた。Case3認知症の症例で
はこれらのうち、視覚フィードバックの認知が行いづらかっ
たこと、実際の運動実現の様子を固有感覚を用いてフィード
バックすることが難しかったことなどから改善を認めなかっ
たと推察した。

【理学療法研究としての意義】 今回の結果より、高齢患者の
TKA 術後患者に対する HAL-SJ の使用は術後3日目からの
使用でも使用前後での疼痛の減少や extension lag の改善を
認める可能性があり、特に認知機能が良好である症例におい
て有効である可能性が示唆された。今後、症例数を増やし、
有意な効果を認めるか検証していきたい。

人工膝関節全置換術後の急性期症例に対し HAL-SJを使用した経験

○廣津　昂（ひろつ すばる）1），四方　裕子2），横溝　大2），金本　雅俊1），中川　裕大1），石中　暢1）

1）京都民医連中央病院 リハビリテーション部，2）京都民医連中央病院 リハビリテーション科

Key word：TKA，HAL-SJ，extension lag
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【目的】 脳卒中片麻痺患者において、長下肢装具使用時期か
ら短下肢装具に移行する時期（以下カットダウン時期）につ
いて、臨床現場で悩む理学療法士は多い。カットダウン時期
については、膝ロックを外して膝の安定性を認めることとさ
れており、担当理学療法士の主観による判断に委ねられてい
ることが多く、明確な基準や指標は示されていない。一方で、
麻痺側の下肢荷重率（Weight bearing rate、以下 WBR）は
歩行自立を予測する指標となるとの報告がある。しかし、
カットダウン時期と麻痺側 WBR との関連について述べたも
のは見当たらない。よって今回、カットダウン時期と麻痺側
WBR との関連について、若干の見解を得たので報告する。

【方法】 対象は2012年5月から2018年3月の間に当院に入
院し、自立もしくは介助下で立位保持可能な脳卒中片麻痺患
者158名（男性94名、女性64名、平均年齢64.5±12.0歳）
とした。歩行に影響を及ぼす整形および内科疾患を持つもの、
失語症や高次脳機能障害などで簡単な指示の理解ができない
ものを対象から除外した。日々の診療録より各対象者のカッ
トダウン時期を調査し、カットダウン群（計測日より前後10
日以内）と、未カットダウン群の2群間での WBR を比較検
討した。
　WBR の計測は、重心動揺計（Zeblis Medical GmbH 社製
Zeblis PDM-S system）を使用し、10秒間の静止立位を指
示した。立位保持の方法としては、手すり使用の有無は問わ
ず、自立立位の保持が困難な患者は担当理学療法士による介
助を行った。
　統計処理は、2群間の比較に Mann-Whitney U 検定を用
い、各検定の有意水準は5% 未満とした。また ROC 曲線に
より、麻痺側 WBR でカットダウンの可否を判別する際の至
適カットオフ値を求めた。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に沿い、対象者に対
し担当の理学療法士が口頭での説明を行い、同意書を用いて
同意を得た。また、本研究は当院の倫理委員会にて承認を受
けた研究である。

【結果】 発症日から WBR 測定日までの日数は、2群間で有意
な差を認めなかった。麻痺側 WBR は、カットダウン群28.2
±18.04%、未カットダウン群21.0±18.7% となり、カットダ
ウン群において有意に高値を示した（p ＜0.01）。その他、年
齢、退院時の FIM（移動、階段）、麻痺側下肢筋力においても、

カットダウン群において有意に高値を示した（p ＜0.01）。ま
た、カットダウン時期における麻痺側 WBR のカットオフ値
は26%（感度57%、特異度68%）と判別された。

【考察】 本研究では、脳卒中片麻痺患者のカットダウン時期
と麻痺側 WBR との関連を検討した。カットダウン群は未
カットダウン群と比較し、麻痺側 WBR が有意に高値を示し
ており、歩行能力の向上における麻痺側 WBR の重要性が示
唆された。皆川ら（2011）は、入院からカットダウンするま
での期間において、下肢筋力、バランス能力、運動耐容能は
経過に従って向上する傾向を認めると共に、装具完成から
カットダウンするまでの期間におけるバランス能力の改善が
比較的高かったと述べている。また、西森ら（2006）は、麻
痺側下肢最大 WBR は動的立位バランス機能を表す指標であ
り、明崎ら（2006）は、麻痺側 WBR は歩行自立度を規定す
る因子として有用であると述べている。今回、カットダウン
群は未カットダウン群と比較して、退院時の FIM（移動、階
段）においても有意に高値を示しており、カットダウン時期
に麻痺側 WBR が約30% 得られている患者は、退院時に歩
行を獲得する可能性が高いことが示唆された。
　したがって、臨床場面において、静的立位における麻痺側
WBR を測定することは、カットダウン時期を評価する一つ
の指標として有用であると示唆される。

【理学療法研究としての意義】 本研究結果より、脳卒中片麻痺
患者において、麻痺側 WBR を測定することは、カットダウ
ン時期を評価する一つの指標として有用であり、また麻痺側
WBR は退院時の移動能力の獲得に影響することが分かった。

脳卒中片麻痺患者における長下肢装具のカットダウン時期と 
下肢荷重率との関連

○松江　愛奈（まつえ あいな），池上　泰友，加藤　尚也
社会医療法人 愛仁会 愛仁会リハビリテーション病院 リハ技術部 
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【目的】 急性期からのリハビリテーション介入において脳卒
中治療ガイドライン2015では発症後早期から積極的なリハ
ビリテーションの推奨や歩行の訓練量の増加が歩行能力の改
善に強く勧められるとされている。また脳卒中片麻痺患者の
歩行再建において早期からの装具を使った歩行訓練の重要性
も近年では重要度の高い介入方法の一つに挙げられている。
今回、重度麻痺と感覚障害を伴う急性期視床出血患者に対し
て長下肢装具を使用し、早期から積極的な歩行訓練を実施し
短期間で一定の改善を得たため報告する。

【症例紹介】 40代女性、X 月 Y 日起床時に左麻痺を自覚し救
急要請。当院へ搬送され CT 施行したところ脳室穿破を伴う
右視床出血の診断で保存的加療目的の入院となった。血腫は
外側に進展し内包後脚まで含んでいた。翌日より理学療法を
開始。開始時は嘔気と頭痛が強く離床困難であった。Y 日
+5日頃より嘔気等が低下し活動的な運動療法が実施出来た。
意識状態は GCS（4-5-6）でほぼ清明であったがぼんやりし
ている状態が持続していた。運動麻痺は Stroke Impairment 
Assessment set（以下 SIAS）の運動機能は0-0-2-1-0で
あった。筋緊張は Modified Ashworth Scale（以下 MAS）
にて左下肢1で足部クローヌスは軽度出現していた。感覚は
左上下肢表在、深部覚ともに重度鈍麻、軽度の左半側空間無
視症状を呈しており、左空間の注意障害が出現していた。
Functional Independence Measure（以下 FIM）は運動項目
48点、認知項目33点の計81点であった。歩行状態は平行棒
支持にて gait solution design（以下 GSD）着用し平行棒支持
にてどうにか見守り歩行出来る程度であった。左初期接地は
前足部から接地で heel rocker は消失。また接地位置は一定
しない。左前遊脚期では push off が弱く十分な蹴りこみが
出現しないまま遊脚初期を迎えていた。

【説明と同意】 症例報告を行うにあたり、ヘルシンキ宣言に
則り患者へ説明し了承を得た。

【経過】 歩行訓練が開始可能となった時点から GS 継手付き
KAFO を使用した介助歩行を開始した。早期から無杖2動
作前型でのスピーディーな歩行を推奨して行った。Y 日
+10日頃より四点杖を使用した振出しのみの介助でも歩行が
可能となった。その頃も2動作前型でスピードを保った歩行
を意識して行った。Y 日 +20日頃から AFO 使用でも踵接
地が出現し始めたため KAFO を使用した歩行訓練の頻度を

漸減していった。その時の10m 歩行速度は46.03秒（37歩）
であった。Y 日 +30日頃の評価において、麻痺は SIAS 運
動機能0-0-3-2-0と改善、粗大筋力の出力としてもキッキ
ングにて MMT4レベル発揮できるようになった。筋緊張は
MAS1+ と軽度増加、FIM は運動項目66点、認知項目35点
と計101点となり、歩行動作は T 字杖使用にて2動作前型歩
行で見守りレベルとなった。装具は GSD を使用。10m 歩行
速度は28.28秒（28歩）と改善した。左踵接地が出現し heel 
rocker が出現した。立脚周期での膝伸展保持、中期以降か
らの股関節伸展増加を認めた。前遊脚期での push off は減
少し pull off での振出しである。

【考察】 本症例は下肢近位筋の随意性が発症早期から比較的
良好であったが足部麻痺が重度残存、感覚障害が存在してい
たために立脚初期のコントロールに苦慮していた。山本は
heel rocker の機能として倒立振り子の開始にあたり重心の
前上方推進力を生成するとしている。本症例は踵接地が消失
しており、heel rocker が出現せず、麻痺側の倒立振り子を
十分に振ることが出来ていなかった。その結果身体重心を上
昇させることが出来ず非効率的な歩行となっていた。GS 継
手付き KAFO を使用した歩行により踵接地の出現、前脛骨
筋の補助により heel rocker を生み出すことが出来たために
立脚期の安定と歩行速度向上につながったと考える。また、
吉尾は急性期脳卒中患者の障害の特性として随意運動の困難
さを指摘しており、本症例においても運動麻痺や感覚障害に
加えて軽度の半側空間無視を呈していたことから随意運動と
して動作のエラーを修正することは困難であった。KAFO
を使用し2動作前型での歩行訓練を実施したことで自動性を
考慮した訓練が実施出来たと考える。本症例の残存した問題
点として pull off での努力性の振出しがある。今後は立脚期
で得られたエネルギーの蓄積を遊脚期へ繋げられるよう訓練
の継続が必要であると考える。

【理学療法研究としての意義】 heel rocker の出現が歩行の
効率性を高めることが認識出来た。急性期において運動理解
が不十分な患者においても KAFO を使用した歩行訓練を早
期から実施していくことで良好な結果が得られることが示唆
された。

急性期での歩行再建を目指し長下肢装具歩行訓練を実施した 
右視床出血患者

○髙橋　慎太郎（たかはし しんたろう），大倉　一紀，岡本　真衣，吉田　安香音，豊田　ひかり，	
宮田　裕輔
京都岡本記念病院 リハビリテーション科
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【目的】 装具療法を展開するにあたり変形の予防・矯正とし
て装具を使用することは多いが、臨床場面にて既に関節拘縮
を呈し使用に難渋する症例も経験する。今回、重度四肢麻痺
を有し両側足関節底屈拘縮と褥瘡を呈した症例に対して短下
肢装具で足継手を2種類併用することを試みた。それぞれの
特性により拘縮の予防・改善に繋がり家族介助での移乗動作
獲得が図れたので報告する。

【症例紹介】 症例は、40歳代女性。診断名は脳動静脈奇形破
裂による脳出血。第73病日、リハビリテーション目的にて当
院入院。意識レベルは Japan Coma Scale（以下 JCS）-200。
Stroke Impairment Assessment Set Motor（以下 SIAS-M）
にて両側共に0-0、0-0-0。体幹機能は、腹筋力0、垂直性0。
Modified Ashworth Scale（以下 MAS）は、下腿三頭筋4/4。
ROM は、足関節背屈（膝伸展位）-50°/-35°。Functional 
Independence Measure（以下 FIM）は、運動13/91点、認
知5/35点、計18点。移乗1/7、2人介助を要し両足関節底
屈拘縮のため荷重下での移乗が困難であった。褥瘡は両側踵
骨の上部に認めていた。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき患者、家族へは説明
し同意を得たので報告する。

【経過】 入院時より当院備品の両側金属支柱付き短下肢装具
（以下 AFO）に底屈拘縮に合わせた補高で足部のアライメン
トを調整し底屈拘縮の改善と離床を図っていった。経過にて、
意識レベルは JCS-20。SIAS-M は右1-0、0-1-0。左1-1、
0-1-0。腹筋力0、垂直性1。MAS は下腿三頭筋4/4。両足
関節背屈 ROM（膝伸展位）は -40°/-35°に改善を認めた。
しかし、第163病日に PEG 増設のため転院となり第174病
日の再入院時は、足関節背屈 ROM（膝伸展位）は -55°/-50°
となり増悪を認めた。備品の AFO では、両側足関節底屈拘
縮、荷重下での移乗が困難なため第189病日に両側金属支柱
付きプラスチック短下肢装具（以下 PAFO）を作成すること
となった。両側足関節底屈拘縮に対応するため、補高に加え
足継ぎ手は外側にウルトラフレックス継ぎ手とし、内側にダ
ブルクレンザック継ぎ手を併用した。この PAFO の使用に
より立位での積極的な荷重練習を実施することができ、介助
歩行練習も可能となった。また、病棟では PAFO 着用下で
のポジショニングを実施し底屈拘縮の改善を図っていった。
第239病日、意識レベルは JCS-3。SIAS-M は右2-1A、

2-1-0、左3-1A、2-1-0。体幹機能は、腹筋力1、垂直性2。
MAS は下腿三頭筋3/4。ROM は足関節背屈（膝伸展位）
-40°/-30°。FIM は、運動18/91点。移乗は3/7点で1人介
助にて可能となり家族介助での移乗も可能となった。褥瘡は、
両足関節底屈拘縮の改善に伴い治癒した。

【考察】 ウルトラフレックス継ぎ手は、ウォームギアとエラ
ストマースプリング、スライドロック機構により段階的かつ
持続的な矯正が可能となる継ぎ手である。矯正に適した継ぎ
手であり、長時間の装着による過度な圧力を軽減させるため
軽度の遊動性を持ち合わせている。その反面、足関節の十分
な固定が難しく立位などの荷重練習には適さないことが多い。
そのため、対側にダブルクレンザック継ぎ手を併用し足関節
の固定性を高めることで、積極的な立位・歩行練習が可能と
なり運動療法を実施することができた。また、病棟では矯正
機能を利用して装具着用下でのポジショニングを実施し痙縮
の軽減及び両側足関節背屈 ROM の改善が図れた。今回、ウ
ルトラフレックス継手とダブルフレックス継手の利点を併用
することで、適切な運動療法が実施でき家族介助下での移乗
動作獲得に繋がったのではないかと考えた。

【理学療法研究としての意義】 脳卒中理学療法診療ガイドラ
インにて装具療法は推奨グレード A とされている。装具療
法の目的の1つとして、変形の予防と矯正が挙げられるが既
に拘縮を有した症例に対しての装具療法は難渋する。今回使
用したウルトラフレックス継ぎ手に関しては、短下肢装具に
使用した報告が少なく、また、ダブルクレンザック継ぎ手と
の併用は報告が認められない。拘縮を呈する症例に対して荷
重下での運動療法、病棟での装具着用下でのポジショニング
を実施するにあたり、ウルトラフレックス継手とダブルクレ
ンザック継手の併用は有効な手段ではないかと考えた。

両側足関節底屈拘縮と褥瘡を有する四肢麻痺患者への装具療法の試み
～ウルトラフレックス継手とダブルクレンザック継手の併用～
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【目的】 脊髄損傷者における床からの車椅子移乗（以下、床
からの移乗）は、床から座面までの移動距離が長く、重力に
抗する必要があるため難易度が高い動作である。今回、尾骨
部褥瘡により入院加療となった胸髄損傷者を担当した。本症
例は外出機会が多く、長距離の車椅子駆動動作が必要であっ
た。また、外出先にて車道から歩道の段差に移る際に転倒す
ることがあったため、床からの移乗動作に着目。車椅子駆動
と床からの移乗の共通要素に対して治療を展開した結果、若
干の改善が得られたため報告する。

【症例紹介】 40歳代後半男性。約30年前に胸髄（Th5・6）
損傷。改良 Frankel 分類 A。移動は屋内外車椅子。尾骨部
褥瘡にて X 日当院に入院。X+6日デブリードマン + 縫合術
施行。X+10日術後理学療法開始。X+27日自宅退院。本発
表は、初期評価を X+11～13日、最終評価を X+24～26日
とした。

【説明と同意】 本発表は、ヘルシンキ宣言に基づきご本人に
説明し、文書にて同意を得ている。

【経過】 初期評価、本人の個別性を重視する目的で Canadian 
Occupational Performance Measure（以下 COPM、重要度・
遂行度・満足度で表記）を使用。①外食するために車椅子で
疲れず坂道を上れる（10・6・5） ②床から車椅子へ乗れる

（ 6・1・1 ）。American Spinal Injury Associat ion 
Impairment Scale（以下 ASIA、単位：点）運動50/100点、
痛覚・触覚53/112点。Range of Motion Test（以下 ROM-t、
右 / 左、単位°）肩関節水平伸展25/20、肩関節内旋（2nd）
60/60。触察における筋緊張検査では僧帽筋上部線維、広背
筋に過緊張。座位姿勢は頭頸部前方突出・肩甲骨挙上が観察
された。6分間屋外車椅子駆動は640m, 修正 Borg スケール
4であった。上り坂での車椅子駆動（以下、車椅子駆動）は、
ハンドリムに触れて上部体幹屈曲により推進力を伝える推進
相。肩甲骨下制によりハンドリムから手が離れるまでの離脱
相に分類。本症例は、推進相に上部体幹屈曲不足、離脱相に
肩甲骨挙上を認めた。床からの車椅子移乗は、右肩関節水平
伸展・内旋位により車椅子のフロントパイプを把持した姿勢
から、左手で床面を押し臀部離床を開始する離床初期。上部
体幹屈曲により頭部を下降しながら臀部を引き上げる離床後
期に分類。本症例は、開始肢位に右肩関節水平伸展・内旋不
足、離床初期に肩甲骨挙上、離床後期に上部体幹屈曲不足を

認め、肩甲帯・上部体幹へ治療を展開した。
　最終評価、ROM-t は肩関節水平伸展35/35、肩関節内旋

（2nd）70/70と改善。筋緊張検査でも前述した筋の過緊張が
改善。座位姿勢は頭頸部前方突出・肩甲骨挙上の軽減が得ら
れた。車椅子駆動の推進相は上部体幹屈曲が得られ、離脱相
は肩甲骨挙上が軽減。6分間屋外車椅子駆動は680m、修正
Borg スケール2と向上。床からの移乗は開始肢位で右肩関
節水平伸展・内旋向上、離床初期は肩甲骨挙上が軽減、離床
後期は上部体幹屈曲が得られ、動作獲得に至った。COPM
は①10・8・7②10・9・7と各項目2点以上の改善。X+27
日目の晩に車椅子自走で外食が可能となった。

【考察】 車椅子駆動と床から移乗の共通要素として、離脱相
と離床初期にて肩甲骨下制による下方への押し込み、推進相
と離床後期に上部体幹屈曲による前方への回転モーメントが
重要となる。
　本症例は、僧帽筋過緊張から肩甲骨が挙上し、下方への押
込みが低下。そのため、離脱相にストローク幅が短縮し駆動
力の低下、離床初期では臀部挙上が困難であった。また、上
部体幹屈曲不足により推進相では推進力の低下、離床後期に
おいては頭部・上部体幹の重さによる第1のてこが利用でき
ず臀部挙上が困難となった。治療では僧帽筋上部線維・広背
筋の筋緊張軽減を図り、肩甲骨挙上を軽減させ、上部体幹屈
曲に必要な脊柱の可動性を促通。車椅子駆動とプッシュアッ
プの運動学習を実施した。その結果、僧帽筋・広背筋の過緊
張軽減により前鋸筋の筋出力が向上し、離脱相で下方への
リーチが改善、離床初期では下方への押込みが可能となった。
また、上部体幹屈曲に必要な脊柱の可動性が得られ、推進相
では前方への回転モーメントによる推進力向上、離床後期で
は第1のてこを利用した臀部挙上が得られ、両動作が改善した。

【理学療法研究としての意義】 胸髄損傷者では障害されてい
る下肢に着目されることが多いが、COPM を用いた個別的
な対応が必要であると考える。

胸髄損傷者に対する車椅子駆動向上と床からの移乗動作獲得の試み

○巖田　将人（いわた まさと）
大阪回生病院 リハビリテーションセンター

Key word：床からの車椅子移乗，車椅子駆動，COPM
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【目的】 中枢神経障害患者は、足関節機能障害により立位バ
ランスや歩行能力が低下する。理学療法診療ガイドライン

（第1版）で は、 機 能 的 電 気 刺 激（Functional Electrical 
Stimulation：FES）を用いたリハビリテーション治療が、推
奨グレード B と記述されている。FES を行う治療機器の歩
行神経筋電気刺激装置ウォークエイドⓇ（帝人ファーマ社、
以下；WA）は、患者の歩行パターンに合わせ、腓骨神経へ
の電気刺激によって足関節背屈を補助する。WA を使用し
た電気刺激療法の効果として、下垂足や尖足を呈した中枢神
経障害患者を対象に、足関節機能や歩行の改善を示している
報告が多い。一方で、立位バランスの低下に対し WA が及
ぼす影響は十分に検討されていない。本研究の目的は、腰部
脊柱管狭窄症の術後に足関節背屈機能障害が残存した1例に
対し、理学療法での WA の使用が、立位バランスに及ぼす
影響を検討することである。

【症例紹介】 60歳代の男性を症例とした。腰痛の増悪により
近医の外来を受診し、腰部脊柱管狭窄症と診断された。その
後、急性期病院で腰椎前方後方固定術を施行された。当院に
は、術後48日目に入院した。WA は、主治医と担当理学療法
士で協議の後、術後77日目に開始した。この時点での身体
機 能 は、American Spinal Injury Association impairment 
scale（AIS）で D であった。下肢筋力（右 / 左）は、Manual 
Muscle Test（MMT）で大殿筋が4/4、大腿四頭筋が4/2、
ハムストリングスが4/3、前脛骨筋が4/1、下腿三頭筋が
4/2であった。modified Ashworth Scale（MAS）は、下腿
三頭筋（右 / 左）が0/0、足関節背屈可動域（右 / 左）は10°
/0°であった。バランスは、Berg Balance Scale（BBS）が
40/56点 で あ っ た。 歩 行 は、 固 定 式 歩 行 器 を 使 用 し
Functional Ambulation Categories が3点であり、左立脚
期で膝ロックと左遊脚期で下垂足による足趾の引きずりを認
めた。理学療法は、1日6単位で30日間実施した。治療プロ
グラムは、左前脛骨筋への WA を使用した電気刺激療法を
2単位、その他に関節可動域訓練を1単位、筋力強化訓練を
1単位、歩行訓練を1単位、応用歩行訓練を1単位で実施した。
介入後には、AIS, MMT（大殿筋、大腿四頭筋、ハムストリ
ングス、前脛骨筋、下腿三頭筋）、MAS（下腿三頭筋）、足
関節背屈可動域、BBS を評価した。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言に基づき対象者の
保護に十分留意した。また、対象には、十分な説明を行い、
自由意思に基づき同意を得た。

【経過】 足関節背屈運動を強化するため、WA を使用した電
気刺激療法では、座位・立位時にエクササイズモード（一定
の間隔で電気刺激を繰り返し行う）と歩行時にハンドモード

（ハンドスイッチを用いて手動で電気刺激を行う）に設定し、
刺激強度は8（最大強度）とした。WA の使用時は、常に座
位・立位で足関節背屈運動、歩行で左立脚期の踵接地を意識
させた。治療期間を通して、座位と立位での足関節背屈運動
は70回～90回、歩行距離は100～200m の範囲で調整した。
介入後で、MMT は左大腿四頭筋が3、左ハムストリングス
が4、左前脛骨筋が2、左下腿三頭筋が3、左足関節背屈可動
域は5°、BBS は45/56点（加点項目：上肢前方到達、床か
ら物を拾う、左右後ろを振り向く、段差踏みかえ、タンデム
立位保持）へ向上した。その他の評価項目に変化はなかった。

【考察】 足関節機能障害に対する WA の効果として、足関
節背屈可動域と筋力（前脛骨筋）の向上を示す報告が多い。
しかし、症例の評価項目では、隣接関節や足関節底屈筋の筋
力と立位バランスも向上していた。症例には、WA を使用
時に左足関節背屈運動だけではなく、左立脚期で踵接地を常
に意識させた。踵接地を意識した歩行訓練では、立脚初期か
ら荷重応答期に大腿四頭筋とハムストリングスや、立脚期後
期に足関節底屈筋の筋活動が増加することが期待できる。一
方、立位バランスは、大腿四頭筋、ハムストリングス、前脛
骨筋、下腿三頭筋の筋活動が姿勢保持戦略に重要とされてい
る。そのため、本研究で行った WA を使用した電気刺激療
法は、足関節背屈機能の他にも、姿勢保持戦略に関与する隣
接関節や足関節底屈筋の筋力を強化でき、立位バランスの向
上に繋がった可能性があると考えた。

【理学療法研究としての意義】 WA を使用した電気刺激療法
は、軽度の足関節背屈機能障害を有した患者を対象に歩行能
力の向上を示す報告が多い。本研究の意義は、対象が重度の
足関節背屈機能障害を有していたことや立位バランスに着目
し、理学療法の経過を示したことにある。

腰部脊柱管狭窄症の術後に残存した足関節背屈機能障害に対し 
ウォークエイドを使用することで立位バランスが向上した1例

○蛭子　拓真（えびす たくま）1），尾﨑　翼1），山﨑　泰志1），根本　玲1）2），横関　恵美1），	
菱川　法和1）2），前田　博士1）2）

1）京都地域医療学際研究所がくさい病院 回復期リハビリテーション部， 
2）京都府立医科大学大学院 リハビリテーション医学
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【目的】 脳卒中片麻痺患者の歩行は、対称性や冗長性の低下を
来し、実用性を低下させる。歩行速度の低下は、生活範囲を
拡大する上で問題となるが、歩行速度には麻痺側下肢での推
進力が関与しており、足関節底屈筋活動が重要とされている。
近年、足関節底屈筋への機能的電気刺激（FES）により、前方
推進力の増加と歩行速度の向上が報告されている。今回、歩
行の推進低下により歩行速度の低下を来たしていると考えら
れる脳卒中片麻痺患者に対して、課題指向型練習と足関節底
屈筋への FES を併用し、歩行能力への即時的影響を検討した。

【方法】 症例は、発症後約3ヶ月を経過した脳卒中右片麻痺
の70歳男性であった。下肢の運動麻痺は軽度で、Fugl-
Meyer Assessment にて29点であった。足関節底屈筋力は、
MMT で両側ともに2+ であった。既往に左小脳出血、腰椎
椎体骨折があり、左下肢に軽度の運動失調や腰椎の可動性が
低下していた。立位姿勢は、胸椎後弯、腰椎前弯、骨盤後傾、
両膝関節屈曲位であった。病院内の歩行は独歩にて自立して
いたが、立脚中期から後期にかけての股関節や膝関節の伸展
が減少し、麻痺側下肢を過度に屈曲して振り出し、麻痺側踵
接地での前方推進の過度な停滞が生じ、歩行速度が低下して
いた。本症例の歩行に関する病態仮説として、立位アライメ
ント異常による足関節制御の貢献度の低下に加えて、運動麻
痺および運動失調による歩行の立脚後期の短縮により、麻痺
側下肢での前方推進が停滞していると推察した。そこで、前
方推進の改善を目的に、課題指向型練習と麻痺側足関節底屈
筋への FES の併用を実施した。課題指向型練習は段差昇降
練習や、床上での歩行練習に加え、トレッドミルを用いた歩
行練習に FES を併用して実施した。FES には、低周波治療
器（DRIVE、デンケン社）を用いた。麻痺側下腿三頭筋に自
着性電極を貼付し、刺激強度は、疼痛や不快感のない範囲で
の最大強度とし、周波数50 Hz、パルス幅100 μsec（×3ト
レイン）とし、ハンドスイッチを用いて、歩行の立脚中期か
ら立脚後期にかけて通電した。また、階段昇降練習等の際に、
麻痺側が支持脚となった際にも通電した。介入は40分間と
し、課題指向型練習と FES の併用時および課題指向型練習
単独での介入前後の即時的な歩行パラメータの変化を、圧力
計式歩行解析装置（FDM system, Zebris 社）を用いて計測
し比較した。尚、各々の介入の間には1週間のウォッシュア
ウト期間を設けた。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言を遵守し、対象者の
保護に十分留意した。実施にあたっては、研究実施施設長の
許可を得て実施した。対象者には、本研究の目的について説
明し、本人の自署による同意を得た後に実施した。

【結果】 各歩行パラメータについて、介入前後の歩行速度は、
FES 併用時は2.5±0.2から3.0±0.3 ㎞/h、課題指型練習時
では2.5±0.4から2.6±0.3 ㎞/h であった。また歩幅は、
FES 併用時では麻痺側は41±4 ㎝から48±3 ㎝、非麻痺側
は47±2から55±2 ㎝、課題指向型練習時では麻痺側が43
±4から47±0 ㎝、非麻痺側が47±2から49±1 ㎝であり、
両側ともに FES 併用時にて増加を示した。また麻痺側立脚
期における前後足圧中心移動距離は、FES 併用時では9.1±
0.3から9.7±0.4 ㎝、課題指向型練習時では、10.4±0.7か
ら10.1±1.9 ㎝となり、FES 併用時における立脚期の前方
推進の増加が示された。麻痺側立脚初期における最大垂直床
反力は麻痺側で FES 併用時に621.9から665N、課題指向型
練習時では606.2から627.3N であった。加えて、踵接地か
ら最大垂直床反力までの時間は FES 併用時に19から15%/
歩行周期、課題指向型練習時に16から19%/ 歩行周期となっ
た。内省情報として「前に押し出される感じがして歩きや
すい」といった報告を得た。

【考察】 今回、FES 併用介入後の即時的な歩行速度の増加は、
麻痺側立脚期での前方推進の向上に伴う歩幅の増大や、立脚
初期の荷重応答の改善が寄与していると考えられた。課題指
向型練習単独においても立脚後期の延長を企図した介入を実
施しているが、FES 併用時の方が介入効果が高かったこと
から、電気刺激による感覚入力や筋収縮を伴う動作経験が即
時効果の発現に寄与している可能性があると考えられた。本
症例のような機能障害が軽度で、歩行における麻痺側立脚後
期に足関節制御の停滞を生じた症例に対しては、FES の併
用によって、即時的に歩行能力に影響を与える可能性がある。
今後は、長期的介入の影響等も検討する必要がある。

【理学療法研究としての意義】 足関節背屈筋以外に問題志向的
に FES を実施した報告は少ない。足関節底屈筋への FES に
課題指向型練習を併用したことで、歩行能力の即時的な向上
を示したことは、麻痺側立脚後期の短縮により前方推進が停
滞している症例に対する有用な介入手段となる可能性がある。

脳卒中片麻痺患者の足関節底屈筋に対する機能的電気刺激と 
課題指向型練習の併用による即時的影響
～1症例による予備的検討～

○宮野　佳那（みやの かな）1），中村　潤二1）2），藤井　慎太郎1），辻本　直秀1），生野　公貴1）2），
庄本　康治2）

1）西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部，2）畿央大学大学院 健康科学研究科
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【目的】 脳卒中患者の歩行は非対称性の強い歩行となりやす
く、麻痺側の不安定性や前方推進の停滞により実用性の低下
を生じる。中でも前方推進は、歩行速度や安定性に関与して
おり、前方推進力と足関節底屈筋活動には強い相関があると
されている。近年、前方推進力を改善させる手段として、足
関節底屈筋への機能的電気刺激（Functional electrical 
stimulation：FES）が報告されている。今回、麻痺側立脚終
期における前方推進の停滞により、特徴的な麻痺側下肢遊脚
代償パターンを示し、歩行の安全性が低下した脳卒中片麻痺
症例に対して、前方推進力の向上を目的に、足関節底屈筋へ
の FES を含む包括的な運動介入を行い、運動機能や歩行へ
の影響を検討した。

【方法】 対象は、右放線冠から大脳基底核の脳梗塞により左
片麻痺を発症し、約3ヶ月が経過した60歳代女性であった。
Fugl-meyer assessment（FMA）下肢項目は18点であり、
足関節単独での随意運動は困難であった。麻痺側足関節底屈
筋力は MMT にて1であり、足関節底屈筋の痙縮は認めな
かった。歩行は、シューホーン型短下肢装具、T-cane を使
用して2動作での歩行であったが、麻痺側立脚初期での外側
への転倒傾向を認め、軽介助を要した。その原因は、麻痺側
立脚終期での股関節伸展不足に伴う前方推進の停滞が生じた
ことで、急激な膝関節伸展による努力性の代償的な振り出し
が行われ、その反動で踵接地時に股関節内転に伴う足部内側
接地が生じた結果であると解釈した。そのため、麻痺側での
立脚終期延長を目的として通常の理学療法に加え、麻痺側足
関節底屈筋に対する FES を実施した。研究デザインには
pre-post デザインを用い、介入期間を4週間とした。足関
節底屈筋の分離運動促通に神経筋電気刺激（Neuromuscular 
electrical stimulation：NMES）を行うと共に、立位での姿
勢制御練習や歩行の課題志向型練習の際に底屈筋への FES
を併用した。NMES には、低周波治療器（ESPURGE、伊藤
超短波社）を用い、底屈筋と脛骨神経に自着性電極を貼付し
た。刺激強度は痛みなく筋収縮を引き起こす最大強度とし、
パルス幅は300 μsec、周波数は30 Hz、刺激時間は15分間と
した。FES には、低周波治療器（DRIVE、デンケン社）を用
い、電極貼付位置は NMSE と同一とした。刺激強度は痛み
なく筋収縮を引き起こす最大強度とし、パルス幅は100 μsec

（×3トレイン）、周波数50 Hz、ハンドスイッチにて歩行の

麻痺側立脚中期から終期にかけて通電し、30分間の立位お
よび歩行練習を実施した。評価は FMA、足関節底屈筋力を
MMT にて測定した。歩行は圧力計式歩行解析装置（FDM 
system, Zebris 社）を用いて速度、歩隔、足圧中心（COP）
の単脚支持における前後移動距離、床反力を測定した。

【説明と同意】 本研究は、ヘルシンキ宣言を遵守し、対象者
の保護に十分留意した。実施にあたっては、研究実施施設長
及び主治医の許可を得て実施した。対象者には本研究の目的
について説明し、本人の自署による同意を得た後に実施した。

【結果】 FMA は介入前後で18点から20点となり、屈曲・
伸展共同運動における足関節運動の随意出力に改善がみられ
た。麻痺側足関節底屈筋力は MMT にて1から2−に改善し
た。歩行における速度は1.9±0.3 ㎞/h から2.5±0.2 ㎞/h、
歩隔は4±2 ㎝から6±2 ㎝、麻痺側 COP の単脚支持にお
ける前後移動距離は5.1±1.5 ㎝から6.3±0.5 ㎝、麻痺側下
肢の床反力は介入後に踵接地や立脚終期で増加した。歩行観
察では、麻痺側立脚終期での前方推進の停滞が改善し、過度
な膝関節伸展による強引な遊脚から振り子様の遊脚が可能と
なり、麻痺側踵接地時の股関節内転および足部内側接地が改
善した。その結果、転倒傾向が軽減し見守りとなった。

【考察】 通常の理学療法に加えて、麻痺側足関節底屈筋に対
する電気刺激の併用介入を行ったことで、運動麻痺や底屈筋
力などの身体機能や歩行能力の改善がみられた。歩行に関し
ては、歩行速度や歩行時の COP の単脚支持における COP
前後移動距離、床反力が改善していることから、NMES に
よる機能的な向上に加え、歩行練習等に底屈筋への FES を
併用したことで、麻痺側立脚中期から終期における前足部荷
重が改善し、前方推進力の改善に繋がった可能性が考えらえ
た。それにより遊脚での努力性が軽減したことで、歩隔の改
善が示すように、遊脚終期での股関節内転偏移が軽減し、立
脚期の転倒傾向の軽減に至ったと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 麻痺側足関節底屈筋への電気
刺激と運動療法の併用は、歩行における麻痺側での前方推進
の停滞と、それにより代償的な遊脚パターンを呈する脳卒中
症例の身体機能や歩行能力を改善させる介入手段と一つとな
る可能性がある。

歩行立脚終期の停滞により特徴的な遊脚代償パターンを呈した 
脳卒中片麻痺患者への足関節底屈筋に対する機能的電気刺激の試み

○今井　千紘（いまい ちひろ）1），中村　潤二1）2），生野　公貴1）2），岡本　昌幸1），池下　祥汰1），	
後藤　悠太1），庄本　康治2）

1）西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部，2）畿央大学大学院 健康科学研究科

Key word：脳卒中，歩行障害，電気刺激
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【目的】 歩行神経筋電気刺激装置ウォークエイド（以下
WA；帝人ファーマー社製）は機能的電気刺激（以下 FES）
の一つであり、脳卒中後の機能回復のための補助的な治療と
して国内外で幅広く使用されている。WA を実施した慢性
期脳卒中患者への効果としては、歩行速度や足関節背屈可動
域の向上、痙縮の軽減などがある。しかし、歩行中の下肢関
節角度を定量化した報告は散見される程度である。今回、慢
性期脳卒中患者の TerminalSwing（以下 Tsw）での膝屈曲
角度が増大している症例に対して、WA を行うことで膝関
節角度の改善を試みた。歩行中の Tsw での下肢関節角度を
メインアウトカムとし、若干の知見を加えて報告する。

【方法】 対象は左被殻出血の40歳代男性である。平成 X 年
Y 月に受傷され、平成 X+1年5ヶ月後に外来リハビリ開始
となる。下肢の運動麻痺は Brunnstrom Recovery StageⅢ、
下肢の Stroke Impairment Assessment Set は Hip-Flexion 
Test4・Knee-Extension Test3・Foot-Pat Test0、FAC
は4である。歩容は Tsw ～ InitialContact（以下 IC）に膝関
節屈曲角度が大きく、FootFlat が著明であった。通常理学
療法（40～60分 / 日）に加え、WA を使用した tilt mode で
歩行練習を行った（23±5.5分 / 日）。麻痺側 PreSwing ～
LoadingResponse まで背屈補助の電気刺激を行った。1ヶ月
間のうちに15回来院された。測定は WA 使用前と使用1ヶ
月後で実施した。測定項目は麻痺側の Tsw の股関節外転・
骨盤挙上・膝関節屈曲・足関節背屈の関節角度、10m 歩行
テスト（以下10MWT）は杖あり、独歩のそれぞれ快適・最
大速度を測定、6分間歩行試験（以下6MD）は快適速度を測
定、他動での両足関節背屈可動域（膝関節伸展・屈曲位）、
MAS とした。下肢関節角度の測定は、矢状面・前額面より
杖あり・独歩の2条件で3回動画撮影を行い、画像解析ソフ
ト Image J を使用した。歩行評価では金属支柱付き短下肢
装具（足継手；背屈遊動）を着用した。

【説明と同意】 本報告にあたり、症例・ご家族様に症例報告
の意義を説明し同意を得た。

【結果】 WA 使用前→使用1ヵ月後にて結果を示す。下肢関
節角度（①股関節外転・②骨盤挙上・③膝関節屈曲・④足
関節背屈の順で提示する）；杖あり①1.0±0.4°→0.4±0.8°
②7.4±0.2°→8.1±0.5°③31.4±1.9°→17.5±1.5°④
-3.1±0.8°→ -3.2±0.8°。独歩①0.7±0.7°→0.2±0.8°

②7.8±0.2°→7.9±0.9°③31.2±3.0°→20.4±1.0°④
-2.9±0.5°→ -2.3±0.2°。10MWT；杖あり10.4秒→10.6
秒（快適）9.1秒→8.7秒（最大）、独歩12.2秒→10.8秒（快
適）10.4秒 →9.7秒（最 大）。6MD は 距 離312m →270m、
Borg Scale13→12、前後のバイタルは著変なし。足関節背
屈角度（麻痺側 / 非麻痺側）0°/10°→10°/15°（膝伸展位）、
0°/5°→5°/20°（膝屈曲位）。MAS は2→2。

【考察】 今回の WA の前後比較では、杖ありと独歩での歩
行中の Tsw での膝関節屈曲角度が改善した。歩行速度では、
独歩での快適歩行速度は1.4秒短縮し速度の向上を認めた。
6MD は歩行距離は減少したが、BrogScale では改善を認め
た。 他 動 で の 足 関 節 背 屈 可 動 域 も 改 善 が み ら れ た。
Everaert らは慢性期脳卒中患者で WA を使用することで、
前脛骨筋を刺激し拮抗筋である下腿三頭筋の痙縮の改善を認
めるという報告や、歩行速度を向上させたという報告をされ
ており、今回の症例はこれらの報告と同様であった。腓腹筋
は二関節筋であり、痙縮や筋の短縮があれば歩行中の膝関節
伸展を阻害することに関与する。そのため、WA 実施後の
歩行中の膝関節屈曲角度の改善は、腓腹筋を含む下腿三頭筋
の痙縮・筋の柔軟性を改善させたと考えられる。6MD の距
離が減少していることについては、WA を実施する上で従
来の歩幅で歩行練習を行うと、刺激のタイミングに誤差が生
じてしまうため麻痺側の歩幅を減少させて歩行練習を実施し
たことが影響しているのではないかと推察された。症例の実
感としては、「歩行中の足首の柔らかさが出てきた」「やや
歩行はし易くなった」と訴えがあった。

【理学療法研究としての意義】 今回、外来リハビリに通院さ
れている慢性期脳卒中患者へ WA を使用した歩行練習を実
施し、Tsw での膝関節屈曲角度の改善がみられた。Tsw で
膝関節屈曲角度が増大している症例に対して WA を実施す
ることによって、膝関節伸展方向への角度の向上が期待され
る。その結果、IC の移行への円滑さも獲得されることが示
唆された。そのため、FES を使用した歩行練習前後では、
Tsw 時の膝関節角度に着目することが重要だと考えられる。

慢性期脳卒中患者の TerminalSwingでの過度な膝関節屈曲に対して 
機能的電気刺激が与える影響について

○浦澤　純一（うらさわ じゅんいち）1），田中　未佳1），石田　浩一1），水田　忠久2）
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【目的】 急性期病院である当院では2016年11月より急性期
治療後の在宅復帰に向けた医療や支援を行うために地域包括
ケア病棟を38床開設した。開設半年で転棟に関わる数多く
の問題が発生した。開設半年で発生した問題を調査すると、
入院期限を知らない、退院調整に前向きではない、ADL 動
作獲得に協力的ではない等地域包括ケア病棟自体を理解して
いない内容が多く退院支援を妨げていた。
　今回患者側だけでなく医療者側（看護師・ソーシャルワー
カー・療法士）に、患者が今後の方向性を理解しているか、
どこまで地域包括ケア病棟を理解しているか（入院期限、入
棟直後からの退院調整、退院に向けての ADL 動作自立支援
など）を質問紙法にて調査した。
　今後の方向性・最終ゴールについての本人・家族の理解は
45% と乏しく、職員自体も65% しか理解していなかった。
　地域包括ケア病棟への理解に関しては、入院期限の理解：

（患者）40.0% /（医療者側）65.9%、入棟直後からの退院調
整の理解：（患者）45.0% /（医療者側）92.9%、退院に向け
ての ADL 動作自立支援の理解：（患者）40.0% /（医療者側）
84.2% と共に地域包括ケア病棟の理解が乏しいことが判明し
た。これらの結果により地域包括ケア病棟転棟後からの退院
支援を妨げる要因として、患者、医療者側共に地域包括ケア
病棟を理解していないことが挙げられた。
　今回看護師、ソーシャルワーカー、理学療法士、医療事務
員含む対策チームを編成し、各専門分野の視点から退院支援
を妨げる問題の解決に取り組み、地域包括ケア病棟転棟まで
の円滑化を図った。

【方法】 「地域包括ケア病棟転棟（退院支援）に向けての情報
が不足している」の特性要因図を用いて要因を絞り、対策案
を設け効果を検証した。特性要因図により、①地域包括ケア
病棟を説明する場・手段が乏しい、②転棟時に必要な情報が
統一されていない、③患者が今後の方向性を理解しているの
か確認していない、以上の3つの重要要因が挙がった。
　各重要要因から、（対策① ）地域包括ケア病棟紹介パンフ
レットの作成、（対策② ）地域包括ケア病棟師長による転棟
前訪問、を対策案として立案し効果の検証を行った。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、本人・ご家族様に
対して研究に関する説明を十分に行い、同意を得た。

【結果】 
（対策① ）地域包括ケア病棟パンフレットを作成 / 説明する
ことにより、入院期限の理解：（患者）90.0% /（医療者側）
99.4%、入棟直後からの退院調整の理解：（患者）95.0% /

（医療者側）100%、退院に向けての ADL 動作自立支援の理
解：（患者）95.0% /（医療者側）100% と患者だけでなく職
員全体にも地域包括ケア病棟の理解が深まり、しっかりと本
人・家族に転棟利用・病棟説明ができるようになった。その
ため転棟直後からの退院に向けての自立支援・退院調整が行
い易くなった。

（対策② ）地域包括ケア病棟師長による転棟前訪問を行うこ
とにより、（今後の方向性の有無）100%、（本人・家族の理
解）95% と今後の方向性を本人・家族が理解した上で転棟可
能となった。そのため転棟直後からの入院期限の説明・退院
支援が行い易くなった。また開設当初（整形外科）76% /（そ
の他診療科）24% と整形外科疾患が殆どであったが、対策後
は各病棟看護師に地域包括ケア病棟の理解が深まったことに
より、（整形外科）46% /（その他診療科）54% と他診療科か
らの紹介 / 転棟が増えた。

【考察】 地域包括ケア病棟開設に当たり研修会・ポスター等
で病棟概要を説明していたが、地域包括ケア病棟を理解しな
いまま転棟するケースが多かった。調査を進める中地域包括
ケア病棟を説明する / 説明される側両者に問題があることが
判明した。対策としてパンフレットを作成し病棟説明内容を
統一、地域包括ケア病棟師長が直接転棟前訪問を行うことで
患者の不安が解消され退院支援を円滑に行えるようになった。

【理学療法研究としての意義】 当院は1987年より TQM
（Total Quality Management）活動を推進している。今回多
職種協力の中臨床で起きた問題に対して QC 手法を用いて問
題解決に至った。QC 手法の1つである特性要因図を用いる
ことにより、多岐にわたる要因の中から問題点を見つけ最良
の対策案を導き出し有効な結果を得ることができた。

地域包括ケア病棟開設半年で生じた問題に対して対策チームの取り組み

○福島　隆久（ふくしま たかひさ），西埜植　祐介
医療法人 宝生会 PL病院 リハビリテーション科
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【目的】 地域包括ケア病棟の施設基準には、1日平均2単位
以上リハビリテーションの介入が必要である。しかし、2単
位では訓練時間が少ないため、当院では離床時間・活動量の
拡大を目的に集団リハビリテーション（以下、集団リハ）を
平成28年10月より実施している。集団リハの効果としては、
以前のアンケート調査で、患者の運動への関心が高まったこ
とがわかった。その他の効果として、集団と個の力動性の相
互作用により、対人交流や精神機能が促されるといわれてい
る（寺西2010）。しかし、これらの先行研究では対象疾患が
多岐にわたっており、疾患特異性が考慮されていない。また、
当院の患者の特徴である、高齢・低栄養状態では、筋肉量増
加目的でのレジスタンストレーニングは筋肉量減少のリスク
になるといわれている。現状では、適切な集団リハの負荷量
は明らかになっていない。そこで本研究の目的として、当院
の地域包括ケア病棟に入院している低栄養患者に対し、集団
リハが及ぼす効果を調査した。

【方法】 対象は平成29年8月から平成30年7月までの期間に
当院地域包括ケア病棟に入院した運動器疾患を有する65歳
以上の低栄養患者45名のうち、データ不備および非協力、
非自宅退院者を除いた26名｛男性8名、女性18名、年齢
83.0±7.6歳（68～93歳）｝とした。低栄養状態の評価の指
標としては Mini Nutritional Assessment-Short Fort（以下、
MNA-SF）を用いた。集団リハ介入群16名と、非介入群10名
で分け、年齢、Body Mass Index（以下、BMI）、Functional 
Independence Measure（以下、FIM）利得、入院期間、FIM
効率について Mann-Whitney の検定、対応のない t 検定を
用いて解析を行った。有意水準は5% とした。運動負荷量は
座位で行える2～3Mets 程度を、週2回で1回30分程度行っ
た（2017年7月9日第29回兵庫県理学療法学術大会にて発表）。

【説明と同意】 本研究は当院倫理委員会の承認を得て行い、
対象者に対し口頭説明のみ行い同意を得た。集団リハの実施
にあたっては患者または家族に集団リハの目的を説明し医師
の許可のもと実施した。

【結果】 年齢は介入群：85.0±5.4歳、非介入群：79.2±9.2
歳、BMI は介入群：18.7±3.3、非介入群：18.9±2.8、入
院期間は介入群：47.9±9.8日、非介入群：48.7±11.1日で
あり2群間に有意差を認めなかった（p ＞0.05）。FIM 利得
は介入群：19.8±12.3点、非介入群：9.1±6.9点、FIM 効

率は介入群：0.3±0.2点、非介入群：0.2±0.2点と2群間
に有意差を認めた（p ＜0.05）。

【考察】 今回の結果から、地域包括ケア病棟で入院している
運動器疾患の低栄養患者に対し集団リハを実施することで、
介入群の方が有意差をもって FIM 利得と FIM 効率が上昇
し、ADL が向上することがわかった。その理由としては、
まず集団で運動することでコミュニケーションがとりやすく、
参加しやすい雰囲気となったため運動意欲が向上し、定期的
に体を動かすことで運動への関心が高まり活動量拡大に繋
がったためではなかったかと考えている。一方で入院期間で
の有意差は出なかった。この原因としては自宅内の環境調整
や住宅改修、介護保険の区分変更をするために認定調査など
を行ったりすることで、訓練効果が最大となった後も入院が
続き退院日が遅くなったためではないかと考えられる。しか
し、当院で行っている集団リハの運動負荷量は低栄養患者に
も一定の効果があり、ADL 改善の一つの要素となり得るこ
とがわかった。今後も引き続き実施していくつもりである。

【理学療法研究としての意義】 65歳以上の人口は増加してお
り、平成37年以降は、国民の医療や介護の需要がさらに増
加することが見込まれている。その中で地域包括ケア病棟で
も可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを過ごせ
るようにするために、日中の離床・活動量拡大を目的とした
適切な運動負荷量での介入が必要となる。本研究はそれに対
しての指標の一つになると考える。

地域包括ケア病棟低栄養患者に対する集団リハビリテーションの効果
～運動器疾患に着目して～

○中本　侑甫（なかもと ゆうすけ），矢野　正剛，保原　啓志，宮地　菜摘，小杉　正，加東　武
尼崎だいもつ病院 リハ技術部 理学療法科

Key word：地域包括ケア病棟，集団リハビリテーション，低栄養
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【目的】 現在、国は団塊の世代が75歳以上となる2025年を
目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分
らしい人生の最後まで続けることができるよう、地域包括ケ
アシステムの実現を目標に掲げている。当院がある枚方市に
おいても、高齢化率は年々増加しており、平成28年には
26.4% となった。さらに、本市で暮らす介護認定を受けてい
ない65歳以上を対象とした健康づくりに関する実態調査の
結果では、地域の健康づくりや介護予防の活動に参加した
方々はわずか2.6%（803名中）であった。
　そこで、当院では地域住民の健康維持・向上に寄与すると
ともに、地域住民が自ら健康を維持するための取り組みが継
続できることを目的に体操教室を実施した。そして、体操教
室参加者の身体機能の変化とアンケート結果をもとに当院に
おける体操教室の効果を検証した。

【方法】 対象は平成29年度の体操教室に参加した地域住民
73名のうち、アンケートに協力いただけた71名（男性15名、
女性56名、平均年齢76.3±7.4歳）を分析対象とした。
　体操教室は年4回実施した。1回の教室は1時間とし、内
容は参加者が自身の身体能力を把握できるよう身体機能の測
定を実施し、下肢中心のセルフストレッチングおよび全身の
セルフエクササイズを実施した。また、参加者が自宅で運動
を継続できるように座位や立位中心の体操とし、当院の理学
療法士が運動方法の確認・修正を行った。そして各体操教室
の終了後にアンケート調査を実施した。
　アンケート内容は、体操教室に関する主観的身体機能の変
化についての項目と、体操に対する情意面についての項目と
した。また、複数回参加されている方を対象に、長期的な身
体機能の変化と外出に関する項目について調査した。アン
ケートの回答方法は、プリコード回答法とし、効果なしを1
点、大変効果ありを5点とし、5段階評価を行った。
　分析方法は、体操教室における身体機能の測定結果（10m
歩行の速度と歩数）とアンケート結果をもとに、参加者の健
康増進にどの程度寄与できたかを確認した。

【説明と同意】 対象者には研究の趣旨を予め説明し、同意を
得てヘルシンキ宣言の精神に則って研究を実施した。

【結果】 身体機能面の変化では、1回の体操教室の前後比較
において、10m 歩行における速度の平均値が開始時9.16秒
から8.24秒へ、歩数の平均値が開始時18.4歩から16.7歩と

向上を認めた。しかし、複数回参加者の継時的変化では、
10m 歩行の速度と歩数において一定の結果を認めなかった。
　アンケート結果では、「歩きが軽くなった」の項目におい
て4点以上の回答が61.4% であった。情意面の項目において
4点以上の回答の割合は、「楽しいと感じた」が78.5%、「元
気がでた」が71.2%、「自分の体に興味をもてた」が72.1%、

「積極的に動く気になった」が72.1% であった。しかし、複
数回参加者の長期的な身体機能変化と外出に関する項目であ
る「体力がついた」「つまづかなくなった」「外出機会が増え
た」の4点以上の割合は、それぞれ58.1%、56.7%、60.0%
と他の項目より低値であった。

【考察】 先行研究において、1回の体操教室による身体機能
の向上は報告されており、当院での体操教室も歩行に関する
即時効果が得られる可能性が示唆された。しかし、複数回参
加者において、継時的な身体機能の測定結果に一定の結果を
認めなかったことについては、運動習慣や活動量、疾病によ
る影響など様々な要因が考えられた。そのため、今後はアン
ケート内容に運動習慣や活動量、疾病の増悪などについて確
認する項目を追加することを検討したい。
　また、アンケート結果において、歩行に関する主観的評価
項目が高かったことから、当院の体操教室が主観的にも歩行
能力の向上に効果があることが示唆された。さらに、情意面
の項目である「楽しいと感じた」「元気がでた」「自分の体
に興味をもてた」「積極的に動く気になった」において、高
い評価が得られたことについては、Prochaska の行動変換
ステージの関心期や準備期にあたると考えられ、当院の体操
教室は運動習慣化に向けた意思変換に効果があると考える。
しかし、「体力がついた」「つまづかなくなった」「外出機会
が増えた」の項目にて、評価が他の項目より低値であった
ことに関しては、身体機能評価と同様に様々な要因が考えら
れる。

【理学療法研究としての意義】 当科の体操教室は、参加者の
一時的な身体機能の向上や運動に対する情意面に寄与できる
ことが示唆された。しかし、長期的な効果によって地域住民
の継続的な健康に寄与するには課題が残ることが示唆された。
　今後は地域住民が、主体的かつ継続的に運動習慣を維持す
ることで、長期的に身体機能面への効果が得られる体操教室
の工夫が必要と考える。

当院における体操教室の効果検討
～アンケート調査を中心に～

○玉置　昌孝（たまき まさたか）1），中川　真実1），伊藤　沙希1），野口　翔平1），清水　啓介2）

1）関西医科大学くずは病院 リハビリテーションセンター，2）ポートアイランド病院 リハビリテーション科
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【目的】 我が国における重要かつ緊急の課題として、現在よ
りさらなる高齢化にも対応可能かつ持続可能な健康長寿社会
の構築があげられており、健康寿命の延伸が大きな課題と
なっている。健康寿命の延伸には、身体活動・運動習慣を維
持することが重要であるが、健康づくりに関しては、無関心
層への支援不足が指摘されている。また、ヘルスリテラシー

（Health Literacy：HL）が健康と密接に関連しており、HL
が高い人は、健康的な運動習慣を確立しているとされており、
近年本邦でも重要性が認識されているが、HL と運動習慣や
身体活動の行動変容の変化に関する報告は少ない。
　当院では、地域住民を対象に健康祭りを実施しており、そ
の際にリハビリ部では地域住民に対して、医療講話や体力測
定を実施し、HL 向上や健康寿命延伸に資する取り組みを実
施している。
　今回、ロコモ度テスト実施後、身体活動や運動習慣に関す
る行動変容ステージ（The stages of behavior change：SC）
に対しての影響、及び HL との関連について検証した。

【方法】 対象は体力測定に参加した50名中、調査票結果に不
備の無い、地域住民44名（男性18名、女性26名、年齢61.0
±15.3歳）とした。対象者の基本情報と HL、身体活動と運
動習慣の各 SC を問診にて聴取、身体機能評価として、握力
測定とロコモ度テストを実施。テスト後に結果のフィード
バックを行い、各 SC の状態に応じた生活や運動のアドバイ
スを実施。最後に再度 SC を問診にて調査した。
　SC は「身体活動 / 運動を始めるつもりはない」と回答し
たものを無関心期、「身体活動 / 運動を半月以内に始めるつも
り」を関心期、「身体活動 / 運動を1月以内に始めるつもり」
を準備期、「身体活動 / 運動を始めて6カ月以内」を実行期、

「身体活動 / 運動を始めて6ヵ月以上」を維持期と分類した。
　身体活動は「18～64歳は3メッツ以上毎日約60分以上、
65歳以上は立位で強度は問わず毎日40分以上」、運動習慣は

「世代共通で30分以上の運動を週2回以上」と、健康づくり
のための身体活動基準2013（厚生労働省）の基準を用いた。
　HL の評価には、石川らが開発した、伝達的・批判的 HL
尺度（CCHL）を用い、5つの質問項目（情報収集・情報選択・
情報の理解と伝達・情報の判断・計画と行動）を5項目の

「まったくそう思わない（1点）」から「強くそう思う（5点）」
の5件法で回答を得て、得点から中央値を算出し、中央値以
上を高 HL、中央値未満を低 HL と群分けを行った。
　統計解析は基本情報についてはχ2検定、Mann-Whitney

の U 検定、実施前後の SC 変化は Wilcoxon の符号付順位検
定、HL の高低と無関心期群と関心期群の SC 変化との関連
は Fisher の正確確率検定を用いて検討した。なお、解析に
は統計ソフトは R コマンダー2.8.1を使用し、危険率5% 未
満を有意とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言を遵守し、対象者に
は研究の実施内容、プライバシーの保護、自由意志による研
究参加と同意の撤回の自由、結果の公表について口頭で説明
し同意を得た。

【結果】 対象者44名中、高 HL は24名（54.5%）、低 HL は
20名（45.5%）であった。基本情報および身体機能との間に
は有意な関連を認めなかった。
　ロコモ度テスト実施前後比較は、身体活動 SC（実施前 /
実施後）では、無関心期13/8、関心期2/4、準備期5/9、実
行期0/0、維持期24/24、運動習慣 SC は、無関心期15/11、
関心期2/4、準備期8/10、実行期2/2、維持期17/17となり、
テスト後の有意な改善を認めた。
　また、SC の変化と HL との関連について、無関心群と関
心期群の中で、テスト後に身体活動 SC の改善を認めた者は
7名（高 HL6名、低 HL1名）、現状維持者は8名（高 HL2名、
低 HL6名）となり、身体活動 SC 改善群と HL との間には有
意な関連を認めたが、運動習慣 SC の改善を認めた者は4名

（高 HL4名、低 HL0名）、現状維持者は13名（高 HL5名、
低 HL8名）となり、運動習慣 SC と HL との間には有意な関
連を認めなかった。

【考察】 高 HL 住民はロコモ度テスト後に、身体活動 SC が
改善することが示唆された。高 HL 住民は、身体機能を
フィードバックできる機会を経ると、適切な意思決定ができ
る為、望ましい身体活動への行動変容が容易であると考えら
れる。運動習慣 SC においては、年齢別等の個別性に乏しい
為に、運動習慣基準が達成困難と認識され易く、動機付けが
低い状態であり、行動変容に繋がりづらいと予測する。HL
が低い場合には、目標設定が適切であっても、SC 改善は困
難が予測される。今後無関心層や低 HL 層に対して、信頼で
きる情報を分かりやすく伝えることが課題と考える。

【理学療法研究としての意義】 セラピストが地域住民に対し
て、SC や HL 等のバックグラウンドを評価し、オーダーメ
イドの運動・生活指針を提示することは、地域に関わる理学
療法士としての専門性を高め、かつ健康寿命延伸に寄与する
と考えられる。

ロコモ度テストが身体活動・運動習慣の行動変容ステージに及ぼす影響と、
ヘルスリテラシーとの関連について

○原田　純（はらだ あつし），吉中　一起，馬場　　幸平，松崎　　美穂，山田　桂士，石川　奈緒子，
四方　　敏彦　
奈良リハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key word：ヘルスリテラシー，行動変容ステージ，健康寿命延伸
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【目的】 反張膝は永年の歩行継続で重症化、歩行困難に陥る
変形である。一般に、下肢装具やサポーターを用い、関節の
固定や動きの矯正などの予防や対処がとられるが、歩行の改
善に繋がりにくい。そこで、高齢者の姿勢を改善する歩行方
法として開発した2本のポールを使う川原ウォーキングよる
運動を導入することで、反張膝症例の姿勢及び歩行の改善が
期待できると考えられた。本歩行はこれまでに、健康高齢者
に対する3週間の介入試験により姿勢及び歩行の改善、筋力
増加の効果が認められている。本研究の目的は、歩行による
運動療法で、反張膝症例の姿勢及び歩行に対する改善効果を
調査することである。

【方法】 
被験者：70代女性（身長153 ㎝、体重58 ㎏）。中腰での仕事
により、20年前から腰痛を、16、17年前から膝痛を訴え整
形外科に通院。現在は両足に反張膝の症状があり、日常生活
で T 字杖2本を使用。
歩行方法：2本のポールを使い、以下の方法で歩く。
①  グリップがとう屈側に傾いたポールを用い、長さを一般

的なノルディックウォーキングのポールより10 ㎝以上長
く設定する。

②  ポールを垂直に、踏み出した足の爪先より約10 ㎝前方に
突く。

③  歩幅を肩幅位とし、踏み出した足を踵から着地し、爪先
で蹴り出して歩く。

④体幹を垂直に保ち、ポールを後方に押し出さない。
介入方法：週1回、15～30分の本歩行による運動を指導し
た。被験者の状態に応じて、ポールの長さ、歩幅、速度を指
示し、体を起こし、振り出した足が踵から着地し、爪先で蹴
り出せるように指導した。また、自宅でも毎日同様の運動を
行った。
測定方法：月1回程度でビデオ撮影を行った。動画を用いて
歩容を確認し、また静止画を抽出し、歩行中の体幹、関節の
角度を測定した。

【説明と同意】 被験者には、参加は自由意志であること、ま
た本研究の趣旨ならびに目的を説明し、研究への参加に対し
文書にて同意を得た。

【結果】 これまで被験者は、前傾姿勢を T 字杖2本で支え、
膝関節が過伸展の状態で、軸足の踵がすぐに浮く歩行であっ
た。本歩行の介入では、踵をつけたまま軸足に重心を残し、

踏み出した足の股関節を屈曲させ、踵から着地するよう指導
した。踏み出した足の踵からしっかり踏んで、踵に体重を乗
せてから体重移動するよう伝えた。できるだけ体幹を起こし、
前傾姿勢で足が出にくくなるのを防いだ。
　被験者の歩行中及び立位姿勢の膝関節の過伸展角度を測定
した。介入前 T 字杖2本使用の歩行周期初期接地時におけ
る過伸展角度は42°、本歩行運動9週では20°であった。立
位姿勢の膝関節の過伸展角度は、運動5週で右22°、左26°
であり、運動29週には、ポールを突いて一時的に膝の過伸
展のない姿勢が取れるようになった。
　歩行周期立脚終期において垂直方向からの体幹前傾角度は、
介入前 T 字杖2本の使用で20°であったが、本歩行運動29
週では10°であった。

【考察】 これまでの歩行では、被験者は杖に体重をかけ、前
傾姿勢、爪先立ち、膝の過伸展の状態であり、股関節・膝関
節の屈曲の代償運動として膝の過伸展及び股関節の内転・内
旋運動により足を前に出す歩行であった。そのため運動療法
としての効果は期待できないと考えられた。一方、本歩行で
は、体幹を起こし、踏み出した足が着地するまで、軸足の踵
を着いて体重を残し、歩行中のアライメントが維持されると
考えられる。前傾姿勢から体幹を起こすと足が前に出しやす
くなり、股関節・膝関節の屈曲が行われ、大腿部の筋活動を
促し、膝を支える筋肉の運動が期待できる。
　運動29週では、歩行中は体重移動により膝の過伸展及び前
傾姿勢が認められるものの、立位はポールを突いて体幹を起
こし、膝関節の過伸展のない姿勢を取ることができた。また、
膝関節のルーズリング及び動揺性は残るものの、運動38週で、
大腿部の周囲径は膝中心上7 ㎝で右36.8 ㎝、左35.1 ㎝であ
り、高齢女性の大腿周径の平均37.3×3.8 ㎝と同程度であり、
膝関節を支える筋力の改善傾向が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 
・ 歩行運動では膝に負担がかかる反張膝の症例において、2

本のポールを使い正しい姿勢を維持する歩行方法で、歩行
による運動療法を導入することができた。

・ 本歩行は反張膝の術前のリハビリとして十分な効果が期待
できるが、膝関節のルーズリングや動揺性においては、さら
に人工関節などの治療が望まれ、術後のリハビリとして継
続することで、患者の生活の改善に寄与すると考えられる。

2本のポールを使用する姿勢改善特化型リハビリウォーキング 
（川原ウォーキング）の、反張膝症例の姿勢及び歩行の改善効果

○泉　清美（いずみ きよみ）1），伊藤　由美2），橋本　佳奈1），亀田　真司3），川原　剛正1）

1）一般社団法人 健康寿命世界一，2）株式会社ふんばるくん，3）株式会社ありがとう製作所

Key word：反張膝運動療法，姿勢改善特化型リハビリウォーキング，歩行改善
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【目的】 われわれは昨年、地域の歴史や自然など近隣資産を
活かし、地域住民と協働したウォーキングイベント実施した。
そこで本研究では、参加者のアンケート結果を分析し、健康
づくりの視点から高齢者にとって望ましいウォーキングイベ
ントのあり方を明らかにすることを目的とした。

【方法】 昨年度の堺市泉北ニュータウンまちびらき50周年事
業において、泉北ニュータウン（以下、泉北 NT）全域を6
コースに分け、5月から12月の8月と9月を除く期間に実施
した。子どもから高齢者まで、誰もが参加できるように、
コースの距離は約5～7 ㎞に設定した。本イベントのねらい
は、泉北 NT にある緑地や緑道、神社仏閣など近隣資産を
活用したウォーキングを通じ、住民同士のつながりを深め、
健康づくりの意識を醸成することであった。また、各コース
の近隣資産については、その地域の自治会や歩こう会の住民
から情報収集を行った。全コースとも「神社仏閣」に立ち
寄り、そこで歴史講座を実施し、さらには歩行器など歩行支
援用具の「体験コーナー」も設定した。参加者は終了時ア
ンケートを記入してもらった。アンケート項目は性別、年齢、
在住校区、ウォーキング習慣の有無やその時間、神社仏閣の
お話や歩いた感想については「大変良かった・良かった・
あまり良くなかった・良くなかった」の4件法で回答を求め
た。「神社仏閣」と「体験コーナー」については、「男 / 女」
と「前期高齢者 / 後期高齢者」との関連性を調べるため、
クロス集計を行い、Spearman の順位相関係数を用いて検討
し有意水準は5% とした。

【説明と同意】 アンケート記入に関しては、あらかじめ使用
目的を説明し同意を得て記入してもらった。

【結果】 6コースの平均参加数は約52人、その内訳は男性約
42%、女性約58% であった。参加者の約72% がコース付近
の校区在住者であった。ウォーキング習慣は参加者の約
42%。神社仏閣の感想は約86% が「大変良かった」または

「良かった」という結果であった。一方、体験コーナーでは
約62% が「大変良かった」または「良かった」という結果
であった。さらに、神社仏閣と体験コーナーのクロス集計の
結果、神社仏閣と「男 / 女」に有意差がみられた（p ＜
005）。体験コーナーにおいては、有意差は確認できなかっ
たが、前期高齢者の方が後期高齢者より「あまり良くなかっ
た・良くなかった」が多い傾向がみられた。

【考察】 われわれは、昨年2月に療法士のみならず看護師や
薬剤師、管理栄養士など医療従事者が集う法人化の団体を設
立した。設立の趣旨は、われわれの専門性を活かしたプロボ
ノ活動を通じ、地域住民のつながりや健康づくりを支援する
ことである。アンケート結果から、女性の参加者の割合が多
かった。これは、コース付近の校区在住者の参加割合が高
かったため、近隣の女性同士がグループで参加した結果と考
えられる。さらに、各コース周辺の高齢化率との関連性を検
討したところ、高齢者率の高い校区ほど女性の割合が多くな
る傾向がみられ、高齢化率も性差に影響した可能性が考えら
れる。男性の割合が女性より多いコースがひとつだけあり、
そのコースに全国的に有名な神社が含まれていたことが要因
であると考える。近年、男性高齢者の閉じこもりが社会問題
になっているが、「神社仏閣」など男性高齢者が参加したく
なる企画を考案する必要がある。体験コーナーについては、
概ね前期高齢者にあまり良くないという感想が多かった。前
期高齢者は後期高齢者に比べ、歩行支援用具の必要性をあま
り感じておらず、その結果になったと考えられる。孤立化し
やすい男性高齢者を地域の健康づくりに参加させるには、神
社仏閣を巡り歴史をテーマとした散策スタイルが望ましいと
考える。

【理学療法研究としての意義】 地域包括ケアシステム深化の
ためには、理学療法士は他職種と連携し、地域の近隣資産を
活かし、地域住民や自治会等と協働した健康づくりのイベン
トに参画することが求められている。

近隣資産を活かし住民協働のウォークイベントを通じた 
健康づくりの取組み

○高井　逸史（たかい いつし）1），片岡　勇樹2），山城　雄馬3），小山　恵理子3），松原　賢典3），	
髙宮　昭仁4），藤井　大輔4），陶器　俊博5）

1）大阪経済大学 人間科学部 人間科学科，2）株式会社りーどけあ，3）シャローム株式会社， 
4）地域ケアステーション八千代・訪問看護ステーション，5）清恵会三宝病院

Key word：近隣資産，住民協働，ウォークイベント
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【目的】 地域包括支援センターにおける理学療法士の配置の
必要性について、平成29年度の取り組みを基に報告する。

【方法】 地域包括支援センターは保健師、社会福祉士、主任
介護支援専門員の配置基準が原則であるが、介護予防・日常
生活支援総合事業（以下総合事業）において地域リハビリ
テーション活動支援事業が追加されたことを背景に、田原本
町地域包括支援センターでは平成29年4月より理学療法士

（以下 PT）が非常勤採用となり、地域包括ケアシステムの体
制づくりに関与している。PT が配置されるまでは、一般介
護予防事業において住民の主体的な介護予防を推進する仕組
み作りがほぼ未着手あり、要支援者のような虚弱者でも参加
できる運動の場がなかった。そこでそれまで実施していた

「介護予防リーダー養成講座」（以下リーダー）のカリキュラ
ムを見直し、虚弱者でも参加できる運動等の指導を行い、受
講後は一般介護予防事業の担い手として始動できるようフォ
ローアップを重ねた。その結果、自主ボランティア団体とし
て活動するようになり、リーダーが主体となった一般介護予
防事業は、外部委託していた前年度よりも参加者が倍増する
結果となった。さらに前年度まで外部委託で事業展開をして
いた総合事業の「短期集中予防サービス C」（以下サービス
C）を地域包括支援センターの直営でリーダーと協働で実施
し、それまで未実施であったサービス C における地域ケア
会議を導入した。これによりケアマネージャーに生活課題の
改善を目的としたアセスメントの視点や、PT との同行訪問
により自立支援を踏まえたより具体化されたケアプランの作
成を助言することができた。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき所属先である田原本
町社会福祉協議会の倫理員会の承諾を得た。

【結果】 介護予防リーダーを一般介護予防事業の担い手とし
て活用することで、事業委託料の削減及び参加者数の増加が
得られた。さらに、総合事業サービス C を直営で実施する
ことで自立支援にむけた地域ケア会議の開催や、ケアマネー
ジャーに対しアセスメントの再評価やケアプランへの助言を
行うことができた。

【考察】 地域包括支援センターは地域住民の心身の健康の保
持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、そ
の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを
目的としている。しかしながら、地域包括支援センターの職

員は通常の相談業務に追われ総合事業を構築していくことは
容易なことではない。保健医療及び福祉分野専門の PT が地
域包括支援センター配置となることで、自立支援に向けたケ
アマネージャーの後方支援や、総合事業における受け皿作り
を効率的に実施でき、地域包括ケアシステムの構築を進める
ことが期待できると考える。

地域包括支援センターにおける理学療法士配置の必要性

○松田　晴子（まつだ はるこ），里見　知代，岩見　章子，柿原　美子，岡田　宏美，芳村　結実，	
田渕　亜希美，檜山　洋子，吉川　かおり，松田　恵
田原本町社会福祉協議会 地域包括支援センター

Key word：地域包括支援センター，総合事業，自立支援
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【目的】 学校保健では、生徒に早い段階から運動器の健康に
関する教育・指導を行い、運動器疾患・障害の予防と早期発
見につなげる必要がある。しかし、学校医だけでは、健康の
教育および管理を行うことは困難である。この検診には医師
以外の専門職による学校保健への介入が必要とされている。
そのため、各学校や医師会と連携を取り、理学療法士による
運動機能検診に対する理解・信頼を得ることが求められる。
我々は学校医の指示の下、高校生を対象に運動機能検診を実
施している。これまでの取り組みにおける現状と課題につい
て報告する。
　運動機能検診の目的は、運動機能検診を通し、疾病が疑わ
れる学生を学校医および学校機関に報告し、学生が早期に適
切な検査や治療を受けられるようにすることである。

【方法】 運動機能検診は男女サッカー部員86名（男性61名、
女性27名）を対象とした。運動機能検診の内容は、講義、問
診、柔軟性の評価である。講義は、理学療法士がストレッチ
の具体的な方法を指導した。問診は現在の疼痛の有無を確認
した。柔軟性の評価は、ハムストリングス、大腿四頭筋、大
腿筋膜張筋を評価した。ハムストリングスの柔軟性は

（Straight Leg Raising Test 以下、SLR）の角度を測定し、
90度未満を柔軟性低下と判断した。大腿四頭筋の柔軟性はエ
リーテストを、大腿筋膜張筋の柔軟性はオーバーテストを用
いた。運動機能検診の結果は学校医と顧問の教員に報告した。

【説明と同意】 本取り組みは理学療法科学学会の研究倫理委
員会の承認を得たのち、当該する部員とその保護者に文書を
もって承諾を得た。

【結果】 現在の疼痛の有無は、32名が身体の部位に疼痛を有
していた。疼痛を認めた部位は、主に腰部や下肢であった。
柔軟性の結果は SLR テスト右58名、左59名、エリーテス
ト右29名、左33名、オーバーテスト右58名、左54名に柔
軟性の低下を認めた。

【考察】 運動器検診の目的は、外傷・障害を早期に発見し早
期に治療が行えるようにすることであり、さらに怪我の発生
を予防する。理学療法士はこのような検診に関与することが
要用である。検診の結果では、3割程度の部員が腰部や下肢
に疼痛を有しながら部活動に参加していたことがわかった。
痛みは運動機能の低下を引き起こし、競技に支障をきたす恐
れがある。痛みを有しながら部活や試合に参加できるが、選

手生命につながる大きな怪我を引き起こす前に対策が必要で
あると考える。柔軟性の評価では、下肢の柔軟性が半数以上
の部員で低下していた。スポーツ外傷の因子は、筋の強さや
柔軟性のインバランスである。Inoue らは、中高校生の女子
サッカー選手を対象とした調査で傷害の発生に関連する因子
は、大腿四頭筋の柔軟性であったと報告している。このこと
から、怪我をせずに部活を行うため、下肢の柔軟性の低下を
改善させる必要があると考える。部活動の中で柔軟性が低下
している筋に対し適切な方法でストレッチを行えるように理
学療法士が顧問の教員と相談をしながら環境を整備していく
ことが肝要である。検診の課題は、疼痛に対する詳細な問診
や検査を行っていなかったため、学校医に部員の詳細な情報
を伝えることが困難であった。そのため、部員が安全に部活
を行えるように疼痛の評価について検討するべきである。そ
の報告に基づき、学校医は医療機関と学校機関に連絡をとり、
必要に応じ部員が早期に検査および治療が受けられる体制を
構築することが必要である。

【理学療法研究としての意義】 サッカー部員は、身体の一部
に支障が起こっている状態で部活に参加している場合や柔軟
性が低下している部員が多くいることが判明した。理学療法
士は、学校保健に関わり学生の怪我の発生を防ぐとともに学
生が早期に検査や治療を受けられる環境を整備する役割を担
う必要がある。この検診が今後の職域の拡大につながること
を期待する。

学校保健での学校医と連携した新たな運動機能検診

○寺山　佳佑（てらやま けいすけ）1），正意　　敦士1），小西　喜子1），廣田　哲也1），泊　一輝1），	
種継　真輝1）2），安原　遼太1）

1）医療法人壮成会 田村クリニック リハビリテーション科，2）京都橘大学大学院 健康科学研究科

Key word：運動機能検診，学校保健，学校医

ポスターセッション3　［ 生活環境1 ］



― 49 ―

P4-1

【目的】 1966年の理学療法士及び作業療法士法制定時からセ
ラピストを取り巻く環境は大きく変化し、現在では経験年数
に関係なくセラピストの臨床能力の標準化が重要な課題であ
る。臨床では PDCA サイクル（Plan：治療計画を立案、
Do：実行、Check：再評価　Act：プランの改善）をもとに
治療にあたっている。これまでの当院の教育方法は、新人教
育以外は症例報告などを通して指導し、必要に応じ各自が相
談をするシステムであった。今回は、既存の教育システムに
職場で指導者を実施する on the job training（OJT）を加え
た。OJT を用いた教育の効果検証と教育のニーズ等を報告
する。

【方法】 当院の OJT システム：理学療法（PT）・作業療法
（OT）・言語聴覚療法（ST）の各部門に経験年数が10年以上
のセラピストを OJT 担当者として一名配置した。各セラピ
ストは必要に応じて OJT に依頼し指導を受ける。依頼は
PDCA のどのタイミングでも可能で、指導方法は口頭指導
だけではなく、治療介入中に患者を通して直接指導を行う。
調査対象者：病院勤務の PT、OT、ST（n= 50）、経験年数
は6.2±5.4年。調査方法：アンケートを用いて一年間を振
り返り、各自の臨床能力の自己評価を実施した。調査項目は
Activities of Daily Living（ADL）練習、情報収集、評価（動
作分析・検査・測定）、統合と解釈、各療法の介入の項目ご
とに理解、達成の度合いを調査した。回答方法は、理解度

（1. 十分理解できた、2. 少しは理解できた、3. 変わらない、
4. 理解できなかった）、達成度（1. 十分行えるようになった、
2. 一部行えるようになった、3. 変わらない、4. 全く行えな
い）の4段階とした。

【説明と同意】 本調査は西江井島病院倫理委員会の承認を得
て、対象者に本調査の説明と同意を得て実施した。

【結果】 OJT を実施した群（以下：実施群）は29名で経験年
数は4.7±4.3年、OJT を実施しなかった群（以下：非実施
群）は21名で経験年数は8.2±5.9年であった。OJT として
の指導数は99件、その内訳は ADL14件、情報収集4件、評
価19件、統合と解釈12件、各療法の介入42件、その他8件
であった。OJT の利用は、患者への介入を開始してから相
談を受ける場合が多かった。アンケート結果は、理解度の平
均得点（実施群 / 非実施群）が、ADL 練習（1.7±0.7/1.9±
0.6）、情報収集（2.0±0.4/2.0±0.5）、評価（1.8±0.5/2.0

±0.7）、統合と解釈（2.1±0.5/2.1±0.6）、各療法の介入
（1.8±0.4/2.2±0.5）であった。達成度の平均得点（実施群
/ 非実施群）は、ADL 練習（2.0±0.4/2.1±0.5）、情報収集

（2.0±0.2/2.1±0.5）、評価（2.0±0.3/2.4±0.5）、統合と
解釈（2.2±0.5/2.3±0.6）、各療法の介入（1.9±0.4/2.2±
0.5）であった。理解度、達成度共に実施群の方が向上を示し
た。実施群における理解度・達成度の比較は、平均得点（理
解度 / 達成度）は、ADL 練習（1.7±0.7/2.0±0.4）、情報
収集（2.0±0.4/2.0±0.2）、評価（1.8±0.5/2.0±0.3）、統
合と解釈（2.1±0.5/2.2±0.5）、各療法の介入（1.8±0.4/1.9
±0.4）であった。殆どの項目において理解度が達成度より
向上度は高い結果となった。

【考察】 実施群が非実施群よりも理解度・達成度ともに向上
度合いは高く、OJT の効果を示した。また実施群の年齢層
より5年目までのセラピストが治療の指導を必要としている
ことが分かった。また OJT の介入時期より、PDCA サイク
ルでは Plan の現状を把握・分析、具体的計画の立案と Do
の計画を基に実行の段階で指導を求めている。個々のセラピ
ストは自分なりのプランを立案しているがそれが最良のもの
か、また評価や治療技術に不安を感じていると考えられる。
また依頼件数では評価と各療法の介入に依頼が多く、同時に
OJT の効果も高い。これは OJT の介入により、実際に患者
を通してプランの考え方や治療の指導を受けることで個々が
気づいていないことを学習できたと考える。理解度に比較し
て達成度が低い理由としては、OJT で知識や理解は深める
ことはできたが、OJT 後に自身が治療を実施しするなかで、
客観的評価がないために達成度に自信がもてないことが予測
する。今後、達成度を高めるには、PDCA の Check で再評
価を通して治療効果を検証することが重要で、また OJT は
依頼時の指導だけでなく、PDCA サイクルを通して継続的
な指導が必要と考える。

【理学療法研究としての意義】 セラピストの臨床領域の拡大
に伴いセラピスト育成は重要な課題である。OJT について
は、人材の育成手法であるが、その効果報告は殆どない。本
研究は臨床場面での OJT がセラピスト育成の方法として、
理解度や達成度に良い影響を与える可能性があることが示唆
された。

PDCAサイクルにおけるOJTを用いたセラピストの教育の効果

○西村　瞬（にしむら しゅん）1），本村　圭司1），石田　順子2）

1）医療法人 双葉会 西江井島病院 リハビリテーション科，2）神戸大学大学院 保健学科
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【目的】 近年、理学療法士には思いやりの力を育む必要性が
示唆されている。小林（2015）は、今の理学療法士をプロ
フェッショナルとして教育していくために必要な要素の一つ
として思いやりを挙げており、臼田ら（2017）も医療プロ
フェッショナリズム概念において、医療専門職の基盤となる
人格形成と社会的スキルの一つとして思いやりを挙げている。
　しかし、思いやりとは、自分の身に比べて、人の身につい
て思うこと（広辞苑、2018）や、共感、向社会的行動、察し
能力である（唐澤ら、1993）とされており、具体的にどのよ
うな行動や思いが思いやりであるかは明確でないといえる。
看護においては高木（1985）が看護の思いやり行動モデルを
作成しているが提供する医療技術や患者との関係性によって
必要とされる思いやりは異なるものと考えられる。そのため、
理学療法士には理学療法技術としての思いやりが必要である
と考えられるが、どのような行動や思考が理学療法技術とし
ての思いやりになるかを報告したものは見当たらない。
　本研究の目的は、理学療法技術としての思いやりを確立す
る一環として、現職理学療法士が考える思いやりは何かをア
ンケートにて明らかとすることである。

【倫理的配慮、説明と同意】 本研究は所属科の承認を得て行
なわれており、ヘルシンキ宣言に基づき、研究の趣旨、目的、
内容、方法などの説明を行い、対象者の同意を得た上で実施
した。なお、対象者の個人情報が特定されぬよう、アンケー
トの回答は無記名にする等の配慮を行った。

【方法】 
1： 被調査者　当院勤務の理学療法士40名、男性 32名、女

性 8名、平均年齢は36.7歳（±8.5）。
2： 方法　対象者に紙面によるアンケート調査を実施した。

アンケート項目には、理学療法士にとって思いやりとは
なんですか、という設問を用意し、自由記載にて回答し
てもらった。アンケート用紙は検者から各自に手渡しと
し、5日間の回答期間とした。

【説明と同意】 本研究は所属科の承認を得て行なわれており、
ヘルシンキ宣言に基づき、研究の趣旨、目的、内容、方法な
どの説明を行い、対象者の同意を得た上で実施した。なお、
対象者の個人情報が特定されぬよう、アンケートの回答は無
記名にする等の配慮を行った。

【結果】 回答件数：30/40件　回収率：75%　有効回答：
100% であった。回答内容は「患者・家族の思いに配慮した
プログラム・目標設定」「患者にとって最善を提供すること」
といった役割取得：73.3% で最も多かった。次いで「患者
さんと目線を合わせる」「笑顔を意識する」といった社会的
スキル10.0%、「リスクを指導する」助言・相談10.0% 「寄
り添うこと」「患者利用者の心の面を大切に思える事」「傾
聴」といった気遣い・いたわりが10.0%、「共感すること」

「先輩を敬う」共感、尊敬・尊重がそれぞれ6.6% という割
合であった。なお、分類には二宮（1993）を参考にした。

【考察】 結果より、現役理学療法士が考える思いやりは過半
数をしめる役割取得に該当する内容が見られた。さらに役割
取得の内容を見ていくと患者の立場に立って理学療法の定義
に基づいた行動を提供することを思いやりと考えていること
が伺える。
　他方、看護師が主観的に考える思いやり行動に関する調査
においても役割取得が上位という結果が報告されているもの
の、看護師がどんな行動をとった時にその看護師が思いやり
があると判断するかという客観的視点から考えたときには、
主観的に考えたときと異なる結果になることが報告されてい
る（二宮、1993）。よって理学療法士においても主観的に考
えたときと客観的に考えたときには、その思いやり行動が変
化する可能性がある。
　これらを踏まえて、今後の課題として本結果で得られた役
割取得等以外にも思いやりの要素はあり、患者の立場からの
思いやりを調査した上で、理学療法士の考える思いやりとの
相違を見つける事があげられる。これにより思いやりを理学
療法技術として提供できる可能性が示される。

【理学療法学研究としての意義】 現職の理学療法士が考える
思いやりを明らかとすることができ、理学療法士の思いやり
の力を育むための一助となった。

理学療法士の立場から考える思いやりとは
～アンケートを通して見えた結果から～

○田中　好（たなか このみ）1），喜多　一馬2）

1）公立八鹿病院，2）北おおさか警察病院
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【目的】 変形性膝関節症患者に対して除痛や ADL 向上を目
的とした人工膝関節全置換術（以下 TKA）が増加しいてい
る。TKA の諸外国での在院日数は4日～10日であるが、本
邦では約2～3週間の施設が多い。近年本邦でも在院日数が
短縮する傾向にあり、長期的な ADL の経過の調査は乏しい。
そこで本研究の目的は地域在住 TKA 患者に対して長期的な
術後成績を調査することである。

【方法】 対象は、当院で TKA を施行した18名20膝（平均年
齢75.5±4.9歳、女性16名・男性2名）とした。包含基準は
当院へ外来通院継続可能で、術前の杖歩行又は独歩が15m
以上可能な者とした。除外基準は BMI40 ㎏/m2以上の高度
な肥満者、神経学的な既往があり明らかな運動障害がある者、
本研究の主旨を理解できず認知機能が低下している者とした。
評価項目は自動膝関節屈曲可動域、自動膝関節伸展可動域、
歩行時痛、等尺性膝伸展筋力、10m 快適歩行速度、Timed 
up and go test（以下 TUG）、日本版膝関節症機能尺度（以
下 JKOM）は術後1年とし、6分間歩行試験（以下6MWT）
は術後3ヶ月と1年とした。また取り組みとしては、1つ目は
入院中に退院後の自主トレーニング指導や1日歩行時間の目
安などを書面にて説明し患者教育を実施した。また、各時期
に経時的な身体機能をグラフ化し、状態の変化や自主トレー
ニングの再指導による患者教育を実施した。統計学的解析は、
自動膝関節屈曲可動域、自動膝関節伸展可動域、歩行時痛、
等尺性膝伸展筋力、10m 快適歩行速度、TUG、JKOM は術
前と術後1年を分析し、6MWT は術後3ヶ月と術後1年を t
検定にて分析し、統計学的有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究はツカザキ病院研究審査倫理委員会の
承認（承認番号261013）を得た上で、全ての対象者に研究の
主旨と内容を十分に説明し、研究への参加の有無により不利
益が生じないことを説明した後に、書面にて同意を得た後に
計測を行った。

【結果】 以下（術前、術後2週、術後4週、術後3ヶ月、術後
1年）を記載する。
　自動膝関節屈曲可動域（°）は134.3±8.6, 121.8±7.3, 126.8
±4.8, 131.3±6.5, 131.0±7.7で術前と比較し術後1年は有
意差がなかった（p ＞0.05）。自動膝関節伸展可動域（°）は
-4.8±6.6, -0.5±1.5, -0.5±1.5, -0.5±1.5, -0.5±1.5で
術前と比較し術後1年は有意に向上した（p ＜0.05）。歩行時
痛（ ㎜）は50.1±30.3, 18.2±23.1, 11.4±17.4, 7.3±14.8, 

6.6±19.7で術前と比較し術後1年は有意に向上した（p ＜
0.05）。等尺性膝伸展筋力（Nm/㎏）は0.84±0.4, 0.40±0.1, 
0.62±0.2, 0.83±0.2, 0.97±0.2で術前と比較し術後1年は
有意差がなかった（p ＞0.05）。10m 快適歩行速度（m/s）は
0.9±0.3, 0.76±0.2, 0.88±0.2, 1.01±0.2, 1.12±0.2で術
前と比較し術後1年は有意に向上した（p ＜0.05）。TUG（s）
は、12.4±3.5, 15.1±4, 11.4±2.2, 10.5±2.2, 9.6±1.8で
術前と比較し術後1年は有意に向上した（p ＜0.05）。JKOM

（点）は47.6±22.4, 41.6±13.4, 34.7±10.9, 20.5±16.2, 15.3
±15.1で術前と比較し術後1年は有意に向上した（p ＜0.05）。
6MWT（m）は術後3ヶ月で464.8±78.8、術後1年で498.9±
78.7で有意に向上した（p ＜0.01）。

【考察】 本研究の目的は当院での地域在住 TKA 患者に対し
て長期的な術後成績を調査することである。術前と比較し術
後1年の膝関節伸展可動域、歩行時痛、歩行速度、TUG、
JKOM は有意に向上した。6MWT は術後1年で約500m で
有意に向上した。また膝関節屈曲可動域は術前に近づき、膝
伸展筋力は術前より有意に向上した。
　諸外国の長期的な報告において、Ethgen らや Mizner は
回復のプラトーに関して6ヶ月であると報告し、Kennedy
らは1年であると報告している。Nilsdotter らや Pinnec ら
も同様に TKA 後1年で ADL や QOL が改善し TKA 後5年
でも概ね維持していると報告している。MICHAEL らは術
後6ヶ月まで回復し術後2年で機能が低下し始めると報告し
ている。このように TKA 後のプラトーは6ヶ月や1年との
報告が多く、その後の経過は一定の見解はないが本研究は術
後1年以上経過しても向上した。
　Snyder らは患者教育の介入方法として口頭のみの教育と
比較しビデオやパンフレットでの教育の方が視覚的なイメー
ジが容易であるため有効であったと報告している。このよう
にビデオなどのビジュアル素材の有用性が示されているため
当院において今後の課題である。今後ますます高齢化が進む
中で、TKA 患者が地域で安心して生活ができるためにも健
康寿命延伸に繋がる活動が必要である。

【理学療法研究としての意義】 本邦において在院日数が短縮
する一方で TKA 患者に対する長期的な ADL の経過が不明
であるため適切な理学療法介入を模索する上での一助になる
と考える。また地域在住 TKA 患者に対して長期的な取り組
みにより QOL の維持、向上に貢献できる可能性がある。

地域在住人工膝関節全置換術患者に対する長期的な術後成績

○大西　邦博（おおにし くにひろ）1）2）3）4），堀　芳郎5），三浦　靖史2）

1）ツカザキ病院 リハビリテーション科，2）神戸大学大学院 保健学研究科，3）吉備国際大学 保健福祉研究所， 
4）広島大学大学院 工学研究科，5）ツカザキ病院 整形外科

Key word：地域在住人工膝関節全置換術患者，膝機能，長期的術後成績
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【目的】 近年、糖尿病患者数は予備群を含めると2,000万人と
推定され、年々大幅に増加しており、合併症を有する患者数
も増大している。糖尿病は筋力低下やバランス障害を来しや
すく、糖尿病多発神経障害（diabetic polyneuropathy：以下
DP）の合併は、さらにバランス能力に影響をあたえるとさ
れている。今回、糖尿病教育入院患者のバランス機能に着目
し、DP の有無が運動療法効果に影響を与えるか検討した。

【方法】 対象は血糖コントロール目的で教育入院となった2型
糖尿病患者100名（男性50名、女性50名）、年齢67.9±11.8
歳、身長1.58±0.09m、体重63.54±14.48 ㎏、BMI25.0±
4.5だった。罹患期間は平均11.7年、ADL は全例自立して
いた。入院期間は2～3週間で介入回数は9.7±2.7回であっ
た。糖尿病性神経障害を考える会の診断基準に準じて DP 有
り（63名）DP 無し（37名）の2群に分けた。理学療法介入は
1日1～2単位、週5～6日実施した。内容はストレッチ、レ
ジスタンストレーニング、自転車エルゴメーター、ロコモ体
操であった。自主練習として、毎食後1～2時間の間に病院
内の歩行やロコモ体操、レジスタンストレーニングを、個々
の能力に合わせ指導した。評価は10m 最大歩行速度、
Timed Up and Go test（以下 TUG）、片脚起立時間、重心
動揺検査（閉脚起立の総軌跡長：閉眼・開眼：アニマ社製重
心動揺計グラビコーダー G-620使用）を、入院時と退院時で
測定し運動療法効果の違いをみた。統計学的分析には IBM
社製 SPSS statistics, version19を使用し、2元配置分散分析
を用い、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は本人に治療内容や研究への参加に対
し、十分な説明を行い同意を得た。

【結 果】 10m 最 大 歩 行 速 度 は DP 無 し1.50m/ 秒 ±0.29 
→1.62m/ 秒±0.3、DP 有り1.47m/ 秒±0.38→1.62m/ 秒
±0.37、TUG は DP 無し7.45秒±2.23→6.77秒±1.73、DP
有り7.87秒±2.28→7.04秒±1.92、片脚起立は17.78秒±
11.64→21.87秒±11.11、DP 有り13.56秒±11.67→16.43秒
±12.07であり、それぞれ有意な改善を示した（P ＜0.01）。
DP 無し有りの2群間での交互作用は認めなかった。総軌跡
長は開眼立位で有意な改善を認めなかったが2群間での交互
作用を認めた。閉眼立位でも有意差は認めず、2群間での交
互作用を認めなかった。

【考察】 本研究の結果、糖尿病 DP の有無にかかわらず、介
入前後で10m 最大歩行速度、TUG、片脚起立時間において
有意な改善を認めた。糖尿病患者ではバランス障害や筋力低
下を来しやすく、さらに糖尿病神経障害の合併とその重症化
によって筋力が低下するとされており、DP が重症化すれば
著しく筋力低下が起こり、日常生活を行うための身体機能が
障害されるといわれている。今回、レジスタンストレーニン
グや有酸素運動、食後の自主練習などの指導を行ったことで、
バランス機能や歩行能力の向上が図れたと思われる。しかし
総軌跡長には改善を認めなかった。この理由として、重心動
揺面積と筋力に相関は認めないとされている点や、静的立位
における重心動揺への影響は足趾の機能が重要とされており、
レジスタンストレーニングや有酸素運動での変化が生じな
かったものと考える。また総軌跡長や外周面積の障害は、末
梢神経障害と関連があるとされており、DP の有無が開眼立
位時の総軌跡長において、治療効果に差を生じさせたのでは
ないかと考える。
　これらの事より、DP の有無に関わらず、短期間での教育
入院患者に対する理学療法介入は、歩行やバランス機能の改
善がはかれ、レジスタンストレーニングや有酸素運動だけで
はなく、DP の有無の確認と個別性に配慮し、足部や足趾の
トレーニングを併用することで、バランス機能をより高める
ことが可能ではないかと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 糖尿病患者は筋力低下やバラ
ンス能力の低下を招きやすく、理学療法介入で運動機能を維
持・向上することは重要であり、バランス機能の改善にはレ
ジスタンストレーニングや有酸素運動に加え DP の有無に合
わせた介入が望まれる。

糖尿病教育入院患者における理学療法介入効果
～多発神経障害の有無とバランス機能に着目して～

○井上　美里（いのうえ みさと）1），脇野　昌司1），田端　洋貴1），藤田　修平1），福田　寛二2），	
大野　恭裕3）

1）近畿大学医学部附属病院 リハビリテーション部，2）近畿大学医学部附属病院 リハビリテーション科， 
3）和泉市立総合医療センター 内分泌糖尿病内科

Key word：糖尿病多発神経障害，バランス機能，介入効果
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【目的】 人工股関節全置換術（以下 THA）は疼痛の軽減と機
能的改善が得られることから患者満足度の高い手術である一
方、脱臼等の不安を抱える患者も少なくない。近年、患者の
主観的な不安軽減に対する患者教育の有用性が多数報告され
ており、当院でも独自に作成したパンフレットによる患者指
導を実施しているが紙面での情報量や動作理解に限界がある
と感じている。今回、疾患や治療内容の理解を深め退院後の
生活や脱臼への不安解消を目的に患者教育用動画を作成し、
それを視聴するために入院患者に対してタブレットを貸し出
す取り組みを行いアンケート形式にて満足度調査を実施した。
本報告では、パンフレットおよびタブレットの同時使用者の
結果からタブレットの有用性について検討したので報告する。

【方法】 2017年10月～2018年3月に当院で THA を施行し
た患者97名（男性16名、女性81名、平均年齢66.8歳）を対
象に、THA 満足度調査を無記名のアンケート形式にて実施。
アンケートの作成においては、各項目について5段階調査と
自由記載欄を設定した。リハビリテーション科からの質問項
目は、Ⅰ．パンフレットに対する質問項目、Ⅱ．タブレットに対
する質問項目を設定した。それぞれの小項目は、
1. 使用頻度
2. 各ツールの役立ち度
3.  不安軽減に対する役立ち度（①手術 ②入院生活 ③リハ

ビリ ④脱臼 ⑤退院後の日常生活）
4. 入院中の自主練習に対する役立ち度
を設定した。

【説明と同意】 アンケートの実施にあたり当院倫理委員会の
承認を得た。対象者には、研究の目的・方法、自由意志、厳
重なデータの管理、プライバシーおよび個人情報の保護につ
いて説明し、提出にあたり同意を得たと判断する旨の説明を
行った。

【結果】 アンケートの有効回答90例（有効回答率92.7%）の
うちパンフレットおよびタブレットを両方使用した者は51
名（使用率56.6%、平均年齢64.3歳）であった。
1.  使用頻度について、1週間に2回以上の使用はパンフレッ

ト43.1%、タブレット76.4% であった。
2.  各ツールの役立ち度について、パンフレット92.1%、タ

ブレット96.0% が役だったと回答した。
3.  不安軽減に対する役立ち度の各項目の結果について、①

手術に対する不安軽減についてパンフレット80.3%、タ
ブレット74.5%、②入院生活に対する不安軽減について
パンフレット84.3%、タブレット86.2%、③リハビリに
対する不安軽減についてパンフレット88.2%、タブレッ
ト90.1%、④脱臼に対する不安軽減についてパンフレッ
ト82.3%、タブレット96.0%、⑤退院後の日常生活に対
する不安軽減についてパンフレット76.4%、タブレット
92.1% が役立ったと回答した。

4.  入院中の自主練習の役立ち度について、パンフレット
84.3%、タブレット90.1% が役立ったと回答した。自由
記載におけるタブレットへの記載として、利点は「予習・
復習が出来た」「紙で見るよりわかりやすかった」「理解
が進んだ」「不安が解消された」「入院生活がイメージ出
来た」、欠点は「見にくい」「時間が長い」の順で回答が
多かった。

【考察】 今回のアンケート結果のうち、パンフレットとタブ
レットの同時使用者における分析の結果、パンフレットに対
してタブレットの有用性に対する高い返答率を認めた。タブ
レットがパンフレットに対して5% 以上高い返答率があった
ものについて考察を行う。1. 使用頻度と4. 自主練習に対す
る役立ち度については、60歳代のスマートフォン使用率は
51.9% というデータからタブレット操作に対する苦手意識が
なく必要な情報を必要なタイミングで取得出来るためと推察
する。④脱臼と⑤退院後の日常生活の不安軽減に対する役
立ち度については、学習初期には視覚的イメージ形成が効率
的な運動技能習得の一要因になること、難易度の高い課題で
は文章とアニメーションを提示した場合に内容理解が促進す
ることが言われており、脱臼肢位に留意した日常生活動作の
習得に動画を視聴するためのタブレットの有用性が高い結果
に繋がったと推察する。

【理学療法研究としての意義】 THA における患者教育用動
画の使用は、脱臼肢位や日常生活動作の理解、各動作の視覚
的イメージの形成、自主練習において有用性が高く、通常の
リハビリテーションに補助的に運用することで動作学習効率
が高まる可能性があると考える。

動画視聴のためタブレットを用いた人工股関節全置換術後の 
患者教育に対する満足度調査

○西村　美希（にしむら みき）1），上田　将之1），赤田　直軌1），武田　康平1），石田　哲士1），	
本城　誠1），川那辺　圭一2）

1）滋賀県立総合病院 リハビリテーション科，2）滋賀県立総合病院 整形外科
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【目的】 呼吸リハビリテーションの一つである患者教育は、
患者の自己管理能力を高めることを目的とし、ACCP/
AACACV のガイドラインではエビデンスレベル B となっ
ている。在宅酸素療法（Home Oxygen Therapy：HOT）を
導入する際、在宅で適切に使用しなければ低酸素血症をきた
し生命予後や QOL に悪影響を与える観点から、患者教育や
家族指導は重要である。一方、認知機能の低下により HOT
の導入に難渋する症例を臨床上経験する。しかし認知機能が
低下した症例への HOT の導入に際し、患者教育や家族指導
の方法及び結果を示した報告は少ない。今回、アルツハイ
マー型認知症を併存する間質性肺炎急性増悪患者を担当した。
HOT が必要と考えられたが、必要性の理解や機器の使用方
法の会得が困難なため導入に難渋した。そのため、入院中に
家族指導を重点的に実施した結果、在宅での低酸素血症の予
防に繋がったため経過を報告する。

【症例紹介】 症例は80歳代男性、入院数日前より労作時の呼
吸困難感増強や低酸素血症などの症状が現れ、非特異性間質
性肺炎急性増悪と診断され、入院加療となった。入院翌日よ
りステロイド量調整と HOT の管理指導が開始された。併存
症にアルツハイマー型認知症があり、社会的情報として妻と
二人暮らし、2階建ての1軒家に居住していた。入院前 ADL
はすべて自立し、歩行時は杖を使用していた。金銭・服薬管
理等の IADL は妻による全介助で行っていた。妻の健康状
態や認知機能は問題なかった。第2病日目から理学療法、作
業療法が開始となった。

【説明と同意】 患者と家族へは、症例報告の趣旨を口頭で十
分に説明し、同意を得られた。

【経過】 理学療法開始時の MRC 息切れスケールは Grade4、
基本動作は自立レベルであった。室内気での所見では6分間
歩行距離は SpO2値が90% を下回り休憩を要した結果80m
であった。ADL は整容・更衣・トイレ・入浴で SpO2値が
88% まで低下した。認知機能は MMSE（Mini Mental State 
Examination）で23/30点で、計算で -4点、遅延再生で -3
点の減点を認めた。流量3L/ 分の酸素療法下での所見では6
分間歩行距離は80m であり呼吸苦による中断があったが、
最低 SpO2値は92% であった。ADL は整容・更衣・トイレ・
入浴で SpO2値は90% 以上を維持可能であった。主治医から
の酸素流量の処方は、SpO2値90% 以上保持を目標に安静時
は酸素1L/ 分、労作時は3L/ 分となった。第17病日まで運

動耐容能評価、ADL 評価・練習、運動療法、HOT に関す
る患者教育と家族指導を実施した。HOT の導入における問
題点として、観察評価から1）HOT 使用の目的、2）酸素カ
ニューラの装着方法、3）酸素流量の調整、4）呼吸困難出現
時の休憩のタイミングについて理解および実施が困難である
ことが挙げられた。患者教育および家族指導方法としては、
それぞれの問題点に対し1）低酸素血症の影響や症状、SpO2

値の解釈の説明・指導、2）酸素カニューラの装着の反復練習、
3）処方および動作評価で得られた SpO2値と必要な酸素流量
について説明・指導、4）自宅の図面から、休憩の場所の提
言を実施した。2）に関しては成果を認め、カニューラの自
己装着可能となった。しかし1）、3）、4）に関しては、退院
直前まで本人の理解が難航したため妻に指導した。結果、妻
の協力で HOT の管理が可能と判断され第20病日に自宅退
院となった。退院2週間後、妻からの聴取と、訪問看護師に
よる調査では、カニューラの装着は自身で行えており、酸素
流量の調節は妻が行っていた。在宅での24時間 SpO2モニタ
リングの結果、平均 SpO2値は93.9% であり、90% 以上保
持が遵守されていた。

【考察】 本症例は運動時低酸素血症を呈するため、HOT 導
入が必要であった。しかし、アルツハイマー型認知症の影響
で MMSE23点と認知機能障害を呈していた。MMSE26点
以下では服薬ノンコンプライアンスが多発すると言われてお
り、HOT の導入も難渋すると考えられた。実際に HOT 使
用の目的、酸素流量の調整、休憩のタイミングについて本人
の理解が難航し、獲得することは難易度が高いことが推測さ
れたため、家族指導を重点的に実施した。その結果、退院後
の SpO2所見は90% 以上を保ちながら日常生活を行えてい
た。HOT 患者における在宅生活での適正な SpO2値は明確
ではないが、目安として90% を下限とすることが多い。今
回、認知機能評価および HOT 管理における観察評価で患者
が獲得困難であると判断し、妻に重点的に指導した点が、
HOT を安全に使用して低酸素血症を予防するという面で効
果的であったと考えられた。

【理学療法研究としての意義】 認知機能障害を合併している
患者に対して、HOT の導入は難渋する。HOT 使用にあたっ
て自己管理能力を適正に評価した上で患者教育が困難と判断
した場合は、家族指導を重点的に行う事が在宅での低酸素血
症を予防するという点で重要と考えられた。

在宅酸素療法管理における家族指導が運動時低酸素血症の予防に寄与した
認知機能障害を呈する非特異性間質性肺炎の一例

○崎田　佳希（さきた よしき）1），久堀　陽平1），児島　範明1），堀田　旭1），松木　良介1），	
大浦　啓輔1），惠飛須　俊彦2）

1）関西電力病院 リハビリテーション部，2）関西電力病院 リハビリテーション科
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【目的】 平成30年は医療・介護報酬の同時改定があったが、
その中でも介護老人保健施設（以下：老健）は通所リハビリ

（以下：デイケア）を含め大きな影響を受けた事業の一つで
あると考える。当施設においても在宅強化型取得への取り組
みと、デイケアの収益減が課題と上がった。その中で、理学
療法士としてより良いリハビリサービスの提供には、主体的
な運営への参画が必須であると考える。そのための現状の認
識と制度の変更点と、それに伴うマネジメントを検討するこ
とを目的とする。

【方法】 当施設は人口約3万人 / 高齢化率約25%（平成26年
時点）の町にある、医療法人のケアミックス型の病院が母体
の老健であり、定員数は88名で改定前は加算型の区分であっ
た。老健で展開する居宅サービスはショートステイ / 居宅
介護支援 / デイケアの3つであり、デイケアは長時間と短時
間サービスの2区分となる。まず、加算型の施設区分から強
化型取得のためには①在宅復帰・在宅療養支援等指標の60
を取得すること。②充実したリハとして週2回→3回のリハ
介入の2つの達成項目がリハビリ部門の課題となった。①に
は入所および退所前退後のセラピストによる訪問指導の実施
率向上を行い、②の達成のためにはスタッフの配置の転換
や書類の見直しなどでの効率化にスタッフは取り組みつつ、
パートタイマーの雇用や訪問リハビリ部門開設でのマンパ
ワー増加を事務方に依頼した。デイケアの収益減における対
応としては時間区分の1時間ごとへの変更に伴い、短時間は
3-4時間、長時間は7-8時間へとそれぞれの変更を行なった。
短時間は生活行為向上リハビリ実施加算の算定による単価の
増、長時間は作業療法士（以下：OT）が中心となり施設内通
貨など集団活動の充実で質の向上を目標とした。また、新設
のリハビリテーションマネジメント加算Ⅲ（以下：リハマネ
Ⅲ）や、リハビリテーション提供体制加算の算定での収益増
を図った。

【説明と同意】 個人情報はスタッフ・利用者いずれも無く、
法人の守秘義務に触れる開示も無いことを説明し m 上長の
同意を得た。

【結果】 ①在宅復帰・在宅療養支援等指標は47から62に点
数増、②週3回のリハ介入のそれぞれの達成により強化型取
得の運びとなる。デイケアではリハマネⅢやリハビリテー
ション提供体制加算の算定を行いつつ、短時間は今後の要支

援者に対しての生活行為向上リハビリ実施加算算定の為に地
域包括などへの営業を開始。長時間は視察等を行なっている。
デイケア単体での改定に伴う減収を、施設区分の強化で補填
して老健全体では増収となる見込みである。さらに訪問リハ
ビリ開設の流れとなり、それに伴い、リハスタッフも3名増
加となる。

【考察】 全国老健協会の掲げる老健の理念と役割は①包括的
ケアサービス施設、②リハビリテーション施設、③在宅復
帰施設、④在宅生活支援施設、⑤地域に根ざした施設。で
あるが今回の改訂としては、これらが再度問われたと考える。
例えば、在宅復帰の強化や充実したリハビリは③に繋がり、
入所だけでなく、ショート / 通所 / 訪問 / ケアプランの居
宅サービスを展開することは①、②、④にあてはまる。地
域ニーズを組むことや貢献活動は⑤になるといえるだろう。
ただ、これらの向かうべき方向性は大枠であり、実場面では
さらに地域の高齢化率や要介護認定率、医療・介護提供料量、
今後の人口推移などの実情を落とし込み、更に自組織の状況
を踏まえることが運営には必要と考える。例えば、当組織の
場合は町に唯一の老健と病院であり、近隣にも特養や有料老
人ホームは少ないことから長期療養のニーズも強いため、在
宅復帰率の50% 以上の達成が難しい一面などがあった。
　今回から地域包括ケア病棟からの老健への入所は、当該病
棟の在宅復帰要件には該当しないこととなったのを踏まえる
と、老健の入所者確保には医療からだけでなく、在宅からの
入所も強化していく必要性が示唆された。そのため、老健リ
ハビリ部門の運営戦略として、収益面での安定のためには住
まい / 通い / 訪問と老健でのリハビリ機能を拡充し、サー
ビス対象者を増やすことや潜在利用者の確保が有用であると
考える。また、これらの戦略は収益増のみならず、リハビリ
の質の担保や地域包括ケアシステム実現の為の地域理学療法
的な視点からのサービス提供に繋がることで、在宅限界点の
引き上げが期待できる。

【理学療法研究としての意義】 老健リハビリ部門は介護保険
制度を踏まえての運営であり、報酬改定などによって PT の
働き方は変わる。今回の検討や所属組織での取り組みの中で、
社会の流れを読み、そこに PT のスキルとマネジメントを踏
まえて対応することは社会課題の解決に資する意義があり、
我々の職域の確保および拡大に繋がっていくと強く感じたた
め、一例を報告する。

平成30年の報酬改定を踏まえた介護老人保健施設の 
リハビリ部門の運営戦略とその考察

○穴田　周吾（あなだ しゅうご）
介護老人保健施設 若山荘

Key word：老健，介護報酬改定，地域包括ケアシステム
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【目的】 2014年度の診療報酬改定において入院早期からのリ
ハビリテーション（以下、リハ）推進が急性期の基本的な考
え方となり、急性期病棟におけるリハ専門職の人員配置に対
する評価として、ADL 維持向上等体制加算（25点）が新設
された。ADL 維持向上等体制加算の目的は多職種連携、安
全管理、ADL 低下・褥瘡予防、患者・家族との情報共有な
どであり、従来の疾患別リハの延長だけなく、予防的リハと
しての新たな働き方が求められている。2016年度の診療報
酬改定で、その評価が25点から80点へ大幅な増点が行われ、
急性期リハの実施促進が推し進められているが、厚生労働省

「ADL 維持向上等体制加算の届出状況：2015年度」による
と「届出あり」が4.6%（n= 414）に留まっているのが現状
である。当院における ADL 維持向上等体制加算認可取得に
至るまでの取り組みを提示し、その要因ならびに対策につい
て考察する。

【方法】 2018年4月1日～6月30日（調査期間）の間に当院
消化器内科・外科混合病棟に入院・転入し、退院・転出と
なった330名を調査対象とした。

【説明と同意】 対象者にはプライバシーに十分配慮する旨を
伝え、同意を得た上で実施した。

【結果】 ADL 維持向上等体制加算認可取得に向け、2016年
4月より専任配置（Phase1）、2017年1月よりリハカンファ
レンス（Phase2）、2018年4月より常勤医師着任・専従配置
を開始した（Phase3）。調査期間中の総退院・転出患者数は
330名。内訳は消化器内科：193名、消化器外科：117名（う
ち外科手術：72名）、他科：20名。平均在院日数は9日

（1-75日）であった。リハ介入患者は56名（17%）であり、
入院～リハ開始までの期間は平均4日（0-19日）、約70% で
入院後3日以内にリハ開始可能であった。調査期間中の
Barthel Index（BI）低下率は1.2%（4/330名）・新規褥瘡発
生は0名（定期評価日）であり、届出に必要な要件を満たし、
2018年7月 ADL 維持向上等体制加算認可取得に至った。

【考察】 厚生労働省「ADL 維持向上等体制加算の届出状況：
2015年度」によると「届出あり」が4.6%（n= 414）に留
まっている。届出しない理由は「施設要件を満たす見込み
が立たない」が最も多く、その要因は「1、常勤配置困難」

「2、研修を終了した常勤医師の勤務困難」「3、新規患者に
ついての要件」「4、ADL・褥瘡の基準を満たせない」の順

で多い。要因1・2は「マンパワー不足」、3・4「多職種連
携不足」が原因であると推察され、当院でも同様の問題点
から2015年に一度届出を断念している。要因1、2において
は、人員増員・常勤医師の着任を働きかけ、要因3、4にお
いては、他職種との連携強化・病棟看護師のリハへの意識向
上・リハ介入件数増加などを目的に専任配置（Phase1）・リ
ハカンファレンス（Phase2）の実施を段階的に進めてきた。
その結果、ADL 向上・褥瘡予防などが可能となり、届出に
必要な要件を満たし、2018年7月～ ADL 維持向上等体制加
算認可取得に至った。Phase3においては、患者層が多岐に
渡っており（緊急入院・ICU 管理直後から検査・処置入院ま
で）、リスク管理・転帰予測・治療経過を考慮した中でのリ
ハ開始のタイミング・対象者の選定、常勤スタッフのレベル
向上などを検討中である。

【理学療法研究としての意義】 ADL 維持向上等体制加算に
よる専従配置の結果、病棟医師・看護師など他職種との情報
共有が強化され、早期リハ介入・廃用予防・二次的合併症予
防などが可能となった。連携・予防・指導の概念を含んだ、
ADL 維持向上等体制加算の算定による病棟専従の効果は大
きいと考えられる。

当院における ADL維持向上等体制加算認可取得に向けた取り組みと成果

○松岡　　森（まつおか しん），山田　　修，中上　和洋，佐竹　　裕輝，上坂　建太，本田　憲胤，	
東本　有司
公益財団法人 田附興風会 医学研究所 北野病院 リハビリテーションセンター

Key word：ADL 維持向上等体制加算，多職種連携，病棟専従配置
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【目的】 歩行分析において下肢関節モーメントの計測は重要
である。しかし運動力学分析は、三次元動作解析装置を用い
ており計測は容易でない。そこで我々は可搬性が高く、使用
が簡便である3軸加速度計（以下、加速度計）に注目した。
以前、我々は快適歩行にて大腿部外側上顆（以下、外側上顆）
に加速度計を装着し立脚終期（以下、TSt）から前遊脚期（以
下、PSw）にかけて生じる加速度を分析することで、股関節
伸展モーメントを推定する方法を考案し報告した。しかし、
歩行速度の条件を変えることで股関節伸展モーメントが推定
できるかどうかは不明である。本研究の目的は、外側上顆に
加速度計を装着する方法を用いて、歩行速度の条件を変えて
も TSt から PSw 中に生じる股関節モーメントが加速度から
推定できるかを明らかにすることである。

【方法】 対象者は健常男性9名、女性3名（年齢23.5±5.2歳、
身長166.7±7.5 ㎝、体重62.3±10.7 ㎏）の計12名、データ
欠損の無い23肢を解析対象とした。加速度計は外側上顆に
装着し前後（Ax）、垂直（Ay）、側方（Az）の加速度の検出
が可能となる。TSt から PSw にかけて生じる股関節伸展
モーメントと大腿部に生じる加速度変位量（Ax, Ay, Av=
√（Ax^2+Ay^2））を三次元動作解析装置・床反力計・加速
度計にて計測し、NEXUS で計算した。運動課題は独歩を実
施した。再現性を担保するため、身長より歩幅を算出し（翁
長ら、1998）、歩幅を一定にした。さらにケイデンスを遅い

（76steps/min）・ 通 常（108steps/min）・ 速 い（125steps/
min）に規定し、歩行条件を緩歩、快適歩行、速歩に分類し
た。統計は各項目を ANOVA にて歩行条件別に比較検討し、
post hoc に Bonferroni 法を行った。また加速度項目と股関
節伸展モーメントピーク値との関係を Spearman の相関係
数を用いた。統計処理には EZR を使用し、統計学的有意水
準は5% とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言を遵守し、対象者に
は対象者の権利と研究の目的を説明し同意を得た。

【結果】 歩行条件の比較検討より、加速度 Ax は緩歩7.1±
2.8 m/s2、快適歩行11.9±2.3 m/s2、速歩15.4±3.2 m/s2
であり、3群間で有意差を認めた（p ＜0.01）。加速度 Ay は
緩歩5.1±2.5 m/s2、快適歩行9.7±2.5 m/s2、速歩15.4±
3.2 m/s2であり、3群間で有意差を認めた（p ＜0.01）。Av
は緩歩8.9±3.5、快適歩行15.5±2.7、速歩20.2±3.5であ

り、3群間で有意差を認めた（p ＜0.01）。股関節伸展モーメ
ントのピーク値は緩歩 -580.4±252.8Nm、快適歩行 -805.8
±223.9Nm、速歩 -926.3±240.6Nm であり、3群間で有意
差を認めた（p ＜0.01）。さらに加速度項目と股関節伸展モー
メントピーク値との相関関係について、Ax と股関節伸展
モーメントは r=-0.51、Ay と股関節伸展モーメントは r=-
0.46、Av と股関節伸展モーメントは r=-0.51であり、それ
ぞれ有意な中等度の負の相関関係を示した（p ＜0.01）。

【考察】 歩幅を一定のまま、歩行速度を変化させた。その結
果、歩行速度が速くなるほど、加速度は大きくなり、股関節
伸展モーメントは負の方向に増大し、各項目3群間で有意差
を認めた。TSt から PSw にかけて、股関節は最大伸展位か
ら遊脚中期へ最大屈曲25度まで切り替わる時期である。こ
の時期は足関節底屈筋腱の弾性反跳によって下肢を前進させ
るため、急速に屈曲を始める。つまり、急速な下肢の前進に
伴い外側上顆に生じる前後方向の加速度 Ax が大きくなった
と考えられる。さらに、PSw では股関節屈曲運動が開始さ
れる時期であるため、垂直方向の加速度 Ay も、歩行速度に
伴い大きくなったと考えられた。次に加速度項目と股関節伸
展モーメントピーク値は中等度の負の相関関係を示した。股
関節伸展モーメントは TSt から PSw にかけて負の方向に最
大になると報告されている（Perry, et al. 2010.）。この時期
に生じる加速度 Ax, Ay, Av は歩行速度が速くなるにつれて、
正の方向に大きくなった。このことから TSt と PSw におけ
る加速度項目と股関節伸展モーメントのピーク値は負の相関
関係が得られたと考えられる。結果、TSt から PSw にかけ
て生じる大腿部の加速度波形を分析することで股関節伸展
モーメントは推定できるといえる。

【理学療法研究としての意義】 加速度計を用いた運動力学の
歩行分析が確立されることは、臨床現場で歩行機能に介入す
る上で、意義が高いと言える。

3軸加速度計を用いた歩行立脚後期から前遊脚期における 
股関節モーメントの推定

○桂　智哉（かつら ともや）1），宮下　敏紀2），角田　晃啓2）3）4），工藤　慎太郎2）3）4）

1）堺市立総合医療センター リハビリテーション技術科，2）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科， 
3）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科，4）森ノ宮医療大学 卒後教育センター

Key word：3軸加速度計，股関節モーメント，歩行速度
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【目的】 当院で使用している小型無線多機能センサー（以下、
センサー）は、筋電図、加速度、角速度が計測できるデバイ
スである。我々はこのセンサーを用いて計測したデータを保
存した後、SensorDataAnalyzer を用いて解析処理を行う。
この処理は計測の度に繰り返され、解析に多くの時間を要し
ているのが現状である。そのため即時的に測定結果を患者に
フィードバックすることが難しい。
　本職種の臨床で得られたデータの処理には、計測機器付属
の解析ソフトや MATLAB、あるいはフリーソフトの R や
Python 等が用いられる。解析環境を整えるために有償のソ
フトは利便性に優れているが、予算や管理、設置場所等の問
題で一般に普及しづらい。一方、R や Python はフリーソフ
トであるが、ライブラリがそれぞれ充実しデータ解析数値計
算に適している。特に Python は特殊な環境を必要とせず、
Web ブラウザで動かすことができて、PC があればどこでも
操作できる。これを用いて解析処理するカスタムプログラム
を事前に整えておけば、解析が即時に可能となるため、患者
へのフィードバックを計測直後に行うことが出来る。しかし、
Python はまだ理学療法領域では普及しておらず、理学療法
の臨床データを Python で解析処理した報告は少ない。
　そこで今回、過去に計測していた筋電図データを Python
で作成したカスタムプログラムで解析を行ったところ、即時
的に可視化することが可能となったので、当院で使用してい
る解析ソフトとの処理時間の比較も含めて報告する。

【方法】 解析に用いたデータは、過去当院で計測した片麻痺
患者の4筋の筋電図データとした。計測機器は小型無線多機
能センサー（TSND151、ATR-Promotions）であった。計測
時間は約25秒、サンプリング周波数は1,000 Hz であり、計
測終了後に計測データを CSV 形式でセンサー内臓メモリか
ら取り出した。
　解析手順は、①データを取り込む、②それぞれの筋電図
データ毎に高速フーリエ変換でローパスフィルタ（10 Hz）と
ハイパスフィルタ（500 Hz）を施す、③絶対値に関する関数
を用いて全波整流を施す、④取得したデジタルデータを ai

（i= 1,2,3,…n）とした時の Z 値（Zi=（ai- 平均）/ 標準偏差）
を計算する、⑤プロット図を作成する、とした。解析ソフ
トについて、A：従来当院で使用している解析ソフト

（SensorDataAnalyzer、ATR-Promotoions）、B：Python

で作成したカスタムプログラム、とした。A はノート PC
（Windouws 7、IntelⓇ Core™ i7-4712MQ 2.30GHz）を使
用 し、B は ノ ー ト PC（Windouws 8.1、Intel Ⓡ Corelon Ⓡ 
N2840 2.16GHz）を使用した。そして、計測した4筋全てに
ついて、解析ソフト A および B で①～⑤の処理を行った時
の所要時間を計測した。

【説明と同意】 本発表は当院倫理委員会にて承認を得ている
（承認番号：HG-IRB 1888）。
【結果】 ①～⑤に要する時間は、解析ソフト A では17分50
秒、解析ソフト B では28秒であり、Python で作成したカ
スタムプログラムで解析を実施することで、明らかに早く可
視化することができた。

【考察】 患者やその家族にフィードバックする際、分かりや
すく端的に結果を伝えるには、伝えたい結果が可視化できて
いるかが重要である。またそのフィードバックは、後日説明
されるよりも、計測直後の方が理解しやすいと考えられる。
今回、Python を用いたカスタムプログラムを使用し、過去
当院で計測した片麻痺患者の筋電図データの可視化を実施し
た。従来使用していた解析ソフトに比べ、解析時間の短縮を
図ることが出来た。Python はスクリプト言語の一種であり、
数値計算、動画処理、自然言語処理など多くのライブラリが
充実していることから、信号処理解析に必要な関数はすでに
存在している。これらの利点を活かして筋電図データ解析の
ためのカスタムプログラムが作成できた。
　臨床において Python を用いるメリットは、フリーソフト
であること、オフラインで作業可能であること、計測直後に
解析可能であり患者にすぐフィードバックができること、が
考えられ、様々なデータに応用できることが示唆された。
Python では、データや計測方法の特性に合わせて、解析過
程やグラフのレイアウトを自由に変更でき、筋電図の解析の
みならず幅広く活用できると考える。
　今後は多くのデータに対して処理・解析・加工を即時に行
えるように、データの特性に合わせてプログラム化していき
たい。

【理学療法研究としての意義】 計測した筋電データをその場
で解析し、計測結果を患者に説明できることは、意義がある。

Pythonを用いた片麻痺患者一症例の筋電図データ解析
―データ取り込みから可視化まで―

○中村　友太郎（なかむら ゆうたろう）1），大西　智也2），植田　耕造1），稲村　一浩1）

1）独立行政法人 地域医療機能推進機構 星ヶ丘医療センター リハビリテーション部， 
2）宝塚医療大学 保健医療学部 理学療法学科

Key word：筋電図，Python，汎用性
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【目的】 股関節などの下肢疾患を有する症例においてトレン
デンブルグ歩行やデュシャンヌ歩行といった異常歩行は問題
になる。これらの異常歩行は、股関節外転筋として中殿筋の
筋力低下が原因とされることが多い。中殿筋の深層には小殿
筋も存在しており、両筋が force couple 作用を持ち共同的
に働くことで股関節外転筋力は発揮されている。しかし、ト
レンデンブルグ歩行やデュシャンヌ歩行の原因に、小殿筋が
どの程度関与しているかは定かではない。これは、小殿筋が
体表から深層に存在するため、評価方法が限られているため
と考えられる。また小殿筋は前部筋束（前部）と後部筋束（後
部）に分類され、その作用の違いも報告されている。小殿筋
の筋束毎に働きやすい運動が明らかになると、小殿筋の機能
低下に対する効率的な運動療法を確立することにつながると
考えている。我々は、小殿筋の機能を簡便且つ定量的に評価
できる方法として超音波診断装置（US）を用いている。そこ
で本研究の目的は、US を用い、小殿筋の前部と後部が働き
やすい運動課題をそれぞれ明らかにすることを目的とした。

【方法】 対象は下肢に既往の無い健常男性15名、右下肢15
脚とした。測定者は同一検者で統一し、実施した。測定には
超音波画像診断装置 Noblus（日立メディコ）を用い、5～
8MHz の可変式マイクロコンベックスプローブを使用し、B
モードで計測した。
　測定は側臥位とし、股関節屈曲伸展0度で、（ⅰ）外転0°、

（ⅱ）外転20°の2つの肢位で安静条件と股関節外転等尺性収
縮（外転条件）、最大内旋位と最大外旋位での外転等尺性収
縮（内旋条件、外旋条件）の計8条件で行った。
　小殿筋前部は、上前腸骨棘と大転子を結んだ線上で、大腿
骨頭が画面の中央となるように撮像し、後部は上後腸骨棘と
大転子を結んだ線上で、股関節裂隙が画面の中央となるよう
に撮像した。それぞれの筋束の厚みを Image-J にて計測し
た。安静条件、外転条件、外旋条件、内旋条件の筋厚を安静
時の筋厚で除し、筋厚変化率をそれぞれ算出した。筋束と肢
位、筋束と条件を要因とした二元配置分散分析を行い、主効
果を認めた要因に対して一元配置分散分析を実施し、事後検
定として Tukey 法を用いた。統計学的分析には SPSS 
statistics Ver.25を用い、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者には、本研究の目的を十分に説明し、
書面にて同意を得た。また、当院において倫理委員会の承認

を得た。
【結果】 筋束と肢位との間には交互作用を認めず、筋束にの
み主効果を認めた。また、筋束と条件との間には交互作用を
認めず、筋束にのみ主効果を認めた。筋束毎の検討では、両
肢位ともに同様の傾向を認め、前部筋束の筋厚変化率は内旋
条件（ⅰ：133.96±19.83%/ ⅱ：128.66±28.39%）と外旋
条件（ⅰ：122.01±26.29%/ ⅱ：128.24±29.12%）は安静
条件と比べて有意に高値を示した（p ＜0.05）。後部筋束で
は、外旋条件（ⅰ：119.25±16.75%/ ⅱ：115.51±11.36%）
がその他の条件と比べて有意に高値を示した（p ＜0.05）。

【考察】 本研究は、小殿筋を筋束毎に分け、有意に活動する
肢位を検討した。その結果、小殿筋の前部の筋厚は、内旋条
件と外旋条件で安静条件に比べて有意に増加した。また小殿
筋後部筋束の筋厚が有意に増加する条件は、外旋条件であっ
た。Beck らは、シミュレーションの結果より、小殿筋後部
筋束は背側から腹側に走行するため、外旋作用を有し、内旋
運動で伸張されることを報告しており、本研究の結果と一致
する。また前部筋束は頭尾方向に走行し、内・外旋運動での
筋束の長さ変化が少なく、最大内旋位、最大外旋位でわずか
に伸張されることも報告している。つまり、前部筋束は最大
内旋・外旋位でわずかに伸張されるため、張力が高まり、筋
厚が増加したと考えられた。小殿筋後部筋束において安静条
件と内旋条件とで有意差がなかった点は、後部筋束は内旋条
件下では大腿骨の頚体角に沿って走行するため、外転作用が
失われ、筋厚に有意差が生じなかったと考える。すなわち、
小殿筋前部筋束は内旋条件、後部筋束は外旋条件で筋活動が
得られやすいことが明らかになった。

【理学療法研究としての意義】 小殿筋は関節包に付着し、股
関節疾患における拘縮や筋力低下でアプローチする重要な筋
である。本研究の結果、小殿筋の筋束毎の作用の違いが生体
にて明らかになった。これは受傷部位、術侵襲などの違いに
より、小殿筋に効果的にアプローチする手法を考える一助に
なる。

超音波画像診断装置を用いた内外旋を加えた外転運動課題時の 
小殿筋筋厚変化率について
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【目的】 肩関節周囲炎や腱板損傷後に生じる夜間痛は、睡眠
時間の減少を引き起こし、患者の日常生活の質を損なう大き
な問題である。夜間痛発生機序として、肩峰下圧の上昇や、
骨内圧の上昇などが知られ、様々な保存療法が展開されてい
る。一方、奥野は肩関節周囲炎において、異常な新生血管が
増殖していることを発見し、その異常血管の周囲には神経線
維や神経成長因子受容体が多く存在すること、この新生血管
の塞栓により、疼痛が改善することを報告している。また寺
林らは夜間痛を有する腱板断裂において、前上腕回旋動脈

（AHCA）の血流が増加していることを報告しており、AHCA
の血流増加と異常血管の関連を示唆している。つまり、運動
療法により AHCA の血流を制限できれば、夜間痛に対する効
果的な運動療法を示唆できると考えた。われわれは、AHCA
に支配される肩甲下筋の収縮により AHCA の血流が低下する
ことを示している。そこで、肩甲下筋をより伸張した肢位で収
縮させることで、さらに AHCA の血流を低下させられると仮
説を立てた。そこで本研究の目的は肩関節肢位の違いによる
AHCA の血流速度変化を検討することとした。

【方法】 対象は肩関節に既往の無い健常成人8名右上肢8肢
とした。測定は超音波画像診断装置 Noblus（日立メディコ）
のカラードプラ、およびパルスドプラモードを使用し、5～
18MHz のリニアプローブを用いた。測定条件は背臥位にて
肩関節内外転0°、肘関節屈曲90°、前腕回内外中間位で肩関
節内外旋0°と最大外旋位の2肢位とし、それぞれ安静時

（rest, ERrest）、肩甲下筋等尺性収縮時（SSC, ERSSC）の4
条件とし、それぞれ5回測定した。AHCA の血流測定は寺
林らの報告に準じ、カラードプラモードにて結節間溝部で
AHCA を同定し、その後パルスドプラモードにて収縮期血
流速度（PSV）と拡張期血流速度を計測し、それらより血管
の抵抗係数（RI）を算出した。条件毎に PSV、RI の平均値
を算出し、条件間での比較を行った。統計学的分析には、
SPSS を用い、反復測定のある分散分析および多重比較とし
て Dunnett 法をおこなった。なお、有意水準は5% 未満と
した。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に従い、対象者には、口頭に
て本研究の目的を十分に説明し、書面にて同意を得た。

【結果】 8名の AHCA の PSV 平均値は、それぞれ rest13.1±
3.9 ㎝/s, SSC9.7±2.7 ㎝/s, ERrest9.5±1.1 ㎝/s, ERSSC9.1

±0.8 ㎝/s であり rest とその他の3条件間に有意差を認めた。
SSC、ERrest、ERSSC の3条件間では有意差はみられな
かった。RI の平均値はそれぞれ rest0.63±0.06, SSC0.61±
0.06, ERrest0.63±0.05, ERSSC0.64±0.04でありすべての
条件間で有意差を認めなかった。

【考察】 ERrest、SSC、ERSSC の PSV は rest に対して有
意に低値を示したものの、ERSSC と ERrest の間に有意差
を認めなかった。Öhberg らにより、慢性的なアキレス腱炎
で異常血管の増生を認める症例に対し下腿三頭筋のストレッ
チを実施することで異常な血流が消失することが報告されて
いる。AHCA は烏口腕筋、上腕二頭筋、肩甲下筋の栄養血
管である。そのため、本研究において ERrest で肩甲下筋の
伸張に伴い、筋内の毛細血管も伸張され、血管径が細くなり、
AHCA の血流速度が減少したと考えた。また SSC 条件では
肩甲下筋の等尺性収縮により肩甲下筋の内圧が上昇し、筋内
の毛細血管を圧迫するため、血流速度が制限される。しかし、
ERSSC とは有意差を認めなかった。これは、ERSSC での
AHCA 血流速度が、エコーで確認できる低流速範囲を下
回ったためと考えた。また、RI はすべての条件で有意差を
認めなかった。RI は血管狭窄により、増大する。つまり肩
関節外旋位により肩甲下筋が伸張され直接 AHCA を圧迫し
ているのであれば RI は増大すると考える。しかし、本研究
ではすべての条件で有意差が無かったことから AHCA の機
械的圧迫で血流が低下したわけではないと考えた。

【理学療法研究としての意義】 本研究で明らかになった運動
療法による血流のコントロールは夜間痛に対する運動療法の
一手段となる可能性がある。今後、運動療法後の血流速度の
経時的な変化や臨床例での検討をしていく必要がある。

肩関節肢位の違いによる肩甲下筋等尺性収縮時の 
前上腕回旋動脈血流速度変化についての検討
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【目的】 理学療法診療ガイドラインでは、人工膝関節置換術
後患者の治療において、自動関節可動域練習が推奨されてい
る。実際の臨床場面では、膝関節術後患者に対して座位での
スライダーボードを使用した自動膝関節可動域練習を行うこ
とがある。一般的な自動関節可動域練習では、拮抗筋の収縮
を抑制し、二次的な関節可動域制限、または関節可動域改善
の遅延を防ぐことが重要であると言われている（岡西ら。
1989）。しかし、実際の練習場面では、拮抗筋の筋活動を加
味した適切な肢位は明確になっていないのが現状である。特
に、足関節においては肢位が統一されていないことが多い。
そこで、今回は座位でのスライダーボードを使用した自動膝
関節可動域練習において、足関節の肢位の違いが筋活動に与
える影響を明確にすることを目的とした。

【方法】 対象は健常男性12名（年齢24.2±1.0歳）とした。
課題の開始姿勢は、両股関節・膝関節屈曲90度でスライダー
ボードの中央に足部を乗せた端座位とした。課題は、右膝関
節自動屈曲・伸展運動でスライダーボードを前後に滑らせる
運動とした。また、足関節は背屈位・底屈位の2条件とした。
速度は、膝関節最大伸展位から最大屈曲位までの屈曲運動を
1秒、最大屈曲位からの最大伸展位までの伸展運動を1秒と
した往復2秒の運動となるようにメトロノームを用いて規定
した。課題中の筋活動は、表面筋電計（キッセイコムテック
社、MQ-8）を使用し、右内側広筋、外側広筋、大腿二頭筋
長頭、半腱様筋、半膜様筋、腓腹筋内側・外側頭を計測した。
また、同じ可動範囲での解析を行うため、課題中の膝関節最
大屈曲・伸展角度を角度 Image J を用いて計測し、統計学
的有意差がないことを確認した後に、筋活動の解析を行った。
対象12名の膝関節最大屈曲角度の平均値において、足関節
背屈位では101.5±3.2度、底屈位では108.9±3.8度であり、
足関節背屈位に比較し、底屈位で有意に増大していた。膝関
節最大伸展角度の平均値において、足関節背屈位では−15.3
±5.9度、底屈位では−17.9±6.8度であり、有意差を認め
なかった。そのため、今回角度の統一が行えない膝関節屈曲
運動時の筋活動の解析は省いた。筋活動の解析は、膝関節伸
展運動時の運動停止から0.5秒前までを解析区間とした筋電
図積分値を算出した。算出した筋電図積分値を、足関節底背
屈中間位での安静座位0.5秒間の筋電図積分値で除した筋電
図積分値相対値を算出した。算出した筋電図積分値相対値を、

背屈位・底屈位の2条件で比較した。比較の統計は Mann-
Whitney の U 検定を用い有意水準を5% とした。

【説明と同意】 医療法人寿山会倫理委員会の承認を得た（承
認番号：2018003）。対象には本研究の説明を行い、同意を
得た。

【結果】 膝関節伸展運動時においては、大腿二頭筋長頭、半
腱様筋、半膜様筋、腓腹筋内側・外側頭の筋電図積分値相対
値が背屈位に比べ、底屈位で有意に増大していた。その他の
筋活動は有意差を認めなかった。

【考察】 本課題の背屈位での膝関節屈曲運動では、背屈角度
の限界でスライダーボードの移動量が制限される。そのため、
底屈位での膝関節屈曲運動では最大屈曲角度が背屈位より増
大したと考えた。また、本課題の膝関節伸展運動時には、運
動最終域にてスライダーボードが前方へ滑らないよう制動す
る必要がある。よって、足関節底屈位での課題では、スライ
ダーボードが滑らないように底屈位で保持し、膝関節の運動
を制動するために腓腹筋・大腿二頭筋長頭、半腱様筋、半膜
様筋の筋活動がより増大したと考えた。したがって、スライ
ダーボードを使用した自動膝関節可動域練習において、底屈
位での膝関節伸展運動を行うと、拮抗筋となる膝関節屈筋群
の収縮を助長してしまい、二次的な膝関節伸展可動域制限の
一因となる可能性があると考えた。

【理学療法研究としての意義】 膝関節疾患の術後患者に対し、
スライダーボードを使用した膝関節自動伸展可動域練習を行
う際には、背屈位で行うことがより良い肢位である可能性が
示唆された。

足関節の肢位の違いが、スライダーボードを使用した 
膝関節自動関節可動域練習時の筋活動に与える影響
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【目的】 我が国では高齢社会を迎えており、転倒予防学会に
よれば介護が必要になった理由としても、高齢者の転倒骨折
は平成22年で10.2% の第5位となっている。そこで転倒予
防として足趾機能の役割が注目されており、様々なバランス
スケールをアウトカムとして足趾の運動効果を検討する報告
がある。また森田らによれば、住宅改修及び環境調整を行っ
た例で転倒の有無による履物の割合を比較した結果、未転倒
であった群の靴下を使用していた場合が54% に対し、転倒
した群では81% と多い傾向を認めたと報告している。しか
し靴下の種類で転倒予防効果を検討したものは少ない。その
為、我々は静的・動的共に運動課題を行う際に五本指ソック
ス及び通常の綿ソックスを着用した状態で運動課題を実施し、
靴下によって静的・動的バランス共に効果があるのかを検証
した。

【方法】 対象者は整形外科的な既往がない男性14名（年齢：
19.7±0.9歳、身長：171.8±3.5 ㎝、体質量：65±10.6 ㎏）
とした。また14名に五本指ソックスを着用した場合と、通
常の綿ソックスを着用した場合にて、それぞれ以下運動課題
を実施した。運動課題および測定項目は床反力計（AMTI）
を用いて、30秒間の片脚立位（総軌跡長）、2ステップテス
ト（ステップ時の垂直分力値の最初のピーク値までを踵接地
時の床反力のデータとし、2つ目の垂直分力値のピーク値

（P2）から蹴りだし時までを P2期の床反力データとし、前
後、左右、垂直方向分力をそれぞれ算出）を実施し課題の安
定性の評価とした。被験者には乱数表に基づき通常靴下、五
本指靴下のどちらかの靴下を履いた状態で上記の運動課題を
実施し、その後靴下を履き替えて同様の運動課題を実施した。
統計処理については、Wilcoxon signed-rank test で通常靴
下と五本指靴下着用における運動課題の測定結果を比較検討
した。有意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、口頭にて
研究内容を書面で説明し、署名をもらって同意を得ている。

【結果】 五本指ソックス着用時と通常の綿ソックス着用時の
運動課題の比較において、片脚立位時における総軌跡長は五
本指ソックス：612.8±300 ㎜に対して通常ソックス：635.8
±281.2 ㎜と五本指ソックスの結果に有意な減少を認めた。
2ステップテスト（P2期）における左右成分は五本指ソック
ス：170±139.6 ㎏に対して通常ソックス：225.8±174.2 ㎏

であり、垂直成分は五本指ソックス：1682.9±588.7 ㎏に対
して通常ソックス：1962.7±700 ㎏と左右成分、垂直成分
共に五本指ソックスの有意な減少を認めた。その他の測定項
目に有意差はなかった。

【考察】 五本指ソックス着用時において、総軌跡長の減少、
2ステップテストの左右成分と垂直成分の減少が確認された。
この要因に考えられる点として、足趾の自由度の向上が影響
していると考えられる。糸数らは五本指ソックスの着用に
よって足趾への物理的な外転作用が働くことで、結果として
支持面の拡大し、足底圧の中心位置も五本指ソックスの着用
により荷重点が外側に偏移すると報告している。そのため、
本研究においても通常の綿ソックスに比較して五本指ソック
スは、足底の支持基底面増大に加えて、足趾の自由度が増し
たことが片脚立位の総軌跡長の減少、2ステップ時の左右成
分の減少に影響を与えたと考えた。また2ステップテスト時
の垂直成分減少は、5本指ソックス着用により、足趾での荷
重が増して足趾での伸展による垂直方向への緩衝作用が生じ
たことが要因であると推察された。

【理学療法研究としての意義】 本研究の結果から、五本指ソッ
クスにより着衣時のみではあるが、静的・動的共にバランス
能力を向上させる可能性が示唆された。これにより五本指
ソックスは足趾の機能が向上し、転倒リスク軽減の一助とな
り、転倒予防という観点としては意義あるものと考えられる。

五本指ソックスが静的・動的バランスに与える影響

○松本　凱貴（まつもと よしき）1），吉田　隆紀2），鈴木　俊明2）

1）永山病院 リハビリテーション部，2）関西医療大学 保健医療学部 理学療法学科

Key word：五本指ソックス，静的バランス，動的バランス
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【目的】 足部アーチには内外側縦アーチ、横アーチが存在し
荷重に対する衝撃吸収において重要な役割を担っている。内
側縦アーチを支持する靭帯のうち足底腱膜の貢献度が最も高
いとされ（Iaquinto et al., 2010.）、その足底腱膜が巻き上げ
られることで歩行時前足部の剛性が高まる。また内側縦アー
チの高さ指標となる舟状骨の高さ変化の研究では、脛骨神経
ブロックにより母趾外転筋の筋活動量は約27% に低下し、
荷重時の舟状骨下降が増大するとしている（Fiolkowski et 
al., 2003）。このように足底腱膜や母趾外転筋などは内側縦
アーチを支持する組織として数多く研究されているのに対し、
小趾外転筋に関しては不明な点が多い。小趾外転筋は長短腓
骨筋とともに外側縦アーチを保持する。小趾外転筋の筋電図
研究においては、ワイヤー電極が使用されていることが多い。
ワイヤー電極は表面電極では測定できない深層部の活動を記
録するのに適している反面、侵襲性があるため限られた者し
か実施できず、痛みの影響などにより走行や歩行等の動作の
計測が困難であることが考えられる。それに対し表面電極は
非侵襲性のため誰もが実施でき、動的な動作も計測しやすい。
しかし、表面電極を貼り付けるには小趾外転筋が皮下の最表
層に存在する必要がある。そこで本研究では、小趾外転筋活
動を表面電極にて計測するのに十分な領域が存在するかを検
証した。

【方法】 対象は整形外科疾患のない健常成人男性20名（年齢
28.5±4.6, 身長174.3±4.4 ㎝, 体重70.1±7.4 ㎏）である。
デジタル超音波診断装置 Noblus を用い、B モード、リニア
プローブにて両脚の小趾外転筋の筋厚及び筋幅を測定した。
被験者は背臥位にてベッドから足部を出し、足関節底背屈中
間位固定とした。足関節外側面からプローブを当て踵骨から
10 ㎜, 20 ㎜, 30 ㎜の部位にて長軸及び短軸で筋幅、筋厚を測
定した。また筋幅の測定値を用いて表面積を算出した。測定
条件は足趾最大屈曲位、最大伸展位、中間位の3条件で測定
を行った。統計学的分析は SPSS を用いて筋幅、筋厚は、一
元配置分散分析を用いて測定条件間で比較した。有意差が見
られた場合、事後検定として Dunnet test を用いてそれぞ
れの値を比較した。また足長も計測し、平均値、標準偏差を
算出した。

【説明と同意】 実験前に本実験の手順、目的、リスクについ
て説明し、全参加者から書面による同意を得た。本実験は金

沢整形外科クリニックの倫理委員会による承認（Kanazawa-
OSMC-2018-001）のもと実施した。

【結果】 小趾外転筋の筋幅は10 ㎜の部位で11.7±1.0 ㎜、
20 ㎜の部位で11.7±1.1 ㎜、30 ㎜の部位で11.8±1.2 ㎜、
表面積は234±19 ㎜2で各条件間に有意差はなかった（p ＞
0.05）。筋厚は10 ㎜の部位で11.4±1.3 ㎜、20 ㎜の部位で
11.3±1.3 ㎜、10 ㎜の部位で11.2±1.3 ㎜で各条件間に有意
差はなかった（p ＞0.05）。足長は25.7±0.7 ㎝であった。

【考察】 電極の直径が大きい、あるいは電極間距離が長いと
クロストークの可能性が増加することが知られている。先行
研究において、電極間距離は少なくとも10 ㎜を用いている

（Jiroumaru et al., 2016, Watanabe and Akima, 2009）。直
径3 ㎜の表面電極を使用し電極間距離が10 ㎜の場合では、
最低でも48 ㎜2かつ筋厚10 ㎜以上の表面電極貼付領域が必
要である。本研究の結果、足関節外側において小趾外転筋は
筋厚平均11 ㎜以上存在し、表面積は234±19 ㎜2であった。
このことから表面電極を計測するために十分な領域が存在し、
表面筋電図測定が実施できる可能性が示唆された。また屈曲、
伸展、中間位の条件間で有意差がなかったことから、歩行立
脚後期において足趾が伸展位になった場合でも電極貼付に必
要な領域が十分に得られ、歩行においても小趾外転筋の表面
筋電図を計測することが可能であることが考えられた。

【理学療法研究としての意義】 今回の実験により、小趾外転
筋は表面筋電図による測定ができる可能性が示唆された。

小趾外転筋の表面筋電図貼り付け領域の検討

○兵頭　勇太郎（ひょうどう ゆうたろう）1），和智　道生1），野口　真一1）2），岡　恭正1），森　健児1），
小西　孝司1），野村　瞬1），中田　康平1），山本　亨1），金沢　伸彦1），治郎丸　卓三3）

1）金沢整形外科クリニック，2）京都工芸繊維大学，3）滋賀医療技術専門学校

Key word：小趾外転筋，超音波，筋厚
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【目的】 近年、野球検診において超音波画像診断装置（以下
エコー）を用いた肘障害の検診が各地で盛んに行われるよう
になった。しかし、肩障害を対象としたエコーを用いた検診
の報告は少ない。今回我々は、野球検診の依頼を受けたチー
ムを対象に野球肩検診を実施し、その中でエコーを用いた
little leaguer’s shoulder の検査を行った。その結果、エコー
検査が little leaguer’s shoulder の早期発見に有効な手段と
なり得ることが示されたため、考察を加えて報告する。

【方法】 当院にて実施した野球肩検診に参加した小学生男子
14名を対象として、エコー（SONIMAGE HS1、KONICA 
MINOLTA、リニアプローブ18MHz）を用いた検査を実施
した。平均年齢は9.8歳（7-11歳）。検査開始肢位は、ベッ
ド上背臥位で、上肢体側位、肩関節20°外旋位、肘関節90°
屈曲位、前腕中間位とし、まず結節間溝を短軸像で描出し、
次にプローブを90°回転させ上腕二頭筋長頭腱の長軸像を描
出した。さらに、上腕二頭筋長頭腱の長軸像を描出したまま
プローブを動かさずに肩関節を45°内旋させ、その肢位での
上腕骨近位骨端線（以下骨端線）を長軸像で描出した。投球
側、非投球側ともに検査を行い、骨端線の最大幅を投球側と
非投球側とで比較した。そして、仲川らの報告を参考に、最
大幅の差が0㎜以上0.5 ㎜未満のものを異常なし、0.5 ㎜以
上1.0㎜未満のものを要経過観察、1.0㎜以上のものを要精
査とした。また、肩関節の可動域、不安定性、疼痛、及び肩
甲骨位置の評価も行った。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき対象者の保護には十
分留意し、対象者とその保護者には本研究の説明を行い、同
意を得た。

【結果】 骨端線の最大幅は、投球側と非投球側に差がないも
のが7名おり、それ以外はすべて投球側が非投球側に比べ大
きかった。分類別では、異状なし11名、要経過観察2名、
要精査1名であった。結果は書面にて各個人へ報告し、要精
査のものには整形外科への受診を促した。要精査であった1
名は、10歳で右投げ、右打ち、ポジションはピッチャーと
内野手を兼任していた。骨端線の最大幅の差は1.3 ㎜であり、
さらに投球側のみに骨端線部周辺に広がる低エコー像と骨の
不整像も認めた。またエコー所見のほか、右肩関節の後方タ
イトネスと右肩甲骨位置異常（下制、外転、下方回旋位）、
及び両肩関節の前後方向不安定性もみられた。しかし、投球

時痛や圧痛は認めなかった。そのため、整形外科への受診を
促したにも関わらず、整形外科の受診は行われていなかった。
しかし、検診後約4ヶ月ごろより右肩関節に投球時痛が出現
し、その約1か月後に当院を受診し、レントゲン写真にて右
骨端線の離開を認め、little leaguer’s shoulder と診断された。
その際、エコー検査による骨端線の最大幅の差は、2.1 ㎜で
あった。

【考察】 成長期の野球選手にとって、投球障害を早期に発見
することは重要であり、そのためには検診が有用である。し
かし、little leaguer’s shoulder の画像診断には、主にレン
トゲンか MRI が用いられることが多く、これらを検診で用
いることは非常に困難である。そこで我々は、エコーを用い
た little leaguer’s shoulder の検診を行った。検診の結果、
疼痛が出現する前の little leaguer’s shoulder を疑わせる所
見を得ることができた。今回は、残念ながら検診後に little 
leaguer’s shoulder を発症してしまったが、エコーを用いた
検診を行うことで little leaguer’s shoulder を早期に発見で
き得ることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 little leaguer’s shoulder は繰
り返す投球動作により生じる骨端線部の疲労骨折であり、重
症化すると骨の成長にも影響を及ぼし得る病態であるため、
早期発見、早期治療が重要である。エコー検査は、little 
leaguer’s shoulder の初期病変を発見する有用な手段であり、
野球検診に応用可能な手段であると考える。

超音波画像診断装置を用いた little leaguer’s shoulder早期発見の可能性

○相良　優太（さがら ゆうた）1），乾　泰大1），山田　悠司1），榮﨑　彰秀3）4），池田　均2）

1）池田整形外科 リハビリテーション科，2）池田整形外科， 
3）さくらい悟良整形外科クリニック リハビリテーション科，4）西奈良中央病院 リハビリテーション科

Key word：超音波画像診断装置，little leaguer’s shoulder，野球検診
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【目的】 一般的に肩関節周囲炎は40～50歳代に好発し、急
性期、拘縮期、回復期という病期を経て、徐々に軽快してく
ると認識されており、各病期において適切な治療が行われな
いと治療期間が長期化するケースも少なくない。治療として
は保存療法が選択され、その内容や方法により治療期間にど
のような変化があるのかを検討した研究はよく散見する。し
かしその他の要因として、発症初期の身体状況や罹患期間、
職業などの違いによって、治療期間に変化があるのかを検討
した研究は渉猟した限り少ない。本研究では、初診時の情報
を元に後方視的に調査し、治療期間の長期化する要因につい
て検討した。

【方法】 対象は平成24年10月から平成28年3月までに当院
を受診し、明らかな外傷・合併症がなく、画像検査（X 線、
エコー、MRI）で腱板断裂および関節症変化などを認めない
肩関節周囲炎患者50例50肩で、医師の診察にて自覚的な症
状が消失し、保存療法の終了が認められた者を対象とした。
平均年齢は60.3±11.5歳であった。保存療法内容の内訳は、
運動療法 + 物理療法 + 薬物（錠剤・湿布）が37症例、運動
療法 + 物理療法 + 薬物 + 関節注射が12症例、運動療法のみ
が1症例であった。
　調査項目は治療期間、罹患期間（症状を自覚してから受診
に至るまでの期間）、職業、初診時の肩関節可動域（ROM）
および夜間痛の有無であり、これらの情報をカルテより収集
した。
　データ処理では、収集した項目の内、治療期間が180日以
上の群（以下長期症例群）、180日未満の群（以下短期症例群）
に分け、残りの調査項目と比較・統計学的解析を行った。
ROM は座位にて行い拳上、外旋、結滞動作を調査項目とし、
評価結果は JOA スコアを参考にそれぞれの点数によって組
分けしデータ処理を行った。統計学的解析にはχ2検定を用
いて、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 初診時においてデータ収集の目的、プライバ
シー保護の順守、使用用途を説明し、同意が得られた患者の
みを対象とした。

【結果】 今回対象者の平均治療期間は191.6±193.5日であっ
た。各群の割合は、長期症例群が24/50例（48.0%）、短期
症例群が26/50例（52.0%）であった。職業との比較では、
全体としてデスクワーク、主婦業、農作業従事者、その他の

順で多く、デスクワークでは長期症例群が45.8%、短期症例
群15.4% と長期症例群が有意に多かった（p ＜0.05）。初診
時の ROM では、拳上120°以下の制限を有する者が、長期
症例群において45.8%、短期症例群7.7% と長期症例群で有
意に多く（p ＜0.01）、結滞動作でも同様に臀部以下の制限を
有する者が、長期症例群において50.0%、短期症例群15.4%
と長期症例群が有意に多かった（p ＜0.01）。また夜間痛で
は初診時に夜間痛を有した者が、長期症例群において75.0%、
短期症例群30.8% と長期症例群が有意に多かった（p ＜
0.01）。その他の罹患期間、外旋 ROM と治療期間にはそれ
ぞれ有意差はみられなかった。

【考察】 今回の結果より、職業による違い、初診時の ROM
および夜間痛の有無などの身体状況が治療期間の長期化に関
わっていることが解った。
　肩関節周囲炎は滑膜をはじめ周辺組織に炎症が波及するこ
とで疼痛などの症状を引き起こすとされており、その症状に
は代謝および自律神経系などが関与していると報告されてい
る。今回の結果より、職業ではデスクワーク中心の仕事を
行っている者の方が、治療期間が長期化していた。その原因
として、デスクワークなどの座業では、長時間の座位姿勢保
持を強いられ運動量が低下することによって局所血流量や自
律神経機能の低下を招き、治療期間の長期化に繋がったので
はないかと考える。そして拳上・結滞動作の ROM 制限が強
い例では治療期間が長期化していることから、拘縮の重症度
も治療期間の長期化に大きく関わっていることが考えられる。
また初診時に夜間痛を有している者は治療期間が長期化して
いた。夜間痛は急性期に多く認められることから、初診時に
夜間痛を有していると回復期へ至るまでに時間を要してしま
う為、治療期間を短縮するには急性期における炎症のコント
ロールが重要であることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究により、治療期間が長
期化する症例の特徴を発症初期から把握することができ、よ
り適切な保存療法を早期から処方できるのではないかと考え
る。また肩関節周囲炎という複雑な症状を呈する疾患におい
て重要な患者へのインフォームドコンセントの一助となり、
患者自身の疾患に対する理解が深まるのではないかと考える。

肩関節周囲炎の治療期間長期化に関連する要因についての検討

○内藤　要（ないとう かなめ），高木　律幸，木村　健太郎，中西　雄稔，田中　千裕，藤堂　魁人，
中久保　拓哉，兼子　秀人（MD），村上　元庸（MD）

医療法人社団 村上整形外科クリニック リハビリテーション科

Key word：肩関節周囲炎，治療期間，予後予測
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【目的】 上腕骨近位端骨折は高齢者の代表的な骨折の一つで
あり、交通事故やスポーツ中の転倒などの大きな外力で発生
する。転移が少ない骨折に対し保存療法が選択され、転移の
大きいものでは固定性の得られる手術法を選択し積極的な運
動療法を実施する。上腕骨近位端骨折の術後は早期から運動
療法を開始することで良好な肩関節機能の回復が望める。し
かし、術後に積極的な理学療法を実施できず拘縮に至る場合
がある。
　上腕骨近位端骨折の術後に肩関節の重度な拘縮が生じ結髪
動作が困難となったが、上腕骨解剖頸軸回旋を利用した可動
域練習を実施したことで結髪動作が改善した一例を報告する。

【症例紹介】 60歳代前半、女性。身長150 ㎝、体重58 ㎏、
BMI25.8。自宅のリビングで滑って転倒し、床を右上肢でか
ばって受傷した。診断名は右上腕骨近位端骨折。単純 X 線
像では Neer の分類で3-part 骨折である。受傷1週間後に
骨接合術（髄内釘）を施行された。その後、理学療法を受け
られず右上肢に重度の可動域制限が発生し、日常生活動作が
制限され術後6ヶ月後に当院を受診し理学療法を開始した。
　肩関節の可動域（右 / 左）は屈曲90°/160、外転80°/150°、
下垂位外旋0°/60°、肩甲骨固定時の屈曲80°/140°、外転70°
/130°結髪動作は困難であり頚部左回旋・右側屈の代償運動
が出現した。結髪動作時の疼痛は visual analogue scale（以
下、VAS）で8.0/10であった。

【説明と同意】 本症例に対し発表目的と意義について十分に
説明し、本発表の同意を得てから行っている。

【治療方法】 上腕骨解剖頸軸回旋を利用し、肩甲骨面上45°
を開始肢位として、この位置から内外旋による上腕骨の回旋
運動を最終可動域まで実施した。1回20分、週1～2回を4
週間計9回実施した。

【経過】 理学療法を開始してから4週間後、右肩関節の可動
域は屈曲90°から120°、外転80°から100°、下垂位外旋0°
から15°となり、肩甲骨固定時の可動域は屈曲80°から90°、
外転70°から90°に拡大した。結髪動作は頸部回旋なしで可
能となった。結髪動作時の疼痛は VAS で8.0/10から4.0/10
まで改善した。

【考察】 肩関節に外力が加わって発症した外傷性の肩関節拘
縮は治療に難渋することが多く、可動域制限の因子が主に関
節包や靭帯組織の変性や短縮であれば改善に時間を要する。

　本症例は術後より6ヶ月間、積極的な理学療法を受けるこ
とができず、肩関節に重度の拘縮を起こした。そのため、肩
関節の可動域が制限され、結髪動作が困難となった。結髪動
作には屈曲・外転・外旋の複合的な可動域が必要である。肩
甲骨が固定されている場合、最大外転は120°可能となるが、
本症例は外転70°、屈曲80°、下垂位外旋0°であり肩甲上腕
関節に問題があると考える。肩甲上腕関節の制限には関節包
が強く関連している。立花は上腕骨解剖頸軸回旋を利用した
可動域練習は解剖頸面と臼蓋面が常に平行に保たれるため、
大結節は烏口肩峰アーチをくぐることなく、アーチに平行に
移動するため第2肩関節の疼痛を引き起こさずに関節包をス
トレッチングできると述べている。
　上腕骨解剖頸軸回旋を利用したストレッチングを実施する
ことで烏口肩峰アーチでの疼痛を回避しながら選択的に関節
包のストレッチングが可能となり、その結果、肩関節の屈
曲・外転・外旋の可動域が改善し結髪動作の改善に至ったと
考える。
　上腕骨近位端骨折の術後の重度の拘縮に対し、上腕骨解剖
頸軸回旋を利用したストレッチングを実施することは肩関節
の屈曲・外転・外旋可動域の拡大が図れる。

【理学療法研究としての意義】 上腕骨近位端骨折の術後に重
度の関節拘縮を起こした症例に対し、結髪動作の獲得を目的
に上腕骨解剖頸軸回旋を利用したストレッチングを実施した。
上腕骨解剖頸軸回旋は第2肩関節の疼痛を引き起こさず、選
択的に関節包を伸張させることができる手段である。上腕骨
近位端骨折の術後に続発する関節包性の拘縮に対し、上腕骨
解剖頸軸回旋を実施することで関節包を選択的にストレッチ
ングすることができ可動域の改善に有効である。

上腕骨近位端骨折の術後に重度の関節拘縮を起こした症例に 
上腕骨解剖頸軸回旋運動を実施し結髪動作の改善を認めた一例

○正意　敦士（まさい あつし）1），寺山　佳佑1），小西　喜子1），廣田　哲也1），泊　一輝1），	
種継　真輝1）3），安原　遼太1），田村　滋規2）

1）医療法人壮成会 田村クリニック リハビリテーション科，2）医療法人壮成会 田村クリニック 整形外科， 
3）京都橘大学大学院 健康科学研究科

Key word：上腕骨近位端骨折，上腕骨解剖頸軸回旋，結髪動作
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【目的】 肩関節の有疾患者において、結帯動作は難渋する動
作の一つである。結帯動作について、第12胸椎より高位に
手を動かす運動は肩甲骨運動により遂行されると報告されて
いる（本田ら、2004）。そのため、結帯動作の改善を目的と
した理学療法では肩甲骨運動の改善に着目することも多い。
臨床現場では、肩甲骨周囲筋の筋力強化より関節可動域や疼
痛に対して治療がよく実施されるが、結帯動作に肩甲骨周囲
筋の筋力がどの程度必要かは明確ではない。結帯動作時の肩
甲骨運動は重力の抵抗に対し運動するため、肩甲骨周囲筋の
徒手筋力検査法（以下 MMT）段階3が実施できれば、結帯
動作時の肩甲骨運動は可能と予測される。本研究では、結帯
動作時と肩甲骨周囲筋の MMT 段階3の肩甲骨周囲筋の筋
活動量を比較することを目的とした。

【方法】 対象は健常男性9名（年齢24.0±1.0歳）とした。測
定課題は端座位で母指を脊柱に沿わせて上方に移動させ、第
7胸椎レベルで保持する動作と、肩甲骨周囲筋の各 MMT 段
階3とした。結帯動作は2種類の動作方法が存在し、肩関節
外転する方法と肩関節内転する方法が報告されている（井尻、
2016）。本研究も、肩関節外転方法は「肘を挙げつつ手をあ
げる」、肩関節内転方法は「脇をしめつつ手をあげる」と口
頭指示し、2種類実施した。課題時には、筋電計（キッセイ
コムテック社、MQ-8）を使用し、僧帽筋上部線維、僧帽筋
中部線維、僧帽筋下部線維、前鋸筋の筋活動を測定した。ま
た MMT 課題は、肩甲骨挙上、肩甲骨内転、肩甲骨下制・
内転、肩甲骨外転・上方回旋時における主動作筋の肩甲骨周
囲筋の筋活動を測定した。解析は、まず結帯動作時の第7胸
椎レベルで母指を保持した肢位および各 MMT 段階3の最
終域で保持した肢位の肩甲骨周囲筋活動を1秒間測定し積分
値を算出した。その積分値から、肩関節90°屈曲位で1秒間
保持した際の積分値を除し、積分値相対値として算出した。
対応のある t 検定を用いて、結帯動作と各 MMT 段階3時の
積分値相対値を比較した。また、2種類の結帯動作間の積分
値相対値を比較した。有意水準は5% とした。

【説明と同意】 対象には本研究に対する説明を行い、同意を
得た。なお、医療法人寿山会倫理委員会の承認を得て行った

（承認番号：2018001）。
【結果】 各筋の積分値相対値の結果を示す。僧帽筋上部線維
は、外転方法では1.0±0.9、内転方法では0.4±0.2、MMT

段階3では2.8±1.2となった。僧帽筋中部線維は、外転方
法では3.5±2.4、内転方法では2.0±1.5、MMT 段階3で
は12.7±7.8となった。僧帽筋下部線維は、外転方法では0.8
±0.7、内転方法では0.5±0.3、MMT 段階3では8.8±5.0
となった。前鋸筋は、外転方法では0.5±0.4、内転方法で
は0.8±0.9、MMT 段階3では3.1±1.7となった。結帯動
作2種類ともに僧帽筋上部線維、僧帽筋中部線維、僧帽筋下
部線維、前鋸筋の筋活動量は各 MMT 段階3時に比べ有意
に低値を示した（p ＜0.01）。また、外転方法の僧帽筋上部
線維の筋活動量は内転方法時に比べ有意に高値を示した（p
＜0.05）。僧帽筋中部線維、僧帽筋下部線維、前鋸筋の筋活
動量は、2種類の結帯動作間には有意差を認めなかった。

【考察】 MMT 段階3に比べ結帯動作時の肩甲骨周囲筋の筋
活動量が小さかった要因は、MMT 段階3は抗重力位で運動
可能範囲最終域での保持課題に対し、結帯動作時の肩甲骨運
動はすべて抗重力位ではなく、全範囲の運動をしていない状
態での保持課題であったためと考えられた。また、肩甲骨下
制・内転、肩甲骨外転・上方回旋の MMT 段階3は肘関節
伸展位であるが、結帯動作は肘関節屈曲位である。そのため、
結帯動作時の上肢レバーアームは MMT 段階3に比べ短く、
筋活動量が小さかったと考えられた。2種類の結帯動作間に
おいて、外転方法の僧帽筋上部線維の筋活動量が内転方法に
比べ大きかった要因は、結帯動作方法が違うことで、肩甲骨
上方回旋運動が異なるためと考えた。我々の先行研究では、
外転方法では母指が高位に位置するほど肩甲骨上方回旋の増
大を認めたが、内転方法では第12胸椎レベルから母指が高
位に位置すると肩甲骨下方回旋運動に切りかわっていた。そ
のため、内転方法に比べ外転方法では、第7胸椎レベルで母
指を保持している時の肩甲骨上方回旋角度は大きく、僧帽筋
上部線維は短縮位での保持課題となり、筋活動量が大きかっ
たと考えられた。

【理学療法研究としての意義】 結帯動作の改善を目的とした
理学療法では、肩甲骨周囲筋が MMT 段階3あれば、筋力
強化より関節可動域制限や疼痛の評価や治療の重要度が高い
ことが示唆された。

結帯動作に必要な肩甲骨周囲筋の筋力について

○白井　孝尚（しらい たかなお）1），井尻　朋人1）2），鈴木　俊明3）

1）医療法人寿山会 喜馬病院，2）広島大学大学院 医歯薬保健学研究科， 
3）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：結帯動作，徒手筋力検査法，肩甲骨周囲筋
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【目的】 足部内反、内がえしによる内反捻挫、前距腓靭帯損
傷は発生頻度の高い外傷の一つで治療経験する機会も比較的
多い。しかしながら、評価尺度としては徒手による前方引き
出しテストで不安定性を確認することが多い。今回、受傷後
2ヶ月経過後の前距腓靭帯（以下 ATFL）を運動器エコー（超
音波診断装置 xario200キャノンメディカル社製）を用いて
観察、左右比較した。治癒過程時における ATFL の動きの
確認をすることで、適切な運動強度、運動方法を検討した。

【症例紹介】 30代女性。階段を踏み外し転落し受傷。2日後
に当院受診し、左外果骨折、前距腓靭帯損傷と診断。2週間
シーネ固定後 XP、エコー下ストレスにて安定性を確認後、
運動療法開始となる。早期の職場復帰を希望され、痛み残存
するも職場復帰する。その後、痛みに加え腫脹を認め再度来
院。運動療法を再開した。

【説明と同意】 本症例に対しヘルシンキ宣言に基づき発表の
趣旨を説明し同意を得た。

【経過】 理学療法開始時：足関節 ROM（右 / 左）°：背屈20/0、
底屈45/35足関節 MMT（右 / 左）：背屈5/2底屈5/2疼痛：
左外果前方、下部 NRS は8/10立位時荷重（右 / 左）㎏：
40/5左足冷感（+）破行（+）であった。ADL では特に立位保
持時間短縮、階段昇降不可であった。職場では店頭でのレジ
業務であるため支障があった。治療として非荷重下膝伸展位
にて足関節底背屈、内がえし、外がえし運動、ボールを利用
したアーチサポート訓練、座位にて母趾球荷重を意識したカー
フレイズ運動を行った。理学療法開始3週目足関節 ROM 背
屈20/5、底屈45/45足関節 MMT 背屈5/3底屈5/3疼痛：
左外果前方、下部 NRS は5/10立位時荷重（右 / 左）㎏：
25/20まで改善され職場復帰。そこから3週間後、痛みに加え、
腫脹を認めたため再度来院。運動療法再開時に荷重量の調節
に加え、運動器エコーを用いた視覚的フィードバック訓練を
追加した。理学療法開始8週目足関節 ROM 背屈20/20、底
屈45/45足関節 MMT 背屈5/4底屈5/4疼痛：左外果前方、
下部 NRS は3/10立位時荷重（右 / 左） ㎏：23/22、運動器エ
コーによる ATFL 厚の計測では（右 / 左）㎜：2.2/2.5であっ
た。左 ATFL 長軸像に不整、腓骨付着部の変形を認める。
　理学療法開始16週目最終評価時には足関節 ROM、MMT
ともに制限なし。疼痛は消失した。ADL 動作に制限なく職
場復帰後も疼痛なく活動可能となる。運動器エコーによる

ATFL 厚は2.2/2.4と大きな変化はないが長軸像の不整も減
少し連続像に描出可能になる。

【考察】 本症例は固定後の前方引き出しテスト陰性となり左
足関節背屈制限も徐々に軽減していた。しかし受傷2ヶ月経
過するも圧痛、荷重時痛が残存していた。運動器エコーによ
り左右の ATFL を描出し厚さを左右比較したところ、受傷
後2ヶ月で計測時には右2.2㎜左2.5㎜と患側 ATFL に肥厚
を認め、荷重時に ATFL 部に痛みを訴えた。ATFL は足関
節背屈時弛緩し、底屈時に緊張する。保存療法では損傷部位
が修復過程で自然靭帯長は復元されず、弛緩状態で自己修復
が進行し癒合後に弛緩状態が残存し、ATFL は関節包靭帯
であるため関節内から炎症性サイトカインが放出され炎症徴
候の腫脹により足関節内圧が上昇、患側 ATFL の滑走不全
が荷重時痛を引き起こしているのではないかと考えた。その
ため患側 ATFL 本来の滑走性の改善を目的に運動器エコー
を用いて、距骨と外果の距離を内がえしで伸張、外がえしで
短縮と画像を見ながら可視化させ動きの定着を図った。さら
に距腿関節のアライメント、小趾球荷重、しゃがみ込み動作
時の足部回内、踏み込み動作時の toe out 肢位に着目した。
足関節背屈動作時に距腿関節の適合性が不安定となり、足部
アーチ機能低下、足底腱膜の緊張低下、足趾機能不全が引き
起こされ、結果として小趾球荷重になることにより内反、内
がえし方向へのストレスが加わりやすく再発するリスクが考
えられた。荷重応答時、足趾、足底のリアライメントを促し、
均等な荷重を可能にするため、母趾球荷重を意識したカーフ
レイズ運動、アーチサポート訓練を取り入れた。運動器エ
コーを用いた訓練導入後、滑走性の改善とともに左 ATFL
長軸像の連続性も確認することができた。運動器エコーを利
用した ATFL の特性を把握、動きの改善、足関節、足部ア
ライメントの改善が荷重時痛の軽減と再発予防に繋がったと
考える。

【理学療法研究としての意義】 運動器疾患に対する運動器エ
コーを用いた研究は、発展途上であり多くのエビデンスは確
立されていない。運動器エコーを用いて靭帯の修復過程を確
認することで個人に合わせた適切な運動強度、訓練方法を提
供できるようになり今後ますます有用な治療手段の一つに
なっていくと考える。

外果骨折、前距腓靭帯損傷患者に対し運動器エコーを用いて 
評価・治療を行った1症例

○古賀田　万典（こがた かずのり）
阪田整形外科リハビリクリニック

Key word：運動器エコー，前距腓靭帯，可視化
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【目的】 今回、右長母趾屈筋腱の切離術を施行された症例を
担当した。歩行の右立脚終期における母趾側での蹴り出しに
向けた理学療法により、歩行の耐久性が向上し、職場復帰に
至ったため報告する。

【症例紹介】 症例は、交通事故により右脛腓骨開放骨折を受
傷し手術をされた50歳代の男性である。術後に右長母趾屈
筋腱の癒着が見つかり、受傷後210日に長母趾屈筋腱の切離
術を施行した。職業は電気工事関連であり、2時間以上の連
続した立位・歩行が必要とのことであった。主訴は「歩く
のが疲れる」であり現在、仕事内容を制限していることから、
Needs を歩行動作の耐久性向上とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、対象者の保護には
十分留意し、説明と同意を得た。

【経過】 右脛腓骨開放骨折術後の歩行では右立脚中期から終
期にて右足関節背屈に伴い右母趾 MP 関節屈曲を認めた。
立脚終期において、足関節底屈する際には右母趾 MP 関節
屈曲位のまま右足部内返しが見られ、右小趾側優位の蹴り出
しとなっていた。検査・測定では右足関節背屈 ROM0°、右
足関節背屈 ROM0°位での右母趾 MP 関節伸展 ROM-45°
であった。この要因を右長母趾屈筋の短縮と考え、理学療法
を実施したが改善が認められず、主治医より長母趾屈筋腱の
癒着を指摘され、受傷後210日に長母趾屈筋腱の切離術を施
行した。
　術後7日目の歩行動作では、術前と比較し右立脚終期にお
ける右母趾 MP 関節伸展が向上し、左下肢の歩幅が増加した。
また右立脚終期における右足関節底屈時にみられた右足部内
返しはわずかに改善したが、左股関節外旋に伴う骨盤右回旋
が見られた。この運動は、右足関節底屈、右足部内返し方向
への関節運動を引き起こし、右母趾側への荷重を回避する代
償動作と考えられた。検査・測定では、右足関節背屈
ROM15°、足関節背屈 ROM0°位での右母趾 MP 関節伸展
ROM45°と改善傾向を認めたが MMT は右母趾 MP 関節屈
曲2であった。そこで理学療法では、右母趾 MP 関節屈曲筋
力強化練習を実施した結果、右母趾 MP 関節屈曲 MMT4と
改善した。歩行では、右立脚終期における右足関節底屈に伴
う右足部内返しが軽減し、左股関節外旋に伴う骨盤右回旋も
認められず、右母趾側での蹴り出しが向上した。この結果、
連続歩行可能時間は2時間となり職場復帰に至った。

【考察】 本症例は、右長母趾屈筋腱の癒着により、右足関節
背屈に伴う母趾 MP 関節屈曲が認められ、歩行の右立脚終
期に母趾側での荷重支持が困難となり、右小趾側優位の蹴り
出しとなっていた。右長母趾屈筋腱の切離術により、右立脚
終期における右足関節背屈位での右母趾 MP 関節伸展が可
能となり、左下肢の歩幅向上・蹴り出し時の右足関節底屈に
伴う右足部内返しが改善した。しかし、右母趾 MP 関節屈
曲の MMT が2であり、歩行の右立脚中期から終期におい
て右母趾側での蹴り出しが不十分になると考えた。
　理学療法により、右母趾 MP 関節屈曲筋力が向上した。
工藤らは立脚終期における床面の蹴り出しには、母趾圧迫力
の強化が重要になると報告している。また、相馬は長母趾屈
筋の活動について、立脚中期の前半に活動を開始し、身体重
量が足部の上を前進していくのに伴い、筋活動を増大させ、
立脚終期に活動のピークを迎えると報告している。本症例に
おいても、右母趾 MP 関節屈曲筋力の向上により右立脚終
期において右母趾側での荷重支持が可能となったと考えられ
た。これにより小趾側優位での蹴り出しが改善し、歩行の耐
久性向上に繋がったと考えた。

【理学療法研究としての意義】 本症例では、右長母趾屈筋腱
の癒着が、歩行の右立脚終期における母趾側での蹴り出しを
困難とし歩行の耐久性低下を招いていた。右長母趾屈筋腱切
離術後、右母趾 MP 関節屈曲筋力の向上により右母趾側で
の蹴り出しが可能となり良好な結果が得られたと考えられる。
本症例の理学療法経験から、長母趾屈筋の機能が歩行におけ
る母趾側荷重に重要であることが再確認された。

右立脚終期における母趾側での蹴り出し獲得に 
母趾MP関節屈曲筋力強化が有効であった長母趾屈筋腱切離術後の一症例

○好井　直輝（よしい なおき）1），清原　直幸1），中道　哲朗2），鈴木　俊明3）

1）神戸マリナーズ厚生会病院 リハビリテーション科，2）ポートアイランド病院 リハビリテーション科， 
3）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：長母趾屈筋，母趾側荷重，歩行
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【目的】 右横足根関節の回内の関節可動域（ROM：range of 
motion）制限と右足部内反筋群の筋力低下により歩行速度が
低下していた右距骨開放性脱臼骨折・右第5中足骨骨折患者
を担当した。ROM の改善に難渋したが、右立脚中期から立
脚終期での右足部の動きと筋活動に着目した理学療法の結果、
歩行速度が向上したので報告する。

【症例紹介】 症例は高所からの滑落により、右距骨開放性脱
臼骨折と右第5中足骨骨折を受傷した70歳代の男性である。
右距骨開放性脱臼骨折には受傷日に創外固定術が施され、受
傷12日目に距骨を DTJ スクリュー2本で固定、距骨 - 舟状
骨、距骨 - 踵骨、距骨 - 脛骨を K-wire で固定した。右第5
中足骨骨折は保存的療法が適用され、受傷28日目に当院へ
転院となった。受傷54日目に K-wire が抜去となり、受傷
71日目から全荷重での歩行練習を開始し、受傷79日目に退
院し外来通院となった。主訴は「右足の甲がつまる」であり、
Needs は歩行速度の向上とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、趣旨を説明し書面
にて同意を得た。

【経過】 受傷75日目の歩行は、右立脚中期で右横足根関節の
回内に伴う右下腿の外側傾斜が乏しく、右股関節の外転に伴
う体幹の右傾斜が生じていた。右立脚終期では右足関節の背
屈と右股関節の外転が乏しく、上位胸椎はわずかに屈曲して
いた。右遊脚前期では右足関節の底屈による母趾側での蹴り
出しが乏しかった。ROM 測定は右足関節の背屈が膝関節屈
曲位で5°、伸展位で0°であり、右足部の外がえしが -5°で
あった。徒手筋力検査（MMT：manual muscle testing）は
右足関節の背屈ならびに足部の内がえしが2、右足部の内が
えしが3、右足関節の底屈を伴う外がえしが2であった。右下
腿踵骨角は荷重位で5°内反位であり、歩行速度は0.64m/s
であった。
　本症例の問題点は右足部の外がえしの ROM 制限に加え、
右足部内反筋群の筋力低下により、右立脚中期で右下腿の外
側傾斜の制動が困難であると考えた。このため、右下肢への
体重移動は、右股関節の外転に伴う体幹の右傾斜で代償して
いた。右立脚終期から遊脚前期には右足部の外がえしと右足
関節の背屈の ROM 制限により母趾側への荷重が乏しく、右
股関節の外転による左前方への体重移動が制限されていた。
これを上位胸椎の屈曲で代償することに加え、右腓骨筋群の

筋力低下により母趾側での蹴り出しが困難になっていた。こ
の解釈を踏まえ、Foot Print（zebris Medical GmbH 製）を
用いて右立脚相の足底圧を計測した結果、床反力の垂直分力
において初期のピークは出現したが終期のピークは出現しな
かった。
　理学療法は右足部の回内と右足関節の背屈の ROM 練習を
実施した。さらに右前脛骨筋・後脛骨筋、右腓骨筋群の筋力
強化練習を実施し、右立脚相を想定したステッピング練習の
なかで右横足根関節の回内に伴う右下腿の外側傾斜を促した。
約9週間の理学療法の結果、右立脚中期では右足底が床につ
いた状態で右横足根関節の回内による右下腿の外側傾斜が出
現した。右立脚終期から遊脚前期では右足関節の背屈と右横
足根関節の回内、右股関節の外転に伴う左前方への体重移動
がみられ、母趾側での蹴り出しが可能となった。ROM 測定
は右足関節の背屈が膝関節屈曲位で10°、伸展位で5°、右足
部の外がえしが0°になった。MMT は右足関節の背屈なら
びに足部の内がえしと右足部の内がえしが4、右足関節の底
屈を伴う外がえしが3となった。右下腿踵骨角は0°となっ
た。歩行速度は0.86m/s となった。床反力の垂直分力は終
期のピークが出現し、二峰性となった。

【考察】 山口らは、足部内反筋群は下腿の外側傾斜を制動す
ると報告している。本症例においても右立脚中期で、右足部
の外がえしの ROM が増大したことに加え、右足部内反筋群
の筋力が向上したことで、右横足根関節の回内に伴う右下腿
の外側傾斜が得られたと考えた。つづく右立脚終期から遊脚
前期では右足関節の背屈と右足部の外がえしの ROM が改善
し、右股関節の外転による左前方への体重移動が可能となり、
代償として生じていた上位胸椎の屈曲が軽減したことに加え、
右腓骨筋群の筋力が向上し、母趾側に荷重した蹴り出しが可
能となった。森らは、歩行時の床反力の垂直分力は二峰性を
呈し、歩行速度に影響を与えると報告している。本症例も母
趾側への荷重が可能となり、二峰性の垂直分力を認めたこと
で歩行速度が向上したと考えた。

【理学療法研究としての意義】 本症例の歩行速度の向上には
右足部の ROM と右足部内反筋群の筋力の改善が重要であっ
た。的確な動作の改善には詳細な動作分析が必要となる。

右立脚相での右横足根関節の回内が不十分なために歩行の実用性が 
低下した右距骨開放性脱臼骨折・右第5中足骨骨折の一症例

○戎　智史（えびす さとし）1），嘉戸　直樹2），鈴木　俊明3）

1）名谷病院 リハビリテーション科，2）神戸リハビリテーション福祉専門学校 理学療法学科， 
3）関西医療大学大学院 保健医療学研究科

Key word：歩行動作，足部，床反力
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【目的】 踵パッドとは踵の肥厚した皮膚深層で踵骨後結節部
との間の豊富な皮下脂肪組織であり、体重負荷時にショック
を緩和する役割を担うとされる。今回、踵パッドの拘縮によ
り踵部内側部に疼痛が生じたと考えられた症例を経験した。
超音波画像診断装置（以下エコー）を用いて評価し、踵パッ
ドの拘縮、荷重時の踵部内側に加わるメカニカルストレスに
着目して運動療法を行った。その結果、踵部内側部痛が消失
したため考察を加えて報告する。

【症例紹介】 症例は70歳代女性である。診断名は有痛性踵
パッドである。誘引なく右踵部内側に疼痛が出現し、疼痛は
起床時の歩き出しや長時間の歩行にて増強した。投薬にて経
過観察していたが、疼痛軽減しなかったため、受診してから
4週間後に理学療法開始となった。理学療法は週1回の頻度
で介入した。X 線評価より患側の踵骨隆起前内側突起に骨
棘を認めた。

【説明と同意】 本症例にはヘルシンキ宣言に基づいて症例報
告の目的と意義を十分に説明し、書面にて同意を得た。

【経過】 初回理学療法時の主訴は踵部内側部痛で、とくに起
床時の歩き始め、長距離歩行時に強く疼痛を認めた。圧痛は
踵部足底の内側に認めた。他動関節可動域（右 / 左）は足関
節背屈15°/20°、底屈45°/45°、背屈位での母趾伸展55°
/60°であった。近位足根管での Tinel sign は陰性で、長母
趾屈筋の腱反射は正常、感覚障害は認めなかった。MMT で
長母趾屈筋・母趾外転筋・母趾内転筋・短母趾屈筋に左右差
を認めなかった。自動底屈時に疼痛は認めなかった。以上の
ことから足底筋膜炎、アキレス腱炎、脛骨神経障害は否定さ
れた。有痛性踵パッドに対して踵パッドを寄せるテーピング
を施行した。テーピングにより疼痛は軽減したが、消失には
至らなかった。そのためフットプリントとエコー評価を実施
した。フットプリントでは踵部内側と母趾に圧集積を認めた。
扁平足タイプは normal arch であった。エコー評価では踵
骨下部に低エコー像を認めた。probe compression test で
は患側の踵パッドは側方への移動量、前後方向への移動量と
もに小さかった。ドプラー反応は陰性であった。これらのこ
とから踵パッドの拘縮が疼痛の原因と考え、拘縮除去を目的
に踵パッドのモビライゼーションを実施した。足関節背屈制
限に対しては母趾伸展位での背屈に制限を認めたことから長
母趾屈筋が制限因子と考え、長母趾屈筋のストレッチングも

追加した。その結果、背屈可動域と背屈位での母趾伸展可動
域の左右差は消失し、低エコー像の範囲の軽減、probe 
compression test での踵パッド移動量が増加し、疼痛が消
失した。

【考察】 本症例は理学所見よりアキレス腱炎、足底筋膜炎、
脛骨神経障害は否定的であった。エコー所見にて踵骨下部に
低エコー像を認め、probe compression test においても踵
パッドの変形量に左右差を認めたことから踵パッドが拘縮し
ていることが考えられた。踵パッドは体重負荷時にショック
を緩和する役割を担うとされている。本症例は踵パッドが拘
縮し、柔軟性が低下していたことでて体重負荷時のショック
を緩和できず疼痛が出現したと考えた。
　踵パッドが拘縮した要因として足関節背屈制限が考えられ
た。理学所見より足関節背屈制限を認め、フットプリントに
おいて右踵部内側に厚集積を認めた。このことから背屈制限
により荷重時に後足部が過剰に回内していたことが考えられ
た。後足部の過剰な回内は足底筋膜への伸張ストレスの増大、
踵部内側への反復した圧迫刺激が加わることが考えられる。
X 線評価にて踵骨内側突起に骨棘を認めており、背屈位での
母趾伸展に可動域制限を認めている。これは足底筋膜の柔軟
性が低下し、付着部に反復した伸張ストレスが加わっていた
ことが考えられる。そのため荷重時に機能的変形ができず、
荷重負荷時の後足部の回内を助長していたと考えた。
　以上のことから本症例の踵部痛は背屈制限により荷重時に
後足部が過剰に回内し、反復して踵パッドに圧迫ストレスが
加わり、踵パッドの拘縮が疼痛の原因であると考えられた。
踵パッドの拘縮除去により柔軟性が改善し、体重負荷時の
ショックの緩和・疼痛の消失に至った。本症例より踵パッド
自体の評価に加えて、メカニカルストレスの検討は踵部痛の
病因を把握する上で重要であると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 本症例における踵部痛の病態
は踵パッドの拘縮であった。踵パッドの拘縮が生じた原因と
して背屈制限が考えられた。踵パッドの状態の評価に加え、
荷重時のメカニカルストレスの評価を行うことが重要である
と考えられた。

有痛性踵パッドを引き起こす要因と疼痛の解釈
―後足部の過回内と足関節背屈制限が原因であった一症例―

○堀内　奈緒美（ほりうち なおみ），中井　亮佑，小野　志操
京都下鴨病院 理学療法部

Key word：有痛性踵パッド，背屈制限，後足部回内
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【目的】 脳血管障害が呈する pushing の遷延化は ADL の改
善を妨げ、入院期間を有意に延長することが報告されており、
当院でも歩行獲得に至らずに転院になることをよく経験する。
pushing に対して一般的に用いられる視覚 FeedBack（FB）
が増悪を招いた症例も報告されており、一方で、上下肢の体
性感覚を用いることで pushing の改善が認められた報告も
ある。そこで、今回、立位での pushing が遷延化し立位保
持・移乗動作獲得に難渋した症例に対して、pushing の増悪
を招く視覚情報を遮断し、足底・手掌からの体性感覚入力を
重視したアプローチで改善が見られたためここで報告する。

【症例紹介】 70代女性。右頭頂葉皮質下出血に対し開頭血種
除去術、発症18病日に脳膿瘍掻把術を施行された。発症19
日目の術後翌日に安静度 Free となった。この時点（初期）
の評価は、Functional Independence Measure（FIM）の移
乗項目が3点、Brunnstrom recovery stage（BRST）下肢：
4、Scale for Contraversive Pushing（SCP）は（坐位 / 立位）：
1.25/3点であった。また、pushing と ADL との関連性が高
いと報告されている Burke Lateropulsion Scale（BLS）は10
点であり、左上下肢に身体失認を認めた。研究デザインは
BAB 法によるシングルケーススタディを用いた。介入方法

（B 期）は坐位・立位訓練前に足底腱膜及び足部内在筋のス
トレッチと足趾伸展の可動域訓練を入念に行い、坐位・立位
訓練の際はアイマスクを着用。麻痺側手指伸展・手関節背屈
位で手掌面をベッド上に置き、麻痺側上肢を姿勢保持に過剰
に使用していないことを確認しながら行った。ベースライン
期（A 期）は腹臥位でのリラクセーション、端座位訓練・鏡
を使用して立位から両下肢への重心移動訓練など一般的な運
動療法を実施。評価は B1期前後と A・B2期後の計4回行っ
た。各期は5日に設定した。

【説明と同意】 症例及びその家族には発表の趣旨を説明し同
意を得た。

【経過】 上下肢 BRST、MMT、感覚障害はわずかに改善を
認めた。立位での足底の接地感覚は B1期後に踵部にしか認
めていなかったが B2期後には足底面全体が接地している感
覚を認識することが可能となった。身体失認も B1期後から
下肢の認識が可能となり、B2期後にはほぼ改善した。B1期
介入後 SCP：0.25/3点、BLS：6点になり麻痺側へ軽度傾斜
しながらも端座位保持が可能となった。しかし、立位の

pushing は残存した。A 期介入後は SCP：0.25/3点、BLS：
8点と立位の pushing はやや増悪した。B2期介入後には
SCP：0/0.5点、BLS：3点となり、数秒間 freehand で立位
保持が可能となった。FIM の移乗項目も6点になり非麻痺
側への移乗動作も誘導程度の軽介助で可能となった。

【考察】 本症例は右頭頂後頭葉の広範な出血に対し二度の外
科的手術を施行した。その後、さまざまなアプローチを試み
たものの立位での pushing が残存した。
　初期評価前の介入では視覚 FB に対して右への注意が助長
され pushing の増悪がみられていた。また広範な右大脳半
球損傷により認知機能の低下・片側身体失認が生じることで、
動作に対する指示理解が困難になり、無意識下での自己身体
に対する認識も低下し姿勢の修正が困難になった。加えて脳
損傷後の半球間抑制により損傷半球が過剰な抑制を受けるこ
とによる非麻痺側優位の姿勢制御が pushing の改善を難渋
させていると考えた。
　これらのことから視覚情報を遮断することで、右へ偏倚し
た注意を抑制し、非損傷脳優位の状態を軽減するよう試みた。
さらに Davies らの報告では pushing 例に触運動覚刺激入力
の重要性を強調しており、他にも体性感覚入力の有効性の報
告も散見する。そこで足底・手掌の体性感覚レセプターを活
性化させ積極的に使用することで麻痺側の自己身体認識を高
めるように介入した。その結果、身体失認も改善し非麻痺側
優位の姿勢制御が軽減したことで pushing が改善したと考
える。

【理学療法研究としての意義】 視覚 FB が有効でない
pushing 症例に対して、視覚を遮断し体性感覚入力を強調す
ることも有効な介入方法であることが示唆された。

視覚情報の遮断と麻痺側足底面及び手掌面か らの体性感覚入力が 
pushingに対して 効果的であった一症例

○仲見　仁（なかみ ひとし）1），柏木　宏彦1），久保田　将史1），藤本　恭平1），今井　亮太2）

1）大阪警察病院 リハビリテーション技術科，2）河内総合病院 リハビリテーション部

Key word：pushing，体性感覚，視覚遮断
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【目的】 急性期脳梗塞患者において、運動麻痺や感覚障害に
加え、半側空間無視を呈することで、非麻痺側上下肢による
麻痺側への押し返し現象（以下 Pushing 現象）を認めることが
ある。また、Pushing 現象は、運動療法や日常的な介助場面
の弊害となる恐れがある。この際、麻痺側の空間失認のみで
なく、非麻痺側からの視覚情報が大脳の非障害側半球におけ
る視覚性注意を過剰に刺激し、Pushing 現象を助長してしま
う可能性が示唆される。木原らの報告によると視覚遮断下で
運動療法を施すことで、Pushing 現象を軽減させた状態での
介入が可能であったとされている。今回は、視覚遮断下の介
入方法に対して一定の効果を認めたものの、介入時期や状態
によって患者の反応に変化を認めた経験をしたため報告する。

【症例紹介】 症例は70歳代後半、右利きの男性。発症時より、
左上下肢麻痺、左上下肢感覚鈍麻、右共同偏視の症状があっ
た。MRI 画像にて右側頭葉と右被殻から放線冠領域に梗塞
巣を、MRA 画像で右内頚動脈と右中大脳動脈の描出不良を
認め、脳梗塞の診断で当院入院となった。発病日3日目から
理学療法介入し、4日目から長下肢装具を使用した歩行練習
等の運動療法を開始した。介入当初の理学療法評価は次述の
通りであった。意識状態：GCS（3-4-6）。麻痺：左上下肢
重度麻痺（SIAS：0-0-0-0-0・BRS：Ⅰ-Ⅰ-Ⅰ）。感覚：表
在・深部共に左上下肢重度鈍麻（SIAS；1-1-0-0）。筋緊張：
深部腱反射消失、病的反射陰性。高次脳機能：左半側空間無
視。眼球運動：右共同偏視。Pushing 評価：SCP（6点）側方
突進スケール（13点）。基本動作は全て重介助で歩行は理学
療法介入時にのみ実施した。

【説明と同意】 本研究において本症例とその家族には、ヘルシ
ンキ宣言に基づき、本研究の主旨を説明した上で同意を得た。

【経過】 急性期における4週間、視覚遮断下での理学療法を
取り入れ運動療法を中心に介入を進めた。まず、視覚開放下
での運動療法時には、座位、立位、歩行の全ての状態で右上
下肢による Pushing 現象を認めた。また、頸部は常時右回
旋位を呈し、右上肢には右側空間への探索動作を認めた。特
に、長下肢装具を用いた歩行練習時には、右立脚相において
右股関節外転位で支持する傾向があり、右下肢への理想的な
重心移動や支持、右下肢の振り出しに難渋していた。そこで、
鉢巻で目を覆うことで視覚遮断環境を設定すると、SCP が5
点、側方突進スケールが9点となり、座位、立位、歩行時に

認めた Pushing 現象は一時的に軽減した。また、頸部の右
回旋位や右上肢の右側空間への探索動作も軽減した。特に長
下肢装具を用いた歩行練習時には、右股関節外転位での支持
が軽減したことで右立脚相の安定性向上と右下肢の振り出し
やすさに繋がった。しかし、3週間が経過し、意識障害が改
善し始めると、視覚遮断に対して本人より恐怖感の訴えが出
現し、歩行練習時には右下肢の振り出しにくさを認めるよう
になった。このため、この頃から視覚遮断下での運動療法は
控えるようになった。なお、3週間経過した時点で麻痺や感
覚の機能的改善は認めなかったが、意識状態が GCS（4-4-
6）と開眼維持可能となり、中央や左側への視点の切り替え
が可能となるなど、意識障害や半側空間無視の改善を認めた。

【考察】 介入当初、視覚遮断下で運動療法を施すことで、右
上下肢の過剰な支持や、右上肢による右側空間への探索動作
が軽減した。これは、視覚遮断により、麻痺側からの視覚情
報が大脳の非障害側半球における視覚性注意を過剰に刺激す
ることが抑えられ、その結果、垂直軸偏位の助長を抑えられ
たためと考える。
　一方で、中岡らの報告によると視覚遮断時の効果は視覚開
放時には持続しないとされており、本症例の場合も同様で
あった。また、本来、視覚遮断下における運動では転倒への
恐怖心を軽減するために運動範囲や速度を制限し安定性を向
上させようとすると言われている。このため、視覚遮断に対
して抵抗が増加する可能性が示唆されたが、本症例の場合は、
意識障害等の影響で恐怖心が薄れていたため、介入当初には
視覚遮断に対して抵抗なく運動療法を施すことが可能であっ
たと考える。しかし、意識障害等の改善に伴い、視覚遮断に
対する恐怖心が増大したことで、視覚遮断に対して抵抗が出
現し、運動療法における反応の変化に影響したと考える。こ
れらを踏まえると、視覚遮断下の介入方法は、Pushing 現象
を呈する脳梗塞患者の中でも、特に急性期に効果的な介入手
段と言える。

【理学療法研究としての意義】 急性期脳卒中患者の Pushing
現象に対して視覚遮断環境下で運動療法を施す事で、効果的
な運動療法が期待できる。しかし、Pushing 現象に対する抜
本的治療や持続的効果は少なく、介入時期の見極めも必要と
なる。

Pushing現象を呈する急性期脳梗塞患者に対して 
視覚遮断下で運動療法を施した一症例

○大倉　一紀（おおくら かずき），高橋　慎太郎
京都岡本記念病院

Key word：急性期，Pushing 現象，視覚遮断
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【目的】 機械的血栓回収療法は、血栓を除去する血管内治療で
ある。脳卒中治療ガイドラインでは、前方循環系の主幹脳動
脈閉塞と診断され、画像診断などに基づく治療適応判定がな
された急性脳梗塞に対し、recombinant tissue plasminogen 
activator（以下 rt-PA）を含む内科治療に追加し、発症6時
間以内に機械的血栓回収療法を開始することがグレード A
とされている。2017年に追加されるほど症例数が増加して
いるにもかかわらず、リハビリテーション（以下リハビリ）
の分野において機械的血栓回収療法後の症例に関する文献は
散見される程度である。また、rt-PA 療法が適応外となり、
機械的血栓回収療法を行なった症例の文献はさらに希有であ
る。そこで今回、広範囲の脳梗塞を呈し rt-PA 療法が適応
外となったが、機械的血栓回収療法により、機能改善が認め
られ介助歩行可能となった症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 70代男性で、身長164.0 ㎝、体重60.4 ㎏。診断
名は右内頚動脈（以下 IC）閉塞、右中大脳動脈（以下 MCA）
領域広範囲梗塞であった。発症前の日常生活動作（以下
ADL）は自立していた。患者は歩きたいという希望が強かった。

【説明と同意】 本研究は当院倫理委員会の承認を受けるとと
もに、ヘルシンキ宣言に則り、個人情報の取り扱いには十分
に留意し検討を行った。対象者には書面にて同意を得た。

【経過】 未発症から107分で当院へ到着した。脳画像は放射線
技師が拡散強調画像（以下 DWI）を撮影した。DWI を用いて
虚血病変の範囲を評価する Alberta Stroke Program Early 
CT Score（以下 ASPECTS）は1/10であり、rt-PA 療法は適
応外となった。脳卒中重症度評価スケールである National 
Institutes of Health Stroke Scale（以下 NIHSS）は15点で
あった。医師により機械的血栓回収術が施行され、有効な再
開通が確認された時間は、未発症から219分であった。患者
は当院の脳卒中ケアユニットにて加療を行い、3病日よりベッ
ド上にてリハビリを開始した。初期評価は Japan Coma Scale

（以下 JCS）Ⅱ-20、Stroke Impairment Assessment Set（以
下 SIAS）は21点であった。Brunnstrom recovery stage（以
下 BRS）は左手指上下肢Ⅱ、感覚は表在深部ともに重度鈍麻
であり、高次脳機能は左半側空間無視（以下 USN）が著明に
みられた。ADL は全て全介助であり、Functional Indepen-
dence Measure（以下 FIM）は20点であった。5病日、立位
訓練を開始し、麻痺側の膝折れや Pusher 現象が強く最大介

助が必要であった。10病日、一般病棟へ転棟した。18病日、
麻痺側下肢のキッキング動作が可能となり歩行練習を開始し、
固定された支持物にて最大介助下2m 歩行可能であった。26
病日、下肢屈曲動作が可能となり、平行棒にて中等度介助下
3m 歩行可能であった。36病日、回復期病院へ転院した。転
院時の評価では、JCSⅠ-1、SIAS は47点、BRS は左手指上
下肢Ⅲであり、感覚は表在深部ともに中等度鈍麻、USN は軽
減していたが残存していた。立ち上がりは手すりを使用し見
守りで可能、立位保持も手すりを使用し可能であった。歩行
はサイドケインにて軽介助下10m 可能であった。FIM は48
点であった。回復期転院後、56病日では、サイドケインを使
用して近位見守り下10m 歩行可能となった。

【考察】 機械的血栓回収療法は発症前 ADL が自立しており、
rt-PA 療法が施行され、発症から6時間以内、NIHSS が6
点以上、虚血病変が広範囲でない症例に推奨されている。上
記以外に関しては慎重に症例を選択した上で考慮してもよい
とされている。ASPECTS は MCA 領域を10カ所に区分し
減点法で病変範囲をスコア化するものであり、低値は
rt-PA 療法後の出血リスクとなる。そのため本症例は
rt-PA 療法は適応外となったが、医師の判断により機械的
血栓回収が施行された。急性脳主幹動脈閉塞による脳梗塞で
は、神経症状が重篤で機能予後および生命予後が不良であり、
全介助が多く報告されている。本症例の発症部位は右 IC 閉
塞で、MCA 領域に広範囲に梗塞巣が広がっていた。年齢も
高齢であり、初期には運動・感覚麻痺ともに重度鈍麻であっ
た。そのため、自立歩行は困難と予測していた。しかし、転
院時には高次脳機能障害に関して著明な回復を認めなかった
ものの、サイドケインにて軽介助で歩行可能なまで機能回善
がみられた。発症後早期に機械的血栓回収療法を行い、有効
な再開通が得られた。そのため早期に再灌流し、意識状態や
運動機能の改善がみられたと考える。また術後早期からのリ
ハビリ介入によって、軽介助で歩行が可能となり、ADL の
向上が認められたと考える。

【理学療法研究としての意義】 広範囲な脳梗塞に対して機械
的血栓回収療法を施行された患者を担当し、運動機能の改善
が早期に認められた症例を経験した。

広範囲の脳梗塞に対して、機械的血栓回収療法を行った一症例
―急性期における関わり―

○北村　昂大（きたむら たかひろ）1），武内　剛士1），小澤　和義1），山本　和明2）

1）済生会滋賀県病院 リハビリテーション技術科，2）済生会滋賀県病院 リハビリテーション科

Key word：内頚動脈閉塞，機械的血栓回収療法，急性期
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【目的】 脳卒中患者のリハビリテーションは発症から時間軸
で急性期、回復期、生活期と分類されることが多い。2018
年度の診療報酬・介護報酬同時改定では、各期を一貫した流
れで切れ目のないリハビリテーションを実施し、患者が早く
在宅復帰できることがすすめられてきている。早期からの予
後予測により退院先や最終的な動作能力の検討を行うことは
その後の速やかな方針決定、切れ目のないリハビリテーショ
ンの実施のためにも重要であり、脳卒中ガイドラインでも予
後予測の重要性が述べられている。一方で、急性期病院にお
いては診断群分類包括評価の導入により在院日数は短縮して
いる為、より発症早期からの予後予測が必要となる。しかし、
早期からの予後予測には合併症などの不確定な要素もあるた
め予測の精度の問題もある。今回、既存の帰結結果による予
後予測の方法では予測困難であった症例を経験したので報告
する。

【症例紹介】 症例は60歳代の男性、左変形性膝関節症あるが
病前 ADL は自立。現病歴は左半身の脱力を主訴に当院に救
急搬送。画像所見としては右中大脳動脈領域に DWI で高信
号、MRA にて右中大脳動脈が水平部途中で途絶。呼びかけ
で開眼するが、著明な左無視、顔面を含む左半身の重度片麻
痺、左感覚障害もあり、NIHSS は17点であった。t-PA 施
行し、左上下肢はほぼ麻痺が無い状態まで回復。顔面麻痺、
左感覚障害、左無視は残存したが、NIHSS は8点まで改善。
第4病日に意識障害と左麻痺の増悪、瞳孔不同出現による症
状増悪した為、外減圧術を施行した。第10病日に発熱、化
膿性血栓性静脈炎と右膝関節の偽痛風と診断され、4週間の
抗生剤治療が開始。頭蓋形成術施行後、第55病日に回復期
病院へと転院となり、第137病日に自宅退院となった。

【説明と同意】 本研究を行うにあたり本人の同意を得た。ま
た、ヘルシンキ宣言に基づきそのガイドラインの方法に従っ
た。被験者のプライバシーおよび個人情報が特定されないよ
うにし、また秘密保持を厳守することに対して留意した。

【経過】 第1病日より理学療法が開始となる。第4病日に状
態悪化のため外減圧術、人工呼吸器管理となり、FIM は18
点となる。第5病日に理学療法再開。第8病日に抜管し座位
練習再開。上・下肢とも Brunnstrom stage（以下：Brs）Ⅱ、
重度感覚障害、半側空間無視、病態失認がある。第10病日
に車椅子移乗を開始。Brs は上肢でⅡ、下肢でⅢ。発熱や膝

関節痛により第11病日から第22病日まで、離床は実施でき
ずベッド上での運動が中心となる。この時点で二木の予後予
測では入院時と発症2週間の時点において歩行不能レベルで
あった。端座位も左半側空間無視と pushing があるため介
助が必要。第23病日より立位練習が再開、第25病日に下肢
の Brs がⅣとなる。この時点で、画像所見から脳浮腫が強
くあるが錐体路機能の残存が予想された。また、機能改善が
上昇傾向であることから更なる改善を予測した。第37病日
には下肢の Brs がⅤとなるが、立位や歩行練習で血圧低下
が起こるようになり、再びベッド上でのリハビリが中心とな
る。第44病日ごろから AFO での歩行練習が再開となり、
端座位と移乗も自立となり、FIM は88点まで改善、回復期
病院へと転院となる。回復期病院退院3ヶ月後の外来受診時
の歩行能力は装具なしで歩行可能であり、10m 歩行は8.3秒
で歩数は14歩であり、歩行速度は72.29m/ 分であった。

【考察】 本症例は二木の入院時と発症2週間の予後予測では
どちらとも歩行不能レベルであった。しかし、合併症も多く
あり既存の予後予測だけでは精度に問題があることが考えら
れた。治療のため当院で約2ヶ月間リハビリを実施する過程
で機能改善が上昇傾向であり、今後も改善を続ける事が予想
された。また画像所見からも脳浮腫は強くあったが錐体路の
機能が残存していることが推察された。そのため回復期病院
を経由して自宅退院を目指すこととなった。急性期病院にお
いては、短い入院期間のため機能改善の傾向から予後を予測
する事が難しい事もある。その為、帰結結果からの予後予測
に頼ることが多くある。しかし、予後予測の研究対象は合併
症がない症例であることが多く、発症早期からの理学療法介
入や365日のリハビリ体制が普及している現在と研究当時と
は介入頻度が違っているなどの問題もある。合併症などがあ
るなどの予後予測が難しい症例では複数の因子から予後を予
測する必要があると考える。

【理学療法研究としての意義】 1つの予測モデルに症例を当
てはめたときに予測精度が落ちることがある。複数の予後予
測を併せて用いることで精度の高い予測が可能になることが
示唆された。

合併症により予後予測が難渋した片麻痺患者に対する理学療法経験

○森口　八郎（もりぐち はちろう）1），藤士　颯1），今西　佑輔2）

1）洛和会音羽病院 リハビリテーション部，2）洛和会音羽リハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key word：予後予測，合併症，予測精度

ポスターセッション7　［ 神経2 ］



― 76 ―

P7-5

【目的】 脳卒中片麻痺患者に対し、起立着座練習や歩行練習
など下肢練習量を多く課すことが歩行能力改善に有用である
ことが脳卒中ガイドライン2009に明記されている。先行研
究においても反復的な起立練習を行い成果を挙げている報告
も散見されるが、これらの対象は急性期から回復期の患者が
対象であり、退院以降の慢性期脳卒中片麻痺患者を取り上げ
た報告は見受けられない。当法人の病院では在宅復帰した脳
卒中片麻痺患者に対して促通反復療法を受けるため6週間の
強化入院を受け入れている。そこで入院期間中に反復的な起
立練習を併用することを取り入れ、下肢機能および歩行能力
への影響を検証することとした。

【方法】 対象は慢性期脳卒中片麻痺患者であり、当院に強化
入院された反復起立実施群（以下実施群）35名（年齢63.9±
7.2歳、罹病期間55.2±32.9ヶ月）、法人内系列病院に強化
入院された反復起立非実施群（以下非実施群）14名（年齢
61.6±15.7歳、罹病期間40.4±28.9ヶ月）とした。慢性期
とは運動麻痺の改善がプラトーとなる時期とされている発症
6ヶ月以降の患者と解釈し、対象の選択は妥当であると思わ
れる。移動時の自立度において実施群35名中34名が歩行修
正自立ないし自立、1名が歩行見守りであった。非実施群は
14名中13名が歩行修正自立ないし自立、1名が歩行見守り
であった。実施群では1日合計5単位の促通反復療法に加え、
低速での反復起立練習（5秒かけ起立、5秒かけ着座、5秒休
憩を15分間、合計60回）を入院期間6週間毎日行った。非
実施群は1日合計5単位の促通反復療法のみを行った。評価
項目は運動項目 Functional Independence Measure（以下
FIM）、上田式12段階片麻痺機能テスト（以下下肢グレー
ド）、健側および麻痺側膝伸展筋力、5回立ち座り時間、健
側片脚立位時間、快適および最大の10m 歩行速度とした。
評価は入院時と6週後の退院時に測定し、各項目の退院時か
ら入院時を減じた値を改善度として算出した。統計解析は2
群間の改善度の比較に Mann-Whitney の U 検定を用い、有
意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、対象者に
研究内容および目的について十分な説明を行い同意を得たう
えで実施した。

【結果】 実施群と非実施群の改善度の群間比較において、運
動項目 FIM（実施群3.44±4.14点、非実施群1.36±2.13点）
および下肢グレード（実施群0.53±0.56、非実施群0.43±

0.65）では有意差を認めなかった。健側膝伸展筋力（実施群
0.16±0.13 ㎏f/㎏、非実施群0.01±0.13 ㎏f/㎏）（P= 0.001）、
麻痺側膝伸展筋力（実施群0.06±0.09 ㎏f/㎏、非実施群
-0.01±0.11 ㎏f/㎏）（P= 0.002）、5回立ち座り時間（実施
-7.22±9.12秒、非 実 施 群 -1.00±2.83秒）（P= 0.0003）、
健側片脚立位時間（実施群12.21±16.92秒、非実施群1.98
±7.75秒）（P= 0.007）、快適10m 歩行速度（実施群 -7.4±
15.89秒、非実施群1.59±6.68秒）（P= 0.0005）、最大10m
歩行速度（実施群 -6.11±13.01秒、非実施群1.54±7.58秒）

（P= 0.01）においては有意差が認められた。
【考察】 今回両群共に行っていた促通反復療法は神経路の強
化再建であり筋力増強練習とは異なり、基本的に麻痺側にの
み行う神経筋促通手技である。起立練習を行ううえで、筋収
縮時間が長いほど速筋繊維が優位に活動するとされており、
低速での実施方法が下肢筋力増強に効果的であったと思われ
る。また今回の結果では下肢グレードの群間差は認められな
かったため、反復起立が随意性改善を阻害するような因子に
もならなかったことが示された。歩行能力に関しては諸家に
より下肢筋力・片脚立位時間・5回立ち座り時間等のパ
フォーマンステストとの相関が多数報告されている。今回の
低速反復起立練習の取り組みによってこれら項目の向上を認
めており歩行速度向上につながったと考えられた。また、慢
性期脳卒中片麻痺患者の歩行能力は下肢の運動麻痺の改善よ
りも下肢筋力やバランス能力に影響される傾向が示唆された。
運動項目 FIM は両群共に少し向上したが有意差はみられな
かった。これは大半が実用的な歩行まで獲得しており、今回
の研究では下肢機能向上が FIM 点数に反映されにくかった
ものと考える。脳卒中片麻痺患者は下肢筋力が低下している
者・過度に麻痺側荷重が乏しい者・バランス能力に乏しい者
ほど転倒リスクが増加することが検証されている。これらの
ことより我々の結果から、反復的な起立練習を付加すること
で下肢機能および歩行能力が向上し、転倒リスク軽減にも寄
与する可能性が推測される。今後の理学療法の課題として実
際に転倒リスク軽減に結びついているかの調査も必要である。

【理学療法研究としての意義】 慢性期脳卒中片麻痺患者に対
しても反復的な起立練習は下肢機能および歩行能力向上に有
効な手段であると考える。

慢性期脳卒中片麻痺患者に対し低速反復起立練習を付加した 
下肢機能および歩行能力への効果

○小栗　拓馬（おぐり たくま）1），脇本　謙吾1），水谷　顕史2），和田　善行1）

1）平成記念病院 リハビリテーション課，2）平成まほろば病院 リハビリテーション課

Key word：慢性期脳卒中片麻痺，低速反復起立練習，下肢機能
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【目的】 皮質脊髄路の近傍にある皮質網様体路は6野から橋・
延髄にある網様体へ下行しており、なかでも皮質橋網様体脊
髄路は同側下肢の予期的な姿勢制御や股関節周囲を中心とす
る骨盤の安定に寄与している。姿勢制御には、静的な姿勢を
保持するもの、外乱に対して応答するもの、そして各種動作
に先行する予測的姿勢制御がある。日常生活において我々は、
随意運動に随伴する予測的姿勢制御によって適切な姿勢を保
持し四肢の運動が可能になっている。このような先行する姿
勢制御には皮質網様体路が関与していると考えられる。ス
テップ動作においては、振り出し側の主動筋である縫工筋の
放電開始に先行して先行随伴性姿勢調節（anticipatory 
postural adjustments：APA）として同側の前脛骨筋に放電
が認められ、足圧中心の後方への移動、それに続く身体重心
位置の前方への移動が発現する。しかし、皮質網様体路の損
傷を伴う片麻痺患者における、非麻痺側の姿勢制御に関する
研究は見られない。そこで、皮質橋網様体路が損傷された1
症例におけるステップ動作時の姿勢制御に関する先行筋活動
について、筋電図を用いて検証した。

【方法】 当院に入院する MRI 拡散テンソル画像上、皮質橋網
様体路が走行する橋の背側に関心領域（region of interest：
ROI）を設定し、線維の遮断が認められた立位保持可能な脳
梗塞発症後患者1名と同年代かつ MRI にて線維の遮断が認
められない健常成人1名を対象とした。方法は、立位が安定
した状態から自発的にできるだけ早く一定の歩幅（各被検者
の身長の30%）で一歩踏み出し動作（脚を一歩踏み出し、そ
の踏み出した脚に反対側脚を揃えるまで）を行った。脳梗塞
発症後患者は非麻痺側下肢を振り出し側とした。踵離地の指
標にはフットコンタクト回路を用いた。筋電図測定は、表面
筋電図計（MEB-9200シリーズ ニューロパック M1, 日本光
電）を用い、被験筋は振り出し側の前脛骨筋とし、踵離地の
時点を境に見越し局面と主運動局面の2つの局面に分けた。
筋電図データの分析は全波整流し、見越し局面における放電
開始から踵離地までの放電時間、平均放電量とした。被験筋
である前脛骨筋は、各被験者の等尺性最大随意筋収縮

（maximum voluntary contraction：MVC）を測定し、正規
化した。

【説明と同意】 本研究は当院倫理委員会にて承認を受け実施
した。

【結果】 振り出し側の見越し局面での前脛骨筋放電時間は、
健常成人1,012 msec、脳梗塞発症後患者906 msec であった。
平均放電量は健常成人10.4%MVC、脳梗塞発症後患者
23.1%MVC であった。健常成人と比較し、脳梗塞発症後患
者の非麻痺側下肢で先行随伴性姿勢調節として活動する前脛
骨筋の放電時間は低値を、平均放電量は高値を示した。

【考察】 今回対象であった脳梗塞発症後患者は、皮質橋網様
体路が障害されたことによって、非麻痺側下肢で APA とし
て見越し局面で活動する前脛骨筋の放電時間が低値を示した
と考えられる。健常者と比較して平均放電量が高値を示した
要因としては、放電時間の短さを補うため、過剰な筋の活動
により振り出し側下肢の踵へ足圧中心位置を変位させるため
の代償的運動手段であったと考えた。

【理学療法研究としての意義】 今回、測定した対象者は立位
保持や歩行は可能であったが、これらが困難な脳卒中片麻痺
患者の中には姿勢制御に関与する皮質網様体路が障害されて
いる可能性があり、脳画像上損傷されていないか留意し、臨
床上非麻痺側機能による姿勢制御にも着目する必要性が示唆
された。

皮質橋網様体路障害患者のステップ動作時の筋活動

○松下　翔（まつした しょう）1），中本　隆幸1），北村　卓也1），松井　大介1），北尾　浩和1），	
二宮　宏樹1），寺西　渉1），泊　誠治2）

1）京都きづ川病院 リハビリテーション室，2）京都きづ川病院 放射線科

Key word：皮質橋網様体路，ステップ，表面筋電図

ポスターセッション7　［ 神経2 ］



― 78 ―

P7-7

【目的】 成人てんかんにおいて薬物療法と並行したリハビリ
テーションの必要性に関する報告はあるが、てんかん術後患
者の理学療法報告はあまり見受けられない。補足運動野にお
いては両手の協調動作との関連性を示す報告や、補足運動野
の障害が予測される脳卒中患者に対する能動的歩行訓練を実
施し、歩行能力改善を認めたとの報告はあるが、補足運動野
の機能解剖に着目した症例報告は少ない。今回、我々は難治
性左前頭葉てんかんに対して、頭蓋内脳波記録および脳機能
マッピングを行い焦点切除術を施行し、術後より右下肢に運
動麻痺を認めた症例に対して理学療法として外的刺激、運動
イメージを多く用いた歩行練習を行い、右下肢の随意性が向
上し分離運動が可能なレベルまで至った経験を得たので、こ
れを報告する。

【症例紹介】 40歳代男性であり、職業は公務員である。現病
歴は X を手術日とし、X-31年に右下肢のけいれんが出現。
その後、X-23年に意識障害を伴う全身性けいれんを初発し、
他院にててんかんと診断された。X-2年に videoEEG が施
行され、左補足運動野てんかんで外科適応と判断され、X
年に頭蓋内脳波記録・脳機能マッピングを行い補足運動野に
てんかん焦点が同定され、焦点切除術が施行された。

【説明と同意】 本症例報告はヘルシンキ宣言に沿ったもので
あり、発表を行うにあたり本人に十分に説明し同意を得た。

【経過】 X+2日目より理学療法を開始した。初期評価時には、
意識レベルは Japan Coma Scale（以下、JCS）で1桁、著明
な関節可動域制限や感覚障害は認めなかった。運動麻痺は
Brunnstrom Recovery Stage（以下、BRS）にて右下肢Ⅱで
あり随意運動は困難であった。また、開始時の Barthel 
Index（以下、BI）は20点であり、移乗動作が軽介助にて可能、
食事は自立していた。歩行については X+3日目より開始され
たが、右下肢の随意的な振り出しは困難であり軽介助レベル
の介助を要した。理学療法介入として運動イメージを用いた
歩行練習や外的刺激による歩行の振り出し練習を行った。
X+7日目には見守りで歩行可能となった。その後は、階段昇
降等の ADL 練習を中心に実施した。X+16日目には右下肢
の BRS はⅣとなり、BI は100点となった。また、バランス
評価として Berg Balance scale（以下、BBS）、バランス機能
をより詳細に評価するために mini-BESTest を実施した。

BBS は52/56点、mini-BESTest は24/28点であり、右下肢
の片脚立位や右下肢のステップ反応に減点を認めた。これら
の評価より右足関節の分離運動が出来ない事が問題点である
と考え、右下肢の分離を促す運動や、より運動負荷の難易度
を上げたステップ・ジャンプ動作など速い筋収縮が必要な課
題を実施した。X+25日の最終評価時には意識レベル、関節
可動域や感覚障害には変化が無かった。運動麻痺は足関節の
座位立位での分離運動も行える様になり BRS はⅤまで改善し
た。また バランス評 価 は BBS 56/56点、mini-BESTest 
28/28点と改善を認めた。X+32日目には自宅退院となった。

【考察】 本症例の随意運動が困難であった要因として補足運
動野の機能解剖学的な違いがあげられる。Tanji は補足運動
野の尾側領域を SMAproper、より吻側を preSMA と呼んで
いる。また、SMAproper は直接運動野に投射し、preSMA
は前頭前野や帯状回などから入力を受けるなど両者は解剖学
的にも違いがあるとされている。本症例では SMAproper
が焦点切除されており、運動野への投射が不十分なために歩
行困難・分離運動困難を呈した可能性がある。武田は補足運
動野の役割はより複雑な運動に関与する事や運動の開始に関
係し、外的刺激による運動、内発的な自発運動に関与すると
報告した。本症例では視覚的外的刺激を用い、線を跨ぐよう
な歩行練習や、歩行前に歩行をイメージするような運動イ
メージを多く用いた歩行練習を行った事で、早期の歩行獲得
に繋がった可能性がある。歩行自立後は右下肢の分離運動を
促すために、右下肢の分離運動や運動難易度が高いジャンプ
やステップ練習を実施した。井上によると、脳損傷後の運動
の機能回復として大脳レベルでは一次運動野だけでなく補足
運動野や運動前野などの運動関連皮質が両側性に関与してお
り、運動の頻度と質により可塑的変化を起こし脳地図が変化
する。そのため本症例においても交連線維を通じて両側補足
運動野での学習がなされ機能回復できた可能性がある。

【理学療法研究としての意義】 本症例を通して、障害部位で
ある補足運動野の機能解剖学的な視点で理学療法を行った。
今後、てんかんや腫瘍により補足運動野由来の問題を抱えた
患者に対する理学療法の一助となると考える。

難治性てんかん術後における一症例
～補足運動野の機能解剖学面からの考察～

○和田　紘輝（わだ ひろき）1），仲野　由紀恵1），小畑　大志1），井村　理1），鶴田　佳世1），	
北村　哲郎2），城戸　顕3），二本松　綾乃4），田村　健太郎4），中瀬　裕之4）

1）奈良県立医科大学付属病院 医療技術センター リハビリテーション係， 
2）奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター，3）奈良県立医科大学附属病院 リハビリテーション科， 
4）奈良県立医科大学附属病院 脳神経外科

Key word：てんかん，補足運動野，外的刺激
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【目的】 すくみ足（Freezing of Gait：以下 FOG）とはパー
キンソン病またはその関連疾患にみられ、「歩行の開始や歩
行中に足底が床面に引っ付いた様になり、足を踏み出せない
状態（Magnetic feeling）」とされている。FOG は転倒のリ
スクを増加させ、また、日常生活において容易に QOL の低
下を起こす要因になりうるとされている。現在、FOG の対
処法の一つとして、視覚的外部 cue を利用することで、
FOG の改善が認められやすくなることは周知の事実である。
しかし、現在報告されている視覚的 cue の多くが、横に引
いた線、L 字型の杖、レーザーシューター等の直線を跨ぐこ
とに特化した内容であることが見受けられている。今回、左
右に蛇行した線（以下蛇行線）を視覚的 cue に利用すること
で、FOG の原因の一つとして考えられている、左右への重
心移動の低下の改善を促すことが可能であると考え、本症例
に動作指導を行うことで、FOG に対して改善の効果を認め
たため、ここに報告する。

【症例紹介】 79歳男性。平成25年にパーキンソン病と診断さ
れ、自宅での ADL は自立していたものの、FOG による歩行
動作困難、複数回の転倒が見受けられていた。それらの改善
に向けて、約1ヶ月の短期集中リハビリを行う為に平成30年
7月に当院へ入院となり、リハビリ介入開始となった。初期評
価 で は、Hoehn-Yahr 重 症 度 分 類 StageⅢ、Freezing of 
Gait Questionnaire（以下 FOGQ）17/24、10m 歩行時間9.22
秒18歩、野菜の呼称（Dual Task：以下 DT）での10m 歩行
時間21.47秒33歩、Timed Up and Go test（以下 TUG）右
回りで39.88秒32歩、左回りで50.68秒34歩であり、歩き出
し、方向転換時、DT での歩行時等に FOG が著明に出現し
ていた。歩行動作観察において、本来、荷重応答期（以下
LR）から立脚中期（以下 MSt）に認められる支持側への骨盤
の側方移動が十分に認められていなかった。また、それに伴
い単脚支持時間が非常に短くなり、MSt から立脚後期（以下
TSt）にかけて股関節伸展が不十分になっていた。更に、遊脚
初期（以下 PSw）から遊脚後期（以下 TSw）にかけての振出
幅が乏しいために小刻み歩行も見受けられやすくなっていた。

【説明と同意】 対象者に発表の趣旨を説明し、経過や画像、
動画の公開に対して同意を得た。本研究は本院倫理委員会の
承認を得て、ヘルシンキ宣言に基づく倫理原則を遵守して実
施した。

【経過】 リハビリ介入初日において、カラーテープにて横線
を10本引き、その線をまたぎながら歩行練習を行った。そ
の際、左右への重心移動と前方への推進を意識するように促
し、繰り返し歩行練習を行ったが、十分な FOG の改善は認
められなかった。リハビリ介入4日目から歩行練習を行う際
に、蛇行線をカラーテープにて床に設定し、その線に沿う様
に足を振り出す歩行練習を行った。蛇行線を沿って行く際に
は LR から TSt にかけて支持側の股関節を十分に伸展させ
ることと、単脚支持時間を出来る限り長くすることを意識さ
せ、繰り返し歩行練習を行った。蛇行線を目視しながらの歩
行において、徐々に FOG の軽減を認めたため、リハビリ介
入15日目から蛇行線を頭の中でイメージしながら歩行する
内容に変更し、繰り返し歩行動作練習を行った。リハビリ介
入開始30日後には、LR から MSt にかけての左右への重心
移動や、MSt から TSt にかけての股関節伸展が認められや
すくなり、単脚支持時間の増加、PSw から TSw にかけて
の振出幅の増大が認められた。最終評価時では FOGQ9/24、
10m 歩行時間7.00秒15歩、DT10m 歩行時間9.06秒17歩、
TUG 右回りで9.43秒16歩、左回りで9.47秒17歩となり、
歩き出しや方向転換時、DT での歩行時の FOG が減少し、
歩行速度の向上も見受けられた。

【考察】 本症例は歩行動作観察から、MSt から TSt の際の
左右の重心移動が十分に行えないことが原因で、単脚支持時
間が減少し、本来 MSt から TSt にかけて得られる歩行時の
推進力を十分に得ることが困難となり、FOG が生じ易く
なっていると考えた。今回、蛇行線を視覚的 cue に利用す
ることで、横線をまたぐ視覚的 cue と比較して、より左右
の重心移動を促しながら、歩行練習を行うことが可能になっ
たと考えられる。特に本症例は左右への重心移動と前方への
推進の2つの内容を同時に意識して歩行することで FOG が
生じやすくなっていた。蛇行線に沿うことのみを意識して歩
行することが、上記2つの内容を同時に遂行することを可能
とし、より効率の良い歩行練習につながったと考えた。

【理学療法研究としての意義】 今回、パーキンソン病による
左右への重心移動の減少が原因によって生じている FOG に
対して、蛇行線を使用した歩行練習の有用性を認めた。今後、
FOG を生じている他の症例にも蛇行線による歩行練習を促
し、更なる有用性の検討を行いたい。

パーキンソン病によるすくみ足に対して蛇行線を視覚的 cueとして 
利用することで改善が見られた一例

○沢田　岳士（さわだ たけし），山口　真人
医療法人 錦秀会 阪和第二泉北病院 リハビリテーション部

Key word：パーキンソン病，すくみ足，蛇行線
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【目的】 地域包括ケアシステムに向けてリハビリテーション
（以下、リハ）の在宅誘導が推進されている中で、生活期リ
ハを支える通所リハの役割は重要である。短時間通所リハは、
平成21年度の介護報酬改定で医療から介護への移行の受け
皿として新設され、当院でも平成23年9月に開設した。平
成27年度の改定では、通所リハにおいて心身機能・活動・
参加の要素にバランスよく働きかける効果的なリハの提供を
推進するための新たな報酬体系が導入され、期間を決めて、
改善に応じて終了し社会参加に繋げる、高機能な通所リハへ
の転換が期待されている。通所リハの位置付けが変化しつつ
ある中、今後のサービス提供の指針を得るため、当院短時間
通所リハの利用者動向を調査したので報告する。

【方法】 対象は、短時間通所リハを開設した平成23年9月～
30年8月末の全利用者424名（男性162名、女性262名、平
均年齢77.7±8.5歳）とし、基本属性や利用期間、転帰先等
を通所リハ記録やサービス提供票から調査した。

【説明と同意】 対象者には、今回の調査の目的を説明し、同
意を得た。

【結果】 対象者の利用開始時の要介護度は、要支援1：125名、
2：140名、 要 介 護1：81名、2：64名、3：11名、4：1名、
5：2名、平均要介護度は0.84であった。利用前所在及び利
用前のリハサービスの内訳は、在宅で利用サービスなしが
170名、病院99名（退院後3ヶ月以内に利用開始した者、急
性期51名、回復期42名、その他5名）、外来リハビリ65名

（うち当院38名）、通所リハ29名（うち当院1日型通所リハ
22名）、訪問リハ・訪問看護24名（うち当院訪問リハ6名）、
通所介護37名、その他6名であった。利用中に入院により
一時利用中断した者は122名で、入院延べ回数は222回、47
名が2回以上入院していた。入院理由は、心疾患が29名、
骨関節手術28名、消化器疾患27名、肺炎18名、骨折17名
などであった。利用終了者は243名で、終了理由は、他サー
ビスへの移行70名（うち当院通所リハ35名）、入院75名、
入所2名、死亡2名、軽快14名、状態悪化4名、自己都合76
名であった。終了者の利用期間は、6ヶ月未満77名、1年未
満44名、1～3年94名、3～5年25名、5年以上3名で、終
了者の平均利用日数は504.0±466.6（1-2012）日であった。
利用継続者は181名で、平均利用日数は908.8±676.0（24-
2541）日であった。

【考察】 短時間通所リハは、短い滞在時間でリハに特化した

通所サービスのため、比較的活動性が高くレスパイト目的の
利用者が少ない。また、人員や時間の制約から当施設の利用
基準を移動やトイレ動作が自立している者としており、平均
要介護度は0.84と低かった。利用前所在及び利用前のリハ
サービスは、病院が22%（急性期病院は12%）、外来リハが
15% で、医療保険からの移行が全体の約4割を占めており、
医療から介護へのリハの受け皿としての機能を果たしている
と言える。在院日数の短縮が推進されていることや、医療保
険における維持期のリハ受け入れが困難になることに伴い、
今後さらに医療保険からの受け入れが必要になるであろう。
全利用者の約3割は利用中に入院しており、入院理由は心疾
患や骨関節疾患、消化器疾患など多岐に渡った。その約2割
は複数回入退院を繰り返すなど、要介護高齢者は、医療機関
と介護保険施設を行き来する事が想定され、医療・介護分野
で一体的なサービスを提供していくために、情報提供を密に
行うなど関係機関との連携強化が重要である。平成27年度
の介護報酬改定では、目標と期間を明確にし、終了を前提と
したリハを推進するために、通所リハ終了後の地域サービス
等への移行が評価されることになった。しかし、6ヶ月未満
での利用終了者は約3割にとどまり、終了理由も、改善によ
る終了者は6% と少なく、地域サービス等の社会参加に移行
できるケースは少ない。利用終了まで1年以上を要した利用
者が約半数、継続利用者の平均利用期間が約2年半（最長
2541日、約7年）と長く、身体機能が改善しても利用継続し
ているケースを散見する。当院では、以前、社会参加やリハ
の目標設定について当通所リハ利用者や当院の外来通院患者
にアンケート調査を実施しており、利用者や患者本人がリハ
の終了（卒業）や社会参加という概念を持っていないことが
明らかとなった。また、本人や家族、ケアマネジャーも継続
した（通所）リハの利用を希望しており、長期間の利用者に
対する目標設定や通所リハの終了が困難な現状がある。今後
は、受け皿となる日常生活支援総合事業や通所介護など、関
係機関との連携強化を図り、心身機能の改善に応じて、通所
リハの終了や参加サービスへの移行を促す一方、長期にサー
ビスの継続が必要な利用者においては継続してサービス利用
が出来る体制も併せて必要ではないだろうか。

【理学療法研究としての意義】 長期間に及ぶ短時間通所リハ
施設の利用者動向が明らかになることで、今後の通所リハや
生活期のリハ体制構築の一助となる。

当院短時間通所リハビリテーション開設から7年の利用者動向

○望月　真（もちづき しん），橋本　裕一，川崎　怜美，藤原　旭紘，山名　孝治，中嶋　遥佳，	
千葉　啓輔，山本　一平，原　翔太，原谷　和樹，中島　慎一郎（MD）

中島整形外科 通所リハビリテーション あおいとり

Key word：短時間通所リハ，利用者動向，連携
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【目的】 高齢者の転倒は、身体機能の低下や活動範囲を制限
するだけでなく、生活の質そのものを悪化させてしまう。通
所リハビリテーションを利用する者は、転倒予防を目的とし
て利用されることが多い。そのために転倒を未然に防ぐため
の評価指標を検討する事は、これら高齢者にとって生活の質
に直結する指標になると考える。
　自身の先行研究で、当センター利用者を対象に、Timed 
Up ＆ Go Test（以 下、TUG）と Foure Square Step Test

（以下、FSST）を測定し、転倒有無別にその比較を行ったが、
データ数が少ない事や、転倒理由が活動範囲によるものと推
測されたが、その活動範囲を十分に把握できていないことが
課題として挙がった。そこで今回、活動範囲を把握する為に、
E-SAS の Life Spase Assessment（以下、LSA）と、転倒自
己効力感の指標であるころばない自信を用い、活動範囲別に
転倒との関連を検討し、若干の知見が得られたので報告する。

【対象・方法】 対象は、当センター利用者205名の内、本研
究の目的・方法について十分説明を行い、同意を得た屋内外
独歩または杖歩行が自立している75名（性別：男性17名、
女性58名、平均年齢：79.64±7.37、要介護区分：要支援1
が19名、要支援2が27名、要介護1が17名、要介護2が9名、
要介護3が3名）とした。
　方法として、はじめにアンケート形式にて LSA を評価。そ
の平均値を算出し、平均値以上の者を「高活動群」、それ未
満の者を「低活動群」とした。更に両群に対して、口頭で過
去1年間における転倒の有無を調査し、両群を転倒有無別に
グループ分けを行った。運動機能の評価として、TUG、
FSST、5m 速歩を、転倒自己効力感を「ころばない自信」に
て評価し、これらの項目を両群の転倒有無別に比較検討した。
　統計方法は、Mann-Whitney の U 検定もしくは対応のな
い T 検定を用い、有意水準は p ＜0.05とした。

【説明と同意】 本研究は当病院倫理委員会の承認を得た。ま
た、対象者には発表の趣旨を説明し、同意を得た。

【結果】 LSA の平均得点は67.54±27.66だった。これを基
準にグループ別けを行うと、「高活動群」は34名（平均年
齢：78.54±7.39）であり、そのうち転倒経験者は10名

（29%）であった。「低活動群」は41名（平均年齢：80.22±
7.37）で、そのうち転倒経験者は26名（63%）であった。「高
活動群」の転倒有無別の比較では、各項目において有意差

は認められなかった。
　「低活動群」の転倒有無別の比較では FSST にて有意差を
認めた（p ＜0.05）。

【考察】 本研究において、LSA の平均値は67.54であり、通
院・通所リハを対象とした LSA の先行研究と類似した結果
となった。また活動範囲別における転倒人数の割合も、低活
動群において多い傾向にあり、こちらも先行研究と類似した
結果となった。
　活動範囲別転倒有無別の比較では、「高活動群」において
各評価項目に有意差は認められなかった。この理由として、

「高活動群」は運動機能が比較的高く、内的要因による転倒
のリスクは低いが、活動範囲の拡大による様々な環境因子が
多くなるため、各評価項目や LSA のみの評価では転倒の指
標としては不十分であったと推察される。
　「低活動群」においては FSST のみ有意差が認められた。
この理由として、「低活動群」は、活動範囲が家屋内、もし
くは庭先までの範囲でしかなく、環境因子による転倒リスク
にさらされにくいこと、また FSST という検査の特性上、
前後左右方向へのステップ動作を測定するため、比較的高い
運動機能が要求される。そのため FSST において時間を要
する者は転倒に対する回避能力が低いため転倒の予測指標と
して抽出されたと推察される。
　今後は、「高活動群」において、より詳細に活動範囲や反
応速度等の身体機能の評価を行うことによって転倒との関連
を検討する事、「低活動群」において、FSST の結果に関わ
る身体機能の評価を行い、転倒予防に努めていきたい。

【理学療法研究としての意義】 本研究において、活動範囲別
に転倒の予測指標の検討を行った。高活動群においてその指
標は抽出できなかったが、低活動群において傾向を見出せた
ことは理学療法的に意義のあるものと考える。

通所リハビリテーションにおける転倒予測指標の検討
～活動範囲別からみた身体機能と転倒の関係について～

○上田　翔平（うえだ しょうへい）1），土井　浩史1），貝谷　誠久2）

1）医療法人 清翠会 牧病院 デイケアセンター，2）医療法人 清翠会 牧病院 リハビリテーション科

Key word：転倒予防，通所リハ，評価
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【目的】 介護サービスに質の評価を導入することは以前から
議論されており、要介護度の変化を介護報酬上評価すること
などが検討されてきた。しかし、要介護度は様々な要因が複
合的に関連した指標であり、その変化には時間がかかるとと
もに、利用者個人の要因による影響が大きいとの指摘がなさ
れている。今回、当院通所リハビリテーション（以下、通所
リハ）利用者の要介護度に関する認識や要介護度の改善に対
する意識を把握するためにアンケート調査を実施した。

【方法】 調査期間は平成30年4月17日～5月2日とした。対
象は当施設の利用者246名とした。対象にアンケート用紙を
配布し、記名式で回答を得た。回答者は本人、本人の意思を
確認した代筆、本人の意思確認が困難な場合は介護者から回
答を得た。内容は、利用者本人の要介護度を知っているかな
ど15項目（一部記述および複数回答可）とした。基本属性は
通所リハ記録から調査した。

【説明と同意】 本研究を施行するにあたり、ヘルシンキ宣言
に則って研究の趣旨を説明し同意を得た者を対象とした。ま
た、発表にあたり個人が特定できないように配慮した。

【結果】 回収人数は210名（男性77名、女性133名、平均年
齢79.5±7.5歳、自筆142名、代筆59名、介護者5名、無回
答4名、要介護度の内訳は要支援1：39名、要支援2：49名、
要介護1：38名、要介護2：52名、要介護3：22名、要介護
4：8名、要介護5：2名）で回収率85.4% であった。アンケー
ト結果では「現在の要介護度に満足しているか」という質
問に対して「満足」55%、「やや満足」26%、「やや不満」
12%、「不満」3% であった。不満がある理由は、「思ったよ
りも軽い結果だった」が56% と最も多く、「判断基準が不
明確」44%、「本人や家族の生活状況が反映されていない」
31%、「聞き取り調査で心身の状態を十分聞き取ってくれな
かった」25% と続いた。「過去に要介護度が良くなったこと
があるか」という質問に対して「ある」31%、「ない」41%、

「わからない、無回答」28% であった。要介護度が良くなっ
たことがある者に「要介護度が良くなって良かった点・困っ
た点」を質問すると、「特に変わりなかった」42%、「利用
できるサービスの種類や利用回数が減った」18%、「同じサー
ビスでも利用料金が安くなった」14%、「担当のケアマネ
ジャーが変わり、信頼関係を一から作らないといけなくなっ
た」9% と続いた。「過去に要介護度が悪くなったことがあ

るか」という質問に対しては「ある」23%、「ない」47%、
「わからない、無回答」30% であった。「要介護度が変わっ
たことがない」と回答した者は23% だった。身体機能と要
介護度の変化については、「両方良くなりたい」43%、「身体
機能は良くなりたいが要介護度は現状のままで良い」26%
が上位を占めた。

【考察】 今回のアンケート結果では、利用者の多くが現在の
要介護度に「満足している、やや満足している」と回答した。
その一方で「不満、やや不満」との回答が15% あり、不満
を持っている者の半数以上が思ったよりも軽い結果だったと
感じていた。要介護度の改善を経験した利用者の中には、自
己負担額が安くなるメリットよりも、サービスの種類や利用
回数が減ったことや、担当ケアマネジャーが変わり信頼関係
を再構築しないといけない等のデメリットを挙げる者が多く、
要介護度の改善を望んでいない側面があった。要介護度の改
善により利用できるサービスに制約が生じてしまうために、
身体機能と要介護度の変化について「両方良くなりたい」
と回答した者は43% にとどまり、「身体機能は良くなりたい
が要介護度は現状のままで良い」と回答した者が26% を占
めた。このように、多くの利用者が改善を望まない要介護度
をサービスの質の評価に用いることには問題が多いと考える。
また、要介護度に不満を持っている者は訪問調査での聞き取
りが不十分で生活状況が反映されていないとも感じている。
臨床の場においても認定調査時に要介護度の改善を避けるた
めに身体機能をより低く見せようとする言動が聞かれること
があり、実際の身体機能と要介護度の間に乖離が生じている
可能性がある。また、要介護度が変化したことがない者が
23% おり、アウトカムの指標とするには変動が少ないので
はないだろうか。今回の結果から、要介護度の変化をアウト
カム指標とするには課題が多く、引き続き、評価方法の検討
が必要であろう。

【理学療法研究としての意義】 今回、通所リハ利用者の要介
護度改善に対する意識が確認でき、通所リハの質の評価とし
て要介護度の変化を用いるには課題が多いことが分かった。

通所リハビリテーション利用者の要介護度の改善に対する 
意識についてのアンケート調査

○山本　一平（やまもと いっぺい），橋本　裕一，川崎　怜美，中嶋　遥佳，山名　孝治，藤原　旭紘，
千葉　啓輔，原　翔太，原谷　和樹，望月　真，中島　慎一郎（MD）

中島整形外科 通所リハビリテーション あおいとり

Key word：通所リハビリテーション，要介護度，アンケート調査
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【目的】 オーラルフレイルとは残存歯数を含めた包括的な口
腔機能、口腔状態の脆弱（≒フレイル）の状態とされており、
身体面のフレイル期の前段階に相当すると述べられている。
またオーラルフレイルを有すると身体的フレイルやサルコペ
ニア、死亡リスクが増加するとされており、高齢者が増えて
いる現代社会において口腔機能障害を伴う栄養障害や要介護
状態を予防するためには、この段階から早期の気づきと対策
が必要であるとされている。しかしオーラルフレイルの認知
度は低く、口腔機能管理に対する自己関心度（口腔リテラ
シー）の低下が問題となっている。先行研究ではオーラルフ
レイルと身体機能の関連性は多数報告されているが、オーラ
ルフレイルを有する者の身体機能と主観的健康感との関連性
を報告している研究は少ない。そこで本研究の目的は、地域
在住の通所リハビリテーションを利用されている高齢者に対
し、オーラルフレイルの有無と身体機能、主観的健康感との
関連について検討することである。

【方法】 対象は2018年6月から7月の間で当施設通所リハビ
リテーションを利用した34名（男性11名、女性23名）で、
平均年齢は84歳±7.4歳。全例、長谷川式簡易知能評価ス
ケールが21点以上、FIM の移動項目（歩行）が6点以上で
あった。調査項目は、握力、10 m 歩行、Timed up and go 
test（以下 TUG）、Body Mass Index（以下 BMI）、主観的
健康感、年齢、性別とした。主観的健康感は Visual analog 
scale（以下 VAS）で評価し、0-100 ㎜で自身が感じる健康
度の程度にチェックし、数値化した。対象者は、介護予防・
生活支援サービス事業利用の適否を判断する際に活用される、
厚生労働省が開発した『基本チェックリスト』を用いて群
分けし、基本チェックリストの口腔機能項目である No.13-
15のどれか一つでも該当している者をオーラルフレイル群、
該当していない者を口腔機能正常群とした。統計解析は
Mann-Whitney U 検定、名義尺度ではカイ2乗検定を用い
て比較し、これらの検定には EZR を使用し、有意水準は
5% 未満とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、各対象者には本研
究の施行ならびに目的を説明し、研究への参加に対する同意
を得た。

【結果】 オーラルフレイル群24名、口腔機能正常群10名と
なった。2群比較の結果、オーラルフレイル群は主観的健康

感（p ＜0.05）で有意な低下を認めた。身体機能（TUG、
10m 歩行、握力）では有意差は認めなかったが、オーラルフ
レイル群において低い傾向にあった。

【考察】 本研究の結果から身体機能（TUG、10m 歩行、握
力）に有意差を認めなかったが、サルコペニアの診断基準と
照らし合わせるとオーラルフレイル群の握力はカットオフ値
を下回っていた。また TUG、10m 歩行に関しても高齢者の
転倒ハイリスク者選定のカットオフ値を下回っていた。先行
研究においても守谷らは、歯の喪失や咀嚼機能の低下が握力
や開眼片足立ち時間低下と関連していると報告している。つ
まり本研究の身体機能（TUG、10m 歩行、握力）の結果から
オーラルフレイル群では身体機能が低下している傾向にあり、
口腔機能と身体機能の関連性が生じていることが考えられた。
主観的健康感においてはオーラルフレイル群で有意な低下を
認めていた。フレイルは身体機能だけでなく、精神・心理面、
社会性といった多面的要素をもっており、主観的健康感にお
いても、身体機能だけでなく精神・心理面、社会性といった
要素が反映されていることが示唆された。身体機能と口腔機
能は密接に関連しており、このことから理学療法士として、
身体機能だけでなく、口腔機能の状態や役割（食べこぼし、
むせ、滑舌低下や審美面等）を意識して介入することで不可
逆的なフレイルへの移行を遅延または阻止できる可能性があ
ると考える。

【理学療法研究としての意義】 オーラルフレイルを有すると、
身体機能の低下だけでなく主観的健康感が低下する可能性あ
ることが示唆された。このことから、客観的な運動機能評価
による判定だけでなく、主観的な問診調査も併用することに
より早期の予防を必要とするサインとなることが示唆される。

オーラルフレイルと身体機能・主観的健康感の関連性

○重留　美咲（しげとめ みさき），稲留　雅仁，松本　幸子，森脇　啓司，濱野　尚子
介護老人保健施設しんあい リハビリテーション部

Key word：オーラルフレイル，基本チェックリスト，主観的健康感
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【目的】 脊椎圧迫骨折（VCF）患者において、受傷後の疼痛
の破局的思考は腰背部痛や能力障害の回復を阻害する要因に
なると報告されている。疼痛に対する破局的思考は、疼痛を
慢性化し増悪させる要因として注目されている。破局的思考
を有するものは、疼痛に対して過剰な回避行動をとり、慢性
的な活動量の低下や抑うつ、能力障害を増悪させてしまうこ
とが知られている。今回、破局的思考により、腰背部痛や能
力障害を呈しながら退院し、通所リハビリテーション（以下、
通所リハ）での関わりにより動作能力が向上した1症例を経
験したのでここに報告する。

【症例紹介】 80代女性、平成 xx 年 x 月 x 日に交通事故にて
第12胸椎圧迫骨折を受傷し入院。x+1ヶ月で歩行可能とな
り自宅退院。x+1.5ヶ月、腰背部痛増悪し両下肢に麻痺が出
現したため再入院となる。x+3.5ヶ月、腰背部痛は残存、車
椅子にて自宅退院となる。退院後に本通所リハを利用開始と
なる。社交的な性格であったが、利用開始当初より腰背部痛
が強く、更に約30分間の座位保持で疼痛が増悪するとの訴
えから食事と個別リハビリ以外の時間はベッド上で臥床して
いた。また、動作訓練も疼痛のため十分に行えなかった。

〈評価項目〉 疼痛強度は、numerical rating scale（以下、
NRS）を用いて聴取した。疼痛に対する破局的思考は、日本
語版 pain catastrophizing scale（以下、PCS）を用いて評価
した。PCS は全13項目からなる質問紙で「反芻」「無力感」

「拡大視」の3つの下位尺度から構成されており痛みを感じ
ている自分の状態にどの程度あてはまるかを5つの選択肢か
ら選び得点が高値になるほど疼痛に対する破局的思考が強い
ことを示す。NRS, PCS は初期評価、1ヶ月後、2ヶ月後、
3ヶ月後に評価を実施した。その他の評価項目は、FIM、
MMT、表在および深部感覚であった。

〈通所リハでの取り組み〉 通所リハでの理学療法介入として
疼痛部位（腰背部）に経皮的電気刺激（Transcutaneou Elec-
trical Nerve Stimulation：以下、TENS）を行いながら起
立・歩行練習を実施した。また、初期評価後、ケアスタッフ
とカンファレンスを行い、本症例の身体機能や性格にあった
プログラムを立案した。ケアスタッフの取り組みとして、臥
床する時間を短縮させるために他利用者と交流しやすい環境
を作り、疼痛に対する注意をそらすようにした。また、疼痛
を感じ始めた際には臥床するように促すが、長時間臥床する
ことのないように配慮した。そして、自宅での日常生活につ

いては、家族に対して指導を行い、家事への参加を促した。
【説明と同意】 対象者には本症例報告の説明を十分行い同意
を得た。

【経過】 初期評価は、NRS 8/10, PCS 21/52点（反芻：16点、
無力感：5点、拡大視：0点）、下肢筋力は両下肢とも
MMT2レベル、感覚障害は表在・深部ともに中等度鈍麻で
あった。1ヶ月後、NRS 6/10, PCS 15/52点（反芻：13点、
無力感：2点、拡大視：0点）。2ヶ月後、NRS 2/10, PCS 
6/52点（反芻：6点、無力感：0点、拡大視：0点）。3ヶ月後、
NRS 1/10, PCS 0/52点。動作レベルでは疼痛および破局的
思考の低下に伴い FIM には大きな影響はなかったが、車椅
子レベルから歩行器歩行自立レベルまで改善した。また、家
事活動も一部可能となった。

【考察】 本症例は通所リハ利用開始時の PCS が21点と高値
であった。Beneciuk らによると破局的思考に陥っている場
合の平均点が24.3点であったことから、本症例でも破局的
思考に陥っている可能性が考えられた。それにより、日常生
活でも臥床傾向となり、今後の能力低下のリスクが高い状態
にあったと考えた。
　今回、本症例には PCS の下位尺度である反芻と無力感に
着目し、ケアスタッフや家族と連携しアプローチを行った。
理学療法士が、TENS を用い動作訓練を実施し、ケアスタッ
フが来所時の過ごし方を調整することで、通所リハにて疼痛
を感じさせずに活動を促す取り組みを行った。それらの取り
組みにより、疼痛を感じず活動する経験を積み重ねたことで、
PCS の下位尺度の反芻の軽減につながったと考えた。更に
疼痛を感じず活動出来ることを実感したことや、自宅での役
割を得たことで PCS の下位尺度の無力感の軽減につながっ
たと考えた。その結果、破局的思考が改善し、活動量の向上
および動作能力の向上に寄与したと考えられた。破局的思考
を有する利用者に対して、今回のように他職種や家族が連携
して包括的サポートを行うことが重要であると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 わが国の医療制度では日数制
限があり、長期にわたるリハビリテーションは介護保険下で
の実施となる。通所リハにおいて VCF 後の疼痛の破局的思
考について評価し、痛みに対して、身体的側面だけでなく、
認知・情動的側面からも評価しアプローチすることの必要性
および介護保険下での理学療法実施の必要性が示唆された。

胸椎圧迫骨折後の腰背部痛による破局的思考に対する 
通所リハビリテーションでの取り組み

○伊藤　健（いとう たける）1），梛野　浩司2）

1）医療法人社団 紀洋会，2）関西福祉科学大学 医療保健学部 リハビリテーション学科

Key word：破局的思考，pain catastrophizing scal，通所リハビリテーション
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【目的】 日々の臨床において、人工膝関節全置換術（以下、
TKA）後に、長年構築された姿勢や動作戦略の改善が困難
な症例を経験する。今回、TKA 施行後に歩行時痛は消失す
るも、歩行や生活習慣の改善に難渋した症例を担当した。反
対側 TKA を施行予定であり、両側の術後を想定した課題設
定と治療を展開した結果、改善が得られたため考察を加えて
報告する。

【症例紹介】 70歳代女性。左膝痛悪化に伴い当院を受診。左
変形性膝関節症と診断され TKA 施行。3ヶ月後に反対側
TKA 施行予定。35年前、子宮筋腫に対し子宮全摘出術を施
行後、両膝関節と腰背部に疼痛が出現。4年前に配偶者が要
介護状態となり自宅での介護を行う中で腰背部痛の増強、膀
胱脱症状が出現した。同年、膀胱脱に対し他院にてメッシュ
利用修復手術（以下、TVM 手術）を施行。術前は、体幹前
傾姿勢により台所や食器棚など目線より上方への作業におけ
る家事動作が困難であった。週2回、家事をホームヘルパー
へ依頼。屋外環境は、玄関前に階段、急勾配な坂道が存在し、
更に交通量も多い状況であった。術後46日に退院、月2回
の外来理学療法を開始した。

【説明と同意】 本発表の趣旨をヘルシンキ宣言に基づいて説
明し書面にて同意を得た。

【経過】 本症例の希望と個別性の抽出目的でカナダ作業遂行
測定（以下、COPM）を使用。①休憩せずに30分程度歩く

（以下、COPM- ① ）、②誰にも迷惑かけず家事ができる（以
下、COPM- ② ）、③安全に温泉への出入りができる（以下、
COPM- ③ ）が聴取された。術前より、歩行では常時下方を
注視し、股・膝関節屈曲位で体幹前傾を呈していた。術後も
術前からの動作パターンが残存し、左立脚中期（以下、MSt）
～立脚終期（以下、TSt）に体幹前傾が増強、右 TSt ～前遊
脚期（以下、PSw）で体幹右側屈が著明であった。退院前に
家屋訪問を実施。頭上の空間を使用せず、低い位置に物品を
集中させる配置であった。退院後の日常生活にて、低い位置
での物品操作は体幹前傾や股関節屈曲を助長する。更に、術
前からの動作パターンを反復し、膝関節伸展を日常生活にて
十分に使用できない悪循環に陥ると判断した。治療として、
左膝関節の機能改善に加え、家屋環境下での動作指導として
ホームエクササイズを提示。家屋訪問時に安全性を確認した
上で、体幹を伸展した視線より高い位置での上肢活動など、
生活環境の中で使用する空間の拡大を図った。本人が生活の

中で回避していた生活動作と関連させた動作指導を実施した。
　術後37日を初期評価、術後86日を最終評価とし、関節可
動 域 測 定（以 下、ROM）、筋 緊 張 検 査（触 診）、Thomas 
Test, Ely Test、疼痛評価（以下、NRS）、10m 歩行速度、
COPM（遂行度・満足度の順に表記）にて評価した。結果を
初期評価→最終評価で表記。ROM 股関節伸展0→0°、膝関
節伸展 -20→ -15°。触診による筋緊張検査では腰背部と股
関節屈筋群の過緊張が改善、腹筋群と大殿筋の低緊張が改善。
Thomas Test, Ely Test 共に陽性であるが最終にて軽減、着
座・歩行時 NRS 左膝蓋部0→0/10、腰背部3→0/10、10m
歩 行 速 度17.12→12.95秒、COPM- ①（5→10・8→10）、
COPM- ②（5→9・8→9）、COPM- ③（5→8・8→8）。

【考察】 体幹伸展には、脊柱起立筋、広背筋・僧帽筋、腹圧
上昇が働き、歩行や立位姿勢を制御している。本症例は、既
往の子宮全摘出術や TVM 手術により腹圧コントロールが不
良な状態であった。そのため、体幹伸展保持筋として脊柱起
立筋、広背筋・僧帽筋が過剰に代償し腰痛を誘発、疼痛回避
姿勢として股・膝関節屈曲位で体幹前傾となり持続的な膝伸
展筋活動が要求され膝痛が出現したと考える。術前から顕著
であった可動域制限、疼痛が視線よりも上方の空間利用を避
ける生活様式より形成され、体幹前傾や股関節屈曲をさらに
助長したと考える。また、退院後の生活や反対側 TKA を見
据えた介入として、術側下肢の支持性向上が必須であった。
自宅が遠方のため外来頻度が減少することを予測し、入院中
より家屋環境、家事動作やセルフエクササイズにより生活の
中で体幹・股関節伸展の要素を取り入れ継続的な動作パター
ンの修正を図った。外来開始後、本症例の目標であった温泉
施設への外出に理学療法士が同行し動作達成に導いた。これ
らがセルフエクササイズへのモチベーション向上に繋がり、歩
行や生活習慣の改善および趣味である温泉へ一人で出向くこ
とに寄与したと考える。また、本人が希望する内容より活動・
参加の再獲得に必要な構成要素を抽出し、達成感を得られや
すいように運動療法を課題設定する事が重要であると考える。

【理学療法研究としての意義】 加齢による運動器の退行変性
疾患では、既往歴や生活背景から長年構築された姿勢により
手術のみでは QOL 改善に直結しない症例が少なくない。活
動・参加の再獲得に向け、必要な構成要素を抽出し治療展開
することで介入頻度が少ない中でも日常生活動作を改善する
事でき QOL 改善が得られると考える。

人工膝関節全置換術後患者の活動・参加を目指した理学療法の試み

○井口　奈保美（いぐち なおみ），太田　尚吾，山岡　明広，是澤　克彦，春本　千保子，森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーションセンター

Key word：TKA，活動・参加，COPM
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【目的】 慢性閉塞性肺疾患（COPD）の主症状である呼吸困難
感は日常生活活動（ADL）や身体活動量（PA）の低下を招き、
PA の低下は入院率や死亡率と関連するといわれている。一
方で在宅酸素療法（HOT）は COPD 患者の生存期間を延長
させることが報告されている。HOT 導入の PA への影響に
関しては様々な研究がなされているが、その効果や原因に関
しては一定の見解を得られていない。その理由の一つとして
PA には様々な関連因子あり、HOT 導入はその複数の因子
に影響を与えるためだと推測される。そこで本研究の目的を
安定期 COPD 患者の HOT 導入が PA に与える影響とその
因子について検討することとした。

【方法】 対象者は2014年10月から2017年10月の間に当院
の包括的呼吸ケアプログラムに参加し、HOT 導入した
COPD 患者のうち、入院前、退院後の PA が計測可能であっ
た3名とした。当院で行われている包括的呼吸ケアプログラ
ムは、安定期の呼吸不全患者を対象に医師、看護師、理学療
法士、作業療法士、薬剤師、栄養士、医療ソーシャルワー
カーによって、在宅酸素療法、在宅非侵襲的人工呼吸療法、
呼吸リハビリテーション、栄養指導等を行う約2週間の教育
プログラムである。入院1週間前に PA、ADL、QOL、精
神心理機能、入院時に BMI、肺機能、運動耐容能、退院時
に運動耐容能、ADL、QOL、精神心理機能、退院1週間後
に PA を各々評価した。そして主要評価指標は PA の変化量、
副次的評価指標は入院時の年齢、BMI、GOLD 分類と、運
動耐容能、QOL、ADL、精神心理機能の変化とした。

【説明と同意】 被験者には本研究への協力の同意並びに人権
とプライバシーの保護について文書及び口頭により説明し、
同意を得た。

【結果】 対象者3名とも HOT 導入前後で PA は大きな変化
は認めなかった。症例1は54歳、男性、BMI20.7 ㎏/m2、
GOLD 分類Ⅳ期である。HOT 導入後に運動耐容能は改善を
認めた。QOL は変化なく、精神心理機能では増悪が認めら
れた。症例2は64歳、男性、BMI17.7 ㎏/m2、GOLD 分類
Ⅳ期である。HOT 導入後に運動耐容能は変化を認めなかっ
たが、QOL は向上した。精神心理機能は変化を認めなかっ
た。症例3は81歳、女性、BMI17.7 ㎏/m2、GOLD 分類Ⅲ
期である。HOT 導入後に運動耐容能は変化を認めなかった
が、QOL、精神心理機能は改善を認めた。

【考察】 HOT 導入における PA・ADL の低下は HOT の機
器による移動制限が主な原因であるが、肺機能や、抑うつ、
QOL も関与すると報告されている。そのような報告がされ
ているにもかかわらず、3名とも PA は大きく変化しなかった。
　症例1は HOT 導入後に抑うつ状態となった患者である。
HOT 導入は精神心理機能に負の影響を及ぼすこと、また
PA は抑うつと関連していることが報告されている。しかし
ながら症例1では大きな PA の低下を認めなかった。症例1
の特徴は6分間歩行試験で著明な低酸素血症を呈したことで
ある。COPD 患者において低酸素状態や労作時の呼吸困難
感により PA が制限されるとの先行報告より、症例1は労作
時の低酸素血症が入院前の PA の制限因子となっていたと考
えられた。症例1において HOT 導入は精神心理機能に負の
影響を及ぼしたものの、低酸素血症と呼吸困難感は改善した
ため、HOT 導入後に PA の大きな低下につながらなかった
と考えられる。
　症例2はもともと低 PA であり、運動耐容能も低い患者で
あり、入院前より外出の機会は限られていたと考えられた。
屋内であれば設置されている濃縮酸素装置を使用するため、
携帯用酸素ボンベの運搬や酸素残量などによる移動制限が生
じにくく、HOT 導入後に PA の大きな低下を来たさなかっ
たと考えられる。
　症例2とは対照的に入院前より ADL・PA・運動耐容能は
比較的に保たれており、外出の制限もあまりなかったと推測
される。そのため HOT 導入によって物理的な移動制限が生
じた可能性は高い。しかし症例3は HOT 導入によって精神
心理機能・QOL の改善を認めており、それによって PA は
維持されたと考えられる。
　本研究では HOT 導入により PA の大きな低下を認めなっ
たが、その原因に関してはそれぞれの症例によって違いがあ
ると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 HOT の導入が PA やそれに
関連する因子に対して正にも負にも影響を及ぼすため、
HOT 導入が PA に与える影響は個人によって異なる可能性
がある。そのため HOT 導入に際しては低酸素血症や自覚症
状を改善させるかだけでなく、患者の PA や ADL、QOL、
精神心理機能面も配慮し、広い視野で患者を捉える必要があ
るかもしれない。

安定期 COPD患者に対する HOT導入の身体活動量と 
その関連因子への影響

○野村　知里（のむら ちさと）1），本田　憲胤1），鹿島　愛香1），徳元　翔子1），小出　沙紀1），	
則政　里沙1），辻本　実奈美1），久津輪　正流1），松岡　森1），山田　修1），上坂　建太1），	
東本　有司2）

1）北野病院 リハビリテーションセンター，2）北野病院 リハビリテーション科
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【目的】 近年、慢性閉塞性肺疾患（以下、COPD）患者は肺だ
けではなく、骨格筋にも機能異常が生じていることが知られ
るようになった。筋線維の構造変化や好気的代謝能力の低下
が特徴的とされており、日常生活動作の易疲労性を助長させ
て い る。 ま た 慢 性 閉 塞 性 肺 疾 患 の 急 性 増 悪（以 下、
AECOPD）は安定状態にある呼吸不全が何らかの誘因によ
り、急激に悪化し急性呼吸不全状態に陥ることである。その
ため病態は進行しやすく、身体活動性も容易に増悪させる。
今回、易疲労性が顕著にて離床に難渋した AECOPD 患者に
対し、姿勢における力学的変化に着目した運動療法を施行し
た結果、ADL の向上を経験したため報告する。

【説明と同意】 本研究は事前に対象者に対して説明を行い、
同意を得た上で実施し、倫理的配慮に基づきデータを取り
扱った。

【症例紹介】 78歳男性で主病名は AECOPD。
［既往歴］ 肺癌左下肺葉切除
［理学所見］ 聴診上、右下葉に水泡音聴取。CT にて左下葉
に新規の浸潤影あり、右下葉背側にすりガラス影を認めた。
右胸水貯留あり。

［入院前 ADL］ 妻との2人暮らし、元々外出する機会は少な
かったが ADL は自立、200m 程度歩行可。

［現病歴］ 入院1週間前から徐々に労作時呼吸苦症状増悪し、
入院2日前からは安静時にも呼吸苦症状を呈していた。湿性
咳嗽、喀痰貯留を認め、発熱はないが、安静時の酸素化低下
を認めていた。労作時呼吸困難も増悪傾向となり、肺炎に伴
う COPD 増悪をきたしたと考えられ入院となる。

【経過】 入院9病日目より理学療法開始。安静時から呼吸促
迫、喀痰困難あり。鼻カニューレにて O2：1L 投与。修正
Borg scale 安 静 時7。 胸 郭 拡 張 差： 吸 気81.5 ㎝、 呼 気
79.0 ㎝。FIM 74。呼吸数：安静時38回 / 分。座位及び立位
後42回 / 分。自己喀痰可能も頻回な咳嗽必要。SpO2：安静
臥位86-88%、座位92%-96%。基本動作：起き上がり自立。
端座位保持可能も1分程度で呼吸促迫出現し SpO2 85% に
低下。立位保持20秒以上不可。歩行は15m 程度で SpO2 
77% となり呼吸困難あり。両膝伸展筋力 MMT3。抗重力位
を保持すると容易に呼吸困難感出現し、時間経過とともに
SpO2の低下も見られた。良好な酸素化を維持しながら運動
時間の延長を目的として、tilt table の使用を介入に取り入
れた。tilt table にて傾斜角度45°～70°と漸増的に傾斜角度

を上げ、受動的立位姿勢をとった上で理学療法を実施した。
tilt table 上では SpO2低下を認めなかった。受動的立位に
て口すぼめ呼吸、スクワット、上肢挙上運動を行った。時間
は5～15分程度、修正 Borg scale 4～5にて実施した。tilt 
table 上での練習中 SpO2は94% を下回ることなく実施可能
であった。その後、携帯用酸素ボンベを使用した独歩練習を
行った。介入から1週間後には修正 Borg scale 安静時3。胸
郭拡張差変化無し。呼吸数：安静臥位、座位及び立位後28
回 / 分、歩行後33回 / 分。SpO2：安静臥位97%、座位
97%、歩行後81%。FIM 113。基本動作時の息切れは消失し
た。独歩での連続可能距離は60m。立位で休憩するなど断
続的であれば300m 歩行可能となった。両膝伸展筋力
MMT4。携帯用酸素ボンベを使用し自宅退院となった。

【考察】 本症例では、臥位より座位、立位の方が SpO2は高
値を示すも抗重力位時間が延長すると、呼吸困難感に伴い
SpO2の低下がみられた。COPD 患者の骨格筋では筋萎縮、
Ⅰ型筋繊維の比率の低下、ミトコンドリアの量や酵素活性の
低下が生じる。その結果、好気的代謝能の低下に至り、低強
度活動でも容易に乳酸アシドーシスが亢進することで呼吸困
難感を増悪させる。さらに本症例は約1週間以上の不活動に
て骨格筋の廃用も重なり、顕著な易疲労性が生じたと考える。
　今回、tilt table を使用し漸増的に傾斜角度を上げること
で SpO2は低下せず、受動的立位を保持することができた。
姿勢において臥位よりも端座位や立位では横隔膜が4 ㎝ほど
下制し、機能的残気量は15～20% 増加するといわれている。
受動的立位では身体背側をベッド面に支持されていることか
ら、筋骨格系に作用する力学的特性が静止立位と異なる。先
行研究において受動立位での筋活動の低下が報告されている。
このことから、受動的立位は機能的残気量の増加、かつ酸素
消費量を抑制させることができ立位時間の延長が図れたと考
える。
　受動的立位での運動は、SpO2低下や呼吸困難感を認めず
に下肢筋活動の促進が可能であった。その結果、酸素供給を
補えた状態で筋収縮を促進でき、容易に乳酸アシドーシスを
引き起こしていた骨格筋の代謝機能の改善、動作時耐用能の
向上に至ったと考える。

【理学療法研究としての意義】 AECOPD による易疲労性に対
し tilt table を用いた運動療法は、酸素消費を抑制した上で筋
活動を促進する有効な介入方法となる可能性が示唆される。

AECOPDによる易疲労性に対して受動的立位を用いた1症例
～姿勢における力学的変化に着目して～

○赤川　憲次（あかがわ けんじ），西田　昌平
公立豊岡病院 リハビリテーション技術科

Key word：AECOPD，骨格筋機能，力学的特性
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【目的】 腹部大動脈瘤（AAA）は、最大短径が大きくなるほ
ど壁張力が増加し破裂する可能性が増大する。瘤の形状は紡
錘形より嚢状の方が破裂の危険が高いとされる。また、高血
圧、喫煙、慢性閉塞性肺疾患などの合併が破裂を助長すると
されている。
　COPD 合併例に対して短期間での術前指導を介入したと
いう報告は数多いが、手術待機中の長期間に介入したという
報告は少ない。COPD を併存している患者は術後肺合併症
のリスクが9.7倍と高く、GOLD2期以降の COPD はリスク
が19.3倍と報告されている。また、術前指導を行うことで
歩行獲得日数と在院日数が減少したという報告もある。今回
AAA に対する人工血管置換術の待機中に運動耐容能の向上
を目的に呼吸リハビリテーション（以下リハビリ）を約1か
月間介入した症例を経験したため報告する。

【症例紹介】 70歳代男性。喫煙歴20本30年間、18年前より禁
煙中。修正 MRC scale は Grade3。呼吸機能検査は、%VC 
64.4%、FVC1.88L、%FVC61.0%、FEV10.86L、FEV1/
FVC45.7%、%FEV135.5% と混合性換気障害を認めた。
　嚢状型腹部大動脈瘤に対して心臓血管外科に通院中。CT
にて AAA 32×41㎜と大きさは小さいが、外来フォロー中
に軽度拡大傾向であり、形状が嚢状であるため手術適応と判
断され、傍腎動脈型腹部大動脈瘤に対して人工血管置換術

（後腹膜到達法）を施行した。既往歴に慢性心房細動、
COPD、ACTH 単独欠損症、前立腺肥大がある。
　妻と二人暮らし。自宅は一軒家で、運動習慣がなく、自宅
内でもほとんど動かず、外出頻度も少ない。今回、手術待機
中に約1か月間運動耐容能向上を目的に呼吸リハビリテー
ションを実施した。

【説明と同意】 患者・患者家族に対して口頭にて説明し同意
を得た。

【経過】 初回評価時は、6分間歩行距離400m（標準値408m）、
握力31.5 ㎏/31.3 ㎏、大腿四頭筋筋力50%BW/41%BW、
10m 歩行テスト6.1秒、Time up ＆ Go テスト（以下 TUG）
6.9秒であった。負荷を決定するために心肺運動負荷試験（以
下 CPX）を実施した。
　リハビリは、運動指導と自転車エルゴメーターを使用した
有酸素運動30分間を実施した。有酸素運動は CPX の結果か
ら AT 付近の強度とした。週3回通院し、在宅での運動は、

活動量計での歩数管理を指導した。通院時に自宅での歩数を
確認しフィードバックを行った。
　手術前の評価は、6分間歩行テスト450m、握力29.9 ㎏
/29.7 ㎏、大腿四頭筋筋力44%BW/46%BW、10m 歩行テス
ト5.2秒、TUG6.2秒であった。無事に手術が終了し、翌日
より離床訓練を開始した。手術後、肺合併症が起こることな
く離床が進み、手術後も積極的に自身で歩行練習等も実施さ
れた。
　退院前評価は、6分間歩行テスト415m、握力30.2 ㎏
/23.2 ㎏、大腿四頭筋筋力49%BW/54%BW、10m 歩行テス
ト5.3秒、TUG7.3秒であった。術後11日目で自宅退院と
なった。

【考察】 COPD 合併の AAA 症例に対して、手術前1か月間
運動療法を介入した。1か月間介入したことにより、筋力と
しては大きな変化は認めなかったが、6分間歩行テストにて
50m 歩行距離が延長した。COPD 患者では臨床的に意義の
ある変化量は25m とされるため、50m は有意な変化と考え
る。そのため運動耐容能としては大きな改善と認めたと考え
る。また、本症例は、運動習慣がなく、外出頻度も少ない低
活動症例であった。約1か月間、通院での有酸素運動を継続
したことで、運動耐容能が向上し早期離床、早期退院できた
症例であった。さらに在宅でも運動習慣を獲得することがで
き、肺合併症が生じることなく離床が進んだ。また、本症例
では患者自身の行動変容を起こすことができ、運動習慣を獲
得できたため、手術後1年経過しても1日2,000～3,000歩の
ウォーキングを継続できており、活動範囲も拡大している。

【理学療法研究としての意義】 待機手術症例に対し術前から
運動耐容能向上目的にリハビリを積極的に行うことで術後合
併症のリスクを軽減し早期離床が実現する可能性があると考
えられる。早期離床により在院日数が短縮することが知られ
ている。本症例のような COPD 合併症例は、術前の活動性
が低下し、術後離床が遅れ、合併症の発症リスクが高まると
される。これらの症例に対して術前に運動耐容能改善を目的
とするリハビリ介入をしたという報告は少ない。今後症例を
増やし検討していくことで、術前リハビリの有効性が示され
ると推察する。

COPDを合併した腹部大動脈人工血管置換術に対して 
術前運動療法が奏功した一症例

○吉田　浩実（よしだ ひろみ）1），谷車　奨1），井上　英津子2），丹下　敦子2），増田　崇1）

1）奈良県総合医療センター リハビリテーション部，2）奈良県総合医療センター 看護部

Key word：人工血管置換術，COPD 合併，術前リハビリ
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【目的】 急性期リハビリテーションにおいて早期からの離
床・積極的な運動は、重要であるとされている。心不全患者
も同様に、病状安定と並行した早期からの身体運動が重要視
されている。しかし、この早期からの身体運動の内容につい
ては明確ではなく、理学療法士の創意・工夫が必要であると
される。今回、慢性心不全急性増悪にてカテコラミン・利尿
薬の持続点滴管理となった重症心不全患者に対して、早期か
ら Pre-training を導入し、低負荷で高頻度の介入を行い、
心不全の増悪なく、入院前と同様の連続歩行距離の獲得が可
能となった症例を経験したので報告する。

【症例紹介】 83歳男性。既往歴は CABG、僧房弁・大動脈
弁に対する弁輪縫縮術、慢性腎臓病 G4。入院前の連続歩行
距離は150 m であった。
　塩分過多での体液貯留による慢性心不全急性増悪にて入院。
Noria/Steavensen Wet ＆ cold, NYHAⅣ。来院時の vital 
sign は SBP120 ㎜Hg, HR80/min, SpO₂86% で、安静時よ
り呼吸苦があった。BNP1536 pg/㎎、BUN29 ㎎/㎗、Cre 
1.83 ㎎/㎗で、胸部 Xp 所見にて心拡大・胸水・肺うっ血が
著明であり、心エコーで EF15-20% であった。初期治療と
して DOB6.0 ㎖/h、hANP2.0 ㎖/h、NPPV が開始された。
第2病日目に NPPV から酸素4L/ 分鼻カヌラに離脱し、理
学療法を開始した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、今回の報告
にあたり患者に書面での承諾を得た。

【経過】 理学療法開始時、Noria/Steavensen Wet ＆ warm、
NYHAⅢ、DOB6.0 ㎖、hANP2.0 ㎖/h で、βblocker を内服
し、尿量は約2,000 ㎖/day。安静度は立位まで可能との指示
があった。BP115/78、HR68/min（VPC 散発）、SpO₂96%、
RR24/min であった。安静時の呼吸苦はなく、修正 Borg 
scale（以下 mBS）3であった。体幹・下肢の浮腫が著明で、
座位にて頸静脈怒張があり、四肢の冷感は認めなかった。集
中治療における早期リハビリテーション～根拠に基づくエキ
スパートコンセンサス～の開始・中止基準を参考に離床を開
始した。起居・起立時に息こらえが出現し、RR30-32/ 分で
wheezes を認め、会話に息継ぎを要した。SBP110 ㎜Hg、
HR83/min（VPC 増加なし）、SpO₂96% で、mBS は安静時
と著変はなかった。βblocker を内服していること、我慢強
い性格であることから HR・mBS よりも RR と wheezes の

出現を指標とし、AT を越えていると判断した。RR30/ 分
未満、wheezes が出現しない程度で、運動強度は目標心拍
数（karvonen 法）の20%、HR82/ 分未満と軽負荷で実施し
た。早期より高頻度での介入とし、午前に座位・立位練習を
中心に行い、午後に Pre-training としてベッド上にてバルー
ンを使用した下肢筋力運動を5回5セットから開始し、看護
師によるトイレ誘導を1回 /day 実施した。起居はベッドの
ギャッジアップを利用し、起立時は高座位（50 ㎝）から上肢で
支持物を把持し、息こらえをしないように呼吸指導を行った。
運動時の vital sign だけでなく、翌日の vital sign・尿量・
疲労感・投薬の変化にも注意し、負荷量を確認した。第4病
日目に DOB が終了し、第7病日に BNP1468pg/ ㎖と心不
全の増悪を認めず、腎機能は BUN20 ㎎/㎗、Cre1.30 ㎎/㎗
へ改善傾向を示した。胸部 Xp 所見で胸水・肺うっ血は改善
を認め、hANP が終了し、利尿剤の内服へ変更となった。
第8病日より歩行器歩行を15m より開始し、同時に Pre-
training の下肢運動も10回5セットへ負荷を増加させた。両
膝関節伸展筋力は MMT4と低下を認めなった。第18病日
にバギー歩行で連続100m 可能になり、第30病日には連続
150m 可能となった。

【考察】 カテコラミン・利尿薬持続点滴管理中の重症心不全
患者に対し病態・治療内容を把握した上で早期から Pre-
training を導入し、低負荷・高頻度で介入した。結果として、
心不全、腎機能の増悪や筋力低下を来すことなく、入院前と
同様の歩行距離の獲得が可能であったと考える。高橋らは
ベッド上でのバルーンを利用した下肢運動は、筋電図におい
て膝関節45°屈曲位からの起立時と同等の筋活動が得られた
と報告している。早期から座位・立位練習に加え、Pre-
training を加えることによって、筋力低下を最低限に防ぐこ
とが可能であったと思われる。その結果、スムーズな歩行開
始の一助となり、入院前と同等の連続歩行距離の獲得が可能
であったと考える。

【理学療法研究としての意義】 本症例を通して、慢性心不全
急性増悪患者に対しての早期理学療法プロセスの一助となる
と考える。

重症心不全患者に対して早期から Pre-trainingを導入し、 
低負荷・高頻度で介入した1症例

○吉川　崚介（よしかわ りょうすけ），三村　幸平，辻　洋文
大阪府済生会泉尾病院 リハビリテーションセンター

Key word：重症心不全，低負荷高頻度，Pre-training
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【目的】 高齢者の寝たきりとなる原因疾患を見ると約3分の
1が運動機能障害をきたさない疾患からなっている。この事
から寝たきりの原因を考えると、罹患・受傷後の加療による
過度の安静が廃用症候群を招来している。今回、疼痛の訴え
から寝たきりの悪循環に陥った症例に対し、慢性期リハビリ
における疼痛の評価とそれに即して行なった治療の有用性に
ついて検証した。

【症例紹介】 症例は70歳代後半男性で身長162 ㎝、体重58 ㎏、
BMI22.1。診断名は右足部糖尿病性壊疽による右前足部離断。
合併症として左踵部褥瘡悪化による尖足変形がある。当院へ
は術後80日後の転院となる。既往症に今回施術の2年前か
ら胆嚢炎、両側変形性膝関節症、硬膜下血腫と糖尿病があり、
疼痛を主訴に離床定着が困難となった。その臥床期間中に糖
尿病と褥瘡が悪化し前足部の切断に至った。認知面は比較的
保たれているものの、リハビリには消極的であり介入当初は
離床の実施に対して拒否を認めた。

【説明と同意】 本人・家族に研究の主旨を十分に説明し書面
にて同意を得た。

【経過】 第81病日、当院入院。翌日から理学療法開始。術側
である右足部は完全免荷、左足部は前足部のみ荷重可との指
示。第116病日、術側下肢への荷重許可。第130病日からリ
ハスタッフによる昼食時車いす離床定着。第182病日から病
棟スタッフによる昼食時車いす離床定着。第200病日、義肢
装具完成。第230病日、病棟スタッフによる昼夕食時車いす
離床定着。第240病日、病棟スタッフによる3食時車いす離
床定着を確認し、第253病日、リハビリ終了となる。

【結果】 今回の施術に至った転機からリハビリ終了後も退院
後の施設での離床継続を視野に、長期的な離床の継続とその
ための介助量の軽減が必要と考え、3食食事時の離床に耐え
うる持久力と病棟スタッフによる実用的な移乗動作の獲得を
目標とした。
　結果、目標とする3食離床に耐えうる座位耐久性と女性を
含む病棟スタッフによる実用的な起居・移乗動作の獲得に至
り、リハビリ終了から1年経過した現在も安定した離床が定
着している。離床中、病棟スタッフや他患との会話も増え、
自身から話しかけてくるようになり笑顔が増えた。

【考察】 本症例は内科的コントロールは良好でベッドギャッ
ジプランの継続により頭高位での持久力は保たれていた。し
かし、長期にわたるベッド上中心の生活で下肢の不使用や疼

痛を由来とする筋緊張の亢進により疎血痛、筋力低下、関節
拘縮、末梢循環不良が生じていた。
　疼痛は全ての impairment に先立つものであり、その除
去・軽減が優先されるべきといわれているため、まずは疼痛
の鎮静による体動の増加を目指すこととした。疼痛は対象者
の主観的訴えに基づく個人的な体験であり、客観的に評価す
ることは困難とされる。本症例のように疼痛を頑固に訴える
にも関わらず他覚的所見に乏しい事や、他覚的所見に一致し
ない対象者に遭遇した場合、問診による主観的評価を通して
クリニカルリーズニングを行ない、次に触診等の客観的評価
の展開を考える必要があるとされる。本症例においては術侵
襲や褥瘡による侵害受容性疼痛と生来怖がり・痛がりとの情
報と長期臥床による心理的因子による精神・心因性疼痛の影
響が大きいものと判断した。
　治療としてまずは痛みの原因が褥瘡等の一次性の物や体動
そのものではないことを理解させるために徐々にギャッジ
アップを行ない坐位姿勢に近付けた。次に痛みを抑制する鎮
痛系を利用した運動療法とホットパックなどの物理療法を行
ない、リハビリ以外の時間での褥瘡の発生と不良姿勢予防の
ためのポジショニングとシーティングを導入した。
　移乗動作に移る際には両側変形性膝関節症による荷重時痛
に対して筋の弱化や硬直で筋不全に陥った筋に過剰な負荷が
加わったり、固い筋が過剰に伸張された場合の痛みが生じて
いると考え、坐骨からの体性感覚刺激入力による鎮痛を図っ
た。次に両側足底面の接地面積の拡大と足部の保護、荷重の
補助を目的に義肢・装具を作製した。装着の際には褥瘡の悪
化や末梢循環不良を招かないよう注意を払った。
　「寝かせきり」という言い方もあるように様々な理由によ
り離床が困難となった高齢者であっても、リハビリテーショ
ンや介護の連携によって離床を行なえば「寝たきり」予防
となる。

【理学療法研究としての意義】 長期臥床によって正常な生理
機能が障害され、様々な合併症が生じ身体的・精神的に悪影
響を与えることは周知されている。しかし運動療法の効果は
科学的に十分な検証がなされておらず、多施設による前向き
無作為群間比較研究を施行し科学的に確立していくことが急
務と考えられる。本報告により慢性期リハビリにおいても介
入目的を絞る事で QOL 向上を図れる事が示唆された。

慢性疼痛による長期臥床から離床定着まで改善した症例
～疼痛の原因に着目して～

○坂野　孝義（ばんの たかよし）
わかくさ竜間リハビリテーション病院 療法課

Key word：寝たきり，疼痛，足部切断
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【目的】 腎移植後患者は移植後早期に腎機能の改善は得られ
るが、移植までの臓器障害や廃用症候群、移植後の生活習慣
病により ADL や QOL の回復は遅延しやすく、術後早期よ
り理学療法を行う事が必要とされている。また必要に応じて
運動、適切な食事、減量を行い、健康的なライフスタイルを
送るよう患者に強く勧める事が推奨されている。
　近年、体組成計にて除脂肪体重や筋量を測定し、それを基
に理学療法や適切な食事指導が実施されている。さらに簡便
で非侵襲的な筋の質的評価として、超音波診断装置を用いた
筋の超音波エコー輝度（以下筋輝度）の計測が、筋力との関
連や運動介入による改善が報告されている。しかし腎移植患
者に対して体組成計での評価や、筋輝度による筋の質的評価
を行った上での理学療法について言及している研究は少ない。
今回生体腎移植患者に対して、体組成測定、筋輝度および筋
力測定の関係性について考察する機会を得たため報告する。

【症例紹介】 50歳代の女性で、小児期より腎不全を発症し20
歳代で献腎移植をしたが9年で腎機能廃絶した。以降は維持
透析を導入し、生体腎移植目的のため当院を紹介受診した。
既往歴は20歳代に副甲状腺切除術、30歳代に左乳腺腫摘出
術、40歳代に頚椎症に対する手術を施行されている。
　筋力は頚椎症のため、上下肢ともに左で優位に低下してい
た。基本動作は自立から修正自立にて行い、家事も家族の協
力を得ながら実施可能であった。

【説明と同意】 発表に際して、患者本人に説明し同意を得て
いる。

【経過】 生体腎移植目的にて入院し2週間後に手術を施行し
た。術中に出血量が多く、呼吸器装着下で ICU に入室とな
り、POD 10に間歇的血液透析を離脱し理学療法が開始と
なった。POD 21に呼吸器を離脱し端坐位練習を開始した。
POD 25に一般病棟へ転棟となり、POD 31より移乗動作、
POD 51より足踏み練習を開始した。体組成、筋輝度、筋力
は POD 36, POD 64に測定した。
　体組成は seca 株式会社の体組成計（mBCA 525）を使用し、
体脂肪指数（以下 FMI）、除脂肪指数（以下 FFMI）、骨格筋
量、体水分量（以下 TBW）、細胞外水分量（以下 ECW）、
ECW/TBW、フェーズアングルの変化量を観察した。結果
は FMI, TBW, ECW, ECW/TBW の各項目は減少しており、
FFMI は変化なく、骨格筋量は増加していた。
　筋輝度は TOSHIBA 社製の超音波診断装置（Xario）を使

用し、大腿直筋（以下 RF）、大腿筋膜張筋（以下 TFL）およ
び腓腹筋（以下 GC）の輝度を各2回測定した。得られた画像
を image J にてヒストグラム解析を行い、得られた値の平
均値を測定値として変化量を観察した。結果は左右 RF およ
び左右 GC は変化なし、左右 TFL は輝度が低下していた。
　筋力はアニマ株式会社のハンドヘルドダイナモメーター

（μ-Tas F1）を使用し、左右の大腿四頭筋（以下 QF）筋力
を端坐位にて2回測定し、その平均の変化量を観察した。結
果は左右ともに上昇していた。

【考察】 体組成の結果から、骨格筋量は特に体幹筋での増量
を認めた。これは離床を促すことで、脊柱起立筋を含む体幹
筋への賦活が影響していると考えられる。体内水分に関して
は、ECW/TBW が低下している事から特に ECW が減少し
ているとわかる。利尿剤の影響もあるが、上下肢の運動によ
り末梢循環が改善し、浮腫などの細胞外水分の貯留が改善さ
れたとも考えられる。筋輝度では脂肪組織・結合組織が増加
した骨格筋は、輝度の上昇を呈すると言われている。本症例
では RF および GC は輝度変化がなく、短期間かつ RF・GC
への筋刺激が少ない事で筋質に変化が出ず、また TFL の輝
度低下には浮腫の軽減が影響していると考えられる。筋力は
左右ともに上昇しているが、4週間と比較的短期間での筋力
の回復である事、RF の質に変化がなかった事から運動単位
の増加など神経因性の筋力増加が生じていると考えられる。
また浮腫の軽減により、長さ−張力曲線の変化が生じた事も
筋力回復の一因となっていると考えられる。
　以上の事より、術後早期からの短期間の理学療法では下肢
筋の質に変化を与えられないが、離床により体幹筋の増加や
神経因性の筋力増加により動作能力の改善を図る事ができる
と考えられる。

【理学療法研究としての意義】 早期からの理学療法を行う事
で筋量や筋力の向上を図り、全身状態の安定や動作能力の改
善に寄与できると分かった。しかし筋の質に関しては短期間
では効果がなく、継続して理学療法を行う必要がある事も分
かった。また生体腎移植の患者だけでなく、内部障害の患者
では体内水分量の管理や、ADL 低下による筋質の低下が全
身状態や動作能力の低下に影響する。体組成測定や筋輝度の
結果から、適切な負荷量の決定や運動効果を確認する事がで
き、時期を考慮しながら適切な理学療法介入を継続できる可
能性が示唆された。

生体腎移植術後患者に対する理学療法が与える影響
～体組成・筋輝度・筋力に着目して～

○山田　直矢（やまだ なおや）1），濱村　和恵1），小川　和哉1），脇野　昌司1），橋本　翔太1），	
永吉　里香1），木村　保1），山本　裕美2）3），福田　寛二2）

1）近畿大学医学部附属病院 リハビリテーション部，2）近畿大学 医学部 リハビリテーション医学， 
3）近畿大学 医学部 循環器内科

Key word：体組成，筋輝度，早期理学療法
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【目的】 超高齢社会となっている中、障害は単一ではなく重
複障害という新たな課題に直面している。上月らは重複障害
を有する患者は安静・臥床が長く、廃用症候群を助長すると
報告している。そこで腎機能障害の重複疾患を持つ患者に対
し、近年ではリハビリテーション専門職の積極的な介入が期
待され、適切な運動・栄養負荷を行うことが腎機能改善や運
動機能維持に関与するという報告が散見され始めている。特
に腎機能障害を有する整形疾患患者はビタミン D 活性化の
障害や、リン排泄の低下により骨癒合が遅延する。さらに
Ca 再吸収が低下し筋収縮不全が起り筋萎縮を助長するとさ
れ、整形疾患術後患者の予後に関与することが予測される。
　そこで今回、大腿骨頸部骨折術後の糖尿病性腎症を合併し
た患者に対し、運動療法を行うことで、大腿四頭筋筋力体重
比や歩行能力改善にどのような影響があるかを明らかにする
ことが目的である。

【症例紹介】 87歳女性、身長148.0 ㎝、体重52.0 ㎏、BMI 
20.8 ㎏/m2

（診断名）右大腿骨転子部骨折術後
（現病歴）X 日自宅内で転倒。同日前医に救急搬送。右大腿
骨転子部骨折と診断。X+6日骨接合術を施行。X+54日リハ
ビリテーション継続目的で当院転院。同日理学療法介入開始。

（合併症）慢性腎不全（糖尿病性腎症 GFR 区分 G4）
（服薬）アムロジピン10 ㎎、テルミサルタン40 ㎎、アゾセミ
ド30 ㎎、カルフィーナ0.5 ㎍、アテノロール25 ㎎

（社会的情報）独居。2階建て一軒家（バリアフリー）。要介
護1。発症前 ADL は自立であったが、外出機会は無かった。
移動は屋内杖歩行、屋外四輪歩行車使用。利用サービスは昼
のみ配食サービス、デイサービス週2回、ヘルパー週3回。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき患者本人に口頭にて個
人情報に配慮した形で学会発表することを説明し同意を得た。

【経 過】 初 期 評 価 は 大 腿 四 頭 筋 筋 力 体 重 比（右 / 左）
0.13/0.20 ㎏f/㎏。skeletal muscle mass index（以下 SMI）
5.2 ㎏/m2。10m 最大歩行試験は17.15秒、歩数29歩。Timed 
Up and Go test（以下 TUG）29.27秒。病棟内移動は固定型
歩行器見守り。入院時 mFIM70点。食事は退院時まで10割
摂取。摂取量1,400kcal、蛋白質1.2 g/㎏であった。
　最終評価（X+109日）は大腿四頭筋筋力体重比（右 / 左）
0.20/0.27 ㎏f/ ㎏。SMI5.2 ㎏/m2。10m 最 大 歩 行 試 験 は
11.62秒、歩数20歩。TUG13.53秒。病棟内 T-cane 歩行自
立、屋外四輪歩行車歩行自立。mFIM85点。食事摂取量著

変なし。全身状態安定し自宅退院。
　 血 液 デ ー タ（入 院 時）CRP1.68、ALB3.2、Cre1.33、
e-GFR 29.4（GFR 区分 G4）。（X+68日）CRP1.82、ALB3.7、
Cre1.22、e-GFR32.0（GFR 区分 G3B）。以降は検査行わず。
　運動療法は午前と午後に2単位ずつを毎日実施。プログラ
ムは大腿骨転子部骨折術後の運動療法（関節可動域運動・筋
力増強運動・全身調整運動・動作練習）を実施。リスク管理
は腎臓リハビリテーションガイドラインに基づき設定。慢性
腎不全患者に多く合併する心不全と、原因疾患である糖尿病、
それぞれの運動療法の適応と禁忌を適用した。

【考察】 本症例は、同年代女性と比較して SMI5.2 ㎏/m2、
左大腿四頭筋筋力体重比は0.20 ㎏f/㎏と劣っており、入院
前の活動量は低下していたと考える。また、Ogawa らは大
腿骨転子部骨折術後は歩行障害を呈し活動量が低下するとの
報告から、歩行動作獲得の阻害因子は入院前低活動と術後低
活動が組み合わさり生じた廃用症候群が原因と予測された。
そこで、筋量の維持・増加が必要と考え、心不全・糖尿病の
中止基準に沿い、有酸素運動を中心とした全身調整運動と筋
力増強運動を主に介入した。Pupim らは有酸素運動と筋力
増強運動の併用は、骨格筋でのアミノ酸合成や筋蛋白負荷の
増加に関与し筋量の維持・増加に繋がると報告している。ま
た入院時から管理栄養士と連携し、蛋白質を1.2 g/㎏とした。
府川らは、GFR 区分 G4の患者に対し1.0～1.2 g/㎏の蛋白
質は腎機能を保護下で筋力維持・向上が可能と報告している。
結果、SMI は退院時5.2 ㎏/m2と維持しつつ筋力向上を図れ
たと考える。また運動負荷については、上月らは運動による
腎機能の推移の評価が必要と述べており、本症例は入院時
e-GFR 区分 G4から退院時 e-GFR 区分 G3B と改善傾向を
示したことから、適切な運動負荷の設定を行えたと考える。
以上のことから骨格筋量を維持しつつ筋力の向上を認め、
10m 最大歩行試験・TUG はともに改善し、入院前の歩行動
作を獲得するに至ったと考える。最後に本症例を通じ腎臓リ
ハビリテーションガイドラインに沿った適切な運動負荷と栄
養負荷が有効であることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 当院における重複疾患として
腎不全を合併する高齢入院患者の身体機能改善の程度を明ら
かにし、回復期における運動負荷の決定や予後予測の一助と
する。

回復期の腎不全重複高齢患者に対する運動療法の効果を検討した一例

○米田　哲也（よねだ てつや），上原　光司
愛仁会リハビリテーション病院 理学療法科

Key word：超高齢者，腎不全，運動療法
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【目的】 化膿性脊椎炎は抗生剤治療が第一の治療選択となる。
IDSA（米国感染症学会）では、抗生剤治療期間は6-8週間と
言われている。当院でも6週間の抗生剤治療および治療期間
中のベッド上安静を指示されることが多い。また大動脈瘤・
大動脈解離診療ガイドラインでは、胸部大動脈瘤非手術例で
の降圧目標は、収縮期血圧で105-120 ㎜Hg と通常の高血圧
患者に比較して低値にすべきとされている。今回化膿性脊椎
炎によるベッド上安静指示、および胸部大動脈瘤による血圧
管理を考慮しベルト電極式骨格筋電気刺激法（以下、
B-SES）を使用し手術までの安静期間、下肢骨格筋機能を維
持できたため以下に報告する。

【症例紹介】 70歳代男性。体重：57.5 ㎏。BMI：20.4。診断
名：盲腸癌、化膿性脊椎炎（Th8,9）。現病歴：X-2日に熱
源精査目的に他院入院。造影 CT にて胸部大動脈瘤疑いのた
め精査・加療目的に、X 日当院 ICU に入院となる。X+3日
ICU 退室し理学療法開始。既往歴：胸部大動脈瘤（動脈瘤
径：40 ㎜）。入院前 ADL 自立しており、妻と二人暮らし、
背部痛出現するまでは農業を営んでいた。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき患者本人に口頭にて個
人情報に配慮した形で学会発表することを説明し同意を得た。

【経過】 初期評価（X+3日）では、血液データ：CRP6.11、血
圧110/61 ㎜Hg、 心 拍 数70bpm、SpO2（r.a）97%、 筋 力：
hand grip（R/L）39.1/30.8 ㎏、大腿四頭筋筋力体重比（HHD）：
0.47/0.43 ㎏f/㎏、筋厚：大腿四頭筋19.5/24.8 ㎜、骨格筋量

（BIA 法）：SMI6.5 ㎏/m2、ECW/TBW：0.385、上肢筋肉
量：2.36/2.35 ㎏、下肢筋肉量：6.66/6.99 ㎏、神経症状：な
し。PSA の値から骨転移以外の原因精査のため X+4日に整
形外科診にて MRI 施行。化膿性脊椎炎の診断あり、4週間
ベッド上安静となったため主治医より許可を得た後、B-SES
開始となる。またベッド上でのセルフエクササイズ指導。
B-SES 開始初期は20 Hz で1.5 mA ×20 min から開始し自覚
症状に合わせて徐々に刺激強度、刺激時間漸増。最終介入時
には20 Hz で3.0 mA×30 min ×2 set まで漸増。B-SES 使用
前後で Vital 著変なく経過。最終評価（X+25日）では、血液
データ：CRP0.64、血圧108/73 ㎜Hg、心拍数66 bpm、SpO2

（r.a）97%、筋力：hand grip（R/L）35.1/34.7 ㎏、大腿四頭筋
筋力体重比（HHD）：0.50/0.51 ㎏f/㎏、筋厚：大腿四頭筋
21.9/23.4 ㎜、骨格筋量（BIA 法）：SMI6.3 ㎏/m2、ECW/
TBW：0.374、上肢筋肉量：2.10/2.18 ㎏、下肢筋肉量：
6.59/6.83 ㎏、神経症状：なし。X+27日盲腸癌に対して腹

腔鏡下回盲部切除術施行。術後創部痛（NRS：8）により装具
装着困難なため離床困難であったが、徐々に軽減し術後4日
目より歩行開始。同日自立となる。その後大きな有害事象な
く自宅退院の運びとなる。

【考察】 近年ベッド上臥床による弊害が多く報告されており、
美津島らは1週間の臥床で10～15% の筋力低下が起きると
報告、また池添らは若年者の筋厚平均値に対する高齢者の筋
厚低下率を求めると、歩行可能群（筋厚低下率：32.8-
44.3%）と比較すると歩行不可群においては特に外側広筋、
大腿直筋、中間広筋の筋厚低下率が78.2-83.0% と著しく高
い値を示した。つまり歩行が困難となり長期間歩行を実施し
ていない高齢者では、下肢筋のなかでも特に抗重力筋の大腿
四頭筋の廃用性筋萎縮が著しく進行していることを報告して
いる。本症例でも安静度、血圧管理面で十分な活動量を確保
できず下肢骨格筋機能の低下リスクが高い症例であった。初
期評価（X+4日）と最終評価（X+25日）で比較すると大腿筋
厚では +12%/-6%、筋力（大腿四頭筋筋力体重比）では、
+11%/+18% と維持できた。長谷川らは、骨格筋電気刺激

（electrical muscle stimulation：以下、EMS）の効果は整形
外科疾患患者の筋力、筋厚の増加に有用であると報告してい
る。本症例ではジュエット型胸椎装具装着下でのトイレ間歩
行以外ベッド上安静であったため、B-SES が安静期間中の
下肢骨格筋機能の維持に有用であったことが強く示唆される。
また上肢骨格筋量（-11.1%/-8.3%）と比較し下肢骨格筋量

（-1.1%/-2.3%）の低下が少なかったことから B-SES 施行
により下肢骨格筋量が維持できたことが示唆された。また岩
津らは神経筋電気刺激療法（neuromuscular electrical　
stimulation：以下、NMES）施行中、20 ㎜Hg 以上の血圧上
昇および20bpm 以上の心拍数上昇は全例認めず、NMES が
安全に実施可能であることを示している。本症例でも
B-SES 施行前後で呼吸循環動態に変化が見られず大動脈瘤
拡大、炎症値の上昇等の有害事象なく経過した。よって、厳
格な血圧管理が必要な大動脈瘤患者であっても B-SES は安
全に実施可能であることが示唆された。

【理学療法研究としての意義】 ベッド上安静を強いられた患
者に対し、B-SES 使用により下肢骨格筋機能の維持が可能
であることが示唆された。B-SES の使用前後で循環動態の
影響が少なく厳格な血圧管理が必要な患者であっても安全に
実施可能であることが示唆された。

胸部大動脈瘤と化膿性脊椎炎を罹患した盲腸癌患者に対し 
B-SESを使用し、下肢骨格筋機能を維持できた症例

○丸本　翔馬（まるもと しょうま）1），井上　知哉1），清水　和也1），本郷　裕士1），欅　篤2）

1）愛仁会高槻病院 技術部 リハビリテーション科，2）愛仁会高槻病院 診療部 リハビリテーション科

Key word：EMS，廃用性筋萎縮，筋厚
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【目的】 腹部大動脈瘤（abdominal arttic aneurusm：以下、
AAA）は瘤径が一定以上拡張した場合、破裂の危険性が高
まるため外科的手術が必要になる。術式として開腹による人
工血管置換術とステントグラフト内挿術（endvascular 
aneurysm repair：以下、EVAR）が選択される。EVAR は
人工血管置換術と比較して手術時間・術後入院期間が短く、
出血量が少ないと報告されている。しかし AAA に対する
外科的手術前後で運動機能を比較した研究は少ない。よって
本研究の目的は AAA に対する外科的手術前後での運動機
能の変化を術式別に比較・検討することとした。

【方法】 対象は2018年5月～2018年7月までに当院で AAA
の診断にて待機的に外科的手術を施行された患者19人のう
ち、基準を満たした10人とした。除外基準は術前の日常生
活動作が自立していなかった者、術前に運動機能検査を実施
できなかった者、術後合併症により離床に時間を要した者と
した。対象者に対して術前・術後・退院前の運動機能を評価
し、術後の運動機能の変化を比較・検討した。運動機能検査
の測定項目は握力・大腿四頭筋筋力・Timed Up ＆ Go Test

（以下、TUG）・10m 歩行テストとした。解析は反復測定分
散分析を実施し、多重比較は Fisher’s PLSD を用いた。統
計学的有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 対象者には検査・調査の意義を十分に説明し、
検査値の研究使用について同意を得た。

【結果】 内訳は人工血管置換術が5人（男性3人、女性2人）、
EVAR が5人（男性5人、女性0人）であった。基本属性は
人工血管置換術、EVAR それぞれで平均年齢（72.0±7.2歳、
73.6±7.2歳）、最大短径（50.4±11.6 ㎜、49.0±11.2 ㎜）、
手術時間（227.6±55.1分、140.0±19.5分）、術中輸血（2人、
0人）、入院期間（12.6±2.4日、7.2±0.4日）、手術～術後
評価日まで（3.2±0.7日、1.6±0.5日）、手術～退院前評価
日まで（11.6±2.4日、6.2±0.4日）であった。結果は人工
血管置換術で術前、術後、退院前それぞれで握力（23.5±
9.5 ㎏、21.8±9.8 ㎏、22.9±11.1 ㎏：p= 0.46）、大腿四頭
筋筋力（19.0±7.4 ㎏f、16.1±6.7 ㎏f、18.5±7.7 ㎏f：p ＜
0.01）、TUG（8.97±3.60秒、16.1±6.98秒、10.0±4.21
秒：p ＜0.05）、10m 歩行テスト（8.5±3.30秒、14.2±6.42
秒、10.3±4.33秒：p ＜0.01）と握力以外の項目で運動機能
が術前と比較して術後で有意に低下した。EVAR は術前、

術後、退院前それぞれで握力（29.8±6.5 ㎏、30.4±4.8 ㎏、
32.0±4.4 ㎏：p= 0.68）、大腿四頭筋筋力（33.3±12.9 ㎏f、
33.6±11.4 ㎏f、35.4±11.1 ㎏f：p= 0.57）、TUG（7.15±
2.12秒、7.34±0.68秒、6.63±1.10秒：p= 0.52）、10m 歩
行テスト（6.35±0.93秒、7.52±0.69秒、6.21±0.72秒：p
＜0.05）と10m 歩行テストのみ術前と比較して術後で有意
に低下した。

【考察】 人工血管置換術後に関して、握力が術前と比較して
術後に低下しなかった。これは術前の運動機能検査時に瘤破
裂の不安から十分に筋力を発揮することができなかったから
であると考えられる。また握力以外の項目で運動機能が術前
と比較して術後で有意に低下した。これは手術による侵襲が
大きく、疼痛のため運動機能が低下したと考えられる。
EVAR 後に関して、握力・大腿四頭筋筋力は術前と比較し
て術後で低下しなかった。これは EVAR は比較的低侵襲で
あるため筋出力が低下しなかったと考えられる。また術前の
運動機能検査時に瘤破裂の不安から十分に筋力を発揮するこ
とができなったためであるとも考えられる。また10m 歩行
テストは術前と比較して術後で有意に低下した。これは歩行
時に創部の疼痛や違和感を訴える人が多く、一時的に歩行能
力が低下したと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 今回 AAA における外科的手
術前後での運動機能の変化を術式別に比較・検討した。人工
血管置換術後は術前と比較して、握力を除く項目で有意に運
動機能が低下した。このことから人工血管置換術後は運動機
能が低下することを念頭におき、病棟内の ADL を向上させ
る必要があると考えられる。EVAR 後は術前と比較して筋
出力の低下はみられなかったが、歩行能力が一時的に低下す
る可能性が示唆された。このことから比較的低侵襲である
EVAR であっても歩行能力が術前に戻るまではリハビリの
介入が必要となる可能性があると考えられる。本研究では術
後早期離床できた者のみを対象として研究を行ったが、術後
運動機能が低下する可能性が示唆された。このことから廃用
症候群予防・合併症予防を目的とした術後早期離床の必要性
を再認識した。今後は症例数を増加すること、フレイルとの
関連性を評価すること、持久力の評価を実施・比較すること、
運動機能が低下した者の特性を考察することなどを検討して
いく必要があると考える。

腹部大動脈瘤に対する外科的手術前後での運動機能の変化（pilot study）

○谷車　奨（たにぐるま しょう），吉田　浩実，中橋　朋子，加藤　亮太，増田　崇
奈良県総合医療センター リハビリテーション部

Key word：腹部大動脈瘤，運動機能検査，術式別比較
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【目的】 大腿骨近位部骨折は高齢者に頻発する骨折の一つで
あり、高齢化率の上昇に伴い年々増加している。大腿骨頸部
骨折術後のリハビリテーションの遷延する要因として、年齢、
受傷前歩行能力、認知症、介護者の有無、手術待機日数、荷
重制限、疼痛、術後合併症などが知られている。これに加え、
われわれの調査では、膝痛を訴える患者は在院日数が長くな
る傾向にあった。一方、その原因までは明らかにできなかっ
た。海老原らは、大腿骨近位部骨折において手術方法によっ
て杖歩行獲得時期や退院先に差が出ることを報告している。
そのため、手術方法の違いが膝痛の割合や在院日数に影響を
与えていると仮説を立てた。そこで、本研究では、大腿骨近
位部骨折の手術方法の違いが膝痛や在院日数への影響を調査
することを目的とした。

【方法】 本研究は後ろ向き観察研究とした。対象は大腿骨近
位部骨折を受傷し、当院にて入院加療を行い、2015年4月
～2017年12月の間に退院した96例とした。また、本研究
での膝の定義は大腿中央部から脛骨中央部までの部位とし、
前面・内側・外側に分け、それぞれ膝前面・内側・外側とし
た。対象者のカルテを参照し、以下の情報を収集した。収集
内容は年齢、性別、FIM、膝痛の有無、疼痛部位、在院日数、
手術時間、手術方法とした。包含基準は人工骨頭置換術、γ
ネイル固定術を施行されたもの、年齢が75歳以上のものと
した。除外基準は、認知機能低下が疑われるもの、死亡した
もの、患肢免荷のまま退院したものとした。基準を満たした
66例を、人工骨頭置換術、γネイル固定術の2群に分類し、
術式毎の膝痛有訴者の割合や疼痛部位を求めた。統計学的手
法にはχ2検定を用いて有意水準は5% 未満とした。また、
両群を膝痛あり群となし群に分け、年齢、性別、FIM、疼
痛部位、在院日数、手術時間を比較検討した。統計学的手法
には対応のない t 検定を用いて有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は調査にあたって個人が特定できない
よう匿名化し、当院倫理委員会にて承認を得て実施した。

【結果】 基準を満たした66名のうち、人工骨頭置換術を施行
された症例は40名、γネイル固定術は26名であった。この
うち膝痛有訴者はそれぞれ24名（60%）、17名（65.4%）であ
り、術式による差はみられなかった（p= 0.7）。手術方法別
に膝痛の有無で在院日数を比較検討した結果、人工骨頭置換
術では、膝痛あり群が92±23日、膝痛なし群が78±21日

であった（p ＜0.05）。γネイル固定術では、膝痛あり群が
88±21日、膝痛なし群が48±21日であった（p ＜0.01）。
つまり、膝痛あり群の在院日数は、人工骨頭置換術・γネイ
ル固定術ともに膝痛なし群に比べ、長かった。また、その他
の項目には有意差はなかった。

【考察】 大腿骨近位部骨折受傷後患者について診療記録を参
照し、術式別の膝痛の有無、在院日数を調査した。その結果、
人工骨頭置換術置換術・γネイル固定術ともに約6割の患者
が膝痛を訴えた。また、人工骨頭置換術、γネイル固定術と
もに膝痛なし群に比べ、膝痛あり群の在院日数が長くなった。
先行研究では手術方法の違いが杖歩行獲得時期や退院先に影
響を与えることが明らかにされている。しかし、本研究結果
から手術方法に関係なく膝痛が存在している可能性が示唆さ
れた。また、手術方法で膝痛の割合に差がないことや、人工
骨頭置換術・γネイル固定術ともに膝痛あり群の在院日数が
長くなることからも、手術方法に関わらず、大腿骨近位部骨
折の術後症例において、膝痛は在院日数を長くすることが考
えられ、術後の膝痛への対策が必要になることが考えられる。
しかし、膝痛発生の機序については本研究では明らかにでき
ておらず、既往歴に変形性膝関節症を有する患者も含まれて
いる可能性もあり、膝痛が出現したのか増悪したのかも不明
である。そのため、今後の課題として膝痛発生の機序につい
て調査していく必要があると考えられる。

【理学療法研究としての意義】 手術方法によって歩行獲得時
期や退院先に影響が出ることは先行研究でも明らかにされて
いる。しかし、大腿骨近位部骨折後の入院加療を経た症例に
おいて、術式によらず膝痛有訴者を高率に認めた。膝痛の有
無が在院日数に影響するという研究は少ない。本研究結果は
早期退院を目指す理学療法プログラムでは、手術方法に関わ
らず、膝痛への対策の必要性を示唆する点で有意義である。

大腿骨近位部骨折受傷後の手術方法の違いで膝痛の有無、 
在院日数に差がでるか

○福本　祐介（ふくもと ゆうすけ）1）2），片山　尚哉1）2），前田　貴基1）2），桝田　康彦1），	
角田　晃啓2）3）4），工藤　慎太郎2）3）4）

1）大阪暁明館病院 リハビリテーション科，2）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科， 
3）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科，4）森ノ宮医療大学 卒後教育センター
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【目的】 人工股関節置換術（以下 THA）後患者において、患
者満足度を把握する上で客観的な指標のみでなく、QOL な
どの主観的な指標を調査することが重要となっている。主観
的な QOL の評価法の一つである日本整形外科学会股関節疾
患評価質問票（JHEQ）の術後経過の推移を検討した報告が
いくつか散見されるが、術前および退院時を比較検討したも
のや術後6ヶ月や術後1年経過時点での検討が多く、術前か
ら術後1年までのその推移を検討した報告は少ない。本研究
の目的は、THA 患者の術前から術後1年までの JHEQ と下
肢筋力、歩行能力の推移の特徴を明らかにすることである。

【方法】 対象は変形性股関節症に対して初回 MIS-THA を施
行した女性24例（年齢：59.5±10.4、身長：156.0±5.9、体
重：57.5±10.5）とした。なお、両側罹患例およびバリアン
ス例は除外した。評価は術前（Pre）・術後3週（退院時：
3W）・3ヵ月（3M）・6ヵ月（6M）・1年時（1Y）に JHEQ を
用いた自己記入式アンケート、10m 歩行速度の計測（通常速
度、最大速度）、徒手筋力計（μTasF-1：アニマ社製）を用い
た等尺性筋力（股屈曲・外転・伸展、膝伸展）の測定を実施し
た。筋力は各3回測定し平均値からトルク体重比（Nm/㎏）を
算出した。統計学的分析は、JHEQ Score の各項目と各測定
項目について Pre から1Y までの時期ごとに Bonferoni 法を
用いて比較した。なお、有意水準は5% とした。

【倫理的配慮、説明と同意】 当院規定の書面にて診療情報を
研究活動へ用いることに対して同意を得ていることを確認し
た後、ヘルシンキ宣言に基づき、症例に研究の主旨を説明し
同意を得た上で計測を行った。なお、本研究は当院倫理委員
会の承認を得た（番号14024）。

【結果】 JHEQ は Pre（25.9±14.0）から3W（48.8±15.0）、
3W から3M（64.4±11.0）で有意に向上し、その後は有意な
差を認めなかった。通常歩行速度と最大歩行速度（m/sec）
は Pre（0.92±0.21、1.29±0.32）と3W（1.03±0.15、1.37
±0.20）で有意な差を認めず、3W から3M（1.17±0.17、
1.58±0.19）で有意に向上した。筋力については、股外転と
膝伸展は Pre（0.83±0.32、1.28±0.42）と3W（0.83±0.29、
1.12±0.38）で有意な差を認めず、3W から3M（1.06±0.28、
1.54±0.36）で有意に向上した。股屈曲と伸展は Pre（0.63
±0.28、0.55±0.27）と3W（0.69±0.29、0.57±0.27）、3W
と3M（0.86±0.28、0.77±0.27）で有意な差を認めず、3W

から6M（0.92±0.28、0.85±0.32）で有意に向上した。
　Pre からの比較については、3M では膝伸展筋力以外全て
の項目で有意に向上しており、Pre から6M、1Y では全て
の項目で有意に向上していた。

【考察】 JHEQ の Pre から1Y の推移は、筋力、歩行速度の
推移とは異なることが明らかとなった。一方で、歩行速度の
推移は股外転筋力および膝伸展筋力の推移と類似していた。
原田ら（2017）は、THA 患者の JHEQ の推移を検討してお
り、JHEQ は Pre から術後1ヶ月（1M）、1M から3M で有
意に向上し、その後は1Y まで有意な変化を認めなかったと
報告している。これは我々の結果とほぼ一致しており、
JHEQ の推移は3M まで向上し、その後は有意な向上を認め
なかったが、低下もせず3M 以降の QOL は1Y まで維持で
きていた。このことから、3M までに JHEQ を向上させる
ことが重要であると考えられた。
　JHEQ は術前から3W で有意に向上しているのに対して、
筋力と歩行速度は術前から3W で差を認めなかったことか
ら、術前から3W までの JHEQ の向上には筋力や歩行速度
の影響よりもむしろ、手術によって関節の疼痛が改善した要
因が大きいと考えられた。3W から3M までは JHEQ、股外
転筋力と膝伸展筋力、歩行速度ともに向上していることから、
この期間では JHEQ の向上に股外転筋力、膝伸展や歩行速
度が影響していることが示唆された。これらのことから、股
外転筋力、膝伸展筋力、歩行速度の向上を目的とした自主ト
レーニングを指導することが重要であると考えられた。
　今後は術後1年の JHEQ に影響を及ぼす因子について検
討を進める必要があると考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究結果より、JHEQ を長
期的に向上させるためには術後3M までの JHEQ を向上させ
ることが重要であることが示唆された。また、退院（3W）後
に下肢筋力、歩行能力を向上させることが JHEQ の向上に関
与する可能性が考えられた。これらのことから、THA 後の
短期的な理学療法介入の一つの方向性が示されたと考える。

THA後患者における JHEQと身体運動機能の1年間の推移

○多田　周平（ただ しゅうへい）1），高木　啓至1），小林　瑞季1），山田　大智1），杉山　恭二2），	
橋田　剛一1），坂井　孝司3），濱田　英敏4），高尾　正樹4），菅野　伸彦4）

1）大阪大学医学部附属病院 リハビリテーション部， 
2）大阪府立大学 地域保健学域 総合リハビリテーション学類，3）山口大学大学院医学系研究科 整形外科， 
4）大阪大学大学院医学系研究科 運動器医工学治療学講座

Key word：THA，JHEQ，運動機能
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【目的】 歩行では立脚初期・後期に膝関節伸展が必要とされ
ている。変形性膝関節症（以下：膝 OA）は機能的な膝関節
伸展制限による内反モーメントの増大や脛骨大腿関節（以
下：FT 関節）の動揺によって発症するとされている。その
ため、膝 OA 発症予防のために膝関節伸展機能は重要である。
　膝関節伸展は大腿骨内側顆の形状によって大腿骨前方転が
り時に大腿が内旋し、相対的に下腿が外旋する。半月板はそ
の FT 関節間の動きを適合させる。川口によると内側半月板

（以下：MM）の内側方偏位量と膝 OA の進行には正の相関
があるとされている。膝関節伸展制限による内反モーメント
の増大は MM の変性及び FT 関節間を適合させるための動
きを障害させ、MM の変性及び FT 関節間を適合させるた
めの動きの障害が更なる内反モーメントの増大や膝関節伸展
制限を引き起こすと考えた為、荷重下の MM を動的に運動
器超音波検査器（以下：エコー）で観察する必要があるので
はないかと考えた。しかし、荷重下での MM の動態につい
ての文献を渉猟できなかった。
　膝 OA 患者の起立・着座動作時の膝関節をエコーで観察
すると、疼痛の有無に関わらず、MM が深部に引き込まれ
る例や浅部に突出する例を認めた。初期の膝 OA は FT 関
節の前後動揺が大きいとされており、膝関節伸展時に MM
が前方に押し出されるようなストレスが生じると考えた為、
MM 前角部をエコーで観察した。
　今回、膝関節伸展制限が改善しても MM の動きが障害され
た膝 OA 初期症例を健常者と比較し検討したものを報告する。

【症例紹介】 90歳代女性で両膝 OA（K/L 分類 gradeⅠ）を呈
する。
　歩行の左 Loading Response から Mid Stance にかけての
伸展相で膝関節伸展制限と下腿外側動揺を認めた。
　立ち上がり殿部離床時に左 knee-in、立位時に左膝関節伸
展 -10°と制限を認めた。
　エコーを用いて立ち上がり動作時の左 MM 前角部を観察
すると、MM は浅部に突出し、MM 上にある脂肪体・関節
包の形状に歪み、厚みの減少が生じた。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、対象者に説
明し同意を得た。

【経過】 
X 日：立ち上がり時左 knee-in（+）、立位時に左膝関節伸展
-10°を認めた。内側広筋（以下：VM）増強訓練後、knee-in
が残存するも膝関節伸展制限が改善した。エコーで治療後の
前角部にて、MM の突出が増大し、より MM 上にある脂肪
体・関節包の形状に歪み、厚みの減が生じた。
X 日 +3日：立ち上がり時左 knee-in（+）、立位時に左膝関
節伸展 -10°を認めた。

　VM・大腿二頭筋（以下：BF）・大腿内旋下腿外旋誘導・
MM 後方誘導テープ貼付後、knee-in 及び膝関節伸展制限の
改善を認め、エコーで治療後の前角部にて、MM の突出は
軽減し、MM 上にある脂肪体・関節包の形状が直線状にな
り厚みの増大が生じた。
X 日 +7日：立ち上がり時 knee-in（+）、膝関節伸展制限（-）
を認めた。BF 増強訓練後に X 日 +3日と同様の結果が得ら
れた。
　また同日の治療前に足部外転位・内転位にて観察を行った。
足部内転位は立ち上がり時に膝関節伸展制限を認め、外転位
は knee-in 及び膝関節伸展制限がなく、エコーで MM の突
出は軽減し MM 上にある脂肪体・関節包の形状が直線状に
なり厚みの増大が生じた。

【考察】 テープ貼付後、knee-in 及び膝関節伸展制限の改善
が見られ、エコー画像では前角部にて MM 上の脂肪体・関
節包の形状が直線状となり厚みが増大した。今回、健常者3
例6膝を観察し比較したが、健常者のエコー画像は前角部に
て MM は浅部に少し移動、MM 上の脂肪体・関節包の形状
が直線状であり厚みが保たれていた。
　症例はテープより大腿内旋下腿外旋の可動性が低下してい
たと考えられる。
　VM 増強訓練後に膝関節伸展制限の改善を認めたが、これ
は内側広筋による膝蓋骨内側移動に伴う大腿内旋と相対的な
下腿外旋が生じたからだと考えた。しかし、症例は MM 後方
誘導テープで改善を認め、エコー画像にて治療前より VM 増
強訓練後は MM 上の脂肪体・関節包の形状が歪み、厚さが
減少していた。これは VM により大腿骨内側顆での前方転が
りが増大した為、MM が前方に押し出されていたと考えた。
　BF 増強訓練後・足部外転位では knee-in 及び膝関節伸展
制限の改善やエコー画像にて治療前より MM 上の脂肪体・
関節包の形状が直線状となり、厚さが増大していた。その為、
本症例は BF の収縮による下腿外旋が必要だったと考えた。

【理学療法研究としての意義】 本症例は伸展制限が改善して
も膝関節機能が改善しているとは言えず、治療プログラムを
再考することになった。
　エコーで荷重下の MM の観察をすることができた。
　健常者と症例や症例の治療前後でも脂肪体と関節包の形状
と動きに違いがあった。
　見かけの膝関節伸展が VM 増強訓練で改善しても脂肪体
と関節包の形状と動きが改善していなかった。治療プログラ
ム再考、実施後に膝関節伸展制限が改善すると脂肪体と関節
包の形状と動きも改善していた。
　今後の課題は、観察する健常者数、症例数を増やし、MM
の動態の傾向を見つけることである。

膝関節伸展制限を認める変形性膝関節症患者に運動器超音波検査器を 
用いて内側半月板の動態を評価しながら治療を実施した一症例

○中村　太志（なかむら たいし），磯田　真理，平田　明日香，監崎　誠一，西川　正治
医療法人薫風会 西川クリニック

Key word：運動器超音波検査，内側半月板の動態，初期変形性膝関節症
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【はじめに、目的】 半膜様筋は脛骨内側顆、斜膝窩靭帯、膝
窩筋筋膜、膝後方関節包と数多くの部位に停止することが知
られている。解剖学的にその中でも direct arm は膝後方関
節包を後方へ引き出す作用があると報告されている。しかし、
半膜様筋の収縮における膝後方関節包の形態変化や浮き上が
り量、筋線維角変化について屈曲角度毎に定量化された報告
はない。今回、超音波診断装置を用いて direct arm の描出
が可能であった。本研究の目的は半膜様筋の収縮による膝後
方関節包の形態変化や浮き上がり量、筋線維の作用方向を健
常者において膝関節屈曲角度毎に定量化することである。

【方法】 対象は膝関節伸展可動域制限のない健常成人10例
20膝（男性8名、女性2名、24.5±6歳、20～30歳）とした。
計測には超音波診断装置 Noblus の B モードを用いた。描出
部位は長軸走査にて腓腹筋内側頭に隣接する半膜様筋の
direct arm を描出した。測定肢位は腹臥位にて膝関節屈曲
①0°、②15°、③30°の3肢位とした。半膜様筋の等尺性収
縮を用いて屈曲運動時の膝後方関節包の浮きあがり量、半膜
様筋の筋線維角について収縮前後の変化量を計測した。浮き
上がり量は大腿骨顆部の頂点と脛骨顆部の頂点を結び、その
線から垂直方向に浮き上がる膝後方関節包の距離とし、筋線
維角は direct arm と膝後方関節包の成す角度と規定した。
計測は3回行い平均値を採用した。統計学的検討は収縮前後
の比較には対応のある t 検定、角度毎の比較には一元配置分
散分析、多重比較を用い有意水準は5% とした。浮き上がり
量と筋線維角の関係は Spearman の相関係数を用いて検討
した。

【説明と同意】 本研究では、対象者に研究の趣旨を十分に説
明し同意を得た。

【結果】 浮き上がり量は、①収縮前0.93±0.14 ㎜、収縮後
1.11±0.19 ㎜、差は0.17±0.06 ㎜であった。②収縮前1.16
±0.1 ㎜、収縮後1.84±0.16 ㎜、差は0.68±0.05 ㎜であっ
た。③ 収縮前1.93±0.13 ㎜、収縮後3.07±0.06 ㎜、差は
1.14±0.12 ㎜であった。筋線維角は、①収縮前14.38±1.12°、
収縮後15.32±1.68°、差は0.93±1.07°であった。②収縮前
14.48±0.48°、収縮後17.53±0.8°、差は3.05±0.95°であっ
た。③収縮前14.6±0.73°、収縮後20.62±1.04°、差は6.02
±1.31°であった。3肢位すべてにおいて、浮き上がり量およ
び筋線維角ともに収縮前後で有意差を認めた（p ＜0.001）。

　3肢位における浮き上がり量および筋線維角の収縮前後の
差は、屈曲角度が大きくなるにつれて増大し、角度毎に有意
差を認めた（p ＜0.001）。
　浮き上がり量と筋線維角の間には r= 0.892（p ＜0.001）と
有意な高い関係が認められた。

【考察】 今回の研究から、浮き上がり量と筋線維角の間には
有意な高い相関関係が認められたことから、生体において半
膜様筋の収縮は膝後方関節包の浮き上がりに大きく影響する
ことが示唆された。3肢位における浮き上がり量および筋線
維角の収縮前後の差は屈曲角度が大きくなるにつれて増大し
たことから、屈曲するほど膝後方関節包は弛緩し、半膜様筋
の収縮により膝後方関節包を持ち上げる機能が効率的になる
と考えられた。膝後方関節包に付着する半膜様筋の direct 
arm の収縮は膝後方関節包を後方へ引き出す機能を有して
いる。
　本研究の限界として膝関節伸展～軽度屈曲位のみでの計測
であり、最も効率的な肢位を探索しきれていないこと、健常
者での計測であるため膝関節疾患を有する症例では検討でき
ていないことが挙げられる。

【理学療法学研究としての意義】 半膜様筋の収縮動態を生体
において定量的に評価したことは治療操作を検討する上で意
義がある。

半膜様筋の収縮が膝後方関節包を引き出す機能的肢位の検討
～超音波診断装置を用いた検討～

○小林　駿也（こばやし しゅんや），中井　亮佑，小野　志操，永井　教生
順和会 京都下鴨病院 理学療法部

Key word：膝後方関節包，形態変化，超音波診断装置
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【目的】 大腿骨近位部骨折は片側性に疼痛や筋力低下などが
生じることが多く、患側への荷重不安感や支持性低下により
跛行が残存する場合が多い。また、高齢発症が多いため、複
数の既往歴や合併症により積極的なリハビリテーション（以
下、リハ）が困難となる症例を臨床上よく経験する。今回、
著明な跛行により自宅復帰が困難であるにもかかわらず、内
科的問題による運動制限により積極的なリハの実施が困難で
あった大腿骨転子部骨折1症例に対して、跛行の病態に即し
た律動的外乱負荷による低負荷の立位荷重練習を実施した結
果、良好な結果が得られたので報告する。

【症例紹介】 84歳女性。自宅にて転倒され、左大腿骨転子部
骨折と診断され、6病日後に観血的整復固定術を施行した。
31病日後に更なるリハ目的で当院入院となった。既往歴に
は関節リウマチ、高血圧症、間質性肺炎、慢性心不全があっ
た。受傷前 ADL は自宅で自立しており、洗濯や調理等の家
事も担っていた。自宅退院には本人および家族の希望から自
宅内独歩自立の能力が必要であった。初期評価では、Hand 
Held Dynamometer（HHD）による等尺性筋力は股関節外転
右9.4 ㎏f/ 左6.1 ㎏f、膝関節伸展右9.8 ㎏f/ 左8.7 ㎏f であり、
T 字杖を使用して10m 歩行は21.2秒、修正 Borg Scale は歩
行前後ともに3であった。独歩時の問題点として、左立脚中
期で骨盤の左方偏位・後方回旋が生じており、左立脚中期以
降の短縮により右前方への墜落様の跛行が認められた。入院
時脳性ナトリウム利尿ペプチド（以下、BNP）は668 pg/㎖で
あり、重度の心不全が疑われたが、リハ負荷量制限はなく、
アンダーソンの基準やカルボーネン法（運動強度40%）、修
正 Borg Scale にて自覚的運動強度に留意し、独歩の歩行自
立度改善を目的とした理学療法を実施した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言を遵守し、対象者に
本研究の主旨を口頭にて十分説明した。同意が得られたのち
に評価を実施し、対象者のプライバシー保護に留意した。

【経過】 標準的理学療法による介入1か月後、運動による疲
労や息切れなどの自覚的な所見に変化はなかったが、BNP
は836 pg/㎖と増悪を認め、医師より1.5METs 程度の運動
負荷量に制限が課された。圧力計式歩行解析装置（FMD 
system, Zebris 社）を用いた歩行解析では、歩幅は右17±
3 ㎝/ 左21±3 ㎝、単脚支持期は右27.4±4.6%/ 左12.8±
2.5%（100%1歩行周期）、単脚支持での足圧中心移動距離は

右34±19 ㎜/ 左7±2 ㎜であり、依然として左立脚中期で
の跛行に伴う著明な支持性低下を認めていた。その原因とし
て、左股関節周囲筋の筋力低下や患側荷重時の恐怖心や術後
免荷期間による誤学習の影響による左下肢の支持性の低下が
考えられたが、負荷制限により積極的な筋力増強や荷重およ
び歩行練習は実施できないため、随意努力を伴わずして患側
への荷重促通を企図した重心動揺リアルタイムフィードバッ
ク装置（BASYS、テック技販社）による左右への律動的かつ
受動的な外乱負荷による立位荷重練習を1日3分3セット、
週3～4回、4週間実施した。
　介入4週間後、BNP は748 pg/㎖と増悪を認めなかった。
HHD は股関節外転右10.2 ㎏f/ 左8.1 ㎏f、膝関節伸展右
10.6 ㎏f/ 左8.5 ㎏f と両下肢の筋力に改善を認めた。歩行解
析では、歩幅が右36±1 ㎝/ 左33±4 ㎝、単脚支持期は右
39.0±2.0%/ 左19.2±1.8%、単脚支持期での足圧中心移動
距離は右93±13 ㎜/ 左20±9 ㎜と歩幅および左単脚支持の
大幅な改善が認められた。それに伴い左立脚中期から終期の
延長により右前方への墜落様の跛行が減少し、独歩自立にて
自宅へ退院された。

【考察】 内科的問題により運動負荷量制限を有した大腿骨転
子部骨折症例に対して適宜運動負荷を調節し、運動負荷増大
につながる過剰な努力を避け、歩行の病態に沿った立位での
外乱応答を応用した患側荷重応答練習を行った。その結果、
積極的な歩行練習はしていないのにもかかわらず、患側の筋
力や短縮していた左単脚支持は改善し、左立脚中期での右前
方への墜落様の跛行が減少した。経過に伴う筋力増強に加え
て、受動的な外乱を用いた荷重練習によって運動負荷を抑え
ながら潜在的に患側への荷重が促通されたため、患側荷重へ
の恐怖心の払拭や誤学習の是正につながった可能性が考えら
れた。

【理学療法研究としての意義】 大腿骨近位部骨折症例は高齢
発症が多く、複数の合併症により内科的リスクを抱えた症例
は臨床上少なくない。本症例では運動負荷を制限した中で歩
行の病態を詳細に評価し、その問題点に即した受動的な外乱
を用いた荷重練習により積極的な歩行練習をせずとも跛行を
改善することが可能であった。改善したメカニズムに関して
は今後詳細な検討が必要であるが、立位での低負荷な左右外
乱応答練習により跛行が改善した結果は興味深いものである。

心不全のため運動制限を有する大腿骨近位部骨折患者の跛行に対して 
律動的な外乱負荷による立位荷重練習が奏功した一症例

○松尾　朱莉（まつお あかり），久我　宜正，吉武　佑里子，藤井　慎太郎，後藤　悠太，生野　公貴
西大和リハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key word：大腿骨転子部骨折，跛行，荷重練習
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【目的】 全身振動（whole-body vibration：WBV）トレーニ
ングは、高速微細振動するプラットフォームの上で行うト
レーニングである。このトレーニングは、重力加速度を用い
た負荷によって筋力トレーニングが可能なだけでなく、振動
刺激による柔軟性の改善やバランストレーニングの効果も期
待できる。近年は人工膝関節置換術後、脳卒中、脳性麻痺等
様々な疾患のリハビリテーションに活用されているが、人工
股 関 節 全 置 換 術（Total Hip Arthroplasty：THA）後 に
WBV トレーニングを行うことの効果については報告されて
いない。そこで今回、THA 後に WBV トレーニングを併用
することの効果について検討することを目的とした。

【方法】 対象は、2017年7月から2018年3月に THA 手術目
的で当センターに入院し、術前に歩行が10m 以上可能であっ
た者とした。除外基準は、両側同時 THA の患者、人工股関
節再置換術の患者、他疾患を有し経過に影響があった患者と
した。対象者はコンピュータによる乱数発生プログラムを用
いて無作為に割り付けられた。対照群は、THA 後クリニカ
ルパスに沿った理学療法を実施し、介入群は、理学療法に加
えて WBV トレーニングを実施した。
　WBV トレーニングには、Power Plate Ⓡ（Performance 
Health System 社製）を用いた。WBV トレーニングとして
は、30 Hz・低振幅（2～4 ㎜）の振動で、静的なスクワット
姿勢を30秒保持し、30秒以上の間隔をあけて3回行った。
介入期間は、THA 後歩行練習開始日から退院日までとした。
　調査項目は性別、年齢、身長、体重、Body mass index

（BMI）、術後在院日数、WBV トレーニング回数とし、測
定項目は、10m 歩行時間、歩行時の術側股関節周囲の痛み
Visual analog scale（VAS）、術側股関節外転筋力（アニマ
社製ハンドヘルドダイナモメーター）とした。筋力は測定値
を体重で除した値を用いた。測定は、術前、術後1週、術後
2週に実施した。統計処理は、調査項目の比較は Fisher の
正確検定または対応のない t 検定を用い、介入効果の判定と
して、測定項目を反復測定分散分析で検討し、p= 0.05を優
位水準とした。

【説明と同意】 本研究は当センター臨床医学倫理委員会の承
認を得て実施した。調査にあたって、対象者に本研究の主旨
を口頭および紙面で説明し、研究参加の同意を得た。

【結果】 対象者は除外基準により、96例を除いた43例で介

入群22例と対照群21例であった。結果を介入群、対照群の
順に記載する。性別は男性6例と女性16例、男性7例と女性
14例、平均年齢は66.1±12.2歳、64.9±11.5歳、身長は
154.8±11.0 ㎝、156.8±7.9 ㎝、体重は64.6±13.4 ㎏、59.6
±13.2 ㎏、BMI は26.9±4.5、24.0±3.7、術後在院日数は、
16.3日、16.4日であった。介入群の WBV トレーニング回
数は6回から10回で、研究中に有害事象は発生しなかった。
BMI は介入群が対照群より優位に高値を示した（p ＜0.05）。
その他の項目は両群に有意差を認めなかった。
　10m 歩行時間は介入群では術前が10.8±4.7秒、術後1週
が10.2±3.6秒、術後2週が9.7±3.8秒であった。対照群で
は術前が9.0±4.4秒、術後1週が9.8±4.0秒、術後2週が
8.0±2.6秒であった。VAS は介 入群では術前が35.8±
26.1 ㎜、術後1週が22.4±19.3 ㎜、術後2週が13.3±13.8 ㎜
であった。対照群では術前が38.6±27.0 ㎜、術後1週が25.6
±22.3 ㎜、術後2週が14.1±16.3 ㎜であった。股関節外転筋
力は、介入群では術前が0.16±0.08 ㎏f/㎏、術後1週が0.16
±0.07 ㎏f/㎏、術後2週が0.20±0.08 ㎏f/㎏であった。対照
群では術前が0.19±0.07 ㎏f/㎏、術後1週が0.21±0.07 ㎏f/
㎏、術後2週が0.24±0.08 ㎏f/㎏であった。反復測定分散
分析の結果からは両群に有意差を認めなかった。

【考察】 本研究からは、両群の測定項目に有意差を認めず、
WBV トレーニングによる効果を確認することはできなかっ
た。本研究は介入群と対照群をランダムに割り付けたが、
BMI では介入群が対照群より優位に高値を示す結果となり、
条件が一定ではない群間での比較となった。また、今回の
WBV トレーニング回数は6から10回であったが、この介入
回数では WBV トレーニングの効果を得るには少なかった
可能性がある。今後は、症例数、WBV トレーニングの方法、
測定項目を再考し、WBV トレーニングの有効性について検
証する必要があると考える。

【理学療法研究としての意義】 THA 後に WBV トレーニン
グを行うことの効果については報告されていなかったが、今
回初めて検討した。介入群に有害事象が発生しなかったこと
は、THA 後患者への WBV トレーニングの適応をさらに検
討できる結果となったと考えられる。

人工股関節全置換術後患者に対する全身振動トレーニングを用いた 
介入効果の予備的研究

○長島　健太郎（ながしま けんたろう）1），藤岡　真紀1），梶原　史恵1），乾　純子1），安田　晴彦1），
西井　孝2），小柳　淳一朗2），清水　孝典2），辻野　精一1）

1）大阪急性期・総合医療センター リハビリテーション科，2）大阪急性期・総合医療センター 整形外科

Key word：人工股関節全置換術，全身振動トレーニング，予備的研究
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【目的】 今回、自宅内で転倒し右大腿骨頚部内側骨折を受傷
した症例を経験した。初期評価より Canadian Occupational 
Performance Measure（以下 COPM）にて歩行動作能力向
上の希望が聴取され治療を展開。中間評価時に歩容は改善す
る も、MOS Short-Form 36-Item Health Survey（以 下
SF36V2TM）の改善が不十分であった。COPM を再聴取し、
掃除動作獲得が抽出された。治療の再考を行い、掃除動作に
着目した治療を展開。結果、SF36V2TM の改善が得られ、
QOL 向上に繋がったため考察を加え報告する。

【症例紹介】 70代後半女性。body mass index（以下 BMI）
16.9。自宅トイレ内にて転倒し右大腿骨頚部内側骨折受傷。
当院にて右人工骨頭置換術を施行。受傷前は屋内独歩可能で
あり、ADL は自立していた。家庭内での役割は床用モップ
を使用した自宅内の掃除であった。既往歴は6年前に腸閉塞
術後と入院直前に右足関節内反捻挫を受傷。また、受傷機転
及び発症機転不明の腰椎圧迫骨折があった。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、本発表の趣旨を説
明し書面にて同意を得た。

【経過】 独歩での歩行練習開始時期を初期評価（術後2週目）
とし、COPM（重要度・遂行度・満足度の順で表記）①一人
でトイレまで歩ける（10・1・1）を聴取。徒手筋力検査（以下
MMT, 右 / 左で表記）では股関節伸展2/2、外転2/3、外旋
2/3、足関節底屈2-/2-。下腿周径（右 / 左で表記。単位： ㎝）
28.5/28.0、マットスキャン（ニッタ株式会社製：PDM-S01）
を用いた下肢荷重検査では後足部の荷重が優位であった。歩
行動作の観察では上肢の振りが消失、右立脚中期（以下右
MSt）に体幹屈曲、右股関節軽度屈曲、右足関節内反位を認
めた。治療では、歩行能力改善を目的に侵襲部である股関節
を中心に筋徒手療法や物理療法、運動療法を実施した。
　中間評価（術後4週目）時、COPM ①（10・4・5）に改善。
MMT は股関節伸展3/4、外転3/4、外旋3/4。足関節底屈
3/3。歩行動作にて右股関節屈曲の軽減が得られるも両上肢
の振りの問題は残存。また、SF36V2TM の変化は乏しく全
体的に低値を示していた。COPM を再聴取、②家の掃除が
できる（10・2・1）が新たに聴取された。掃除動作の観察で
は両上肢を固定し、床用モップを支持物として使用していた。
立位にて体幹の屈曲が強く鉛直方向への伸展保持が困難で
あったため、治療では坐位で腹部筋群の伸張後、左右の脊柱
起立筋群や僧帽筋・広背筋の過緊張の軽減を図り、分離運動
を促した。その後、立位にて上肢固定が出現しないよう安定

を図りステップ練習を実施。また物品を用いたリーチ動作を
行い、上肢をバランスに使用しない戦略を試みた。
　最終評価時（術後6週目）、COPM ①（10・9・10）②（10・
8・10）に改善。MMT は股関節伸展4/4、外転3/4、下腿周
径29.5/29.0に改善。歩行動作では上肢の振りが出現し、床
用モップを片手で操作する事が可能となり SF36V2TM は
全項目改善した。

【考察】 下方らは65歳以上の高齢者で BMI18.5未満、下腿周
径は30 ㎝未満の場合サルコペニアに診断されると報告してい
る。本症例は BMI、下腿周径共に低値を示しており、両側共
に筋萎縮を示唆された。更に、今回の受傷や手術侵襲により
右側優位に大殿筋、中殿筋、小殿筋の筋出力が低下。右股関
節伸展可動域の低下により右 MSt ～ TSt にかけて右股関節
伸展の不足が生じていると考えた。また、足関節底屈筋力の
低下や、右足関節内反捻挫の既往より右足関節内反位を呈し
ており右母趾への荷重困難のため、右股関節の伸展を阻害し
ていると考えた。治療では、受傷・侵襲部位である右股関節
に対し循環改善を目的に筋徒手療法や物理療法を実施。足部
アライメントの修正も試みた。また、両側共に筋萎縮を認め
ていたため、両側の下肢筋群に対して筋出力向上を図った。
　中間評価時には右 MSt における右股関節軽度屈曲位は改
善するも、全歩行周期で上肢の振りが消失。掃除動作では床
用モップを支持物として使用し、操作性の低下が観察された。
春本、森は、体幹伸展には脊柱起立筋群、僧帽筋・広背筋、
腹圧の上昇の三つの要素があり、状況により割合を変化させ
ると報告している。本症例は腹部手術により腹圧上昇の使用
が困難な状態であった。また、圧迫骨折の影響で脊柱起立筋
の使用が困難であったため、僧帽筋・広背筋を過剰使用した
姿勢制御に至ったと推察した。これらが歩行、掃除動作時の
上肢固定を惹起したと考えた。治療では下肢機能に加え体幹
機能にも着目し、腹圧上昇による体幹伸展、上肢固定の軽減
を試み、掃除動作改善に向けた治療を展開した。最終評価で
は歩行時の上肢の振りが出現。また、掃除動作において僧帽
筋・広背筋の過緊張が軽減され床用モップの操作性が向上。
その結果本人が望んでいた掃除動作の向上が得られ SF36 
V2TM が改善したと考える。

【理学療法研究としての意義】 動作能力の変化に伴い患者の
要望は時々刻々と変化する。COPM より個別性に応じた動
作の聴取と治療展開が必要であると考える。

大腿骨頸部骨折患者の掃除動作
～ COPMにより戦略を立案しQOL改善を得た一症例～

○酒井　宏介（さかい こうすけ），北中　孝治，森下　健，森　憲一
互恵会 大阪回生病院 リハビリテーションセンター

Key word：掃除動作，姿勢戦略，QOL
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【目的】 多剤内服や不適切な薬剤、また有害な薬剤事象は日
本のような超高齢者社会において危機的な問題であると報告
されている（Wakabayashi., 2018）。先行研究において、回
復期リハビリテーション病棟に入院中の脳卒中患者における
多剤内服の割合は33.4% と報告されており、6剤以上の多剤
内服群は非多剤内服群と比較して、脳卒中患者の運動項目
Functional Independence Measure（FIM）効率が低値で
あったとの報告がなされている（Kose et al., 2016）。また脳
卒中患者における入院中の薬剤数の増加は、FIM 利得と自
宅退院率を低下させることが明らかとなっている（Kose et 
al., 2018）。これらより、薬剤は入院患者の日常生活動作能
力を左右する要因であることは明確である。運動器疾患を対
象とした先行研究においては、多剤内服が大腿骨骨折の発生
リスクとの関連を示した報告は散見されるものの（Lai et al., 
2010, Pan et al., 2014）、多剤内服と日常生活（Activity of 
Daily Living：ADL）能力や在院日数との関連を調査した報
告は見当たらない。したがって、本研究は高齢入院運動器疾
患患者における退院時 FIM・在院日数と多剤内服との関連
を調査することを目的とした。

【方法】 対象は2017年8月～2018年6月の期間に療養病棟
に入院された運動器疾患患者67名とした（年齢：83.4±7.5
歳）。対象患者には1日3～6単位のリハビリテーションが
提供された。多剤内服については、Fuse ら（2016）の報告を
参考に、6剤以上と設定した。統計解析は重回帰分析を行っ
た。従属変数は退院時 FIM と在院日数、説明変数は、退院
時 FIM モデルには入棟時年齢・Body Mass Index・在院日
数・多剤内服（6剤）の有無、在院日数モデルには入棟時年
齢・Body Mass Index・退院時 FIM・多剤内服（6剤）の有
無と設定した。説明変数間における多重共線性の影響につい
ては、相関行列表を作成し検討した。統計解析ソフトは
R2.8.1を使用し、統計学的有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、個人情報
の取り扱いに遵守して実施した。

【結果】 重回帰分析の結果、退院時 FIM モデル・在院日数
モデルそれぞれにおける分散分析表の有意確率はすべて p
＜0.05であった。また、退院時 FIM モデルにおいて関連す
る有意な変数は存在しなかった。しかし、在院日数モデルに
おいては、多剤内服（6剤）（p ＜0.01, β= 0.329）が有意に

推定に寄与した。在院日数モデルの適応度は、R2= 0.166、
調整済み R2= 0.112であった。また相関行列表の結果、説明
変数間に相関係数が0.8を超える変数は存在せず、多重共線
性の影響は認めなかった。

【考察】 本研究の結果より、高齢入院運動器疾患患者の在院日
数には、多剤内服の有無が関連することが明らかとなった。し
かし、それらの決定係数は高いものでなく、多剤内服のみで
在院日数の約10% 程度を説明するにすぎない。Komagamine
ら（2017）は高齢大腿骨骨折患者に対して多剤内服を減少さ
せる介入を実施した結果、臨床アウトカムに有意な改善を認
めなかったと報告している。これらは、本研究において退院
時 FIM に多剤内服が関連しなかったことと、多剤内服のみ
では高齢入院運動器疾患患者の在院日数を、高い精度で予測
できない可能性を示したものであると考える。したがって、
今後は様々な交絡因子を検討していくことで、より高い精度
で高齢入院運動器疾患患者の退院時 FIM・在院日数を予測
できる要因を検討していきたい。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、高齢入院運動器疾
患患者において、多剤内服が在院日数に関連することを示し
た。これらの結果は、高齢入院運動器疾患患者の在院日数を
検討する上で、多剤内服を考慮する必要性を提示したもので
あり、理学療法学研究として意義深いものと考える。

高齢入院運動器疾患患者における退院時 Functional Independence 
Measure・在院日数と多剤内服の関連

○桑田　一記（くわた かずき），宮川　祐希，石本　泰星
貴志川リハビリテーション病院 リハビリテーション部

Key word：高齢入院運動器疾患患者，在院日数，多剤内服
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【目的】 尿失禁症状を有する女性に対して骨盤底筋トレーニ
ングを行うことにより症状が改善することはよく知られてい
る。当院では2014年4月に女性泌尿器科を開設し、2016年
7月より女性骨盤底リハビリ外来（骨盤底外来）を開始した。
近畿県内において当院のような骨盤底外来を実施している施
設は少なく、遠方から来院される症例も少なくない。また自
費診療であるため経済的な負担もある。そのため、継続した
通院が出来ない症例においては頻回な指導が困難であり、症
状を改善させるために必要な通院回数の設定に悩むことが少
なくない。これまで骨盤底筋体操の効果について調査した報
告は多数あるが、指導回数と効果の関係について調査した報
告はあまりない。今回、骨盤底筋トレーニングの指導が終了
した女性に対してアンケートを行い、指導回数の違いが効果
の有無にどのような影響を与えるかについて調査した。

【方法】 当院女性泌尿器科を受診し、尿失禁症状に対する骨
盤底筋トレーニングの指導が終了した女性のうち、アンケー
トによる調査が行えた症例53人（年齢：66.5±9.4歳）を対
象とした。アンケートの内容は
1）骨盤底筋トレーニングの指導を受けた回数
2）骨盤底筋トレーニングの効果の有無
3）体操の内容理解
とした。骨盤底筋トレーニングの指導は1回30分とし、マ
ンツーマンでホームセクササイズの指導を行った。得られた
結果から、骨盤底筋トレーニングの効果の有無、指導回数に
よる効果の有無・体操の内容理解について調査した。また指
導回数と効果の有無・体操の内容理解の関係についてはカイ
二乗検定を用いて検討した（p ＜0.05）。

【説明と同意】 本研究の目的と内容、研究参加の同意表明の
任意性、利益と不利益、個人情報の管理などについて説明し
同意を得た。また、本研究は当院倫理委員会の承認を得て実
施した。

【結果】 骨盤底筋トレーニングの効果があると答えた症例は
73.6% であり、効果が無かったと回答した症例は26.4% で
あった。効果が無かった症例の86.0% は指導回数が1回もし
くは2回のみであった。指導回数と効果の有無においては、
指導回数が多くなるに従い効果を実感する症例の割合が高く

（1 回：65%、2 回：61.5%、3 回：100%、4 回 60%、5 回
100%、6回：100%）、3回以上の指導が行えた症例の方が2

回以下の症例に比べて有意に効果を実感していた（2回以下：
63.6%、3回以上：90%、p ＜0.05）。指導回数と体操の内容
理解において、指導回数が多くなるに従い内容を理解した症
例の割合が高く、3回以上では全ての症例で内容を理解して
い た（1回：90%、2回：84.6%、3回：100%、4回100%、5
回100%、6回：100%）。体操の内容理解と効果の有無につ
いては、内容を理解出来た症例が理解出来ていない症例に比
べて有意に効果を実感していた（理解できた症例：79.6%、
理解出来なかった症例：0%、p ＜0.05）。

【考察】 今回、指導回数が多いほど骨盤底筋トレーニングの
効果を実感する症例が多く、体操の内容を理解できた症例も
多くなっていた。過去の報告では、骨盤底筋トレーニングの
効果が出現するまでには約3ヶ月の期間が必要であること、
医療従事者による定期的な指導を行うことが自覚的な尿失禁
症状の改善に有用であることが報告されている。これらのこ
とと今回の結果を鑑みると、少なくとも月に1回の頻度で3
回以上の通院を行うことにより骨盤底筋トレーニングの効果
を実感してもらえる可能性が高く、かつ骨盤底体操の内容を
十分に理解してもらうことが可能になると思われた。尿失禁
症状を改善するためのホームエクササイズは各症例に合わせ
たカスタムメイドの内容になることが多いため、正確な収縮
や姿勢をしっかりと理解して自宅で継続してもらうためにも
指導回数は3回以上必要であると思われた。

【理学療法研究としての意義】 指導回数の違いによる骨盤底
筋トレーニングの効果の有無についてアンケート調査を行っ
たところ、少なくとも月に1回の頻度で3回以上の介入が必
要であると考えられた。これまで、骨盤底筋トレーニングの
効果を出すための通院回数について調査した報告が少なかっ
たことから、今回の結果は一つの指針になるのではないかと
考えられた。

女性骨盤底トレーニングの効果と指導回数の関係

○廣瀬　藍里（ひろせ あいり）1），保科　章子1），竹山　政美2），加藤　稚桂子3），鍬田　知子2）

1）第一東和会病院 リハビリテーション科，2）第一東和会病院 女性泌尿器科，3）第一東和会病院 婦人科

Key word：アンケート，骨盤底筋トレーニング，指導回数
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【目的】 わが国では成人女性の30～40% 以上に尿失禁の経
験があると報告されている。尿失禁は衛生上の問題であるこ
と以上に、生活の質（QOL）に影響を及ぼす。したがって尿
失禁の改善、軽減は QOL 向上に寄与すると考える。尿失禁
は腹圧性、切迫性、溢流性、機能性の4種に大別される。中
でも女性に多く見られる腹圧性尿失禁は、くしゃみなど腹圧
が上がるような現象が起きた際、膀胱底部が下降し、尿道が
締め付けられずに生じると言われている。これの予防・改善
には、骨盤底筋群（PFMs）の機能が重要となる。そこで、
主に腹圧性尿失禁に対して、PFMs の筋力トレーニングが
実施されている。また、PFMs の収縮には横隔膜・腹横筋

（TrA）・多裂筋の同時収縮が必要と言われており、TrA や
PFMs の同時収縮を促すトレーニングが行われている。先
行研究により、TrA や PFMs に対する超音波エコーによる
バイオフィードバックの効果は示されている。しかし、両筋
に対するフィードバックの同時収縮能への影響は検討されて
いない。そこで本研究では、2台のエコーを用いて TrA と
PFMs の収縮のバイオフィードバックが両筋の同時収縮能
に与える影響を検証した。

【方法】 対象は出産経験のない健常若年女性9名とした。測
定には超音波画像診断装置 Noblus（日立メディコ）2台を使
用した。M モードにて撮像し、3.5MHz のコンベックスプ
ローブと5～18MHz のリニアプローブを用いた。測定は安
静背臥位にて骨盤前後傾中間位とし、股関節45度屈曲、膝
関節90度屈曲した肢位で実施した。先行研究に準じて、コ
ンベックスプローブを臍より10 ㎝下方で恥骨結合の上部に
当て、体幹に対し頭側へ15°から30°傾斜させて膀胱底を観
察した。また、リニアプローブは ASIS と PSIS の ASIS 側
1/3点から頭側へ移動し、肋骨下縁と腸骨稜間の中点で、体
幹に短軸になるように当て、TrA を観察した。注意点とし
て、「いきまない」、「息を吐きながら行う」、「骨盤傾斜や関
節の動き等の姿勢変化を伴わない」よう口頭で伝え、これ
を遵守できているか測定者が確認した。運動課題は「でき
るだけ速く肛門を絞める」とし、介入前後にそれぞれ5回計
測した。介入はエコー画面にて両筋の収縮を視覚的にフィー
ドバックしながら、動作課題を遂行するバイオフィードバッ
ク療法とし、5分間実施した。腹壁から膀胱底までの距離

（a）を安静時と最大挙上時で算出し、その差を（a）で除した

膀胱底挙上率（%BE）、安静時と課題遂行時の TrA 筋厚の
最大値を安静時の筋厚で除した TrA 変化率（%TrA）を求め、
5回の施行の最大値と最小値を除いた3回の平均値と標準偏
差を求めた。さらに %BE と %TrA の複合ベクトルのなす
角度の変動係数を角度 CV として算出した。バイオフィード
バック前後の %BE と %TrA, 角度 CV を対応のある t 検定
を用いて比較検討した。なお、有意水準は5% 未満とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に従い、対象者には、口頭に
て本研究の目的を十分に説明し、書面にて同意を得た。

【結果】 介入前 / 後の %BE は6.3±4.3/6.8±4.3、%TrA は
40.0±41.1/46.8±52.8、角度は52.0±50.6°/45.4±53.7°、
角度 CV は0.5±0.5/0.4±0.7で、%BE のみ介入前後に有
意差を認めた（p ＜0.05）。

【考察】 2台のエコーを用いて TrA と PFMs の同時収縮の
バイオフィードバックによる即時効果を検証した。角度と角
度 CV は、両筋の同時収縮の指標であるが、有意差を認めず、
%BE のみに有意差を認めた。つまり、バイオフィードバッ
クにより %BE は改善するが、同時収縮能には影響を与えな
かったと考えられる。我々の先行研究において PMFs を収
縮させる運動として「肛門を締める」、「尿を止める」、「膣
を引き上げる」の3つの課題では「肛門を締める」が収縮
のイメージがつきやすく、今回の運動課題として「肛門を
締める」を選択した。また、運動課題中の TrA の収縮が不
良なものは角度 CV が大きくなることを報告している。さら
に、フィードバックが2台のエコー画面から行われ、フィー
ドバックの選択が適切になされなかった可能性が考えられる。
つまり、TrA の収縮に対するフィードバックが不十分になっ
たため、同時収縮能が改善しなかったと考えた。

【理学療法研究としての意義】 本研究で用いたバイオフィー
ドバックでは PFMs の収縮は改善したものの、PFMs, TrA
の同時収縮が改善しなかった。今後、同時収縮を促通させる
運動課題やフィードバックの方法を明らかにするため、TrA
に選択的なフィードバックを与えて検討する必要がある。

骨盤底筋群と腹横筋の同時収縮能に対する 
超音波バイオフィードバック療法の即時効果

○井上　花奈（いのうえ かな）1），中嶋　みのり1），宮本　果歩1），山崎　裕佳子1），兼岩　淳平2），
福田　大輔1）2），角田　晃啓2）3）4），工藤　慎太郎2）3）4）

1）社会医療法人有隣会 東大阪病院 リハビリテーション部，2）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科，
3）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科，4）森ノ宮医療大学 卒後教育センター

Key word：骨盤底筋群，超音波画像診断装置，運動療法
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【目的】 高齢化率の上昇が続く本邦において、健康寿命の延
伸は喫緊の課題である。平成28年の国民生活基礎調査では、
介護が必要となった主な原因の1つに骨折・転倒が挙げられ
ている。すなわち、骨折・転倒後の ADL 低下を防ぐことは
理学療法士に課せられた重要な役割といえる。高齢者に頻発
する骨折の1つに脊椎圧迫骨折（以下、圧迫骨折）がある。
圧迫骨折後の理学療法は、廃用予防、腰痛軽減、動作練習を
中心に ADL の維持・向上を目的として実施されるが、退院
後に腰痛再発を呈し、ADL が低下する例が散見される。そ
こで、我々は圧迫骨折後に発生する腰痛の実態調査を行って
きた（第57回近畿理学療法学術大会）。本研究はこれにかか
る因子を明らかにすることを目的に実施する。

【方法】 対象は2014年1月～2017年12月の間に圧迫骨折を
受傷後、当院にて入院加療を行い退院した患者とし、カルテ
から情報を収集し後方視的に検討を行った。収集内容は年齢、
性別、受傷日、退院日、骨粗鬆症薬使用（以下、投薬）の有
無、骨関連所見（入退院時の圧潰率・腰仙角とその差、入院
中の骨密度）、再診時の腰痛の有無とした。受傷機転や疼痛
の程度に関する発言の再現性が乏しく、認知機能低下が疑わ
れるものや退院後再診の機会がなかったもの、手術を行った
ものは対象から除外した。退院後の腰痛再発の有無に基づい
て、性別、投薬の有無、骨関連所見についてχ2検定ならび
に Mann-Whitney の U 検定を用いて比較した。これらの比
較に基づき、有意差を認めた項目を独立変数として、ロジス
ティック回帰分析を行い、各要因のオッズ比（以下、OR）と
95% 信頼区間（以下、95% CI）を算出した。なお、椎体骨折
の発生率が性別により異なることを踏まえ、分析は男女別に
行った。統計処理には JMP 11.0を用い、有意水準はいずれ
も5% とした。

【説明と同意】 本研究は調査にあたって個人が特定できない
よう匿名化し、当院倫理委員会にて承認を得て実施した。

【結果】 退院した患者306名のうち、除外基準に該当したも
のを除く148名（男性35名、女性113名、年齢：78.5±10.6
歳）について検討した。腰痛再発を認めたものは、男性に多
く、退院時の圧潰率（以下、圧潰率）が高く、入退院時の腰
仙角の差（以下、腰仙角）が大きかった。これらの結果に基
づき、年齢、投薬の有無、圧潰率、腰仙角を独立変数として
ロジスティック回帰分析を実施すると、女性において、腰仙

角（入 退 院 時 の 差、OR：1.10、95%CI：1.01-1.21、P ＜
0.05）、圧潰率（退院時、OR：1.03、95%CI：1.00-1.08、P
＜0.05）が抽出された。

【考察】 カルテ参照により腰痛再発の有無と腰痛再発者の特
徴について調査した結果、148名中47名（32.7%）の患者に
腰痛再発を認めた。腰痛再発は男性に多く見られたが、これ
は男女でフォローアップ人数が異なるためと考えられる。す
なわち男性の場合、疼痛や不安が残るもののみがフォロー
アップを継続しているなど何らかの性差があるのではないか
と考えられる。また、女性において、腰仙角の減少、圧潰率
増加が腰痛再発に寄与することが明らかになった。腰仙角が
減少すると骨盤は後傾し、脊柱後彎位をとるとされており、
脊柱後彎を呈する人は脊柱起立筋筋力が低下している例が多
いと報告されている。また、赤羽根らは圧迫骨折の進行は脊
柱を後彎させ、脊柱起立筋に過剰な筋活動を強要するため、
慢性的な腰背部痛が出現すると述べている。つまり、圧潰率
の増加や腰仙角の減少によって脊柱後彎が起こり、脊柱起立
筋の過剰努力によって腰痛が出現することが考えられ、圧潰
率や腰仙角に留意して理学療法を行うことが腰痛再発を防止
するために必要だと考えられる。本研究の限界として、本研
究デザインは後ろ向き観察研究であり、腰痛に焦点をあてた
質問が行われていない場合、これを抽出できていない可能性
がある。そのため、腰痛再発は潜在的にさらに高率に認めら
れると考える。

【理学療法研究としての意義】 圧迫骨折患者において、退院
後に腰痛が再発する例を認めた。本研究の結果、腰仙角の減
少と圧潰率の増加が腰痛再発に関連する可能性が示された。
そのため、入院中の活動量の管理や動作指導、理学療法プロ
グラムや自主練習の立案には、腰仙角の減少や椎体圧潰を考
慮する必要があると考える。

脊椎圧迫骨折患者における退院後の腰痛再発要因の検討（第2報）

○前田　貴基（まえだ たかき）1）2），片山　尚哉1）2），福本　祐介1）2），桝田　康彦1），角田　晃啓2）3）4），
工藤　慎太郎2）3）4）

1）大阪暁明館病院 リハビリテーション科，2）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科， 
3）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科，4）森ノ宮医療大学 卒後教育センター

Key word：脊椎圧迫骨折，腰痛，骨関連所見
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【目的】 近年、治療技術の進歩や熱傷ユニットの形成により、
熱傷患者の生命予後は改善傾向にある。しかし瘢痕拘縮と
いった機能的な障害が残存し、長期的なリハビリテーション

（以下リハビリ）が必要となることが多く、熱傷患者の社会
的予後が良いとは言い難い。アメリカでは Burn center が
あり超急性期の熱傷患者に対して医師、看護師、理学療法士、
ソーシャルワーカーが連携し患者に対する集中的、包括的治
療が行われている。一方、日本にはこのシステムがなく、理
学療法士が熱傷患者に急性期からリハビリが介入することは
現在でも少なく、慢性期に比重がおかれている。また熱傷に
対する理学療法の早期介入についての意義、経過を報告して
いるものは少ない。
　当院では急性期の熱傷患者を経験する事が多く、集中的に
リハビリ介入をする事が可能である。今回熱傷患者に対する
理学療法について症例を提示すると共に医師や看護師と連携
したチームアプローチと早期介入を行った症例を経験した為
報告する。

【症例紹介】 症例は37歳男性。車の作業中溶接を始めた所、
空気中のガスに引火し服が燃え顔面にⅡ度熱傷、両手背にⅢ
度熱傷を受傷し当院に搬送となった。気道熱傷、筋損傷は認
めなかった。理学療法介入は受傷から1カ月間実施した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則に
配慮し、本研究報告の趣旨と目的を患者に説明し同意を得た。

【経過】 受傷当日に両手背のデブリドマン、人工真皮植皮術を
施行した。第3病日に初期評価を実施した。意識レベルは
Japan Coma Scale は0、総熱傷面積4%、Burn Index は2.5%
であった。下肢粗大筋力は5レベルであり、他動運動での手
指の可動域制限は認めず関節拘縮は生じていなかった。しか
し、握力は5 ㎏/4 ㎏ と明らかな機能低下を認めており
DASH は100点中68点であった。基本動作は全自立してい
るが食事、入浴、着替えに介助が必要であり開始時 Barthel 
Index（以下 BI）は50点であった。
　独歩可能な状態で第3病日より理学療法介入を開始した。
開始時は手部に浮腫を認め、疼痛も顕著に認めており、NRS
は7～8であった。手指の被動抵抗感も認めていた。
　医師の洗浄処置と同時にケタラール鎮静下による手指の可
動域練習、早期からのグリップ練習と全身持久力維持を目的
に自転車エルゴメーターによる全身運動を実施し、同時に病
棟での自主練習の指導を実施した。第7病日後より処置時に
疼痛を顕著に認め、鎮静のみでは自制内にて実施することが

困難となったため尺骨、橈骨神経に対して硬膜外麻酔カテー
テルによる神経ブロックも同時に行った。人工真皮の生着が
乏しく、第13病日に再度植皮術を施行し、第16病日よりリ
ハビリ介入を再開した。第19病日にレナシスを除去しており、
愛護的な可動域練習を実施した。第27病日より内服のみでの
手指可動域練習、第29病日には自身での入浴動作が自立と
なった。この時点での NRS は2～3と改善を認めていた。
　受傷時5 ㎏/4 ㎏であった握力は受傷後、第25病日に10 ㎏
/5 ㎏へ改善、第32病日には23 ㎏/23 ㎏と大幅に改善した。
BI は100点となり自宅退院となった。自動運動での手指屈
曲障害は残存した。

【考察】 植皮後のリハビリ介入開始時期は生着の成否によっ
て変更されるが一般的に4～7日間の安静後とされている。
今回植皮後3日後に介入を再開した。6日後にレナシスを除
去し本格的に可動域練習を開始し、早期から介入を実施した。
医師、看護師との連携した鎮静下にてガーゼ、エスアイ・
メッシュを取り除いた状態での可動域練習、早期からのグ
リップ練習、患者への自主練習の指導をしたため、機能的な
制限は最小限に抑えることができたと考える。
　早期からの介入によって7日以内は植皮部分の生着を不十
分にさせるリスクもあったが医師の管理のもと愛護的に可動
域練習を実施しており、生着に関して問題なく経過した。本
症例は早い段階での自宅退院であり継続的な介入は困難な事
から、自主練習の重要性や方法の指導を行った結果立脚型評
価の向上、それに伴う満足度の向上に繋がった。
　しかし熱傷予後として受傷2～6カ月から肥厚性瘢痕等に
よる瘢痕拘縮の可能性も考えられ可動域を獲得するためには
継続した可動域練習と植皮部位の切開が必要とされている。
熱傷に対するリハビリ介入として早期介入、また長期的な介
入も必要であると考えた。
　今回の症例を通してチーム医療を進めてお互いに情報共有
しながら適時適切な治療を遂行しなければならないと考えた。
今後はリハビリの適切な介入時期や方法を検討していく必要
があり、熱傷に対する急性期のリハビリの早期介入やチーム
アプローチを行う必要性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本疾患の報告は少なく、理学療
法の評価方法や治療プログラム、患者の回復経過および職場
復帰状況などの報告は少ない。今後、本疾患の機能予後や理
学療法評価、理学療法プログラムの構築の一助になると考える。

熱傷患者に対する医師、看護師と連携した早期理学療法の一症例

○齋藤　秀晟（さいとう ひでまさ）
奈良県立医科大学附属病院 医療技術センター リハビリテーション係

Key word：熱傷，植皮，理学療法
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【目的】 末梢動脈疾患（PAD）により両下腿切断術を行い、
両下腿義足を作成した血液透析患者を担当した。術前から介
入し、段差昇降の獲得にまで至った症例を経験したので報告
する。

【症例紹介】 70歳代の女性。左足の冷感、疼痛あり当院受診。
左第五趾感染兆候あり、アンギオ目的にて入院となる。左足
趾の壊疽が進み、左下腿切断。その後、右足趾の壊疽も進行
し、右下腿切断。合併症は血液透析（透析歴6年）、糖尿病、
手術歴として四肢の血管拡張術、動脈血栓内膜摘出術、バイ
パス移植術。入院前は、夫と娘との3人暮らしで ADL 動作
は全自立。屋内歩行は独歩、屋外は杖使用。買い物や調理な
どの家事全般も行っていた。

【説明と同意】 本発表はヘルシンキ宣言に基づき、口頭にて
説明を行い、同意を得た。

【経過】 術前は、介入当初から著明な関節可動域制限はみら
れず、下肢の MMT 3+ ～4+。左足趾に疼痛あるが、起居・
移乗は物的介助レベル。左下腿切断後70日目に左 PTB 仮義
足完成、右下腿切断術後75日目に右 PTB 仮義足完成。術前
から上下肢・体幹の筋力増強 ex、座位・立位でのバランス
ex 開始し、両 PTB 仮義足完成後、立位保持、平行棒内での
ステップ ex を開始。両仮義足完成後3日目から平行棒内歩行
開始、25日目に段差昇降 ex 開始。段差昇降 ex 開始後に右下
腿前面に水疱が発生し、1週間義足装着禁止となったが、12
日目に車椅子自操自立、23日目に義足を装着した立位経由の
方法での移乗自立、35日目に伝い歩き見守り、36日目に透析
通院の送迎バスステップ昇降を見守りで獲得し、その時点で
の大腿四頭筋の筋力は MMT 4まで回復がみられた。左下腿
切断術後180日目にバリアフリーに改装した自宅に退院。

【考察】 PAD の切断患者の仮義足処方までの期間は平均37
（18）日との報告があり（豊永敏宏．リハ医学，2004）、本症
例は断端部の治癒や断端成熟までに時間がかかり、70日～75
日を要した。また、両下腿切断の義足による屋内歩行獲得率
は67% である（猪飼哲夫．リハ医学，2001）。本症例が段差
昇降の獲得に至った要因として、術前の歩行が自立、術前か
ら筋力増強 ex、バランス ex を開始したことで、術後 MMT 
3～3+ に低下した大腿四頭筋の筋力が退院時には MMT 4ま
で回復がみられたこと、術前からの介入により両下腿切断後
の座位や立位での姿勢保持が早期に獲得できたこと、また本

人の在宅復帰への意欲が高かったことが考えられる。
【理学療法研究としての意義】 わが国では、欧米諸国と同じ
ように血管障害による切断が増加しており、高齢者の比率も
増加している（林義孝．義肢会誌，1999）。両側の切断とな
ると歩行獲得率は低下するものの、本症例は術前の歩行が自
立しており、術前から義足歩行や段差昇降の獲得に向けた筋
力増強 ex やバランス ex を行うことにより、血液透析患者
においても段差昇降を獲得できることが示された。

両下腿切断後、段差昇降獲得に至った血液透析患者の一症例

○山﨑　勇人（やまざき はやと）1），松藤　勝太1），西村　眞理1），佐藤　宗彦2）

1）井上病院 リハビリテーション科，2）井上病院 整形外科

Key word：血液透析患者，両下腿切断，段差昇降
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【目的】 本院は2003年より柔道大会のメディカルサポート
を実施し、2009年からは大規模な高校柔道大会での急性外
傷・障害の対応、コンディショニングなどメディカルサポー
トを医師・看護師・理学療法士が共同して行う試みを全国に
先駆けて行ってきた。現場で得た情報からメディカルリハビ
リテーションレベルでも競技復帰を見据えた質の高い治療展
開ができるよう、経験年数別で起こりやすい障害部位につい
て調査した。

【方法】 対象は2013年～2017年ハーベスト杯争奪白鷺高等
学校柔道錬成大会に参加した全国の高校生約4,000人中、医
療ブースを利用した647名に対し、主訴・症状・身体所見を
含んだコンディショニング用紙に医師・看護師又は理学療法
士が記入し調査した。それを元に、障害部位別割合を高校に
入学してから柔道競技を始めたと思われる経験年数0～3年
と幼少期・学童期から始めたと思われる経験年数7年以降に
分けて調査した。

【説明と同意】 本研究をするにあたりヘルシンキ宣言に則り、
医療ブースに来た学生に説明と同意を得た上で、発表にあた
り個人が特定出来ないように配慮した。

【結果】 経験年数別では0～3年の初心者は頭頚部16%、肩
関節22%、膝関節12%、7年以降では頭頚部6%、肩関節
11%、膝関節23% となった。また階級別での膝関節受傷割
合は0～3年では軽量級50%、中量級25%、重量級25%、7
年以降では軽量級31%、中量級33%、重量級36% となった。
男女別では特に7年以降の男子重量級の膝関節の受傷割合が
48% と多かった。

【考察】 柔道経験年数が0～3年と浅い選手は相手に投げら
れたときに頭頚部や肩関節から落ちて受傷するケースが多く
見られた。経験年数が7年以降と経験者では頭頚部や肩関節
の受傷割合は軽減するが、階級にかかわらず膝関節の受傷割
合が増加していた。特に男子重量級の膝関節受傷割合は多
かった。柔道競技の特性上、ひねり動作や担ぎ上げる動作が
多く自分と相手の体重を支える必要がある。このことから特
に重量級選手の場合、受傷に発展するケースが多いと考える。

【理学療法研究としての意義】 スポーツ障害の問診において
経験年数を聴取することは重要である。聴取内容に基づき、
予防的な膝関節周囲のストレッチ指導や膝関節も含めたエク

ササイズを取り入れることで、病院内でのリハビリテーショ
ンで障害部位へのアプローチだけでなく選手への啓発も含め
た障害予防が行えると考える。

高校柔道における障害部位の特徴
―経験年数に着目した考察―

○宮代　大地（みやしろ だいち），河野　邦人，田辺　誠
松本病院 リハビリテーション科
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【目的】 投球障害肘における内側部障害は、投球時において
肘関節にかかる外反力により肘内側組織に過剰な牽引ストレ
スが加わることで発生すると考えられている。投球時には、
肘関節内側側副靭帯（以下 MUCL）に34.6Nm の外反トルク
が加わり、MUCL を含む内側支持機構には290N の張力が
加わると推定されている。また、MUCL が破断するトルク
は32.2Nm、最大破断強度が260N と報告されており、投球
毎に最大破断強度以上の力が加わっている事になるといえる。
外反ストレスを動的に制御し、MUCL への負荷を軽減させ
る機能を有するのが前腕屈筋群とされている。Otoshi らは、
肘関節に外反ストレスを加えた状態で、屈曲回内筋群の収縮
前後の内側関節裂隙の変化を研究しており、前腕回内、手関
節掌屈、指屈曲時に内側関節裂隙間が有意に減少したと報告
している。しかし、これは健常成人男性での研究であり、投
球障害肘との関連は明らかにされていない。そこで今回、野
球選手を対象に外反ストレスに対する前腕屈筋群の機能の関
係性を検討することを目的とした。

【方法】 対象は、当院を受診した野球選手18名36肘（年齢：
15.7±1.7歳、身長170.4±6.1 ㎝、体重64.6±7.7 ㎏）とし
た。内訳は、障害群8名、健常群10名であった。方法は、
超音波検査装置を使用し、リニア型プローブ、B モードで、
撮像者1名と補助1名の2名で撮像した。検査肢位は Otoshi
らの先行研究に準じ、背臥位で肩関節外転90°で最大外旋位
とし、肘関節屈曲90°で前腕の自重力による外反ストレスを
加え、内側関節裂隙の開大を水平距離（以下距離）で計測し
た。その後、手関節掌屈（橈側手根屈筋以下 FCR）、手関節
尺屈（尺側手根屈筋以下 FCU）、指屈曲（浅指屈筋以下
FDS）、前腕回内（円回内筋以下 PT）をそれぞれ等尺性収縮
させた状態で内側関節裂隙の開大を距離で計測した。安静時
とそれぞれの収縮時の計測を行い、t 検定を用い、投球側と
非投球側、障害群と健常群で比較検討した。また、安静時に
対する収縮時の内側関節裂隙の変化量を算出した。

【説明と同意】 対象者と保護者に、研究内容や身体への影響、
実施に際して十分な説明を行い、書面にて同意を得た場合の
みを対象として計測を行った。

【結果】 安静時の距離は、投球側4.46±1.06 ㎜、非投球側
3.59±0.74 ㎜で投球側が有意に大きかった（p ＜0.05）。そ
れぞれの収縮時の距離は FCR で、投球側3.48±0.69 ㎜、非
投球側2.83±0.62 ㎜ で、FCU は、投球側3.74±0.77 ㎜、
非投球側3.08±0.93 ㎜で、FDS は、投球側3.16±0.65 ㎜、

非投球側2.65±0.64 ㎜で、PT は、投球側3.04±0.68 ㎜、
非投球側2.53±0.69 ㎜であった。すべての筋で投球側が有
意に大きかった（p ＜0.05）。変化量は、FCR が投球側0.98
±0.51 ㎜、非投球側が0.77±0.51 ㎜、FCU は投球側が0.72
±0.63  ㎜、非投球側が0.51±0.49 ㎜、FDS は投球側が1.3
±0.61 ㎜、非投球側が0.94±0.6 ㎜、PT は投球側が1.42±
0.69 ㎜、非投球側が1.06±0.58 ㎜であり、すべての筋で投
球側と非投球側間で有意差はみられなかった。
　安静時の距離は、障害群4.24±1.13 ㎜、健常群4.64±
1.29 ㎜で有意差がみられなかった。収縮時の距離は FCR で、
障害群3.4±0.83 ㎜、健常群3.55±0.95㎜で、FCU の距離
は、障害群3.49±0.95 ㎜、非投球側3.95±1.01 ㎜で、FDS
の距離は、障害群3.03±0.76 ㎜、健常群3.27±0.87 ㎜で、
PT の距離は、障害群2.88±0.73 ㎜、健常群3.18±0.91 ㎜
であり、すべての筋で有意差がみられなかった。

【考察】 安静時の投球側と非投球側と比較した結果、投球側
の内側関節裂隙間が非投球側よりも有意に増大していた。こ
れは繰り返しの投球により肘関節内側に外反ストレスおよび
牽引ストレスが加わった結果、MUCL を含む内側支持機構
の損傷が引き起こされたためだと考えられる。また、前腕屈
筋収縮時にも投球側が有意に増加していたことから、前腕屈
筋群を収縮させても肘関節外反を十分に制動することができ
ないため、投球側の内側部障害を惹起しやすい状態であるこ
とが示唆される。また、障害群と健常群を比較すると、安静
時、前腕屈筋収縮時ともに内側関節裂隙間に有意差がみられ
なかった。すなわち、内側部障害を有する選手の前腕屈筋群
の機能は低下していないことが示唆される。
　これらのことから、肘関節外反に対して前腕屈筋群はある
一定の動的安定化としての機能を有するが、それ単独では内
側部障害を予防するまでの機能は有していないことが考えら
れる。しかしながら、多くの先行研究において、前腕屈筋群
は肘関節の動的安定化に寄与するとされていること、また本
研究の限界としてごく小さい変化量に対して、症例数が少な
かったことなどから、本研究のみで結論付けるには十分でな
いと考えられる。そのため、今後は症例数を増やし検討して
いく必要がある。

【理学療法研究としての意義】 今回、我々が報告した超音波
検査装置を用いた評価は、投球復帰や野球肘の予防における
定量的評価の指標になる可能性が考えられる。

野球選手における肘関節外反ストレスと前腕屈筋群の機能との関連性
―超音波検査装置を用いて―

○野田　逸誓（のだ いっせい）1），尾上　生真1），田中　健一1）2），中里　伸也1），工藤　慎太郎3）4）

1）医療法人 Nクリニック，2）PEP OSAKA，3）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科， 
4）森ノ宮医療大学 保健医療学研究科
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【目的】 我が国において、職場における腰痛は多くの業種に
見られ、業務上の疾病の約6割を占めている。中でも、社会
福祉施設や医療保健業などの保健衛生業は腰痛の発生の多い
職場となっている。近年、医療従事者の腰痛予防に対する取
り組みに関する報告が散見される。しかし、これまで用いら
れてきた腰痛チェックシートは記入式や第三者が検査を実施
するものが多く、腰痛の原因となる身体機能のセルフチェッ
クや改善方法の提案は容易ではなかった。亀山らはスポーツ
障害の予防とパフォーマンス向上を目的として、フィジカル
チェックを行い、投球障害を起こさなかった選手の特徴を把
握するとともに、チェック内容からトレーニング方法を提案
している。我々は、同様の方法を用いることで医療従事者の
腰痛を予防することが可能になると考えた。そこで本研究の
目的は、医療従事者の腰痛に関与すると考えられるフィジカ
ルチェック項目を抽出することとした。

【方法】 対象は医療機関に勤務する理学療法士・作業療法士・
言語聴覚士の合計30名（腰痛群15名：男性9名女性6名、健
常群15名：男性6名女性9名）。評価項目はアンケートと
フィジカルチェック18項目とした。アンケートは、基本情
報（性別、職業、業務時間、喫煙歴、身長、体重、ウエスト、
現在の腰痛の有無、腰痛が3か月以上続くか否か、運動習
慣）と BS-POP とした。フィジカルチェックは、筋力を反
映する項目（筋力項目）と柔軟性を反映する項目（柔軟項目）
に大別した。筋力項目はクラウスウェーバー変法の腹筋項目
2つと背筋項目、サイドブリッジの保持時間、シットアップ
動作の可否、伏臥上体そらしの床から顎までの距離、座位に
て結髪肢位から対側膝へ肘を接する動作の可否（体幹複合運
動）、立位での体幹と骨盤の成す角度に対するスクワット肢
位保持時の骨盤傾斜の分類（前傾・中間位・後傾）、ドロー
インのウエスト周径差、片脚立位の保持時間、立位での股関
節屈曲伸展の角度（Leg swing 屈曲、伸展）、立位での股関
節外転内転の角度、腸腰筋テストを実施した。柔軟項目は、
自動下肢伸展挙上の角度（Active SLR）、立位にて体幹を側
屈させた時の床から中指先端までの距離、腹臥位での股関節
外旋内旋の角度、指床間距離、踵殿部距離、背臥位にて肩甲
帯は離地させず、踵を対側の下肢をまたいでベッド面より低
い位置まで体幹回旋させる動作の可否、足幅を肩幅の2倍程
度としたサイドランジ動作の可否とした。計測は判定基準を

共有した5名の理学療法士が実施した。腰痛の有無とアン
ケート項目、フィジカルチェック項目の関連をスピアマンの
順位相関係数で算出した。統計学的手法には SPSS statistics 
ver.25を用い、有意水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に従い、対象者に本
研究の概要と目的、個人情報保護、研究中止の自由などを十
分に説明し、自由意思による参加が確認された後に開始した。

【結果】 単相関分析では、左腸腰筋テスト（r=0.30）、右腸腰
筋テスト（r=0.33）、伏臥上体そらし（r=0.34）、左体幹複合
運動（r=0.39）、右体幹複合運動（r=0.39）、右 Leg swing
屈曲（r=0.40）、業務時間（r=0.45）で腰痛との相関を認めた。

【考察】 本研究の結果から、腰痛の出現に関わる評価項目は、
伏臥上体そらし、腸腰筋テスト（左右）、体幹複合運動（左
右）、Leg swing（右屈曲）、業務時間であった。抽出された
項目はすべて筋力項目であった。先行研究においても、腰痛
患者では背筋群や腹斜筋群などの体幹筋群や、大腰筋、腸腰
筋などの骨盤周囲の筋群の筋力低下が生じるという報告が散
見される。つまり、医療従事者の腰痛の出現には、体幹及び
股関節周囲筋の筋力項目が影響しており、腰痛の予防・改善
には体幹、股関節周囲筋の筋力の維持、向上が必要と考えら
れた。また、垰田は、過度な長時間労働は腰痛の原因となり
うるとしている。本研究結果からも、労働時間が長いほど腰
痛が出現しやすくなることが明らかとなった。本研究の問題
点として、被検者数が少ないことが挙げられる。今後、被検
者数を増やし、パフォーマンステスト項目を精査することで、
医療従事者の腰痛出現の要因となる身体機能の特徴をより明
らかにできると考える。また、今回は単相間関係で検討して
いるが、交絡の要因を考え、今後はサンプルサイズを増やし
て、多変量解析を行う必要がある。また、今回は横断研究と
してデザインしたが、前向きコホート研究などのデザインで
の検討も必要になる。

【理学療法研究の意義】 医療従事者、特にリハビリテーショ
ン業務に携わるセラピストでは、腰痛を評価するフィジカル
チェック項目として、体幹や股関節周囲の筋力の評価を実施
する重要性が示唆された。

医療従事者の腰痛発生に関わる身体機能の検討

○北川　崇（きたがわ たかし）1），福田　大輔1）2），兼岩　淳平1）2），角田　晃啓2）3）4），吉留　秀郎1），
山崎　雅美1），徳廣　竜一1），吉村　麻未1），工藤　慎太郎2）3）4）

1）東大阪病院 リハビリテーション部，2）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科， 
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【目的】 リハビリテーション分野でも近代化が進んでおり
様々な歩行補助ロボットが散見される。脳卒中治療ガイドラ
イン2015では歩行補助ロボットを用いた歩行訓練はグレー
ド B で推奨されている。2017年秋よりトヨタ自動車（株）か
ら脳卒中などによる下肢麻痺のリハビリテーション支援を目
的としたロボット「ウェルウォーク WW-1000」（以下ウェ
ルウォーク）が導入された。ウェルウォークはトレッドミル
上で歩行しながら歩行調整機能とフィードバック機能をもつ。
歩行調整機能は患者様に合わせた荷重、振り出しアシストを
調整し難易度設定が可能である。フィードバック機能は視覚
フィードバックと聴覚フィードバックがあり、視覚フィード
バックでは歩行練習の最中に前面モニターで歩行距離を表示
しながら自身の正面・側面・足元の歩容を確認できる。音
フィードバックでは足底圧センサー機能により設定荷重量を
超えると良音で知らせる機能をもつ。ウェルウォークに関す
る研究は FIM や SIAS の向上を示したものがみられるが、
歩行能力と平均全荷重量に及ぼす影響を検討した研究は見当
たらない。したがって、本研究はウェルウォークを使用し
10m 歩行時間と timed up and go test（以下 TUG）、平均
全荷重量の関係について着目し比較検討することとした。

【方法】 本研究はシングルケーススタディで ABA デザイン
とした。対象は右視床出血と診断された左片麻痺を呈した歩
行器歩行可能な60代男性とした。A 期ではウェルウォーク
介入を5日間実施し、歩容状況に合わせて歩行調整機能を適
時採用、難易度設定した。同時に体重割合から荷重量を設定、
設定荷重を超える際に良音フィードバックが生じるようセッ
トした。B 期では通常の歩行練習を含む運動療法を5日間
行った。各介入時期の前後に TUG（秒）と10m 歩行時間

（秒）を2回計測し優れた方を記録した。また、介入初日と
最終日のウェルウォーク内に記録された平均全荷重量（体重
比 %）を記録し比較検討した。内省報告も併せて記録した。

【説明と同意】 対象者にはヘルシンキ宣言を遵守した上で十
分な説明を行い同意も得た。

【結果】 各介入時期別の結果は10m 歩行時間（23.92, 15.56, 
14.37, 13.3）、TUG（39.27, 26.24, 26.98, 29.38）、平均全荷
重量（59.6, 72.9, 75.6, 85.4）であった。介入前後差は10m 歩
行時間（-8.36, -1.19, -1.07）、TUG（-13.03, +0.74, +2.4）
平均全荷重量（+13.3・+2.7・+9.8）であった。ウェルウォー

ク介入期の内省報告では「歩行距離が数字で見えるから前
よりも多く歩きたくなる」「荷重量を音で知らせてくれるの
でわかりやすい」といった意見も得られた。

【考察】 A 期は10m 歩行時間、TUG、平均全荷重量の全て
が向上しウェルウォークを用いた歩行練習が好影響を与えた。
A 期は介入初期で練習効果は高いと考えられるが、A’ 期に
おいても平均全荷重量の向上を見せていたことから継続した
練習効果が示唆された。A 期 A’ 期の介入期では歩容に合わ
せて適時歩行調整機能を用い歩行難易度を段階的に調整でき
た。目標設定理論に基づき難易度調整を実施でき10m 歩行
時間、平均全荷重量の向上を見せたと考えた。介入期の
10m 歩行時間の向上は「前よりも多く歩きたくなる」との
内省報告から歩行距離の表示が目的意識を持った歩行距離の
獲得を可能とし意欲の向上にも影響を与える可能性を考えた。
脳卒中治療ガイドラインにおいても歩行練習などの下肢機能
練習の量を多くすることは、歩行能力の改善のために強く勧
められるとされている。平均最大荷重量の向上は設定荷重時
を超える際に起こる良音バイオフィードバックが特に感覚異
常に対し寄与したものと考えた。B 期は A 期と比較すると
TUG がわずかに低下し10m 歩行時間と最大荷重量の向上幅
も乏しい。B 期は通常の歩行練習を含む運動療法であり歩行
量や運動量は確保されていたものの歩行距離への目的意識は
乏しかったと考えられる。また、歩行器歩行は可能であるも
のの上肢支持となり下肢への荷重量をコントロールする難易
度調整は困難であったと思われる。

【理学療法研究としての意義】 本研究においてウェルウォー
クによる歩行練習が10m 歩行時間や最大荷重量の改善に好
影響を与えた。ウェルウォークは対象者の歩行能力に応じた
歩行調整機能と様々なフィードバック機能を搭載しており効
率的な歩行練習が行える、ロボットリハビリテーションを担
う先駆的な練習機器である。今回はシングルケーススタディ
であり今後本研究を確実なものとするために更なる症例数の
獲得と研究方法の検討が必要である。

TOYOTA歩行支援ロボット「ウェルウォーク」が右視床出血患者の 
歩行能力と TUG、平均最大荷重量に及ぼす影響

○光山　功展（みつやま よしのぶ），田口　亮太
社会医療法人 平成記念会 平成まほろば病院 リハビリテーション課 ロボットプロジェクトチーム

Key word：ロボットリハビリテーション，TOYOTA 歩行支援ロボットウェルウォーク，右視床出血左片麻痺
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【目的】 脳卒中治療ガイドライン2015においても、「歩行補
助ロボットを用いた歩行訓練は発症3か月以内の歩行不能例
に勧められる」とある。このように近年、ロボットによる
脳卒中片麻痺患者の歩行訓練は増えつつある。そして、当院
においても2018年7月よりトヨタ自動車株式会社 Welwalk

（以下、WW）を導入する経緯に至った。しかし、WW の先
行研究は回復期患者が多く、慢性期脳卒中片麻痺患者に施行
した事例の発表は少ない。また、歩行困難な脳卒中片麻痺患
者による歩行能力改善の発表は極めて少ない。よって、歩行
困難な慢性期脳卒中片麻痺患者に、WW を施行した場合の
歩行に対する影響を報告する。

【症例紹介】 対象者は、脳卒中により左片麻痺を呈した60代
の男性1名である。身長175 ㎝。体重54.0 ㎏。コミュニケー
ションは、運動性失語による構音障害は認めるが理解は良好
である。経過は、発症後他院で期限いっぱいリハビリを行い
退院。その後、デイサービスでリハビリを継続するも歩行困
難な状態は変わらず。そのため、発症後368日経過し、当院
外来リハビリにて歩行能力向上目的で WW を開始。訓練中
の歩行能力は、オルトップを装着し四点杖をついて歩行を行
うが、体幹を安定させる介助と麻痺側下肢振り出しの介助を
必要とする重度介助である。また介入方法としては、週に2
回の頻度で4週間行った。訓練時間は、ロボット着脱・休息
時間も含めて40分間とし、そのうち WW による歩行訓練を
目一杯実施した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づく倫理的原則
に配慮し、被験者に研究の目的、方法を十分に説明し同意を
得た。

【経過】 介入開始時の Stroke Impairment Assessment Set
（以下、SIAS）は、hip-flexion test1、knee-extension test1、
foot-pat test0。Brunnstrom Recovery Stage（以 下、BRS）
は下肢Ⅲ。平地の10 m 歩行テストは、55.28sec。10 m 歩行速
度、0.18 m/sec。歩数24steps。歩行率26steps/min。FIM
運動項目38点（移動項目：2）であった。開始初日 WW 施行
時の平均歩行速度は、0.48 ㎞/h。平均歩行率53.3 steps/min。
WW 施行時間11分1秒。歩行距離84.7 m。歩数566 steps。
修正 Borg Scale：4。平地歩行能力に関しては、上記症例紹
介と同様である。歩行の問題として、重度運動麻痺による随
意性低下のみならず、歩行時の重心移動にも問題があると仮
定し、WW による麻痺下肢のアシストと歩行姿勢を見せる

ことによる視覚フィードバックを利用した重心移動の改善に
焦点を当てて開始した。その後、歩容に合わせて麻痺側下肢
のアシスト量は調整し、過剰なアシストに注意しながら設定
値を調節した。そして、4週間介入後の SIAS は、hip-
flexion test1、knee-extension test1、foot-pat test 0。
BRS 下肢Ⅲ。平地の10m 歩行テストは、46.44sec。10m 歩
行速度、0.21m/sec。歩数39steps。歩行率50steps/min。
FIM 運動項目39点（移動項目：3）。WW 施行時平均歩行速
度は、1.48 ㎞/h。平均歩行率72.4steps/min。WW 施行時
間14分26秒。歩行距離352.1m。歩数972steps となった。
修正 Borg Scale：4。また、平地の四点杖歩行における介助
歩行は、体幹を安定させる介助と麻痺側下肢振り出しの介助
はなくなり、中等度レベルまで介助量が軽減し時折軽介助で
も可能となった。

【考察】 今回の結果は、SIAS、BRS といった運動麻痺の機
能評価に関しては、変化は認められなかった。しかし、平地
の10m 歩行テストや10m 歩行速度、歩行率において改善傾
向となった。これは、歩行課題を数多く反復的に行ったこと
で、課題特異的転移性による運動学習が生じたと考える。そ
して、WW で麻痺側下肢をアシストしながら歩行したこと
で、歩行パターンの再学習にも繋がったと考える。さらに、
トレッドミルによる効果が Central Pattern Generator を賦
活し運動出力も向上したと考える。また、介入終了時の四点
杖歩行時の際に「重心の移動を意識することで歩きやすく
なった」という本人の内省変化も認めた。この結果を含め
歩行に変化が生じた一番の要因は、視覚フィードバックを活
用しながらの口頭指示による修正が運動学習における教師あ
り学習を促進し、内省の変化に繋がったことで歩行中の重心
移動が改善したことによるものである考える。また、WW
施行中の変化として、歩行距離が延長したにも関わらず修正
Borg scale は同じ状態を維持した。これにより、全身持久
力向上の効果も認めたと思われる。そして、これらの結果か
ら運動麻痺機能の変化がなかったにも関わらず、慢性期脳卒
中片麻痺患者の歩行に変化をもたらし、FIM 移動項目の向
上にも繋がった可能性があると考える。

【理学療法研究としての意義】 今回の結果より、WW は回復
期脳卒中片麻痺患者の歩行能力改善のみならず、歩行困難な
慢性期脳卒中片麻痺患者の歩行に対しても変化をもたらすこ
とが示唆された。

慢性期脳卒中片麻痺患者におけるWelwalkの歩行に対する影響

○西山　章太（にしやま しょうた），山下　皓平，和田　善行，脇本　謙吾，浅田　仁章
平成記念病院 リハビリテーション課

Key word：Welwalk，慢性期脳卒中片麻痺，歩行
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【目的】 ウェルウォーク WW-1000（以下：WW）での歩行
訓練において、振り出しアシスト機能により平地歩行で麻痺
側遊脚期から初期接地の歩容改善がみられ、移乗軽介助から
自立に至った症例について報告する。

【症例紹介】 70代、女性。左前頭葉皮質下出血、右片麻痺、
麻 痺 側 下 肢 機 能 は Stroke Impairment Assessment Set 
Motor（以下：SIAS-M）にて1-1-0、高次脳機能について
は選択性・分配性注意機能低下がみられたがコミュニケー
ションは問題なかった。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき実施した。
対象者には研究内容について口頭および書面にて説明を行い、
同意書への家族および自筆による署名をもって研究協力の同
意を得た。

【経過】 発症から20日で当院回復期リハビリ病棟入棟、入棟
より16日で WW 開始。WW 開始から29日経過した日から
4週の経過を追った。WW は1回施行時間6分50秒、時速
0.6 ㎞（時間、時速とも13回平均）、週3回の頻度で実施した。
　平地歩行条件は4点杖歩行 + 膝伸展固定なしの長下肢装
具（両側金属支柱、膝継手両側リングロック、足部 Shoe 
Hone Brace）使用にて軽介助であった。麻痺側遊脚期の股
関節外転・外旋が著明、足尖接地であり立脚中期から後期に
かけて体幹左側屈がみられた。前述の歩容改善にあたり
WW の振り出しアシスト調整により股関節正中位での振り
出しへの誘導、遊脚期改善により踵接地獲得可能であると考
え WW を開始した。
　初期評価時の麻痺側下肢機能は SIAS-M にて1-1-0、
Timed up ＆ go test（以下：TUG）1分00秒44、Functional 
Reach Test（以下：FRT）6.03 ㎝（3回平均値）、Functional 
Independence measure（以下：FIM）運動項目65/91（歩行
FIM4）、初期評価時の WW 訓練では立脚中期以降の体幹前
傾がみられ麻痺側遊脚期の前足部引っ掛かりあり、麻痺側荷
重量については足底全荷重74.3%、踵荷重47.1% となった。
麻痺側荷重促しについては視覚・聴覚からのフィードバック
を行った。下肢アシスト機能は振り出しアシスト4、伸展ア
シスト4にて実施した。歩行については前足部引っ掛かりが
生じることあり、非麻痺側への重心移動誘導の介助を要した。
　最終評価では麻痺側下肢機能は SIAS-M にて1-1-0、
TUG 51秒30、FRT 17.3 ㎝（3回平均値）、FIM 運動項目

70/91（歩行 FIM4）、WW では下肢アシスト機能振り出し
アシスト3、膝伸展アシスト3で前足部引っ掛かりは消失し
見守りで可能となった。また麻痺側荷重量については足底全
荷重77.7%、踵荷重52.7% となった。
　平地歩行については4点杖歩行 +Shoe Hone Brace にて
軽介助となり麻痺側遊脚期の股関節外転・外旋軽減、踵接地
が可能となった。また立脚中期から後期にかけての体幹左側
屈も軽減した。
　FIM については歩行項目の向上はみられなかったが、運
動項目にて初期評価から最終評価で移乗項目が4から6へ向
上し病棟での日常生活動作向上に繋がった。

【考察】 今回の症例では SIAS の結果からも身体機能の向上
はみられず歩行介助量軽減には至らなかったが歩容の改善が
みられた。また移乗時、方向転換での足部踏み替えが可能と
なり移乗動作自立に至った。
　その要因として WW の振り出しアシスト機能により遊脚
期の股関節外転・外旋の代償を修正でき踵接地が可能となっ
た。そして立脚初期から中期にかけて股関節正中位の足底荷
重量が可能となり麻痺側荷重増加した。それにより非麻痺側
への重心移動が行いやすくなり足部踏み替えが容易に行え結
果、移乗動作の獲得に繋がったと考える。また麻痺側荷重に
ついても視覚・聴覚からのフィードバックにて難易度を細か
く調整することで症例の疲労感を考慮しながら段階を踏んだ
訓練を行えた。
　これらのことから WW の振り出しアシスト機能により歩行
以外の日常生活動作においても能力向上に繋がったと考えた。
　才藤らは「歩行練習は課題指向的という意味で運動学習
が主体となる課題である」としている。今回、歩行自立に
至らなかった要因として運動学習の観点から訓練頻度が少な
かったことを挙げた。症例の訴えで WW 使用時の疲労感訴
えがきかれ使用頻度は週3回、1回施行時間は平均6分50秒
に留まった。今後使用時の頻度については対象者の状態を考
慮しながらも検討が必要である。

【理学療法研究としての意義】 今回の研究を通し WW の特
徴を活かしての歩行訓練で日常生活動作能力向上にも繋がる
ということが示唆された。

ウェルウォークWW-1000での歩行訓練から移乗動作自立に至った症例
―アシスト機能に着目して―

○宮城　麻友子（みやぎ まゆこ），石田　俊介，豊島　晶
洛西シミズ病院 リハビリテーション科

Key word：ウェルウォーク WW-1000，運動学習，日常生活動作
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【目的】 体重免荷式トレッドミル歩行トレーニング（以下、
BWSTT）は歩行運動の生成に関与する運動機能に対して特
異的に作用する課題指向型の歩行トレーニング（Hesse. 
1995）であり、多くの介入効果が報告されている。しかし、
頚椎症性脊髄症（以下、CSM）患者を対象とした報告は少な
い。そこで今回、歩行障害を呈した CSM 患者に対して
BWSTT による治療介入を理学療法の中で行い、歩行左右
対称性と歩行自立度の改善を認めたため報告する。

【症例紹介】 症例は CSM と診断された70歳代男性である。
X 年3月から歩行障害が出現した。術前画像所見より、
C2-6で後縦靱帯の骨化、C3-T1の多椎間狭窄、髄内輝度変
化が認められた。視力障害があり左眼弱視、右眼全盲であっ
たが、歩行時は右手に白杖を持ち、左手は妻の右肩を支えに
して歩行可能であった。X 年4月に椎弓形成術（C3-7+T1
部分）を施行、術後4日目に C7椎弓が落ち込んだため C7椎
弓切除術を施行された。理学療法は術後翌日から実施し、平
地歩行練習は術後8日目から開始した。

【説明と同意】 本発表はヘルシンキ宣言に基づき、症例には
口頭で十分に説明し、書面にて同意を得た。なお、本発表は
当院倫理委員会（承認番号：HG-IRB1889）に承認されている。

【経過】 初期評価は術後12～20日目に実施した。頚髄症
JOA スコアは8/17点。下肢筋力および表在感覚は ASIA 機
能障害尺度を用いて評価した。下肢筋力（右 / 左）は21/19、
表在感覚（右 / 左）は40/50であった。歩行観察では右への
側方動揺を認めたため、介助者が右側方に付き、ふらついた
際には転倒しないように即座に支える必要があり、10m 歩
行テストは11秒06（19歩）であった。そこで歩行時の側方
動揺を Lissajous Index（以下、LI）と Symmetry Index（以
下、SI）を用いて評価し、歩行左右対称性の指標とした。LI
は、加速度計を第3腰椎の位置に取り付け5歩行周期の体幹
加速度を平均化し算出した。算出式については先行研究

（Yamaguchi et al. 2012）に従った。LI は値が小さいほど前
額面上での体幹加速度の対称性が高いことを示すとされ、LI
は199.84であった。SI は、10m 歩行テストをビデオ撮影し、
動画解析ソフトを用いて5歩行周期における平均立脚時間か
ら、SI=｛（右立脚時間−左立脚時間）×2/（右立脚時間 + 左
立脚時間）｝×100を用いて算出した。SI は0に近いほど左右
の立脚時間が等しいとされ、立脚時間 SI は−10であった。

歩行自立度尺度 Functional Ambulation categories（以下、
FAC）は2レベルであった。
　以上の評価より、本症例は下肢筋力に著明な低下を認めな
いものの、歩行時に右への側方動揺があり歩行左右対称性が
低下していた。そこで、転倒リスクを考慮し安全性を保ちな
がら症例の身体機能を活かして歩行練習を行う必要があると
考え、通常の平地歩行練習ではなく BWSTT による治療介
入を試みた。BWSTT は、術後26～49日目の23日間実施
した。頻度は4～5日 / 週、免荷率は約12%、速度は3.0～
5.2 ㎞/h、時間は1～2分間を7～14set 行った。開始から5
日間は2人で両下肢の振り出し介助を要したが、それ以降は
1人で左下肢のみの介助で可能となった。

【考察】 最終評価は術後47～54日目に実施した。頚髄症
JOA スコアは9/17点。下肢筋力は23/23、表在感覚は
52/52と改善した。10m 歩行テストは8秒28（17歩）、LI は
19.24、SI は0.01となり、歩行左右対称性の改善を認めた。
歩行自立度は、視力障害があるため見守りは必要であったが
FAC3と介助なしでの平地歩行が可能となった。今回、
CSM 患者に対して約3週間の BWSTT による治療介入を実
施した。結果、歩行時の左右対称性および歩行自立度が改善
した。BWSTT は課題指向型トレーニングであることに加
え、ハーネスで吊り下げて行うため転倒リスクが極めて少な
く、平地よりも高強度な歩行トレーニングが行いやすい。本
症例の介入当初は、平地での通常歩行練習では常に転倒に注
意し、視力障害の影響もあり周囲に気を配ってすぐに立ち止
まれるスピードでの歩行練習しか行えなかった。そこで、
BWSTT を実施したことにより、安全な環境で平地歩行練
習よりも速い歩行速度で、十分な歩行練習量を集中的に実施
することができ、歩行左右対称性が改善し、歩行自立度も改
善したと考える。

【理学療法研究としての意義】 歩行障害を認める CSM 患者
においても、BWSTT による治療介入によって歩行左右対
称性や歩行自立度が改善する可能性がある。

頚椎症性脊髄症により歩行障害を呈した一症例に対する 
体重免荷式トレッドミル歩行トレーニングによる治療経験

○岡田　紗也花（おかだ さやか）1），宮下　創1）2），山本　朋子1）

1）JCHO星ヶ丘医療センター リハビリテーション部， 
2）森ノ宮医療大学大学院 保健医療学研究科 保健医療学専攻

Key word：頚椎症性脊髄症，体重免荷式トレッドミル歩行トレーニング，歩行左右対称性
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【目的】 近年、ロボットリハビリテーションは臨床治療の中
で注目されている分野である。脳卒中ガイドライン2015で
歩行補助ロボットを用いた歩行訓練はグレード B で推奨さ
れている。当院では歩行訓練を実施するにあたり、ロボット
リハビリテーションを導入し、Honda 歩行アシストロボッ
ト（以下歩行アシスト）を使用している。左右対称的な効率
の良い歩行を考えるうえで、挟み角対称度が有用であると考
えられる。挟み角対称度とは歩行時の前後に開いた際の左右
の角度差である挟み角の左右対称性を表しており、数値が1
に近いほど対称的である。歩行アシストを使用することで歩
行速度や時間的対称性が改善された報告はあるが、挟み角対
称度が歩行アシストを用いることでどのような影響を受ける
のか定かにはなっていない。そのため、本研究では歩行アシ
ストを用いた追従モード、ステップモードの2つのモードが
挟み角対称度に与える影響について比較検討した。

【方法】 対象は、当院へ入院されていた1本杖や歩行器など
で歩行自立可能な脳卒中患者3症例、整形疾患患者3例とし
た。ABAB デザインを用いて、歩行アシスト追従期（以下
A1、A2）、歩行アシスト左右ステップ期（以下 B1、B2）を
設け各5日間合計20日間介入した。AB 期の開始時に挟み角
対称度を1に近づけるためアシストトルクを決定し、0.9以
上となるように設定し各期間訓練を実施した。各期間の前後
に歩行アシストを着用せずに挟み角対称度（°）を測定し前後
差を記録した。A 期では一本杖や歩行器を歩行アシストと
併用し歩行訓練を行い、B 期では平行棒にて歩行アシストを
装着し左右のステップ動作訓練を実施した。運動強度は通常
リハビリ介入時間内で1日に主観的運動強度（Borg Scale）
でややきついと感じられる13に達するまで行い、B 期にお
いてはステップ回数上限を30回として実施した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、対象者に
研究内容および目的について十分な説明を行い同意を得た。

【結果】 A1では4例で挟み角対称度の前後差が向上（計
+0.24）し、2例低下（計 -0.06）した。B1では4例の前後差
の向上（計 +0.49）、2例の低下（計 -0.17）を認めた。A2で
は3例向上（計 +0.19）し、3例低下（計 -0.38）した。B2は2
例向上（計 +0.04）し、2例が変化なし（計±0）、2例が低下

（計 -0.35）した。

【考察】 A1B1期では追従モードとステップモード共に挟み
角対称度の向上に関与することが示唆された。A2B2期では
挟み角対称度の大きな向上はみられなかった。特に B1の向
上幅が大きい。物的支持の安定性の差からステップ期では追
従訓練と比較して支持性、直立アライメントが得られやすく、
ステップという単純動作と重心移動を繰り返し行うことによ
り歩幅が増加し挟み角対称度の学習効果が得られやすかった
と考えた。一方 B2では B1に比べ挟み角対称度の明らかな
向上を示さなかったが低下症例が少なく持ち越し効果が大き
かったと考える。追従、ステップ期ともに A1、B1期の向
上が高かったことから即時効果として挟み角対称度の向上が
示唆された。
　本研究の限界として、対象者数が少ないこと、脳卒中患者
と整形疾患患者と分けて考察できていないこと、歩行形態や
バランス能力などの機能を考慮し細部まで検討できていな
かったことが挙げられる。今後は更なる症例数の蓄積と疾患
別の左右対称性や、歩行速度、歩幅などと比較した研究方法
の検討が必要であると考える。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、効率の良い歩行能
力を獲得するために歩行アシストの挟み角対称度に着目し比
較検討した。今後、通常リハビリと併用し歩行アシストを臨
床応用していくための情報の蓄積として意義のある研究であ
ると考える。

Honda歩行アシストを用いたステップモード、追従モードにおける 
挟み角対称度の比較検討

○中嶌　彪至（なかじま たけし），川本　純子
社会医療法人 平成記念会 平成まほろば病院 リハビリテーション課 ロボットプロジェクトチーム

Key word：挟み角対称度，歩行アシスト，ロボットリハビリテーション
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【目的】 Hybrid Assistive LimbⓇ（HALⓇ）は装着者自身の
生体電位信号を感知し、装着者の意思に基づき立位・歩行運
動をアシストする。本邦では HALⓇ使用により脊髄損傷患
者の歩行機能やバランス機能改善の報告は散見されるが、そ
の多くは慢性期脊髄損傷患者が多く、急性期脊髄損傷患者に
対する HALⓇの使用目的、方法やその効果について報告は
少ない。今回、胸椎化膿性椎間板炎により対麻痺症状が出現
し、基本動作に重度介助を要したが、椎体間固定術後20日
より起立・歩行訓練に HALⓇと免荷式歩行器（オールインワ
ン）を併用した結果、術後33日より装具歩行訓練へ移行で
きた1症例について考察を加え報告する。

【症例紹介】 70歳、男性、診断名は胸椎化膿性椎間板炎
（Th4-7）。入院時体重72.5 ㎏、身長174 ㎝、BMI23.9。20
××年3月下旬下半身が急激に動かなくなり他院へ緊急入院。
対麻痺症状が進行し歩行困難となり手術目的にて当院へ4月
上旬転院。発症前 ADL は全自立。MRI 画像所見から
Th5/6椎間板と隣接する2椎体に STIR 高信号を認め、
Th4-7髄内で T2WI 高信号を認めた。術前改良 Frankel 分
類 C1。American Spinal Injury Association（ASIA）下肢
運動スコア14点。感覚スコア76点で Th4以下中等度鈍麻。
関節可動域制限なし。Modified Ashworth Scale（MAS）股
関節内転筋0、膝伸展筋0、足底筋1。Walking Index for 
Spinal Cord Injury（WISCIⅡ）0。基本動作は重度介助。
FIM 運動項目30点であった。

【説明と同意】 本発表はヘルシンキ宣言に沿い、患者に説明
し同意を得ている。

【経過】 Th3-Th8椎体間固定術後1日より離床を開始し、段
階的に介助下での起居・座位・起立訓練を実施。病棟移動は
車椅子自立。移乗動作は移乗ボード使用し2人介助。経過に
伴い上肢支持での座位保持が可能となったが、上肢疲労によ
り起立・立位保持時間は数秒程度であり、歩行訓練は困難で
あった。術後20日より通常理学療法に加え、HALⓇとオー
ルインワンを併用し起立・歩行訓練を開始。初回は HALⓇを
StandMode にて立位保持訓練から開始し、適宜 WalkMode

（CVC）、感度、TORQUE Limit を変更し本人の疲労に合わ
せながら歩行訓練を実施した（1回あたり HALⓇ装着時間含
め60分）。訓練中は症例の体幹がなるべく直立位になるよう
に介助した。また、視覚的に歩行状態を確認できるように訓

練毎に動画撮影し、患者と供覧した。7回実施時には
WalkMode3、感度、TORQUE Limit 最小値で240m 連続
歩行可能となった。座位は上肢支持なしでリーチ動作が可能
となり、術後33日より AFO 装着し平行棒内歩行訓練を開始。
移乗動作は移乗ボード使用せず見守り、トイレ動作は1人介
助で可能となった。術後49日に転院となった。各評価結果
を HAL Ⓡ 訓練開始前→転院時の順で記載する。改良
Frankel 分類 C1→ C2。ASIA 下肢運動スコア19点→25点。
感覚スコア76点→76点。MAS 股関節内転筋0→1。膝伸展
筋1→1。足底筋1→1。WISCIⅡ0→3。FIM 運動項目34点
→50点となった。

【考察】 今回対麻痺症状を呈し歩行困難であった脊椎固定術
後の症例に対し、HALⓇとオールインワンを併用し起立・歩
行訓練を行った結果、体幹機能・下肢機能改善を認め、装具
歩行訓練が可能となった。Aach らは HALⓇ歩行訓練が歩行
機能と同時に、体幹機能なども改善させる可能性を報告して
いる。平行棒内での起立・歩行訓練は重度介助を要し、訓練
量の確保が困難であったが、オールインワンを使用し、体幹
を直立姿勢に保持させ、HALⓇを使用した起立・歩行訓練の
アシスト量を適宜調整しながら実施することで下肢への適切
な荷重により求心性感覚入力を繰り返し経験でき、歩行周期
に適応した筋の収縮パターンを学習できたことが装具歩行訓
練への移行につながったと考えた。Behrman らは、免荷歩
行により体幹を直立位に保ちながら立脚期での股関節伸展を
行えるため、遊脚期での股関節屈曲の促通や過度な上肢での
支持を減らし立脚側への適切な荷重感覚の入力が可能と報告
し、動物モデルでの central pattern generator（CPG）を元
にした脊髄損傷麻痺の回復の機序が人間にもあてはまる可能
性があるとされている。本症例においても、律動的な歩行訓
練の繰り返しによって少なからず CPG が活性化された可能
性はあると考える。

【理学療法研究としての意義】 歩行困難な対麻痺症例に対す
る術後下肢機能回復過程において HALⓇとオールインワン
を併用した起立・歩行訓練は身体機能改善に有用な治療法の
一つになる可能性が示唆された。

高齢対麻痺症例に対する急性期病院における Hybrid Assistive LimbⓇの 
使用経験　～装具歩行へ移行することができた1症例～

○豊浦　尊真（とようら たつま），浦　慎太朗，亀山　千尋，吉田　都，本田　憲胤，東本　有司
公益財団法人田附興風会医学研究所北野病院 リハビリテーションセンター

Key word：対麻痺，ロボットスーツ，急性期リハビリテーション

ポスターセッション12　［ 神経3 ］



― 117 ―

P12-7

【目的】 今回使用した HALⓇ（Hybrid Assistive LimbⓇ）医
療用下肢タイプ（以下 HAL）はロボット治療機器であり、脳
損傷患者を対象とした臨床研究の報告では歩行機能やバラン
ス機能の向上などが報告されているが、どの要因により歩行
機能が改善したか等の詳細な検討はされていない。
　また、pushing は ADL の低下や介助量の増大を招く要因
であり、pushing の改善は ADL 向上や運動機能向上に寄与
する事が考えられている。
　今回、歩行不能であった脳損傷後片麻痺患者に対し HAL
を用いた立位・歩行練習を実施し、pushing や筋活動、バラ
ンス、歩行機能改善を認めた一症例について報告する。

【症例紹介】 右視床出血により左片麻痺を認めた50歳代男性
である。発症38日目での SIAS 運動項目3,3,2,2,3、座位や
立位において麻痺側への pushing を認め（Scale for Contra-
versive Pushing：以下 SCP5.25/6）、起居・移乗動作に重
度介助を有しており FIM は54点であった。
　Berg Balance Scale（以下 BBS）は4/56、Functional Am-
bulation Category（以下 FAC）は0であり歩行不能な状態で
あった。また、Catherine Bergego Scale（以下 CBS）や Trail 
Making Test（以下 TMT）の結果から、半側空間無視や病態
失認、注意障害が認められた。
　その他の評価として、pushing の関連要因とされている自
覚的身体的垂直位（以下 SPV）、筋電図（ATR-Promotions
社製）を使用し、立位時の左右内側腓腹筋（以下 MG）、大腿
直筋（以下 RF）の筋活動を測定した。測定した筋活動は、
10～500 Hz のバンドパスフィルタ後に全波整流し立位時の
筋活動を安静時の活動で除した値を%RESTとして算出した。

【説明と同意】 患者には本発表の目的を説明し、書面にて同
意を得た。
　本発表は当院倫理委員会の承認を得ている（承認番号 HG-
IRB1884）。

【経過】 本症例は重度 pushing、歩行障害を呈しており、介
助立位時での筋活動は麻痺側 MG2.03、RF1.81、非麻痺側
MG14.48、RF4.14と麻痺側と比較し非麻痺側の過剰な筋活
動が生じていた。また、SPV は麻痺側に0.12°±5.26と著
明な傾斜は認めなかった事から練習量の増加目的において
HAL での歩行練習を実施した。HAL 練習は3回 / 週、
CVC モードで実施した。免荷機能付歩行器を使用し体重を

免荷させた状態で、対称的な立位練習や歩行練習を行い、歩
行量を150m ～300m へ段階的に増大させた。HAL 練習以
外の練習として LLB 立位練習や平行棒内歩行練習、ADL
練習などを実施した。
　HAL 練習1か月半後、発症79日目の結果を示す。
　SIAS 運動項目3,3,4,4,4と麻痺の改善を認め、SPV は非麻
痺側に1.23°±1.73、SCP0と pushing は消失した。BBS は
19、介助無しの立位が可能となり立位時の筋活動は麻痺側
MG2.00、RF2.17、非麻痺側 MG4.57、RF2.40と非麻痺側
の過剰な筋活動が軽減した。起居・移乗動作は見守りにて可
能、FAC は2となり4点杖での軽介助歩行が可能となった
ことで FIM は84点と改善を認めた。
　CBS や TMT には著明な改善は認めなかった。

【考察】 本症例は重度 pushing を呈していたが、SPV に著
明な傾斜は認めなかったことから、座位・立位・歩行にて転
倒恐怖心を除いた状態での立位・歩行練習を実施した。その
結果、pushing やバランス機能の改善により ADL が向上し
た。立位時の筋活動に関しては麻痺側に著明な変化はなく、
非麻痺側筋活動の減少が起こった事から立位での pushing
の改善には非麻痺側の改善が寄与したことが考えられた。

【理学療法研究としての意義】 pushing を呈する症例は介助
量が増大し立位・歩行練習にも難渋する事、代償的な SPV
の傾斜が起こる事が考えられる。免荷機能付歩行器を併用し
た HAL 練習などを実施する事で発症早期から対称的な練習
や歩行量の増大が期待でき、バランスや歩行機能の改善や代
償的な傾斜が防止可能であることが考えられた。また、
pushing を呈していた本症例においては非麻痺側の筋活動の
改善が pushing や立位・歩行機能改善に寄与していた事から、
麻痺側だけでなく非麻痺側への介入も重要であることが考え
られた。

pushingを呈した脳損傷後片麻痺患者一症例での 
装着型ロボット医療機器を用いた歩行機能改善の試み

○西本　和平（にしもと かずへい）1）2），光吉　俊之1），早瀬　裕之1），兼松　大輔1），植田　耕造1），
羽田　晋也1）

1）星ヶ丘医療センター リハビリテーション部，2）京都橘大学大学院 健康科学研究科

Key word：ロボット，pushing，非麻痺側
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【目的】 脳卒中ガイドラインにおいて歩行や歩行に関連する
下肢練習量を多くすることが歩行能力の改善のために推奨さ
れている。今回、右中大脳動脈基幹部の梗塞により重度片麻
痺と注意障害を呈した患者を担当した。吊り上げ式歩行器と
ロボットスーツ HALⓇ（Hybrid Assistive LimbⓇ）医療用下
肢タイプ（以下：HAL）を使用して歩行練習を実施した結果、
良好な結果が得られたので報告する。

【症例紹介】 右中大脳動脈基幹部の梗塞による左片麻痺、50
代男性、発症2病日より当院にて急性期理学療法開始。第7
病日で Brunnstrom Recovery Stage（以下：BRS）は上肢Ⅱ
手指Ⅰ下肢Ⅱ、起居移乗動作は軽介助を要した。コミュニ
ケーションは可能だが、移乗の際に車椅子を止める位置やブ
レーキがかかっているかの確認などが不十分であり、会話や
課題での注意転導、集中持続力の低下など、全般性の注意障
害を認め、Trail Making Test-A は2分40秒（年代平均値：
1分49秒）であった。回復期理学療法開始時（第20病日）よ
り積極的に立位・歩行練習を実施したが、非麻痺側の過剰な
代償がみられ、口頭指示や徒手誘導による修正が困難なほど
非対称性な立位姿勢を呈していた。発症後56病日（初期評
価）で BRS に 変 化 は な く、Berg Balance Scale（以 下、
BBS）は21点、Timed Up and Go Test（以下：TUGT）は
実施困難。起居動作は見守り、移乗は軽介助、屋内移動は車
椅子で全介助を要した。

【経過】 第57病日より転倒リスクと恐怖心の軽減を目的に吊
り上げ式歩行器を使用し、麻痺側の活動量・歩行練習量を増
加させる目的で HAL を導入した。HAL は週3回、それ以
外の日は通常の理学療法を実施し、HAL 開始から6週後（中
間評価）、12週後（最終評価）に評価を実施した。その結果

（中間 / 最終）、BBS は38点 /45点となり、360°回転、床
の物を拾う、段差踏みかえ等の項目で改善を認めた。TUGT

（Hiflex Foot Gear 短下肢装具と T 字杖使用）は43.40秒
/20.61秒と短縮した。HAL での歩行距離は開始2週で約
100m/ 日、6週後は200m/ 日、12週後は300m/ 日と増加し
た。最終評価時の BRS は上肢Ⅱ手指Ⅲ下肢Ⅳとなり、起居
動作は自立となったが、全般性の注意障害・病識の不十分さ
は残存し、転倒リスクがあったため移乗・入浴動作に見守り
を要した。自宅での屋内移動は Hiflex Foot Gear 短下肢装
具を装着し伝い歩きが可能となり、第145病日に自宅退院と

なった。
【考察】 脳卒中患者では高次脳機能障害により歩行練習に難
渋した報告が散見されており、ADL 動作や歩行の達成度が
低い傾向が指摘されている（石合2003）。本症例においても、
高次脳機能障害と重度片麻痺により麻痺側への重心移動に伴
う麻痺側体幹・下肢の抗重力方向への活動が維持困難であり、
歩行練習に難渋した。また転倒恐怖心から立位保持に注意が
集中し、口頭指示に対して注意を向けられず非麻痺側の過剰
な代償が修正困難なため、非対称性な立位姿勢を呈していた
と考えた。そこで、プログラムを再考し、吊り上げ式歩行器
を使用し転倒リスクと恐怖心を軽減させた環境で歩行練習を
実施した。その結果、口頭指示で非麻痺側の過剰な代償を軽
減させることができ、麻痺側下肢の抗重力方向への活動が得
られやすくなった。非対称性を軽減させた中で HAL を使用
し歩行練習量を増大させたことが、歩行能力とバランス能力
改善の一助になったと考える。

【理学療法研究としての意義】 注意障害や重度片麻痺などで
抗重力位の保持が困難である患者に対して、吊り上げ式歩行
器を用いて環境調整を行い、歩行練習を実施した。注意障害
を有する患者に対して効率的なプログラムを実施するために
は、口頭指示などに注意を向けやすい環境を設定することが
重要であると考える。

【倫理的配慮・説明と同意】 本発表は当院倫理委員会にて承
認を得ている（承認番号 HG-IRB 1883）。

重度片麻痺と注意障害を呈した脳梗塞一症例に対する歩行練習の工夫

○吉田　圭佑（よしだ けいすけ），中嶋　菜々華，羽田　晋也
JHCO星ヶ丘医療センター リハビリテーション部
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【目的】 脳卒中患者急性期において起居動作に介助を要し、
病棟内での活動範囲に大きな制限が生じることが多い。その
ため、今回、脳卒中患者の肩甲帯・体幹機能に着目した結果、
起居動作の介助量を軽減できた症例を経験したためここに報
告する。

【症例紹介】 本症例は、脳幹梗塞を発症し、左片麻痺を呈し
た80歳代女性である。初期評価時（発症5病日）は片麻痺12
段階機能テストでは上肢Ⅳ-Ⅰ、下肢Ⅳ-Ⅰ、手指グレード6で
あり、Motricity Index は5.5点であった。Trunk Control 
Test（以下、TCT）は12点であった。筋緊張は、背臥位で
両側頭頚部伸筋群・両側腰背部軽度亢進、左肩甲帯周囲・腹
筋群低下、座位では頭頚部伸筋群軽度亢進、腹筋群・左殿筋
群・ハムストリングスは軽度低下。左上肢のプレーシングは、
肩甲骨の前方突出不十分で正中位で保持困難、左右下肢は挙
上困難であった。介助下での座位アライメントは、頭頚部伸
展位、体幹左側傾斜、円背、骨盤左側後傾位であった。起居
動作は頭頚部右回旋し右手で左上肢をリーチさせ側臥位へと
移るが、左肩甲帯が後退し上部体幹右回旋が不十分だったた
め全介助が必要な状態であった。Barthel Index（以下、BI）
10点であった。治療目標を起居動作の再獲得と設定し、起
居動作中に必要な筋出力の向上のために肩甲帯・体幹機能へ
の介入を中心に行った。

【説明と同意】 本症例はヘルシンキ宣言に基づき、発表の趣
旨を十分に説明し同意を得た。

【経過】 発症後2病日目に梗塞巣の急性増悪があったため、
離床に対して消極的だったが肩甲帯・体幹の筋緊張低下に対
して上下肢のプレーシングや肩甲骨の前方突出位から肩甲骨
外転位へ自動介助で運動を実施した。また、座位練習で後方
介助により重心を前後移動しその際、頭頚部屈曲を促した。
7病日目から座位保持が可能となり介助下で平行棒内立位練
習を開始した。12病日目では、寝返り見守り、起き上がり軽
介助で実施可能となり、15病日目に回復期病棟へ転棟となっ
た。回復期病棟入棟時、片麻痺12段階機能テストでは、上
肢Ⅳ-Ⅱ、下肢Ⅳ-Ⅱ、手指グレード7であった。Motricity 
Index は6.5点であり、TCT は36点であった。筋緊張は、
背臥位で頭頚部伸筋群・左腰背部軽度亢進、左肩甲帯周囲・
左腹筋群低下。座位で頭部軽度亢進、腹筋群低下、右腰背部
亢進。左上肢プレーシングは肩甲骨前方突出位で保持可能と

なり、右下肢挙上保持可能となった。座位は見守りで可能と
なり、アライメントは、頭頚部正中位、体幹軽度左側傾斜、
円背、骨盤左側後傾位であった。起居動作は頚部右回旋・屈
曲させ右手で左上肢をリーチさせて寝返りまで可能となった。
右 on elbow で push up するが骨盤が後退し体軸内回旋が生
じないため軽介助が必要な状態であった。BI は25点であった。

【考察】 本症例の起居動作の主要な問題点は、体幹機能低下
に伴う頭部コントロールの不良だと考え、その原因として肩
甲帯周囲、それに伴う外腹斜筋の筋緊張低下を挙げた。起居
動作は体幹機能と関連が強いと言われており（八谷、2011）、
さらに頭部の挙上に続き肩甲帯の安定性・連動が必要である

（金子、2018）。そのため、肩甲帯・体幹に着目し治療介入
を行った。
　肩甲帯に対して、頭頚部の運動の土台は胸郭が存在してお
り、頭頚部の動きにとって胸郭の安定性は重要であると述べ
ている（後藤、2016）。前鋸筋の遠心性収縮や広背筋の求心
性収縮を促し起居動作時に必要なリーチ側肩甲骨外転位保持
のための安定性を高めた。その結果、肩甲胸郭関節運動によ
り肩甲骨周囲の筋の出力を高めたことで、肩甲帯の安定性が
得られ頭部コントロールが向上したと考えた。次に体幹に対
して、前鋸筋下部線維が働くためには同側外腹斜筋の活動が
必要だと述べている（三浦、2012）。早期より内外腹斜筋・
腹横筋を高めるため座位・立位を促した。不安定な座位では
頭頚部の代償が入りやすかったため、セラピストにもたれさ
せて骨盤の前後傾を誘導することで腹筋群の活動を高めるこ
とができたと考えた。その結果、腹筋群の筋出力を高めたこ
とで右 on elbow で push up するための体幹の安定性が向上
したと考えた。これらの治療により、肩甲帯・体幹機能向上
により頭部コントロールが改善され起居動作の介助量軽減に
繋がったと考えた。

【理学療法研究としての意義】 脳卒中片麻痺患者において急
性期から起居動作を中心に介入することで代償動作の少ない
起居動作に繋がったことが示唆された。

脳幹梗塞左片麻痺患者に対する起居動作への介入
～急性期から肩甲帯・体幹機能に着目して～

○立花　裕理（たちばな ゆり），田實　裕嗣，服部　裕介
姫路中央病院 リハビリテーション科

Key word：急性期，起居動作，肩甲帯・体幹機能
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【目的】 わが国の脳卒中の罹患率は年間29万人と推定されて
いる（高島ら2017年）。脳卒中発症年齢の若年化に伴い、単
に日常生活動作が自立され在宅生活を送るだけがゴールでは
なく復職や家事など Quality Of Life（QOL）の観点から目標
設定が必要である。本症例も60歳代前半で、事務員として
復職を希望している。職場までの移動手段はバスと20分の
徒歩である。復職のため、リハビリでは職場の環境にも適応
できるよう安全面に配慮した歩行や屋外歩行の獲得を目指し
た。本症例に体幹・下肢を中心とした治療を行った結果、脳
出血発症から約3ヶ月で病棟での移動は可能となったが、麻
痺側上肢の過緊張や分回し様の歩容を認め、持久性は乏しく、
方向転換や床の物を拾うなどの動作遂行も困難であった。再
評価の結果、麻痺側肩関節の安定性の低下が歩行に影響を及
ぼすと考え、麻痺側肩甲帯に着目し治療を行った。その結果、
バランス能力は向上したが、通勤に必要な能力を獲得しきれ
ず、雇用主など周囲の協力により復職に至るまでの経過をこ
こに報告する。

【症例紹介】 60歳代の女性。診断名は右視床出血で障害名は
左片麻痺。入院前の基本動作は自立され、同居人と2人暮ら
し。入院後35日より回復期病棟にて理学療法開始。発症から
96病日で病棟内の移動を獲得。発症から97病日の理学療法
所見：Brunnstrom Recovery Stage（BRS）上肢Ⅳ・手指Ⅴ・
下肢Ⅴ、Stroke Impairment Assessment Set（SIAS）上肢
16/25・下肢24/30・その他15/21、Simple Test for Evalu-
ating hand Function（STEF）麻痺側34/100点、Fugl-Mey-
er Assessment（FMA）合計181/226点（上肢50/66・下肢
30/34・バランス9/14・感覚23/24）、Functional Assess-
ment for Control of Trunk（FACT）17/20点、Berg Bal-
ance Scale（BBS）41/56点、Timed Up ＆ Go Test（TUG） 
24秒、10M 歩行 最大速度12秒16（18歩）、6分間歩行192M、
functional independence measure（FIM）94点、立位姿勢 
左肩甲骨外転・下方回旋、体幹左側屈、左肘軽度屈曲。筋緊
張は麻痺側上肢、両側腰背部に過緊張、腹部・臀部に低緊張。
歩行は金属支柱付き短下肢装具と T 字杖を利用し病棟内自
立。麻痺側上肢は引き込みが強く、特に麻痺側遊脚前期では
麻痺側上肢の過緊張の助長、麻痺側下肢の分回しを認めた。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき本発表に関する内容
を説明し同意を得た。

【経過】 治療として小胸筋や僧帽筋上部、上腕二頭筋の過緊張
を緩め、肩甲帯を安定させるため僧帽筋下部や上腕三頭筋近
位部、腹部への賦活を行い姿勢を整えた。そして麻痺側上肢
を介助しながら歩行訓練を行った。発症から140病日の理学療
法所見：BRS 上肢Ⅴ・手指Ⅴ・下肢Ⅴ、SIAS 麻痺側上肢
21/25・下肢24/30・その他16/21、STEF 麻痺側47/100点、
FMA 合計199/226点（上肢57/66・下肢32/34・バランス
11/14）FACT 20/20点、BBS 49/56点、TUG 19秒、6分
間歩行 222M、10M 歩行 最大速度10秒06（17歩）、FIM 
107点、立位姿勢 左肩甲骨外転・下方回旋、体幹側屈、左
肘軽度屈曲は軽減。歩行は屋内外ともにプラスチック短下肢
装具 +T 字杖を利用。初期評価時と比較し麻痺側上肢の過緊
張や分回し様の歩行は軽減した。結果として職場内移動は自
立。屋外歩行は見守りが必要で20分以上の歩行は困難であっ
た。雇用側の協力もあり職場までの移動は同僚の送迎で可能
となり、本症例は退院後、約半月で復職された。
※経過の評価項目を変えている

【考察】 地神は（2016年）肩甲骨と上肢の重さをコントロー
ルできない状態では上半身の姿勢が崩れ、持続的な筋収縮が
他部位に起こり、必要以上に体幹や下肢の協調性が求められ、
そして上肢の改善は姿勢制御に関与していると述べている。
また、森ら（2005年）は体幹機能の低下は麻痺側立脚にて体
幹の側屈や骨盤の後退を認め、腰背部の過活動により麻痺側
下肢の連合反応の出現により分回し様の歩行が生じると述べ
ている。よって歩行中の麻痺側上肢の過緊張を緩め、腹部の
賦活を行えば腰背部の過活動は軽減し、分回し様の歩容の改
善が図れると考え治療を変更した。その結果、上記のような
歩容の問題点は改善された。また、大畑（2011年）によると
健常者と類似した対称的な歩行パターンの脳卒中者ほど歩行
パフォーマンスの向上に繋がると報告されている。歩行中の
左右の対称性が改善した結果、TUG の結果からも方向転換
の安定性は向上した。また、姿勢制御の再構築により BBS
の結果から床の物を拾う動作など遂行可能となったと考える。

【理学療法研究としての意義】 脳卒中者の若年化により、復
職は QOL を向上させるために必要である。今回の症例報告
を通し、早期から復職を見据えた目標設定の大切さや、理学
療法において体幹や下肢だけではなく、上肢にも着目する必
要性を示唆したい。

復職を見据え麻痺側肩甲帯に着目し歩行能力の改善を目指した 
片麻痺患者の一症例

○二宮　愛里（にのみや えり）1），前野　崇司1），国宗　翔1）2），眞渕　敏1）3）

1）みどりヶ丘病院 リハビリテーション部，2）神戸大学大学院 人間発達環境学研究科， 
3）兵庫医療大学 リハビリテーション医学

Key word：片麻痺，歩行，復職
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【目的】 今回、左前庭・脊髄小脳出血を呈し、開頭血腫除去
術を施行した20歳代の症例を担当した。歩行中の目眩を伴
うふらつきに対して、頭頸部・眼球運動に着目し介入した結
果、早期の職業復帰に至った為ここに報告する。

【症例紹介】 本症例は20歳代の男性、職業は理学療法士であ
る。平成30年3月中旬に左前庭・脊髄小脳出血を呈し、開
頭血腫除去術を施行した。その後、同年4月上旬に当院へ転
入院し、翌日より理学療法を開始した。入院時 ADL は屋内
独歩見守り、排泄・入浴動作見守り、その他は全て自立で
あった。本人の Need は、「歩行中の目眩とふらつきを軽減
してほしい。早く復職したい。」であり、長期目標を屋外独
歩自立にて職業復帰に設定した。失調評価に鼻指鼻試験・踵
膝試験、歩行・バランス評価に Mini BESTest（以下 MB）、
目眩の評価に Roll Test（以下 RT）、Dix-hallpike Test（以
下 DT）、Head impulse test（以下 HT）を使用した。鼻指
鼻試験・踵膝試験は陰性、MB は19/28点で予測的・反応性
姿勢制御に減点を認めた。目眩に関して、RT は陽性であり
実施後に嘔吐を認め、DT は実施困難、HT は注視時におい
て頸部左回旋位から正中位へ戻す際に目眩・気分不良

（Numerical Rating Scale：8/10以下 NRS）及び眼振を認め
た。頸部に関して、術後の影響から頸部後面の皮膚・筋膜の
伸張性低下、左後頭下筋群・右胸鎖乳突筋は短縮を認めた。
立位姿勢は、頸部は軽度左側屈・回旋位、両側肩甲帯は左優
位に挙上・外転・前傾位、左胸・腰椎は屈曲位、左足関節は
軽度内反位で小趾側荷重を認めた。独歩時、左右共に（特に
右への）方向転換時は目眩を伴う不規則なふらつきを認めた。

【説明と同意】 本症例に対し発表の趣旨を十分に説明し、同
意を得た。

【経過】 左肩甲骨・胸椎の過剰な固定、体幹・左下肢の抗重
力伸展活動の低下、左足底からのオリエンテーション低下に
対して介入を行い、MB は19→27点へ向上し予測的・反応
性姿勢制御は改善を認めた。しかし、方向転換時の目眩・気
分不良（NRS：6/10）・眼振は残存し、屋内は独歩自立と
なったが屋外は依然見守りを要した。そこで、頭頸部・眼球
運動を中心に再評価を行い、左頭頸部の過剰な固定に対して
分節的な運動を促しつつ、目眩への適応を図った。その結果、
RT・DT は共に陰性、HT や方向転換時の目眩・気分不良

（NRS：0/10）・眼振は消失し、屋外独歩自立となり職業復

帰に至った。
【考察】 方向転換時の目眩を伴うふらつきに対して、姿勢制
御の観点から介入を行ったが目眩・気分不良・眼振は残存し
た。頭頸部・眼球運動に着目して再介入を行ったところ職業
復帰に至った為、以下に考察する。初期評価より、姿勢制御
の問題を改善することがふらつきの軽減に繋がり、同時に目
眩・気分不良の改善も図れると考え、左肩甲帯・足部のアラ
イメント不良、左胸・腰椎・下肢の抗重力筋の弱化へ介入し
た。その結果、予測的・反応性姿勢制御は改善を認めたが、
目眩・気分不良は十分な改善に至らなかった。
　そこで、目眩・気分不良の再評価を行った。HT の評価で
は注視時において頸部左回旋位から正中位へ戻す際に目眩・
気分不良・眼振を認め、方向転換時においても同様の症状が
出現していた。松村らは「目標が予測できる時や、目標の
位置が身体の中心窩から離れているときにまず動くのは、首
や頭部である。」と述べている。本症例は左後頭下筋群・右
胸鎖乳突筋の短縮、頸部後面の皮膚・筋膜の伸張性低下から
頭頸部の分節的な運動が困難であった。その為、頭頸部先行
で中心窩へ目標物を捉えられず、代償的に眼球運動優位に目
標物を捉えていたと考えられる。結果、方向転換や頸部回旋
時に過度な眼球運動が生じることで目眩に繋がると考えた。
また、永雄らは「小脳片葉が視機性眼球反応と前庭動眼反
射の適応に不可欠であることが、様々な実験結果により確認
されている。」と述べている。本症例の目眩・気分不良・眼
振は眼球運動単独では出現せず頸部回旋時にみられることか
ら、前庭小脳出血により前庭動眼反射の適応不全が起こり、
頸部回旋時には過度なサッケードが出現することで眼振に繋
がると考えた。
　そこで、頭頸部の分節的な運動を図りつつ、森本らの
Adaptation Exercise を基に頭頸部・眼球の分離運動の促通、
目眩に対する適応を図った。その結果、方向転換時の目眩・
気分不良・眼振は消失し、屋外独歩自立にて職業復帰に至った。

【理学療法研究としての意義】 前庭リハビリテーションにお
いて、前庭適応・慣れ・他の感覚での代償は重要な要素であ
るが、これらの効果を最大限に活かす為には身体機能面の問
題を解決しておくことが重要と示唆された報告である。しか
し、本症例の年齢と職業を考慮すると、他の症例でも同様の
結果が得られるかは不明確な為、今後精査していきたい。

前庭・脊髄小脳出血後の目眩を伴うふらつきに対して、 
頭頸部・眼球運動を中心に介入し、早期の職業復帰に至った一症例

○月岡　裕司（つきおか ゆうじ）
第二協立病院 理学療法科

Key word：姿勢制御，前庭リハビリテーション，若年者
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【目的】 小脳梗塞患者は体幹の不安定性により運動性に関わる
頭頚部、四肢の代償固定や運動出力調整に問題を生じる。ま
た国里らは、うつ病患者は報酬系の機能低下を呈すると述べて
いる1）。今回、体幹の不安定性や頭頚部、四肢の代償固定を認
めた広範囲小脳梗塞を発症した症例を担当した。既往にうつ
病があり、現疾患も合わせ運動学習に難渋した。評価、治療
介入を行った結果、若干の改善が得られたためここに報告する。

【症例紹介】 60歳代後半女性。入院前は独歩可能で ADL は
全て自立。既往歴のうつ病により家事は家族の協力が必要で
あった。MRI にて小脳虫部から小脳半球下外側部にかけ脳
梗塞が認められた。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、本発表に対し本人
に説明を行い書面にて同意を得た。

【経過】 地域包括ケア病棟に転棟した発症50日目を初期評価、
64日目を最終評価日とした。初期評価時、上下肢共に失調症
状を認め、触察による筋緊張検査では左右脊柱起立筋群、左
右僧帽筋上部に過緊張を認めた。臨床的体幹機能評価（以下
FACT）は10/20点。バランス評価は、Mini-BES Test（以下
MBT）15/28点、Berg Balance Scale（以下 BBS）は37/56点。
簡易抑うつ症状尺度（以下 QIDS-J）は18点（重度うつ病）、
行動抑制系・行動賦活系尺度（以下 BIS/BAS）報酬反応性
0.25/1.00、刺激探求0.25/1.00。QOL 評価として Mos 36-
Item Short-Form Health Survey（以下 SF36v2TM）を使用、
日常役割機能（身体・精神）、活力にて低値を示した。カナ
ダ作業遂行測定（以下 COPM）では、ふらつかないで歩ける、
自転車が漕げるを聴取できたが、それ以上の具体的な内容は
聴取困難であった。
　本症例の自宅復帰に向け高さ10 ㎝、幅10 ㎝の段差の跨ぎ
動作の獲得が必要であり評価を実施。1相を振り上げ期、2
相を対象物通過期とした。左下肢支持での1相にて左膝関節
屈曲、2相で対象物の高さに比較し右股関節の過度な屈曲、
外旋、外転が出現。この際、体幹の左側屈、胸椎屈曲、右肩
甲帯挙上、右肩関節外転を認めた。
　治療では、動作時の体幹動揺や性急さに着目。重心が低く、
支持面が広い環境下より開始し視覚や前庭系の関与を制約し
た。寝返り動作、パピーポジションにて腹部筋出力、腰背部
固定の改善を図った。徐々に重心を高く、支持面を狭くし治
療を展開。腹部の筋活動が維持でき、四肢の運動が円滑に行
えるように課題、環境設定を行った。また治療効果の持続を
図る目的で、自主練習を指導した。
　最終評価時、失調症状は改善、触察による筋緊張検査では
過緊張部位の軽減を認めた。FACT は20/20点。MBT27/28

点、BBS55/56点と大きく改善。抑うつ評価は10点（軽度う
つ病）、報酬反応性、刺激探求共に数値が向上し、COPM は
聴取内容の具体性が増し、SF36v2TM は全ての項目で改善。
跨ぎ動作は、頭頚部、四肢の代償固定が軽減した。

【考察】 跨ぎ動作には一側下肢の伸展支持と鉛直方向への体
幹伸展活動が必要である。左下肢支持での跨ぎ動作時、全相
にて頭頚部、四肢の代償固定を認めた。小脳虫部は、末梢か
らの固有感覚情報を基に網様体と連絡し体幹の安定性に関与
する。三宅らは、小脳性運動失調患者に対し体幹の安定性向
上を図ることで上下肢の運動失調が軽減したと報告している2）。
本症例は小脳虫部から半球下外側に障害を認め、跨ぎ動作時
に体幹、下肢の安定性の欠如、それに伴う右下肢の過剰な振
り上げや頭頚部、上肢帯の固定を呈したと推察した。画像所
見上、小脳虫部は障害を受けているが、視覚を除いた中で徒
手的な誘導に対し追従を認め、動作の修正が可能であった。
そのため、固有感覚入力を強調した治療展開が本症例の問題
解決には重要であり、適切な課題や環境設定が求められた。
また中小脳脚の障害、既往のうつ病の影響から報酬系の活動
低下があり、治療効果の持続や、内観の変化を得る事に難渋
した。治療介入前後で歩数やスピードなど、数値での量的評
価、動画を用いた動作フォーム確認など質的評価を提示し、
フィードバックを実施した。また、病室での自主練習を取り
入れ、適宜確認し継続した。今回、体幹の不安定性と頭頚部、
四肢の代償固定に対し、環境設定や課題の段階付けを行い治
療を展開。跨ぎ動作や MBT, BBS にて体幹の不安定性が軽
減。また課題に対して量的、質的に評価し、自己身体能力と
認識のすり合わせを行えた事が、QIDS-J や BIS/BAS にお
ける精神面の改善に繋がったと考える。結果、聴取内容に具
体性が現れ、SF36v2TM における数値の上昇が得られ、
QOL が向上したと考える。

【理学療法研究としての意義】 小脳梗塞患者は比較的運動機
能が高い。しかし不安定性により日常生活において過剰な制
約を受ける事も少なくない。また運動学習に難渋し、活動意
欲が低下する事もしばしば見受けられる。身体機能面の改善
を図り、治療による変化を量的、質的に評価し提示する事が
不安軽減や意欲向上を図ることができると考える。

【引用文献】 
1）  うつ病において報酬系の機能は阻害されるか？国里愛彦　群

馬大学教育学部紀要　人文・社会科学編　第57巻　219-234
2）  Miyake Y ：Core exercises elevate trunk stability to 

facilitate skilled motor behavior of the upper extremities. J 
Bodyw Mov Ther, 2013, 17： 259-265. 

既往歴にうつ病を有する、小脳梗塞患者に対する理学療法の試み
～小脳症状の改善と運動学習に着目して～

○高橋　郁美（たかはし いくみ），太田　尚吾，吉本　幸恵，森下　健，森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーションセンター

Key word：小脳梗塞，うつ病，運動学習
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【目的】 関節運動学的アプローチ - 博田法（以下 AKA-H）
は関節運動学に基づき、関節神経学を考慮して、関節の遊び、
関節面の滑り、回転、回旋などの関節包内運動の異常を治療
する方法、および関節面の滑りを誘導する方法と定義される

（博田）。
　関節包内運動の異常は脳卒中発症後の痙縮や、筋・軟部組
織の過緊張でも発生すると言われ、関節包内運動の減少によ
り関節機能障害がおこる。関節機能障害によって関節受容器
の異常により、痛み、感覚異常、筋・軟部組織の過緊張、筋
力低下、協調性障害などの症状を起こす。関節機能障害の発
生部位は仙腸関節が特に多い（博田）と言われ、また仙腸関
節機能障害は運動機能障害を引き起こす要因となる。運動機
能の低下は日常生活の活動狭小化や、生命予後の低下に影響
するなどの報告がある。
　脳卒中発症後における仙腸関節機能障害の発症による座位
保持困難症例に対し AKA-H の有効性を示した報告は見ら
れるが、急性期脳卒中症例の運動機能に対する AKA-H の
効果は明らかにされていない。今回は急性期脳卒中症例に対
して AKA-H が運動機能に与える影響を明らかにすること
を目的とした。

【方法】 平成29年9月～平成30年3月までに岸和田徳洲会病
院で脳卒中の診断を受け、リハビリテーション介入後1週間
以内で人的介助なしに歩行が可能であった31名（男性22名、
年 齢71.2歳 ±11.3、National Institutes of Health Stroke 
Scale4.8点±2.3）を対象とした。除外基準は運動障害を有
さない症例、認知機能・高次脳機能障害のため運動機能評価
が実施困難である症例とした。
　AKA-H は日本 AKA 医学会理学作業療法士会認定の指
導者あるいは認定療法士が実施した。なお治療部位は仙腸関
節・体幹関節に限定した。
　AKA-H 実施前後に仙腸関節機能評価（SLR、Fadirf、
Fabere）、10m 歩行時間、Timed Up ＆ Go（以下 TUG）、
Berg balance scale（以下 BBS）を測定し、介入前後で比較
検討を行った。なお TUG は患者任意の方向転換とした。
　統計学的解析は対応のある t 検定ならびに、Willcoxon の
順位和検定を用い、有意水準を5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は岸和田徳洲会病院の倫理委員会にて
承認（承認番号18-03）を受けた研究である。

【結果】 AKA-H 実施前後の仙腸関節機能評価は SLR 右（51.5
±11.6°→66.1±10.1°）左（53.7±11.3°→67.6±9°）・fadif
右（8.4±4°→13.4±4°）左（8.4±4°→13.5±3.5°）、febere
右（76.3±7.3°→79.7±6°）左（73.8±7.6°→79.7±7°）であ
り AKA-H 後に有意な改善を認めた。AKA-H 実施前後の
運動機能評価は TUG（14.9±5.7秒→12.9±5秒）、10m 歩
行時間（12.9±6.5秒→11.3±5.3秒）、BBS（49±8.2→52
±8.4）であり、AKA-H 実施後に有意な改善を認めた。

【考察】 本研究で AKA-H の実施により仙腸関節機能評価項
目の改善が見られたため、対象者の多くは仙腸関節機能障害
を有していたことが考えられる。脳卒中患者は発症後ベッド
上臥床期間が長く、身体活動量が減少する（Bernhardt J, et 
al. 2004）。また沖田らは不動により関節包内の線維化の発生
が有意に増加することを報告している。これらのことから脳
卒中発症後の活動低下により、特に仙腸関節機能障害を発症
したと考える。
　仙腸関節機能障害は、関節包内運動の異常により、他の関
節軟部組織の過緊張も誘発する。関節受容器は関節静的反射
と関節運動反射の機能を持ち合わせており（Wyke, B 1981）、
関節機能障害により関節静的反射の亢進、関節運動反射の減
弱が引き起こされる（博田）。本研究では脳卒中発症後の運
動麻痺、感覚障害、意識障害に加え、仙腸関節機能障害によ
る運動機能や協調性機能の低下を引き起こしたと考える。
　AKA-H を実施し仙腸関節機能障害を改善させ、関節静
的反射の亢進を抑制し、減弱していた関節運動反射を促進さ
せた。その結果、仙腸関節機能障害由来の筋力低下、協調性
障害が改善し10m 歩行時間、TUG、BBS の改善に影響した
と考えられる。

【理学療法研究としての意義】 AKA-H は脳卒中後の仙腸関
節機能障害による運動機能低下の改善に有効であることが示
唆される。

AKA-博田法が急性期脳卒中患者の運動機能に及ぼす影響

○藤原　博道（ふじわら ひろみち）1），前　宏樹1），竹本　　民樹1），河村　知範1），松本　博之2）

1）岸和田徳洲会病院 リハビリテーション科，2）岸和田徳洲会病院 脳神経外科

Key word：脳卒中急性期，関節包内運動の異常，AKA- 博田法
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【目的】 重症筋無力症（myasthenia gravis：MG）は神経筋
接合部の機能が阻害されて筋力低下をきたす疾患であり、重
症化すると呼吸筋の筋力低下により呼吸不全に陥ることも少
なくない。MG の筋力低下に対する運動療法では過負荷が症
状増悪因子となるため、運動負荷量の設定が重要である。今
回、四肢の筋力低下はないが、呼吸筋の重度筋力低下により
呼吸不全をきたした MG 症例を経験した。本例は気管切開
されており、通常の呼吸訓練器具が使用できなかったので、
Delome の漸増抵抗運動（progressive resistive exercise：
PRE）に準じた腹部重錘負荷法を用いて運動負荷量を評価し
ながら呼吸訓練を実施したところ、MG の筋力低下を悪化さ
せることなく良好な呼吸機能の回復が得られたので報告する。

【症例紹介】 症例は身長170 ㎝、体重56 ㎏、50歳の男性で
ある。呂律困難、全身脱力感により加療目的に入院したが、
呼吸状態が悪化し、気管挿管後、人工呼吸器管理となった。
精査の結果、MG と診断されステロイド治療が開始され、全
身の脱力感は改善したが、呼吸筋の筋力低下が残存したので、
第21病日に気管切開術が実施された。
　理学療法は入院後第20病日から開始、四肢体幹の可動域練
習、上下肢の筋力増強運動、立位練習を40分 / 日、5回 / 週
で行った。その後、緩徐に呼吸機能も回復し、第76病日には
人工呼吸器から離脱できたが、MG の病勢悪化による呼吸機
能低下に備え、気管切開を残して T- ピース管理となった。
　人工呼吸器離脱後の評価では、四肢筋力は MMT5レベル、
監視下で独歩可能であったが、30m 歩行では修正 Borg ス
ケール3程度の自覚的呼吸困難を訴え、横隔膜筋力は
MMT3（Daniels らの MMT 測定方法に準じて最大吸気時に
心窩部上の腹部に徒手抵抗を加えて評価）と吸気筋の筋力低
下を認めた。
　気管切開のため一般的な訓練器具が使用できず、また、過
重な運動が筋力低下を増悪させる危険性も大きかったので、
呼吸筋の評価ならびに呼吸訓練として負荷量が定量可能な腹
部重錘負荷法を採用した。
　まず、1）重錘負荷時でも腹部挙上が不完全になっていな
いこと、2）腹部重錘負荷法前後で胸郭拡張差（剣状突起高）
が生じていないことを確認しながら、2 ㎏の重錘負荷から開
始して0.5 ㎏ずつ重錘を増量しながら重錘負荷量を設定した。
3 ㎏の重錘負荷までは15回連続の腹部挙上が可能であった
が、3.5 ㎏の重錘では8回に留まった。また、3 ㎏の重錘で

は腹部挙上前後での胸郭拡張差はなかったが、3.5 ㎏の重錘
では剣状突起高が1 ㎝低下したことから3.5 ㎏の重錘は過負
荷と判断した。
　筋力増強訓練は最大筋力の60～80% もしくは2/3以上の
強度で行うことが望ましく、8～12回の反復運動で効果が得
られるので、今回は過負荷による筋力低下増悪の危険性を考
慮して腹部重錘負荷法は負荷量3 ㎏、反復回数10回1セッ
ト、訓練頻度は5回 / 週で開始した。また、負荷増の可否を
判断するために、毎週、3.5 ㎏の重錘負荷での15回の腹部完
全挙上の可否と運動前後の胸郭拡張差を評価した。

【説明と同意】 患者本人に治療経過の発表と論文化について
説明し、文書での同意を得た。

【経過】 第77病日からそれまでの理学療法に腹部重錘負荷法
を追加した。毎週、負荷量を評価して第119病日には腹部重
錘負荷量を3.5 ㎏に増やした。第119病日の6分間歩行距離
は410m であり、歩行開始時と比較して歩行持久性が向上し
ていたが、6分間歩行後は胸郭拡張差が1 ㎝低下し、修正
Borg スケール3の自覚的呼吸困難も残存していたので、呼
吸訓練を継続した。第169病日には横隔膜筋力は MMT4と
なり、6分間歩行距離も480m まで増加、修正 Borg スケー
ル2と自覚的呼吸困難も軽減した。また、6分間歩行前後で
の胸郭拡張差はなく、吸気筋力も低下しなかった。なお、治
療経過中を通して MG の症状増悪はなかった。

【考察】 過負荷の運動が MG では筋力低下の増悪因子となる
が、本例では治療期間中、筋力低下を悪化させることなく、
吸気筋の筋力と歩行持久性を向上させることができた。過負
荷を回避できた要因として、腹部重錘負荷法により負荷量が
定量化できたこと、運動前後で胸郭拡張差を評価して負荷量
を調整したことなどが挙げられる。腹部重錘負荷法は、横隔
膜筋力（吸気筋筋力）を増強させ、呼吸苦の改善に有効であ
るとされる。吸気筋の収縮力は一回換気量に影響するので、
本例も腹部重錘負荷法により吸気筋筋力が強化され、歩行中
も呼吸筋の収縮力低下をきたすことなく換気量を維持でき、
その結果、歩行持久性が向上、呼吸困難も軽減したと考えた。

【理学療法研究としての意義】 腹部重錘負荷法を用いた呼吸
筋トレーニングは、気管切開状態で呼吸訓練器具が使用でき
ない、あるいは過負荷による症状悪化リスクの高い神経筋疾
患などに対する運動負荷の評価ならびに治療法として有用で
ある。

呼吸不全で気管切開となった重症筋無力症患者に対し、 
腹部重錘負荷を用いて呼吸筋訓練を行った一症例

○蜷川　晃希（にながわ こうき）1），二階堂　泰隆1），太田　善行1），黒田　健司1），大野　博司1），
佐浦　隆一2）

1）大阪医科大学附属病院 リハビリテーション科，2）大阪医科大学 総合医学講座 リハビリテーション医学教室

Key word：重症筋無力症，腹部重錘負荷，呼吸筋
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【目的】 脳卒中患者において高強度の運動療法に加えて、歩
行や歩行に関する下肢への練習量を多くすることが歩行能力
の改善に強く勧められている。一方、運動器や循環器疾患を
併存する場合、積極的な運動療法が難しく歩行や日常生活動
作（ADL）の改善に難渋すると報告されている。しかし、運
動療法に伴う高度な疲労や過用性筋力低下が懸念される神経
筋疾患を併存した脳卒中患者のリハビリテーションに関する
報告は少ない。今回、回復期リハビリテーション病棟（回リ
ハ病棟）において重症筋無力症（MG）を併存した視床出血患
者の理学療法を経験した。運動療法前後に疲労や筋力を評価
し、レジスタンストレーニング（RT）と有酸素運動を10週
間行った結果、良好な成績を得たため報告する。

【症例紹介】 60歳代男性、診断名は右視床出血であった。現
病歴は起床時より四肢脱力を認め、当院に救急搬送され頭部
CT で右視床に高吸収域を認めた。急性期リハビリテーション
を5週間実施した後に回リハ病棟へ入棟した。また、既往歴
として3年前より全身型 MG（MGFA clinical classification：
ClassⅡa）があった。回リハ病棟での初回評価は、意識清明、
認知機能障害および高次脳機能障害は認めなかった。
National Institutes of Health Stroke Scale（NIHSS）は5点

（減点項目：顔面麻痺、左右下肢の運動、感覚、構音障害）、
Fugl-Meyer Assessment（FMA） は Lower moter31点、
Sensation10点であり、軽度の運動麻痺と感覚障害を呈して
いた。MMT（Rt/Lt）は股関節屈曲5/4、膝関節伸展5/5、
足 関 節 背 屈5/4で、 等 尺 性 膝 伸 展 筋 力（Rt/Lt）は
258N/243N（アニマ社製μTAS F-1）であった。10m 歩行
テストは14.08秒22歩、Time Up ＆ Go test（TUG）は33.2
秒、Functional Balance Scale（FBS）は36点であった。ま
た、 歩 行 能 力 は 四 点 杖 を 使 用 し 監 視 が 必 要 で あ り、
Functional Independence Measure（FIM）は72点（運動 /
認知：44/28）であった。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、患者本人に口頭に
て説明し同意を得た。なお関西電力病院倫理審査委員会の承
認を得て実施した。

【経過】 回復期リハビリテーションは、筋力および歩行能力
の改善を目的に10週間継続して実施した。運動療法は平均6
単位 / 日、週7日の頻度で行い、スクワットなど自重を用い
た RT を10～20RM ×3set、歩行練習や階段昇降などの有
酸素運動を40～60%HRR、計20～30分を目標に実施した。

運動療法前後に Borg scale や MMT、等尺性膝伸展筋力を
用いて疲労と筋力低下の有無を評価した。なお運動療法前よ
り Borg scale14以上を認めた場合、短距離の歩行練習を実
施した。
　最終評価として、NIHSS は2点（減点項目：感覚、構音障
害）、FMA は Lower moter31点、sensation10点 で あ り、
軽度の運動麻痺や感覚障害は残存していた。MMT（Rt/Lt）
は股関節屈曲5/5、膝関節伸展5/5、足関節背屈5/4で、等
尺性膝伸展筋力（Rt/Lt）は310N/328N であった。10m 歩
行テストは10.32秒19歩、TUG は27.05秒、FBS は46点で
あった。また、FIM は102点（運動 / 認知：69/33）であり、
在院日数が66日、運動 FIM 効率が0.39であった。移動は
屋内伝い歩き自立し、入棟10週後に自宅退院となった。な
お運動療法期間中に疲労の増加や筋力低下などの有害事象は
認めなかった。

【考察】 10週間の運動療法を継続した結果、筋力およびバラ
ンス能力、歩行能力が改善した。また運動療法に伴う有害事
象は認めなかった。MG は神経筋接合部における伝達障害に
よって、眼瞼下垂や複視、顔面筋や四肢近位筋などの筋力低
下および易疲労感を生じる。また MG 患者に対する高強度
の運動療法は、高度な疲労や過用性筋力低下を引き起こし、
一定期間持続すると報告されている。一方、近年では病期が
安定かつ重症度が軽度の MG 患者では、下肢筋力や歩行能
力を改善させることが報告されている。本症例は MG の病
期が安定し重症度も軽度であり、自覚的疲労に配慮しながら
運動療法を実施したことで、安全に身体機能を改善させ在宅
復帰が可能となったと考える。しかし、亜急性期から回復期
の脳卒中患者に対するリハビリテーションは、高強度の運動
療法（1RM：50～80%、HRR：55～80%）が勧められてお
り、運動負荷の設定には再度検討が必要であると考える。ま
た、本症例は FIM や運動 FIM 効率が改善し自宅へ退院した。
回リハ病棟において、6単位以上のリハビリテーションを提
供することが FIM 効率の改善や入院期間の短縮に寄与する
と報告されている。そのため、本症例においても6単位以上
のリハビリテーションが在院日数66日、運動 FIM 効率0.39
と比較的良好な結果に繋がったと考える。

【理学療法研究としての意義】 MG を併存した脳卒中患者の
リハビリテーションは、病期や重症度を考慮することで安全
に身体機能、ADL を改善させる可能性がある。

回復期における重症筋無力症を併存した視床出血患者の理学療法経験

○成原　徹（なりはら とおる）1），山本　洋司1），松本　恵実1），掛谷　佳昭1），惠飛須　俊彦2）

1）関西電力病院 リハビリテーション部，2）関西電力病院 リハビリテーション科

Key word：脳卒中，重症筋無力症，Borg scale
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【目的】 文部科学省の「子どもの体力向上のための総合的な
方策について（答申案）」において、体力は活動の源であり、
健康維持のほか、意欲や気力の充実に大きくかかわっており、
人間の発達・成長を支える基本的な要素であると述べられて
いる。また、体力は健康関連体力と運動能力に大別され、健
康関連体力は「心肺持久力、筋持久力、筋力、身体組成、
柔軟性」、運動能力は「敏捷性、バランス、協応性、スピー
ド、パワー、反応時間」という要素で構成されるとされて
いる。学校生活や遊び、スポーツに参加するために同年代の
子どもと同等の体力が要求される脳性麻痺（以下、CP）児の
体力を評価することの意義は大きい。CP 児の体力評価方法
については多数報告がみられるが、評価には高価な機器や設
備を必要とし、また、筋力、持久力等の体力の部分的な要素
を評価したものに留まっている。一方で、日本国民の健康・
体力の保持増進、体育・スポーツ活動の普及・振興を目的に
新体力テストが全国で実施されている。測定項目とそれぞれ
の評価できる体力の要素は、握力は筋力、上体起こしは筋
力・筋持久力、長座体前屈は柔軟性、反復横とびは敏捷性、
20m シャトルランは心肺持久力、50m 走はスピード、立ち
幅とびは筋パワー、ソフトボール投げは巧緻性・筋パワーで
ある。新体力テストを実施することで、総合的な体力の評価
が可能となり、不足している体力の要素を把握することも可
能となる。今回、GMFCS レベル I の CP 児1名の体力につ
いて新体力テストを用いた評価を行ったので報告する。

【症例紹介】 対象は7歳2ヶ月、小学1年生の男児。診断名は
CP（左片麻痺）。MRI にて右側脳室の限局性拡大を認める。
GMFCS レベル I。知的発達に明らかな遅れは認めず、ADL
は自立しており、地域の小学校に通学している。活発で運動
することを好む。現時点では、学校生活において困りごとは
ないが、左上下肢の動かしにくさは自覚している。GMFM-
88では10秒間左片脚立位保持を除き満点。左片脚立位は2
～3秒の保持が可能。膝関節伸展 ROM（R：-5 、゚L：-10 ）゚、
膝関節屈曲位での足関節背屈 ROM（R：40 、゚L：25 ）゚に左
右差がある。下肢筋に痙性を認め、ハムストリングスの
Modified Tardieu Scale（以 下、MTS）は1、左 腓 腹 筋 の
MTS は3、ヒラメ筋の MTS は3である。歩容は左全足底接
地となる。努力性の運動では左上肢の痙性が顕著となる。竹
馬や鉄棒の連続逆上がりができる。体力測定は文部科学省が

作成した新体力テスト実施要項（6歳～11歳）に準じて実施
した。握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、20m
シャトルラン、50m 走、立ち幅跳び、ソフトボール投げの8
種目を行い、各テストの測定値を得点表に基づいて1～10
点で点数化した。また、8種目の測定値と合計点の z-score
を平成28年度新体力テストの7歳児のデータ（e-Stat：政府
統計の総合窓口を引用）から算出した。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に則り研究の目的、方法、協
力者が不利益を受けないこと、データ管理、公表方法を保護
者に口頭で説明し、同意を得た。

【経過】 測定値は、握力：8 ㎏、上体起こし：9回、長座体前
屈：25 ㎝、反復横とび：23回、20m シャトルラン：13回、
50m 走：12.3秒、立ち幅とび：106 ㎝、ソフトボール投げ：
4m、合計点：22点であった。z-score は握力：-0.86、上体
起こし：-1.02、長座体前屈：-0.42、反復横とび：-1.44、
20m シャトルラン：-1.10、50m 走：1.83、立ち幅とび：
-1.15、ソフトボール投げ：-1.70、合計点：-2.24であった。

【考察】 今回の結果では、本児の体力は同年代の子どもと比
較して全体的に体力が低いことを示した。特に平均から逸脱
した項目は反復横とび、50m 走、ソフトボール投げで、敏
捷性、スピード、巧緻性、筋パワーが求められる項目である。
柔軟性（ROM）が確保されていてもより大きな筋パワーを発
揮したり、瞬発力や敏捷性では麻痺側下肢での支持性やコン
トロール、全身の協応した動きが必要となることがこれらの
項目の体力が低下した要因と考えられる。現在、本児は身体
活動や運動を好んでいるが、発達や成長に伴う ROM 制限や
痛みなどの二次障害が強く出現した場合、身体活動の低下に
よる体力のさらなる低下は十分に予想される。今回、本児に
おいて新体力テストを用いたことで、より具体的に体力の不
足の程度を把握し、PT プログラム考案や日常での身体活動
の提案の一助となると考えた。

【理学療法研究としての意義】 新体力テストが比較的ン総能
力が高い GMFCS レベル I の CP 児の健康維持や学校生活を
送る上で必要な体力を評価できる可能性を示したこと。

脳性麻痺児の体力評価における新体力テストの試行 
（軽度の痙直型片麻痺児に対して）

○猪谷　俊輝（いのたに としき），木原　健二，烏山　亜紀
社会福祉法人芳友にこにこハウス医療福祉センター リハビリテーション科

Key word：脳性麻痺，新体力テスト，健康関連体力
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【目的】 救命救急センターとは、救急医療対策の中の第三次
救急医療施設であり、二次では対応できない複数の診療科領
域にわたる重篤な救急患者に対し、高度な医療を総合的に提
供する医療機関である。近年、集中治療領域（以下：ICU）
での早期リハビリテーション（以下：早期リハ）が注目され
ている。早期リハの中心的プログラムのひとつである早期離
床が退院時の ADL 再獲得に及ぼす効果について、ICU での
報告は散見されるが、対象となる疾患や重症度が様々な救命
救急センター入室患者を対象とした報告は少ない。
　当院ではリスク管理に基づいた主科の安静度指示に従い、
積極的な離床訓練を試みている。そこで本研究では、救命救
急センター領域での積極的な早期離床が、退室時の ADL や
運動機能に与える影響について検討し、早期離床の有用性を
明らかにすることを目的とした。

【方法】 対象は救命病棟入室患者で、2018年2月～2018年6
月までにリハビリオーダーのあった全患者51例のうち、死
亡5例を除外した46例（男性26例・女性20例、平均年齢
75.9±13.5歳）疾患内訳は消化器疾患11例、呼吸器疾患10
例、脳血管疾患10例、その他15例の患者を対象とした。
　基本情報として、年齢、性別、原因疾患、転帰、救命病棟
在室日数を記録した。ADL 評価として FIM（Functional 
Independence Measure）、筋力評価として MRC（Medical 
Research Council）筋力スケール、活動度の評価として IMS

（Intensive Care Unit Mobility Scale）を用いた。各指標に
ついて入室時と退室時にて評価し、変化量を算出した。早期
離床の指標として、救命救急センター入室時から端座位訓練
開始までに要した日数をカルテより情報収集した。
　統計解析は SPSS19.0を用いた。入室時・退室時の FIM, 
MRC 筋力スケール、IMS の点数を Wilcoxon の符号付順位
検定で比較した。さらに、従属変数を端坐位達成までの日数、
独立変数を FIM 退室時点数、FIM 変化量、MRC 筋力ス
ケール退室時点数、MRC 筋力スケール変化量、IMS 退室時
点数、IMS 変化量として重回帰分析を行った。

【説明と同意】 本研究は後方視的調査であり、ヘルシンキ宣
言に沿って患者様とその御家族に同意を得た上で、個人情報
等のすべてのデータは厳密に管理を行った。

【結果】 救命病棟入室日から端坐位訓練開始までの日数は、
4（0-26）日であった。FIM は入室時56.5（18-118）点、退
室時75.5（18-126）点と有意な改善を認めた（p ＜0.05）。

MRC 筋力スケールは入室時44（0-59）、退室時48（0-60）
と有意な改善を認めた（p ＜0.05）。IMS は入室時1.5（0-8）、
IMS 退室時8（0-10）と有意な改善を認めた（p ＜0.05）。各
指標の変化量は、FIM 変化量3（-37-84）、MRC 筋力スケー
ル変化量1（-4-36）、IMS 変化量4（0-10）であった。
　重回帰分析では、IMS 退室時点数、MRC 筋力スケール変
化量が説明変数として抽出された（p ＜0.001）。

【考察】 当院にてリハビリテーションを実施した救命病棟入
室患者における IMS, FIM, MRC 筋力スケールについて、入
室時～退室時での有意な改善を認めた。また救命病棟入室患
者に対する早期離床が IMS, MRC 筋力スケールの改善につ
ながる可能性が示唆された。
　活動度の指標である IMS と早期離床との関連についての
報告はなく、本研究にて救命病棟入室患者の活動度向上には、
早期離床が重要であることが示唆された。IMS 退室時点数
との関連を認めたものの、IMS 変化量には関連を認めなかっ
た。IMS の評価が0～10点のスケールであり、天井効果が
生じたためと考えられる。
　Needham らは、ICU での早期離床や早期運動介入が退室
時の身体機能向上につながると報告している。また Zanni
らは、早期離床により ICU 退室時の筋力が改善したと報告
している。本研究においても、早期離床が MRC 筋力スケー
ルの改善につながっており、救命病棟入室患者においても筋
力の改善には早期離床が重要であることが示唆された。
　Schweickert らは ICU 患者に対して早期から理学療法・
作業療法を行うことにより、退院時の身体能力、日常生活動
作能力の改善につながると報告している。本研究でも入室時
～退室時にて FIM の有意な改善を認めたが、端坐位訓練開
始までの日数との関連は認めなかった。救命病棟入室患者は、
鎮静薬や昇圧剤など多くの薬剤が投与されている。さらには、
モニタリング目的のカテーテル挿入、生命維持装置が導入さ
れている状態の事が多く、病棟での “ している ADL” が向
上しにくい状況であった事が考えられる。

【理学療法研究としての意義】 本研究は、救命救急センター
入室患者に対する早期離床が退室時アウトカムに与える影響
について、IMS 退室時、MRC 筋力スケール変化量が説明変
数として抽出された。救命救急センターにおける理学療法介
入のエビデンス確立の一助になる事が期待される。

救命救急センター入室患者に対する早期離床が 
退室時アウトカムに与える影響について

○坂井　寛充（さかい ひろみつ）1），杉谷　竜司1），木本　祐太1），白石　匡1），脇野　昌司1），	
田村　友美1），久保田　功1），木村　保1），福田　寛二2）

1）近畿大学医学部附属病院 リハビリテーション部，2）近畿大学医学部附属病院 リハビリテーション科
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【背景】 高齢緊急心臓バイパス術（CABG）例に対し、術直
後から早期離床（EM：Early Mobilization）を多職種連携で
展開した。リスク管理を行い身体活動と精神活動の両視点に
着目しつつアプローチを行った。今回本症例の治療経過を提
示し、当院の取り組みを紹介する。

【目的】 高齢者緊急 CABG 例の症例を提示し、EM 及び身体
活動と精神活動の連関、チーム連携について考察と報告を行う。

【説明と同意】 本学会での症例報告について本人に説明し同
意を得た。

【症例紹介】 〈基本情報〉 78歳　女性　BMI：21.7
診断名：急性冠症候群（ACS）既往歴：糖尿病、高血圧症、
脂質異常症。
現病歴：A 病院で ACS 診断後、手術目的で当院へ搬送・緊
急 CABG 施行。

〈患者背景〉 短期記憶が曖昧で認知機能低下があるが日常生
活は自立。

〈術直前検査所見〉 
CAG：#5-6 99%#11 CTO#4PD 90-99%Collatoral#4PD 
→ LCX 心エコー：EF45% 前壁・側壁・後壁 hypo
血液生化学検査：CRP0.37 ㎎/L CK161U/L CK-MB16U/L 
BNP1318.7 pg/㎖ HbA1c10.7%

〈手術所見〉 CABG（LITA-LAD, Ao-SVG-HL-PL-4PD）
人工心肺体外循環時間：106分術中 in2,000 ㎖ out1,020 ㎖

〈術後検査所見〉 血液生化学検査：CRP0.20 ㎎/L CK300U/
L CK-MB35U/L
心エコー：EF50% 前壁側壁（base ～ apical）hypo その他壁
運動は概ね良好

【術後経過とアプローチ】 
〈経過〉 
術当日：術後8.5時間後に人工呼吸器離脱し抜管。呼吸循環
動態は概ね安定。ICU カンファレンスで術後 ADL 低下が危
惧され、EM 強化の方針とした。開始時状況：DOA（1 ㎖/h）
ラシックス（1 ㎖/h）フェンタニル（1 ㎖/h）アルブミン

（100 ㎖/h）BT36.9℃HR105bpm BP111/68 ㎜Hg RR：23 
SPO2：3L 鼻カニューレ99% 尿量1,550 ㎖/12hr 心嚢・縦隔・
左右胸腔ドレーン排液量410 ㎖/12hr
PT 内容：ギャッジアップ座位、座位、立位、ICU 内歩行（歩
行器使用20m）を段階的に実施。リハ場面を写真に記録した。
術 後1日 目：BT36.8℃HR89bpm（pacing）BP114/75 ㎜Hg 
RR：25 SPO2：3L 鼻カニューレ98% 尿量175 ㎖/8hr 心嚢・
縦隔・左右胸腔ドレーン排液量440 ㎖/8hr 尿量（20 ㎖/hr）
と利尿進まず。心拡大を認め、pacing（AAI：HR90）開始。
水分出納過多による呼吸・循環への負荷を考慮し、車椅子座
位までの EM を計画。
PT 内容：車椅子座位での生活動作訓練（1日×2回）、術当日
夜からせん妄を認め、昼夜リズムを整える環境調整を行った。

術後2日目：看護師による車椅子座位での生活動作練習（1
日×1回）。
術後3日目：pacing 終了監視歩行50m（歩行器使用）、車椅
子座位（1日×2回）、歩行距離は延びてきているが、術前の
認知機能低下と術後せん妄があり、理学療法以外での活動量
維持のためトイレ歩行を開始。
術後4日目：一般病棟転棟監視歩行100m（歩行器使用）。
術後7日目：監視下にトイレ歩行。ドレーン類残存のため介
助は必要。
術後8-11日目：CRP 上昇あり抗生剤開始。左右胸腔ドレー
ン、pacing-wire 抜去（8日目）、心嚢ドレーン抜去（9日目）、
独歩500m 可能（10日目）、CRP 下降傾向（11日目）。
術後14日目：終了時、監視下で独歩700m 可。トイレ動作
自立。著明な運動機能低下やせん妄遷延もなく、ADL 改善
傾向。在宅復帰調整目的に転院。

【アプローチの実際と工夫】 
① 情報共有とリスク管理：毎朝、医師、Ns、PT 間で当日

の目標とリスクを協議した。呼吸・循環・in-out バラン
スなどのモニタリングを行い、安全に EM を進めた。

② EM とケアの融合：EM と看護ケアを併せ、多職種連携に
て活動性維持に努めた。例えば車椅子座位保持のみでな
く整容動作（髪をとく、歯磨き）などで刺激を入力し、生
活リズムを再現した。また鏡を使用し、自己認識や身辺
環境の確認を促した。制約の多い環境の中、日常環境に
近づけるよう配慮した。

③ 写真の活用：理学療法場面を写真に記録し、本人に振り返っ
て頂くことで、モチベーションの維持と記憶整理を促した。

【考察】 
⃝ 高高齢 CABG 後の特徴とリスク管理　高齢者では肺合併

症、運動機能や認知機能低下などから ADL 自立が困難に
なり、在宅復帰ができない例も少なくない。術直後であっ
ても血行動態や呼吸状態のモニタリングを適切に行うこと
で安全に EM を実施できた。

⃝ EM とチーム連携　本症例では術当日から多職種カンファ
レンスでリスク管理、離床計画・実行の一連をチームで
行った。多職種チームで身体的・心理面へのアプローチを
同時に展開したことが、ADL 能力の維持に有用であった。

⃝ 身体機能と精神活動の維持のために　早期の身体機能改善
は重要だが、そのためには精神活動の向上も欠かせない。
今回、ICU をはじめ特殊な治療環境下でも普段の生活を
再現し EM と生活環境を併合したことが、せん妄や精神
活動の低下予防に貢献できたと考える。

【理学療法研究としての意義】 高齢者 CABG 例に対し、多
職種連携による術直後からの EM は重要であり、身体活動
及び精神活動の両者へのアプローチが術後 ADL 低下を防ぎ、
在宅復帰への鍵となると考えられた。

早期離床における身体活動と精神活動の重要性と連関
～緊急心臓バイパス手術当日離床開始の1例から～

○上村　将太（うえむら しょうた），雲財　寛勝，和田　定士，嶋先　晃
吹田徳洲会病院 リハビリテーション科
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【目的】 救命救急センター（Critical Care Medical Center：
CCMC）とは、重症外傷や心肺停止等、二次救急で対応困難
な症例に対し高度な医療技術を提供する三次救急医療機関で
ある。
　重症救急患者を客観的に評価する指標には、Sequential 
Organ Failure Assessment（以下：SOFA）スコアや Acute 
Physiology And Chronic Health EvaluationⅡ（以下：
APACHEⅡ）スコアが用いられており、死亡リスク等の予
後と関連が報告されている。
　近年、集中治療室（Intensive Care Unit：ICU）入室患者
に対する早期リハビリテーションのエビデンスは確立されつ
つあるが、救急患者の疾患や病態は多様かつ複雑であり、体
系化されたプログラムは確立されていない。また、重症患者
における離床開始基準は定められているものの、CCMC 入
室直後の救急患者は除外基準に該当する事が多く、我々も早
期離床の積極的介入が困難なことを経験する。
　そこで、本研究の目的は、CCMC 入室時の重症度評価が
離床達成期間に与える影響について検討する事とした。

【方法】 研究デザインは後方視的観察研究である。対象は、
2018年3月1日から2018年8月1日の期間にて CCMC に入
室した患者の内、リハビリ依頼のあった患者51名。除外基
準は16歳未満及び熱傷患者とした。離床訓練は、当院での
離床基準、医師による安静度指示に従って順次進めた。
　評価指標として、CCMC 入室からリハビリ開始までの日
数、CCMC 入室から車椅子移乗達成までの日数を診療録よ
り後方視的に調査した。また、CCMC 入室直後の SOFA ス
コア（以下：Initial SOFA スコア）、APACHEⅡスコアの下
位項目である Acute Physiology Score（以下：APS スコア）
を重症度評価として用いた。
　統計解析は SPSS19.0を用いた。統計解析は従属変数を車
椅子移乗達成までの日数、独立変数をリハビリ開始までの日
数、APS スコアとして重回帰分析を行った。また生存群

（CCMC 退室・転院）、死亡群の2群に群分けし、予後に関
わるリスク因子の検討として、APS スコア、Initial SOFA
スコアを独立変数としたロジスティック回帰分析を行った。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に則り、患者様とそ
の御家族に同意に得た上で、倫理的配慮に基づき個人情報
データを取り扱った。

【結果】 対象は51名（平均年齢：76.15±13.29歳、男性：32
名、女性：19名）であった。対象患者の疾患の内訳は脳血管
疾患14名（27%）、呼吸器疾患9名（18%）、消化器系疾患15
名（29%）、骨傷2名（4%）、脊髄損傷1名（2%）、その他10

名（20%）であった。経過中の転機として生存群は46名
（90%）、死亡群は5名（10%）であった。
　リハビリ開始までの日数は、平均4.37±3.83日。車椅子
移乗達成までの日数は、平均7.87±7.31日。Initial SOFA
スコアは平均5.76±4.22点、APS スコアは平均13.98±8.31
点であった。
　車椅子移乗を従属変数とした重回帰分析では、独立変数と
してリハ開始までの日数（標準偏回帰係数β：0.703, p ＜
0.01）と APS スコア（標準偏回帰係数β：0.487, p ＜0.01）
が抽出された。
　ロジスティック回帰分析では Initial SOFA スコア（Odds 
ratio：1.53, 95%CI：1.12-2.08, p ＜0.01）が独立変数とし
て抽出された。

【考察】 CCMC 入室患者において、リハビリ開始までの日数
が短く、入室時の APS スコアが低い患者ほど、早期に車椅
子移乗が達成される事が示唆された。また Initial SOFA ス
コアが高い患者ほど、院内での死亡リスクが高かった。
　CCMC 入室早期から理学療法を開始できた患者では、当
院の離床基準や医師からの安静度指示に従って、円滑に離床
訓練を進める事ができたため、早期での車椅子移乗達成につ
ながったと考えられる。早期離床の効果は広く報告されてお
り、リハビリテーションの早期介入が早期離床につながった
事は重要な知見であると考える。
　また、疾患重症度の指標である APS スコアが低いほど、
早期の車椅子移乗達成につながった。重症救急患者において
は、各種臓器機能の改善と全身管理が最優先されるため、デ
バイス類や安静度の制限により離床開始が遅延しやすい。し
かし、重症度を客観的に評価することで、離床達成に要する
期間を予測する一助となり得る事が示唆された。
　ロジスティック回帰分析の結果より、予後に関わる因子と
して Initial SOFA スコアが抽出された。術後 ICU 入室患者
と疾患や病態が異なる CCMC 入室患者での予後予測にも有
用となることが示唆された。APS スコアは疾患重症度の指
標であり、転帰に対しては Initial SOFA スコアの方がより
鋭敏に反映したと考えられる。APS スコア、Initial SOFA
スコアによる評価を併用する事により、詳細な予後予測が可
能となると考える。

【理学療法研究としての意義】 CCMC 入室時の重症度が離床
達成までの期間に影響する事が明らかになり、CCMC 入室患
者におけるリハビリテーションのゴール設定や予後予測に有
用になると考える。また重症救急患者においても、早期のリ
ハビリテーション介入が早期離床につながる事が示唆された。

救命救急センターにおける入院時の重症度評価が離床達成までの期間に 
与える影響について

○木本　　祐太（きもと ゆうた）1），杉谷　竜司1），坂井　充寛1），白石　匡1），脇野　昌司1），	
田村　友美1），久保田　功1），木村　保1），福田　寛二2）

1）近畿大学医学部附属病院 リハビリテーション部，2）近畿大学 医学部 リハビリテーション医学
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【目的】 現在我が国は、多疾患患者が増加したために重複障
害という新たな課題に直面している。厚生労働省の報告では
内部障害患者では高齢者の占める割合が非常に高いとされ、
心疾患とがんはいずれも我が国において主要な死因とされる。
そのため今後、重複障害に対するリハビリテーションの必要
性が高まってくることが予想される。
　今回、ネフローゼ症候群、うっ血性心不全にて入院、小細
胞肺がんと診断され Best Supportive Care（以下 BSC）を選
択した高齢重複障害患者に対する理学療法を経過したので報
告する。

【症例紹介】 70歳代女性、身長158.0 ㎝、入院時体重69.6 ㎏。
既往に2型糖尿病、ネフローゼ症候群を持つ。現病歴は X
年5月腎不全・ネフローゼ症候群にて他院入院中、労作時呼
吸苦と起坐呼吸を呈し、うっ血性心不全の診断で当院へ紹介
入院。CT 画像所見にて左上葉腫瘤と縦郭リンパ節腫大を指
摘、 胸 水 細 胞 診 で 小 細 胞 肺 が ん（StageⅣa、 限 局 型、
T1bN2M1a）と診断。がん治療に関しては Performance 
Status（以下 PS）不良から BSC の方針となる。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき患者の個人情報に配
慮した。書面にて十分説明し学会発表について同意を得た。

【経過】 胸水貯留により酸素化能不良であり利尿剤による体液
コントロールが行われた。第5病日よりベッドサイドでの理学
療法開始。初期評価は、入院時体重69.6 ㎏、筋力 MMT（右
/ 左）腸腰筋3/3、大腿四頭筋3/3、前脛骨筋3/3、3L の酸素
投与下で SpO295% 前後であった。New York Heart Associ-
ation 分 類（以 下 NYHA 分 類）ClassⅣ、Fletcher-Hugh-
Jones 分類（以下 F-H-J 分類）Ⅴ、PS4、Barthel Index（以
下 BI）15点（食事・移乗動作・排便コントロール5点）であっ
た。起き上がり動作、端坐位保持は全介助であり、理学療法
介入時以外はベッド臥床の状態で主としてベッド上の ADL
であった。介入当初、患者の自力のみでの起居動作では呼吸
苦を訴え、頻呼吸を認めた。そのためギャッジアップ利用し
介助者主体での端坐位練習を継続した。酸素投与量が1L へ
減量され第8病日より車いす移乗練習を開始し、並行して
ベッドサイドでの起立練習を開始した。初期の理学療法は起
立動作練習が中心であり、環境調整を行いながら徐々に介助
量を減らしていった。その際、運動強度は主観的運動強度
Borg scale に基づき、13レベルを超えないように調整した。
第10病日見守り下で車いす移乗と30分程度の座位保持が可

能となったため、病棟と連携し食事やトイレ時に車いす移乗
し1日の活動量を増加させた。体重減量を認めたため、第11
病日より平行棒内での歩行練習を開始した。第15病日馬蹄
型歩行器での歩行練習を開始し、本人の Borg scale や
SpO2の数値に合わせて行距離を増減した。第20病日より平
行棒内での段差昇降練習を開始し介助下での階段昇降練習へ
と移行した。第45病日自宅環境の調整を行い、自宅退院と
なった。
　最終評価では、体重は56 ㎏へ減量した。筋力 MMT（右 /
左）腸腰筋4/4、大腿四頭筋4/4、前脛骨筋4/4、室内気に
て SpO298% まで改善した。NYHA 分類 ClassⅡ、F-H-J
分類Ⅲ、PS3、BI85点（歩行は歩行器又はシルバーカーを使
用、入浴・階段動作では要監視）、起居動作は自立し、手す
り使用で階段昇降を獲得、屋内伝え歩き自立、屋外シルバー
カー歩行100m 付き添いであった。

【考察】 日々臨床において、高齢重複障害患者に対する理学
療法を多く経験し、その予後予測が困難であり理学療法に
度々難渋する。今回、ネフローゼ症候群、うっ血性心不全に
て入院、小細胞肺がんと診断され BSC を選択した高齢重複
障害患者に対する理学療法を経験した。
　本症例は当院入院時 PS 不良のため BSC を選択した。
BSC 選択したがん患者に対する理学療法では積極的な運動
実施が困難である場合を多く経験する。しかし、本症例は小
細胞肺がんに伴う症状はがん性胸膜炎程度と軽度であり、
うっ血性心不全の病態悪化による身体機能低下をきたしてい
ると考えた。そのため体液コントロールが成されれば身体機
能改善・ADL 向上が期待できると考え、主観的運動強度に
基づいた心臓リハビリテーションを実施した。呼吸体液コン
トロールにより安静時の呼吸症状は軽減した。また Borg 
scale13レベルでの有酸素運動継続が嫌気性代謝閾値の改善
に寄与するとの報告もあり、活動量低下によって全身持久性
の低下を認めていたが、Borg scale や呼吸状態に応じた理
学療法を実施したことによって身体機能が改善し、ADL 向
上につながったと考えられる。

【理学療法研究としての意義】 重複障害患者に対しての理学
療法では、ADL 低下を招いている病態の判別と、それらが機
能改善可能な病態であるかを十分にアセスメントし、予後予
測を行った上での理学療法プランの作成と実施が重要である。

重複障害患者に対して理学療法を実施し自宅退院に至った一症例
―病態評価と予後予測の重要性―

○尾﨑　紘平（おざき こうへい）1），中西　俊祐1），松原　彩香1），藤田　康孝1），相良　亜木子1）2）

1）京都市立病院 リハビリテーション科，2）京都府立医科大学大学院 医学研究科 リハビリテーション医学
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【目的】 自家末梢血造血幹細胞移植（以下、自家移植）患者
の筋力は、無菌室（以下、CR）内の移植前後で低下する。筋
力低下に対する筋力強化は重要と考えるが、CR 内における
介入内容の明確な基準はない。本邦における CR 内の運動介
入において、自覚的強度として Borg Scale 13を基準にした
重錘負荷運動では、移植前後で下肢筋力は約20% 低下した
と報告されている。一方、Borg Scale 14-16の高い自覚的
強度で段差昇降運動を行った報告では、下肢筋力は約10%
の低下に留まったとしている。しかしこれらの報告は対象者
に同種移植患者を含み、CR 内での自家移植患者のみに対す
る適正な運動方法や負荷量は明らかではない。今回、急性移
植片対宿主病（以下 GVHD）のない自家移植患者に対して、
高い自覚的強度での段差昇降運動を実施した結果、移植前後
で下肢筋力を維持できたため報告する。

【症例紹介】 年齢は50歳台の女性、身長155 ㎝、体重51.7 ㎏、
BMI；21.5。全身倦怠感により当院血液内科受診し、節外性
NK/T 細胞リンパ腫と診断された。寛解導入療法として
SMILE 療法を実施し、自己末梢血採取し一時退院後、造血
幹細胞移植目的に再入院となった。入院4日目に理学療法お
よび前処置の MEAM 療法を開始し、入院5日目に CR へ入
室した。また、子宮全摘出術の既往があった。病前は夫と二
人暮らし、会社員で家事全般も行っており、毎週末に運動習
慣があった。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に基づき、患者本人に発表内
容を口頭にて説明し、理解と同意をいただいた。

【方法】 理学療法内容は、準備体操10分間、筋力強化運動と
して自重下でカーフレイズやスクワットを10-20回2-3セッ
ト、足踏み運動または自転車エルゴメーター運動（モナーク
社製；881E）を10-15分間、段差昇降運動を3分間とした。
段差昇降運動の運動負荷量は過去の研究にならい、Borg 
Scale 14-16の自覚的強度を目標に、Karvonen 法に基づき
最大心拍数の60% 以下で行った。その他の運動は低強度、
低負荷で行った。運動中止基準は、Hb7.5g/㎗以下、血小板
20,000/μL 以下、口腔粘膜および消化器障害により倦怠感が
強い場合とした。身体機能評価として、膝伸展筋力、6分間
歩行距離、血清アルブミン値、CRP 値、体重、がん関連倦
怠感尺度（以下 CFS）を CR 入室1日前、CR 退出3日後の一
般室で測定した。

【経過】 前処置開始時より、食欲不振で中心静脈栄養開始、
CR 入室5日後に自家末梢血移植が実施された。移植後より
口内炎と下痢症状、強い全身倦怠感の出現により運動介入日
数は減少した。また、移植2日後より赤血球数と血小板数減
少のため輸血実施、感染性発熱に対し抗生剤が投与された。
移植後は、明らかな心機能の異常なく、全身倦怠感は軽減傾
向となり運動介入日数は増加した。CR 入室日数は25日で、
移植から生着までの日数は11日であった。理学療法介入日
数は15日、その内段差昇降運動介入日数は11日であった。

【結果】 
初期評価（CR 入室1日前）：膝伸展筋力（㎏f）右21.2/ 左18.2、
6分間歩行距離530m、血清アルブミン値3.9、CRP 値0.09、
体重51.25 ㎏、CFS19点。
最終評価（CR 退出3日後）：膝伸展筋力（㎏f）右21.9/ 左18.2、
6分間歩行距離510m、血清アルブミン値3.9、CRP 値0.29、
体重48.9 ㎏、CFS13点。

【考察】 今回、自家移植患者に対して高い自覚的強度での段
差昇降運動を実施した結果、移植前後で筋力は維持されてい
た。一般的に筋力強化には、60%MVC 以上の高い筋収縮が
必要とされるが、低い筋収縮での下肢抵抗運動を頻回に実施
することで、筋タンパク合成効果は高まることが報告されて
いる。今回使用した20 ㎝段差昇降運動は、大腿四頭筋にお
いて約30%MVC 程度の筋収縮を要すると報告されており、
下肢疲労感が出現するまで行うことにより下肢筋力維持につ
ながったと考える。以上より、異化亢進状態である移植前後
での筋力低下を予防するためには、低い筋収縮による運動介
入が適していると考えられた。

【結論】 急性 GVHD のない自家移植患者においては、下肢
疲労感を指標にした低床段差昇降運動を用いることで、下肢
筋力を維持することが可能であった。

【理学療法研究としての意義】 本報告の結果から、CR 内に
おける低床段差昇降運動は、移植前後の悪性リンパ腫患者の
筋力低下予防に有用である可能性がある。

無菌室内における低床段差昇降運動にて下肢筋力を維持できた 
悪性リンパ腫の一例

○山本　浩平（やまもと こうへい）1），沢田　潤1），成原　徹1），惠飛須　俊彦2）

1）関西電力病院 リハビリテーション部，2）関西電力病院 リハビリテーション科
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【目的】 癌の術後では、合併症や廃用症候群の予防を目的と
した周術期リハビリテーションの重要性が広く認識されてい
る。当院では開胸・開腹術を行う75歳以上の男女、膵臓切
除、食道切除、再建を行う60歳以上の男性、6か月以内に胸
腹部複数回手術既往のある患者を対象に、リハビリテーショ
ンパス（以下リハパス）を実施している。当院リハパスは術
前に連続歩行距離（最大500m）の測定を行い、術後に術前
と同程度の歩行距離を獲得した時点で最終評価を行い、リハ
ビリテーション介入を終了する流れとしている。今回、消化
器癌術後患者の術後リハビリテーション介入日数（以下術後
リハ日数）との関連因子について分析したので報告する。

【対象と方法】 2016年12月から2017年12月までの期間の当
院リハパス対象者とした。「基本情報項目」として年齢・手
術前・手術後体重変化率、「手術関連項目」として手術時
間・出血量・Stage、「身体機能項目」として手術前後の歩
行距離・握力・片脚立位時間・10m 歩行テスト・ピークフ
ロー・FIM をカルテより後方視的に調査した。介入日数は、
対象患者の術後リハ日数の中央値を算出し、中央値未満を

「標準群」、中央値以上を「遅延群」とし、術後リハ日数の
長期化する関連因子について検討を行った。統計学的検討は
Mann-Whitney U 検定を用い、標準群と遅延群で、「基本
情報項目」「手術関連項目」「身体機能項目」について比較
を行った。p 値5% 未満を有意差ありとした。

【説明と同意】 本研究は当院における倫理委員会の承認を受
けて実施した。

【結果】 症例は64例（男性43例、女性21例、年齢74±8.6
歳）。術後リハ日数の中央値は9日であり標準群34例、遅延
群30例であった。両群を比較した結果、年齢は有意差を認
めなかった（p= 0.505）。手術前後の体重変化率は1% 未満
で有意差を認め（p= 0.007）、遅延群において有意に低下を
認めた。手術時間は5% 未満で有意差を認め（p= 0.031）、
遅延群において長い傾向にあった。出血量は有意差を認めな
かった（p= 0.094）。Stage においても有意差を認めなかっ
た（p= 0.688）。歩行距離では手術前（p= 0.141）、手術後

（p= 0.110）とも有意差を認めなかった。握力は手術前では
左右とも有意差を認めなかった（右側 p= 0.144）（左側
p= 0.490）。手術後では右側で5% 未満の有意差（p= 0.021）、
左側で1% 未満の有意差を認めた（p= 0.008）。握力は遅延

群において手術後、左右共に有意に低下を認めた。片脚立位
は手術前では左右共に有意差を認めなかった（右側p=0.219）

（左側 p= 0.317）。手術後では左右共1% 未満の有意差を認
め（右側 p= 0.007）（左側 p= 0.009）、遅延群において手術後
で有意に低下を認めた。10m 歩行テストは手術前で5% 未
満の有意差（p= 0.019）、手術後で1% 未満の有意差を認め

（p= 0.006）、手術前、手術後共に遅延群で低い傾向であった。
ピークフローでは手術前、手術後とも有意差を認めなかった

（手術前 p= 0.921）（手術後 p= 0.717）。FIM では手術前で
5% 未満の有意差を認め（p= 0.031）、手術後は有意差を認め
なかった（p= 0.626）。FIM は遅延群において手術前のみ有
意に低下を認めた。

【考察】 本研究から遅延群では、標準群と比べて手術後に歩
行距離、ピークフロー以外の身体機能項目に低下を認めた。
また FIM、10m 歩行テストに関しては手術前から低下を認
めた。遅延群では手術前より低活動であることが考えられ、
これら手術前、手術後の身体機能が術後リハ日数の長期化と
関連していた可能性が考えられる。また手術時間、体重の変
化率においても有意差を認めたことから、これらは手術後の
身体機能変化に影響する重要な情報であることが明らかであ
り、介入する上で把握することの重要性が示唆された。今回
の研究で明らかとなったリハ介入日数の長期化の可能性が予
測できる症例に関しては、現在当院で行っているリハパスに
加えて、低強度でのレジスタンストレーニングやバランスト
レーニング、有酸素運動を追加する必要性が考えられる。今
後はこれらの内容を加えるためにも具体的な運動内容や運動
強度、頻度に関して明確にするためにも更なる検討の必要性
があると考えられる。

【理学療法研究としての意義】 本研究により当院における消
化器癌術後の術後リハ日数長期化の関連因子が明らかとなっ
た。手術前、手術後の身体機能の影響が大きいことが示唆さ
れた。また、手術時間、体重変化率が術後リハ日数と関連し
ていた。周術期消化器癌のリハビリテーションにおいて、手
術時間、体重変化率、術前身体状態を把握し、手術後全身状
態に合わせて介入していく必要性が示唆された。

当院における消化器癌術後のリハビリテーション介入日数が 
長期化する関連因子の検討

○山本　智也（やまもと ともや），中江　基満，石田　哲士，中馬　孝容
滋賀県立総合病院 リハビリテーション科
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【目的】 周術期がん患者における術後運動耐容能と術後
QOL は関連しており（原ら、2014）、術後に運動耐容能の評
価を行うことは重要であると考えられる。運動耐容能の評価
として6分間歩行距離（以下、6MWD）が広く用いられてい
るが、臨床では術後疼痛や体調面の影響から実施できないこ
とをよく経験する。Kamiya ら（2017）は心疾患患者におい
て10m 快適歩行速度と6MWD が相関すると報告している。
しかし、周術期がん患者では、快適歩行速度の低下を示すも
のが少ない。そこで、本研究の目的は、①周術期がん患者
において10m 最大歩行速度と6MWD の相関関係を検討す
ること、②術後6MWD に影響を与える要因を解析し交絡因
子を明らかにする、③ サルコペニアの基準である術後
6MWD ＜400m に対応する10m 最大歩行速度を明らかにす
ることとした。

【方法】 対象は、2013年5月から2018年7月に、当院で手術
を受けたがん患者で周術期リハビリテーション介入を行った
者とし、中枢神経疾患や整形疾患を有するもの、データに欠
損があったものを除外した102名を対象（年齢71.8±9.6歳、
男性48名、女性54名）とした。測定項目は基本情報として
年齢、性別、術前 BMI、循環器・呼吸器合併症の有無、手
術部位、手術様式（以下、術式）、手術前後体重、術後在院
日数を診療録より後方視的に調査した。また術前の身体活動
量として IPAQ 日本語版を用いて調査した。身体機能評価
として6MWD, 10m 最大歩行速度、片脚立位時間、筋力評
価として等尺性筋力計（アニマ社製、μTas F-1）を用いて
等尺性膝伸展筋力を計測し、体重で除した値を下肢筋力とし
た。身体機能評価は術前と退院前に行った。統計解析は、
①術前・術後の6MWD と各時期の10m 最大歩行速度の関
係について Spearman の順位相関係数を使用した。②術後
6MWD を従属変数とし、基本属性を調整変数、術前身体機
能評価を独立変数として重回帰分析（Stepwise 法）を用いて
要因分析を行った。③術後6MWD が400m 未満・以上の2
群に分け、各項目を Mann-Whitney の U 検定およびχ2検
定を用いて比較した。その後、術後6MWD ≧400m の可否
を ROC 曲線を用いて曲線下面積（以下、AUC）と感度・特
異度を算出し、10m 最大歩行速度のカットオフ値を求めた。
有意確率は5% 未満とした。

【説明と同意】 本研究は当院における倫理委員会の承認を受
けて行った。また対象者に対して本研究における評価の必要
性を十分に説明し同意を得た。ヘルシンキ宣言に基づき対象
者の保護には十分留意し、使用データは匿名化処理をした後
に解析しているため研究倫理上の問題はない。

【結果】 
①  6MWD と10m 最大歩行速度は術前・術後の各時期にお

いて高い相関関係を認めた（術前：r= 0.71, p ＜0.01、術
後：r= 0.74, p ＜0.01）。

②  術後6MWD を従属変数とした重回帰分析の結果、術前
10m 最大歩行速度（β= 0.48）と年齢（β=-0.27）が選択さ
れた（修正 R2：0.49）。

③  術後6MWD ≧400m の可否を判断する10m 最大歩行速
度のカットオフ値は1.5m/s なった（感度：71.9%、特異
度：87.1%、AUC：0.84）。

【考察】 本研究の結果、6MWD と10m 最大歩行速度には相
関関係にあり、重回帰分析の結果から、10m 最大歩行速度
は他要因で調整しても独立した要因であることが明らかと
なった。先行研究では6MWD と10m 快適歩行速度との間
で有意な相関を認めたが、本研究では10m 最大歩行速度に
おいても6MWD との相関関係を認めた。また本研究では、
それに加えて年齢が選択された。米国胸部学会の6MWD の
ガイドライン（2002）において6MWD には年齢や性別の要
因が影響されることが報告されている。さらに本研究では、
術後6MWD ≧400m の可否に対する10m 最大歩行速度の
カットオフ値は1.5m/s となった。アジア人のサルコペニア
の診断基準として10m 快適歩行速度0.8m/s が報告されて
おり、本研究はそれよりも速い歩行速度となっている。これ
は本研究では先行研究と異なり、60歳未満も含まれること、
最大歩行速度で測定していること、対象者の術前10m 歩行
速度が平均1.7±0.4m/s であり術前より身体機能が高いた
めと考えられる。以上のことから、周術期がん患者において
術前の最大歩行速度から運動耐容能を予測することができる
可能性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 周術期がん患者において
6MWD の評価が重要とされているが、疼痛などで評価困難
な場合に簡便に評価することができる10m 最大歩行速度を
用いることで運動耐容能の予測可能であると考えられる。

周術期がん患者における10m最大歩行速度と6分間歩行距離の関係

○倉持　右京（くらもち うきょう）1），河野　竜也1），松本　大輔2），上村　洋充1）

1）大阪鉄道病院 リハビリテーション科，2）畿央大学 健康科学部 理学療法学科

Key word：周術期がん患者，6分間歩行距離，10m 歩行速度
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【目的】 日々の臨床において前立腺全摘出術後のバルーン抜
去後、尿失禁の出現を経験する。がんの手術による尿道括約
筋損傷を余儀なくされた場合、腹圧性尿失禁の後遺症が残存
する。今回、前立腺全摘出術を施行した症例に対し、入院時
より仕事動作と尿失禁発生のメカニズムに着目して、仕事復
帰後の尿失禁の軽減を試み治療を展開した。結果、若干の改
善が得られたため考察を加え報告する。

【症例紹介】 70歳代後半男性、約50年間植木職人として働
き、30年前梯子から転落し右アキレス腱断裂を受傷してい
た。今回の受診数ヶ月前より乏尿・尿閉が出現し、仕事動作
時に腹圧性尿失禁を認めた。尿閉の悪化に伴い受診、前立腺
癌の診断を受ける。1ヶ月後に前立腺全摘出術を施行。術後
5日に膀胱留置カテーテルを抜去。術後20日に仕事復帰。術
後90日まで週1回の外来理学療法を実施。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、症例に説
明を行い書面にて同意を得た。

【経過】 術後13日から16日までを初期評価、術後83日から
90日までを最終評価とした。職業復帰に向けて希望と個別
的な職業特性を聴取する目的で、カナダ作業遂行測定（以下、
COPM、重要度・遂行度・満足度の順で表記）を使用し、①
尿失禁なく重さ10 ㎏以上の重量物を持ち上げる（10・1・1）、
②尿失禁なくしゃがみ込み動作ができる（10・2・3）が聴取
された。重量物の持ち上げ動作では、既往歴の右アキレス腱
断裂による右足関節背屈制限の影響により、しゃがみ込み動
作が困難。体幹を過度に前傾させ脊柱起立筋を優位に使用し
た姿勢戦略を呈していた。同動作を5回連続で実施し、体幹
伸展時全てで尿失禁が出現。初期評価時、1日の尿失禁平均
量300cc、パッド交換回数4回。足関節の背屈可動域は膝伸
展位にて右5°、左15°。触察による筋緊張検査では脊柱起立
筋の過緊張と腹横筋・両腹斜筋・右腓腹筋の低緊張を認めた。
　治療として過緊張筋に対する筋徒手療法や、骨盤底筋群に
対する収縮練習。腹横筋・腹斜筋・骨盤底筋群の活動を維持
した状態でしゃがみ込み動作・持ち上げ動作の運動学習を進
めた。治療効果持続の目的で自主トレーニングを指導した。
　最終評価時の重量物の持ち上げ動作では尿失禁が消失。1
日の尿失禁量は0cc、パッドの交換回数0回、右足関節背屈
可動域は10°、触察による筋緊張検査がいずれも改善した。
重量物の持ち上げ動作では足関節背屈に伴い、過剰に脊柱起

立筋を使用した姿勢戦略の修正が得られた。COPM で①
10・8・8, ②10・8・8と全項目で有意な差が認められる2点
以上の向上が得られた。

【考察】 通常腹圧上昇により膀胱内圧が高まり、その圧に対
抗するため尿道閉鎖圧を高め尿失禁を予防する機構が働く。
尿道閉鎖圧に関連する筋群の機能低下が生じた場合、膀胱内
圧の上昇に対し有効な尿道閉鎖圧が得られず、腹圧性尿失禁
が発生する。膀胱から始まる尿道は前立腺部、隔膜部、海綿
体部尿道に分けられ、これら3点で尿道閉鎖圧を高め尿失禁
を予防する。前立腺部では内尿道括約筋と肛門挙筋、隔膜部
では外尿道括約筋と深会陰横筋、海綿体部では球海綿体筋が
働くことで、尿道閉鎖圧を高める。今回前立腺全摘出術によ
り、前立腺部での尿道閉鎖圧向上が困難となり、隔膜部では
外尿道括約筋の侵襲を受けたことで、機能低下が予測された。
治療戦略として深会陰横筋や球海綿体筋を含む局所的な骨盤
底筋群の機能向上が必要と考えた。
　森1）は、体幹伸展には①脊柱起立筋 ②僧帽筋・広背筋 ③
腹圧上昇3種類が関与する。これらは、課題や環境の変化に
より貢献する割合を変化させ、3種が効率よく使用される。
しかし、普段より③腹圧上昇を利用せず ①脊柱起立筋 ②僧
帽筋・広背筋を体幹伸展に用いる不良姿勢戦略では、重い物
を持ち上げる等の課題遂行時に、通常使用していない腹圧を
急激に上昇させ伸展筋活動を補う。これら急激な腹圧上昇は、
尿失禁を惹起すると考える。
　本症例の職業特性として上肢を使用するため、②僧帽筋・
広背筋の貢献は困難である。そのため、過剰な①脊柱起立
筋の働きを軽減し、③腹圧上昇を利用した動作パターンの
構築が必要と考えた。結果、尿道閉鎖圧を保った効率的体幹
伸展動作が獲得され、尿失禁の改善が得られた。尿失禁のた
め制約されていた仕事動作の再開も可能となり QOL 向上に
繋がったのではないかと考える。

【理学療法研究としての意義】 本疾患に対し、個別性・職業
特性を考慮した評価・治療は QOL 向上に貢献できると考える。

【引用文献】 
1）  森憲一：日本神経理学療法学会2017.11.4東京 Special interest 

groups（SIGs）指定発言「筋緊張」及び「動作分析」

尿失禁を呈した前立腺全摘出術後患者の仕事復帰の試み
～職業特性を考慮したアプローチ～

○太田　尚吾（おおた しょうご），吉本　幸恵，山岡　明広，森下　健，春本　千保子，森　憲一
大阪回生病院 リハビリテーションセンター

Key word：前立腺全摘出術，腹圧性尿失禁，仕事復帰
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【目的】 経穴刺激理学療法とは、鈴木らが鍼灸医学における
循経取穴の理論を応用して開発した理学療法の手技である。
循経取穴は、症状のある部位や罹患筋上を走行する経絡を同
定し、その経絡上に存在する経穴を治療部位とする理論であ
る。具体的には、問題となる筋に対応した経絡上の経穴に圧
刺激を加えることで、治療対象となる筋の筋緊張を変化させ
るものである。圧刺激を加える際、抑制手技の経穴刺激理学
療法は治療対象とする筋に対して垂直方向に圧迫するとされ
ている。
　我々の先行研究では、健常者に30% 収縮強度でピンチ動
作をおこない、脊髄神経機能を高めたなかで尺沢へ抑制手技
の経穴刺激理学療法をおこない、経穴刺激理学療法群とコン
トロール群各々の安静時を1として経穴刺激理学療法直後試
行と経穴刺激理学療法無し直後試行の F 波出現頻度相対値
を求めて比較した。その結果、経穴刺激理学療法群がコント
ロール群と比較して有意に低い値を示したと報告している。
このように、抑制手技の経穴刺激理学療法は脊髄神経機能を
抑制させる効果が予想される。そのため、本研究では50%
収縮強度でピンチ動作をおこない、脊髄神経機能を高めたな
かで尺沢へ抑制手技の経穴刺激理学療法を実施し、F 波を用
いて脊髄神経機能の変化を検討した。

【方法】 対象は、健常者10名（男性5名、女性5名、平均年
齢24.3±1.8歳）とした。F 波計測機器は日本光電社製の誘
発筋電計ニューロパックを使用し、右手関節部の正中神経刺
激により右母指球上の筋群から F 波を記録した。F 波記録
条件として、探査電極は右母指球上、基準電極は右第一中手
骨頭背側、接地電極は右前腕掌側中央部に貼付した。また、
F 波刺激条件として刺激強度は M 波最大上刺激、刺激持続
時間は0.2 ms、刺激強度は0.5 Hz で30回刺激した。F 波測
定項目は F 波出現頻度、振幅 F/M 比とした。被験者の肢位
は安静座位とし、課題1では安静状態の F 波を測定した（安
静試行）後、50% 収縮強度でピンチ動作をおこなった状態で
右尺沢に抑制手技の経穴刺激理学療法を実施し、経穴刺激理
学療法直後の F 波を測定した（経穴刺激理学療法直後試行）。
また、別日に課題2として安静状態の F 波を測定した（安静
試行）後、50% 収縮強度のピンチ動作直後の F 波を測定し
た（50% ピンチ動作直後試行）。また、課題1と課題2各々
の安静試行を1として経穴刺激理学療法直後試行、50% ピン

チ動作直後試行の F 波出現頻度相対値と振幅 F/M 比相対値
を求め、課題1と課題2で比較した。
　統計学的処理は、正規性を認めないデータがあったことか
ら、Wilcoxon の符号付順位検定を実施し、有意水準は5%
とした。

【説明と同意】 ヘルシンキ宣言に鑑み、被験者に本研究の意
義と方法を十分に説明し、同意を得たうえで実施した。

【結果】 課題1において、F 波出現頻度と振幅 F/M 比とも
に安静試行と経穴刺激理学療法直後試行間に有意差は認めな
かった。課題2において、振幅 F/M 比は安静試行と比較し
て50% ピンチ動作直後試行に有意差は認めなかったが、F
波出現頻度は有意に増加した。また、F 波出現頻度相対値に
おいて、課題2と比較して課題1で有意に低値を示した。し
かし、振幅 F/M 比相対値では、有意差は認めなかった。

【考察】 F 波出現頻度において50% ピンチ動作直後では安静
試行より増加するが、経穴刺激理学療法直後は安静試行と相
違がなかった。これは、50% ピンチ動作直後では脊髄神経
機能の興奮性は高まるが、経穴刺激理学療法直後では安静状
態を維持したことを示している。また、F 波出現頻度相対値
は課題2と比較して課題1で有意に低下したことから、今回
実施した尺沢への抑制手技の経穴刺激理学療法は、50% 収
縮強度に対しても脊髄神経機能を抑制する効果があることが
示唆された。高森らも、脳血管障害片麻痺患者に対して尺沢
への抑制手技の経穴刺激理学療法をおこない、振幅 F/M 比
が有意に低下したと報告している。この要因について、神経
生理学的には、尺沢に対応する第6頸髄領域の皮膚受容器へ
の圧刺激が一次体性感覚野に投射された後、運動野からの下
行性線維を介して右母指球上の筋群に対応する脊髄神経機能
を調節したことが考えられる。また、東洋医学的には手太陰
肺経の尺沢に垂直方向への圧刺激をおこなうことで手太陰肺
経上に存在する気血を堰き止め、脊髄神経機能を抑制させた
ことが考えられる。
　また、振幅 F/M 比相対値には変化がなかったことより、
本研究結果は特に動員される脊髄前角細胞の発火頻度が減少
した可能性が示唆される。

【理学療法研究としての意義】 抑制手技の経穴刺激理学療法
は、筋緊張が亢進している筋を正常へと近づけようとする働
きを持つことが考えられる。

50%収縮強度のピンチ動作中における尺沢への抑制手技の 
経穴刺激理学療法が脊髄神経機能に与える影響

○田坂　悠貴（たさか ゆうき）1），弓倉　慶也1），高崎　浩壽1），石濱　崇史1），鈴木　俊明2）

1）医療法人社団石鎚会 リハビリテーション部，2）関西医療大学 保健医療学研究科

Key word：経穴刺激理学療法，尺沢，F 波
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【目的】 運動イメージの電気生理学的研究では、イメージ能
力の個体差（系統誤差）が測定に影響するため標本の平均値
と分散値のパラメータだけでは複雑な統計予測は困難である。
階層ベイズモデルは個体差が大きい時系列データの回帰にお
いても個体ごとのパラメータをベイズ推定出来る。ここで個
体パラメータは特定の確率分布に従いその分布はハイパーパ
ラメータにより階層的に制約を受ける構造をとることで系統
誤差を考慮した推定が可能となる。今回運動イメージ中の脊
髄前核細胞の F 波興奮性の変化を、階層モデルにより個体
パラメータを推定しモデルの有用性を検討した。

【方法】 対象は健常大学生15名（女性8名男性7名、平均年
20.6齢歳）であった。対象者には実験内容を書面にて説明し
同意を得た。運動とイメージ課題は非利き手の拇指と示指と
の対立運動とその運動イメージとした。F 波は手部尺骨神経
刺激で第一背側骨間筋より記録（日本光電社製 MEB-9404）
した。実験手順は10分間の安静後に安静時 F 波を測定した。
次に PC ディスプレイで1 Hz のペースでの対立運動の動画
を提示しペースに合わせた5分間の対立運動を行った後、再
度 F 波を測定した。その後も動画を提示し同様な対立運動
の運動イメージを20分間実施した。イメージ開始から終了
まで5分間ごとに4回測定し計6時点での F 波を記録した。
イメージ中の F 波は動画の対立運動に合わせ M 波最大振幅
の120% 刺激強度にて30回導出した。実験条件は拇指−示
指の対立運動イメージ（拇指イメージ）と足の底背屈運動の
動画に合わせた底背屈イメージ（足イメージ）とし、コント
ロールは無関係な動画を提示しイメージは行わなかった（各
5名）。時系列モデルのデータは F 波出現頻度（%）を用いた。
出現頻度値γ［n, t］のモデル式は時系列グラフで当初増加
しその後減少するカーブ形状であり、
γ［n, t］～Normal（c［n］｛exp（-a［n］Time［t］）-exp（-b
［n］Time［t］）｝, σγ）n= 1, …, N t= 1, …, T（1）
（a［n］）～ Normal（a0, σa）（2）
（b［n］）～ Normal（b0, σb）（3）
（c［n］）～ Normal（c0, σc）（4）
γ［t］～Normal（c0｛exp（-a0Time［t］）-exp（-b0Time
［t］）｝, σγ）t= 1, …, T（5）
の階層構造（2）～（4）を持つ非線形モデル（1）とした。（5）
式は階層を持たないパラメータ固定モデルである。ここで N
は対象者の人数、T は測定した時点の数、n と t は対象者と
時点のインデックス、σγはγ［n, t］の観測誤差を表す。

Time［t］は経過時間である。a［n］、b［n］、c［n］は平均
が条件平均 a0, b0, c0で標準偏差σa, σb, σc の正規分布に従
う個体のパラメータである。σa, σb, σc は無情報事前分布

（ハイパーパラメータ）で一様分布となる。パラメータ a0, 
b0、c0、σγ、a［n］、b［n］、c［n］をマルコフ連鎖モンテ
カルロ法による4,000回のサンプリングにてベイズ推定した。
モデル計算の実装と実行環境は Windows10（64bit）、R 
3.4.31）、Stan 2.17.32）であった。

【結果】 平均パラメータと95% 予測区間は、拇指メージで a0
は0.04（0.02～0.06）、b0は0.36（0.19～0.64）、c0は45.5

（27.6～73.8）、σγは5.39（3.88～5.86）であった。足イメー
ジで a0は0.06（0.04～0.07）、b0は0.59（0.33～0.87）、c0は
35.7（24.8～45.7）、σγは6.08（4.59～8.19）であった。コント
ロ ー ル で a0は0.05（0.03～0.07）、b0は0.59（0.33～0.89）、
c0は36.2（24.2～48.9）、σγは5.80（4.34～7.78）であった。
拇指イメージ条件5名の a［n］、b［n］、c［n］を個体パラメー
タとした階層モデルの予測値と測定値は、安静～運動後～イ
メージ終了までの6時点（測定値 / 予測値 %）で Person1；
8/11.9 , 24/28.8 , 27/29.1 , 23/24.9 , 27/20.6 , 12/16.9 , 
Person2；8/10.8, 31/25.3 , 13/23.5 , 18/18.9 , 13/14.8 , 
8/11.5 , Person3；13/15.2, 37/35.7 , 38/34.1 , 22/28.5 , 
27/23.5 , 19/19.2 , Person4；7/10.6, 26/26.0 , 24/24.8 , 
23/20.1 , 9/15.8 , 14/12.3 , Person5；11/11.3, 22/29.2, 
28/29.5, 33/25.3, 14/20.9, 19/17.1で測定値は95% 予測区間
内であった。固定モデルによる予測値は同順で12.0, 29.8, 
29.3, 24.8, 20.4, 16.7であった。

【考察】 モデル式（1）の a［n］と b［n］は個体γ［n, t］の
時間カーブの形態を、c［n］は大きさを決めるパラメータで
ある。95% 信用区間より b0と c0の区間幅は広くパラメー
タに差があることから、初期の増加以降の減少時点と大きさ
の変化には個体差が大きい。パラメータ固定モデルの予測値
は3時点後から測定値との差が大きく十分に予測できていな
い。階層モデルのそれは95% 信用区間内であり、少ないデー
タでも個体差を反映した予測ができた。

【理学療法研究の意義】 階層ベイズモデルでは個体パラメー
タは特定の確率分布に従うと仮定するため個体ごとのばらつ
きの差を標準化して比較、また個体ごとの予測回帰が行える。

1）https://www.r-project.org/
2）https://cran.r-project.org/web/packages/rstan/index.html

運動イメージ中の脊髄前核細胞興奮性の個体差を考慮した数理モデル
～階層ベイズモデルとマルコフ連鎖モンテカルロ法を用いて～

○山本　昌樹（やまもと まさき），永禮　敏江
姫路獨協大学 医療保健学部 理学療法学科

Key word：運動イメージ，F 波興奮性の個体差，階層ベイズモデル
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【目的】 運動処方において FITT に基づいて処方を行うこと
が広く知られているが、FITT 以外にも留意すべき点が存在
する可能性がある。例えば、運動前の食事摂取の状況や内容
による影響である。これらを明らかにすることで、さらに安
全で有効な運動処方が可能になると考える。そこで本研究で
は若年健常者の食事摂取状況や内容による AT 時のエネル
ギー代謝・呼吸循環指標の差異を検討することを目的とした。

【方法】 H 短期大学リハビリテーション学専攻に所属する非
喫煙健常若年女性10名で、対象者の平均年齢は18.3±0.5
歳、平均身長は161.3±5.8 ㎝、平均体重57.9±5.2 ㎏であっ
た。除外対象は、肢体機能障害を有する者、呼吸器・循環器
疾患等の内科的合併症を有する者、有痛性の関節症を有する
者、喫煙経験のある者、研究の同意を得られない者、この検
査を遂行できない者とした。条件設定として、朝食の摂取を
①普段通り行う ②行わない（絶食） ③朝食の内容を電解質
補水液のみ（300㏄）にする3条件に設定した。③の電解質補
水液（ポカリスエット　大塚製薬）を使用し、粉末タイプを
1L の水で溶解させる内容で統一した。①は前日の21時から
実験時まで絶食、24時までに就寝とした。同一被験者に対し、
各条件で測定を行った。各条件の測定は全て別日とし、測定
順序は無作為に実施した。負荷装置は自転車エルゴメータ

（AEROBIKE 75XLⅢCOMBI WELLNESS）を使用した。
来室後、5分間の坐位での安静後、血糖測定を行い、心肺運
動負荷試験を行った。心肺運動負荷試験はウォーミングアッ
プ（20W）を2分間行った後、ランプ負荷（30W/min、回転
数50回 / 分）を 嫌 気 性 代 謝 閾 値（Anerobic Threshold：
AT）に達するまで行った。AT の決定方法は、原則として
V-slope 法を用いたが、決定困難な場合は、VE/VCO2が増
加せず VE/VO2が増加する点を AT とした。測定は AT 時
のデータ（エネルギー消費指標・呼吸器系指標・循環系指
標・自覚症状）を横断的に分析し、これらを3条件それぞれ
行った。また3条件の順番は無作為とした。③に関しては来
室後、電解質補水液を摂取し15分間安静の後、血糖値測定
を行った。それ以降は上記同様に進行した。

【説明と同意】 本研究ではヘルシンキ宣言に基づき、白鳳短
期大学研究倫理委員会で承認（承認番号18007）を得て、本
研究の内容について被験者に口頭と書面で説明し、同意のも
とに実施した。

【結果】 AT 時の絶食群と電解質補水液の群間で、有意な上
昇が認められたものは体重当たりの酸素摂取量（p=0.011）、
循環器系指標の心拍数（p=0.012）。安静時に絶食群と電解質
補水液群間に有意な上昇を認めたものは血糖値（p=0.016）。
すべての群間で有意差を認めなかったものは呼吸器系指標
の呼吸数（p= 0.127）、分時換気量（p= 0.08）、二酸化炭素
換 気 当 量（p= 0.402）、ガ ス 交 換 比（P= 0.127）、酸 素 脈

（p= 0.145）であった。
【考察】 本研究は朝食の摂取状況や電解質補水液の摂取が、
エネルギー消費指標、呼吸器系指標、循環器系指標に対して
どのように影響するのかを検討した。本研究の結果から、絶
食に比べて電解質補水液摂取群の比較では、エネルギー消費
指標の AT 時の体重あたりの酸素摂取量、運動前の血糖値
ならびに AT 時の心拍数において有意に上昇がみられた。
これらのことより、本研究の電解質補水液摂取が先行研究と
同様にエネルギーの補給に作用したと考える。本研究の絶食
群は心拍数が低値となり心拍出量が低下し、心拍出量に依存
する酸素摂取量が低下することにより AT ポイントを変動
させた可能性が考えられる。本研究の結果より、絶食では、
電解質補水液摂取後に比較して AT 時の酸素摂取量などに
有意な低下が認められたが、朝食摂取後との比較では有意な
差が認められなかった。これは、朝食の内容が一定ではな
かった点が考えられる。今後、朝食の内容を一定にしたプロ
トコルや成分まで明らかにした内容での比較などを行うこと
により、運動前のより良いコンディショニングを明らかにす
ることが出来る可能性が示唆された。

【理学療法研究としての意義】 本研究では、同じ運動強度で
も食事摂取の状況や内容によって身体に与える負荷が異なる
可能性を明らかとした。この事実は、リハビリテーション実
施前の問診などに活かすことができ、より厳密なリスク管理
の構築に寄与するものと考えられる。

心肺運動負荷試験前の食事摂取状況と運動耐容能の関連性

○関谷　賢幸（せきたに のりよし）1），内藤　紘一1）2），大谷　信彰1），大星　希美1），笠井　佑哉1），
藤本　昌央1）2），成田　亜希1）2）

1）白鳳短期大学 専攻科 理学療法学課程， 
2）白鳳短期大学 総合人間学科 リハビリテーション学専攻 理学療法学課程

Key word：心肺運動負荷試験，嫌気的代謝閾値，栄養
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【目的】 運動処方において FITT が重要とされる。しかし、
FITT 以外にも重要な要素が存在すると考えられる。例えば、
精神的ストレスは「自律神経系」、「内分泌系」、「免疫系」
など、人体の機能に大きな影響を与えるとされている。この
影響を明らかにすることでより安全な運動処方が行えると考
えられるが、精神的ストレスと AT（嫌気性代謝閾値：以下
AT）時の呼吸・循環・エネルギー代謝指標の関連性につい
ての報告は少なく不明な点が多い。そこで本研究は、一過性
の精神的ストレスの有無による AT 時と呼吸・循環・エネ
ルギー代謝指標の差異を明らかにすることを目的とした。

【方法】 対象者は、H 短期大学総合人間学科に所属する健常
若年男女16名であった。課題条件は、①精神的ストレスを
与えない状態 ②精神的ストレスを与えた状態に設定した。
①は無条件で行った。②は個室で面接形式によるスピーチ
課題「自己 PR」「理学療法士として大事なこと」「理学療
法士1年目が10年目0の理学療法士との差を埋めるにはどう
すればいいのか」の3つとした。ストレスの有無を評価する
ため、一時気分尺度（以下、TMS）の質問紙を使用した。ま
た、①②は同一被験者で行い、各条件の測定は全て別日と
した。負荷装置は自転車エルゴメータを使用し、ランプ運動
負荷試験を行った。測定は AT 時のデータ（呼吸器系指標・
循環系指標・エネルギー代謝指標・自覚症状）を横断的に分
析した。

【説明と同意】 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、白鳳短期
大学倫理委員会で承認（白研倫18005）を得た上で、研究内
容を被験者に口頭と書面で説明し、同意をもとに実施した。
なお、本研究では精神的、身体的負担を及ぼすことが考えら
れるため、研究の参加は任意であり、拒否することができる
ことを明確にした。

【結果】 非介入群と介入群の間で有意差がみられたものは、
一回換気量（以下、TV）（p= 0.008）、分時換気量（以下、
VE）（p= 0.272）、 二 酸 化 炭 素 当 量（以 下、VE/VCO2）

（p= 0.009）、酸素脈（以下、VO2/HR）（p= 0.022）、酸素
摂取量（以下、VO2/W）（p= 0.015）であった。非介入群と
介入群の間で有意差がみられなかったものは、呼吸数（以下、
RR）（p= 0.083）、心拍数（以下、HR）（p= 0.795）、運動
前の血糖値（以下、BS）（p= 0.19）であった。修正 Borg 
scale において、胸部症状、脚の疲労感ともに非介入群と介

入群の群間（p= 0.72、0.34）で有意差はみられなかった。ス
ピーチ課題において、安静時 HR が上昇（p= 0.001）し、
TMS の不安、緊張項目が高かった。

【考察】 本研究は面接形式によるスピーチ課題を行い、精神
的ストレスを与えたときと精神的ストレスを与えないときで
のエネルギー代謝呼吸循環指標の差異を検討した。安静時心
拍数の増加、TMS の緊張、不安の項目の結果から、スピー
チ課題によって一過性の精神ストレスが充分に与えられたと
考えられた。ストレスは恐怖や不安、そして怒りなどの緊張
や興奮した感情は交感神経に影響を与え、血管は常に収縮し
て血流障害が起こり、血液は低酸素状態となると言われてい
る。本研究の運動負荷試験においても、TV、VO2/HR、
VO2/W、VE/VCO2に影響が認められた。これらは一過性
の精神ストレスにより自律神経のバランスが乱れた可能性が
示唆された。このことから一過性の精神的ストレスは TV、
VO2/HR、VO2/W、VE/VCO2に影響を与えるため AT は
低くなると考えられる。つまり、精神的ストレスがない状況
で AT である運動負荷量でも、精神的ストレスがある状況
では AT を超えて無酸素運動となる可能性が示唆された。
また、AT が早く出ているにもかかわらず、自覚症状に変化
がないため、自覚症状を指標にした運動負荷も安全ではない
と考えられる。

【理学療法研究としての意義】 本研究では、同じ運動強度で
も精神的ストレスの有無によって身体に与える負荷が異なる
可能性を明らかにした。この事実は、理学療法実施前の問診
などに活かすことができ、より厳密なリスク管理の構築に寄
与するものと考えられる。

一過性の精神的ストレスと嫌気性代謝閾値時の 
エネルギー代謝・呼吸・循環指標の関連性

○笠井　佑哉（かさい ゆうや）1），内藤　紘一1）2），大谷　信彰1），大星　希美1），関谷　賢幸1），	
藤本　昌央1）2），成田　亜希1）2）

1）白鳳短期大学 専攻科 理学療法学課程， 
2）白鳳短期大学 総合人間学科 リハビリテーション学専攻 理学療法学課程

Key word：心肺運動負荷試験，嫌気的代謝閾値，ストレス

ポスターセッション15　［ 基礎2 ］



― 139 ―

P15-5

【目的】 本研究の目的は、本学の「理学療法学基礎演習」の
授業後の自己評価に用いた主体的学習態度尺度を項目反応理
論（Item Response Theory；以下、IRT とする）によって
検討することである。これまでなされてきた評価尺度の古典
的テスト理論では、調査対象者に依存する情報（対象者特性）
と項目に依存する情報（項目尺度の特性）とを分けた評価が
できず結果から不偏的な予測は不可能であった。一方、IRT
は調査対象者の特性（θ）と尺度項目をカテゴリカル確率分
布により標準化した尺度項目を評価できる（豊田、2012）た
め、汎用性を持った結果の解釈と予測を引き出せる。本研究
では主体的学習に関するアンケート尺度の項目が持つ測定精
度を、IRT を用いて尺度項目ごとの項目反応曲線から識別
力パラメータと困難度パラメータを算出し検討した。

【方法】 
1.  調査対象者：姫路獨協大学医療保健学部1年生44名（男

性34名、女性10名、平均年齢18.77歳、SD= 1.31）
2. 調査時期：前期講義の終了時期（7月下旬）
3.  使用尺度：主体的学習態度尺度：岡野（2016）による授業

参画度達成度を自己評価した12項目を使用。この尺度は、
“ 理解できない時や分からない時には、積極的に質問し、
疑問の解決に努めた ” など、理学療法学基礎演習に対す
る主体的学習態度を自己評価する内容である。教示は “ 以
下の質問に対してどの程度思いますか ” であり、“ 強くそ
う思う ” から “ 全く思わない ” の5件法（5件のカテゴ
リー）を求めた。全項目の平均点の信頼性の指標であるα
係数は0.91であり、十分な値であった。

4.  分析方法：因子分析、ポリコック相関係数、項目反応曲線の
算出には多項目テストに対して適応可能な EasyEstimation 
Graded Response Model Ver.2.0.0（熊谷2017）を使用した。
項目反応曲線の算出は、5件のカテゴリーを段階反応デー
タに符号化 uj= 0,1,2,..,c,..,C-1し、対象者の段階反応 uj は
カテゴリカル確率分布に従う確率変数とした。Graded 
Response Model では主体的学習態度を表す特性値θを
持つ学生が項目 j に対する反応段階が c 以上となる確率 
p*jc（θ）を以下のニ母数ロジスティック項目反応モデルに
て算出する。

 p*jc = 1/（1 + exp（ - Daj（θ - b*jc）））
  ここで D は尺度因子を表す定数で1.0である。b*jc は困難

度パラメータで隣り合うカテゴリーを選択する確率が
半々となる学生特性値θとなる。aj は識別力パラメータ

で困難度θ付近のカテゴリーの識別能力を示す。したがっ
て特性値θの学生が項目 j にて c と選択する確率は、

 p（uj = c│θ） = pjc（θ） = p*jc（θ） - p*jc+1（θ）
  の項目反応曲線となる。これが学生の特性値θを標準正

規分布としθ= 0を中心に b*jc が対照的に広く位置しまた
aj が大きい項目ほど、学生の主体的特性差を幅広く網羅
しかつカテゴリーの識別が高い項目と判断できる。

【説明と同意】 実施にあたり調査に関する主旨、プライバ
シーの保護、調査結果が成績に影響しないことを文章及び口
頭にて説明した。

【結果】 1項目で “ あまり思わない ” と “ 全く思わない ” の選
択がなく3件法で、それ以外の項目は “ 全く思わない ” の選
択がなく4件法で分析を行った。学習態度尺度の一次元性の
確認はポリコック相関による1因子解の因子分析を行った。
固有値は、第1因子は6.92、第2因子は1.19、第3因子は1.04、
第4因子は0.66であり、第1因子から第2因子にかけて固有
値が落ち込んでいた。また各項目の因子負荷量を確認すると
すべての項目において0.60以上であった。これらの結果か
ら主体的学習態度尺度の一次元性が確認された。また、ポリ
コック相関係数はすべての項目で0.25～0.89の範囲であり、
弱い～高い正の関連を示していた。パラメータ aj は、全項
目で1.46から1.70以上（最大で5.12）であり高い（Baker 
2001）識別力であった。パラメータ b*jc の位置は、7項目は

（θ）の平均0からやや負値を中心とした分布であった。aj

が最大な項目を含む他の項目はθ= 0を中心とした位置で
あった。

【考察】 aj が最大でかつ b＊
jc はθ= 0を中心に位置していた

項目は " 課題を積極的にこなし理解と自信を深めたり今後の
課題を見出すことに役立った " で主体的な学習態度を自己評
価する上で全項目中最適な項目であった。b＊

jc が負値を中
心に位置していた7項目は主体的特性がやや低い学生を中心
に、カテゴリーの識別が高い項目であった。12項目の aj パ
ラメータが高いことは、主体的な学習態度を一般的に反映し
た項目尺度の精度であった。

【理学療法研究としての意義】 IRT は対象者がそれぞれの尺
度項目で選択した段階（カテゴリー）をカテゴリー分布によ
り確率的に重み付けをするため、標準化した対象者の特性値
を算出することが可能である。IRT はアンケート項目の測
定精度の評価と質問項目のより有効な選別ができる。

項目反応理論を用いた主体的学習態度の尺度分析
～項目反応曲線の識別力と困難度パラメータによる分析～

○永禮　敏江（ながれ としえ），山本　昌樹
姫路獨協大学 医療保健学部

Key word：主体的学習態度，自己評価，項目反応理論
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【目的】 筋持久力の負荷方法は相対的負荷と絶対的負荷に大
別される。相対的負荷は、最大筋力に対して一定の負荷で検
査するため、筋の持久特性は評価出来るが、筋力低下などの
影響は受けにくく、歩行能力などパフォーマンスの関連は薄
いと考えられる。絶対的負荷は、筋力に関係なく一定負荷を
かけるため性別、体格などの影響を受けやすく、これも実際
のパフォーマンスを反映しにくい。一方、下肢筋には体重負
荷がかかるため体重で補正した評価が必要であると思われる。
筋力については体重補正したトルク比を用いて動作との関連
性を示した報告があるが、筋持久力に関する報告は見当たら
ない。そこで今回、体重の影響を考慮した立ち上がり動作で
の筋持久力試験を開発することを目的とした。

【方法】 対象は喫煙歴がなく呼吸、循環器に既往のない健常
成人男性7名（年齢：27.9±1.7歳）とした。立ち上がり動作
は体幹の角度によって筋活動にばらつきが生じるとされてい
るため、今回は両踵が昇降台より10 ㎝前の位置に設定し、
両側の肩峰を足底内に位置した状態を維持して、起立・着座
させる方法（フォーム固定法）で実施した。
安定性の検討：3回の立ち上がりの筋活動量（%iEMG）の変
動係数を求め、通常の立ち上がり、フォーム固定法の2群で
比較した。解析は対応のある t 検定を用いた
高さの検討：10 ㎝, 20 ㎝, 30 ㎝, 40 ㎝ の高さの筋活動量

（%iEMG）、呼吸困難感、下肢疲労感を比較した。解析には
反復測定分散分析を用いて多重比較には、Bonferroni 法を
行った。

【説明と同意】 本研究は、畿央大学倫理委員会の承認を得た
後（承認番号 H30-08）、対象者に本研究の主旨を口頭およ
び紙面で説明し、同意を得た。

【結果】 安定性の検討では、フォーム固定法の方が筋活動の
バラツキ（変動係数）が小さく、安定した負荷がかかっていた。
高さの検討：40 ㎝では、筋活動量44±7%、呼吸困難感3.4、
下肢疲労感5.1、反復回数99.4±31.7回であった。30 ㎝では、
筋活動量49±9%、呼吸困難感3.9、下肢疲労感6.5、反復回
数79±32.8回であった。20 ㎝では、筋活動量56±10%、
呼吸困難感4.1、下肢疲労感8.9、反復回数36.4±8.6回で
あった。10 ㎝では、筋活動量70±12%、呼吸困難感1.3、
下肢疲労感2.8、筋持久力回数14.6±7.4回であった。

【考察】 筋持久力試験として、筋持久力回数は20～60回、

%MVC は30-50%MVC の負荷量が適切であると報告され
ている。また、筋作業が継続しうる負荷として呼吸困難感は
低く、下肢筋へ選択的な負荷が生じることが筋持久力評価の
指標となると考えられる。今回の研究結果から考えると、若
年健常者では20 ㎝の高さでフォーム固定法による立ち上が
りが筋持久力試験として適切であると考えられた。

【理学療法研究としての意義】 筋力については体重補正した
トルク比を用いて動作との関連性を示した報告は散見されて
きたが、筋持久力に関する報告は見当たらず、立ち上がり動
作を用いて評価する方法は明確でなかった。今回、立ち上が
り動作にて筋持久力試験として適切な負荷量の決定を行った。
今後、様々な年代に対してフォーム固定法での筋持久力試験
を行い、筋持久力回数を規定し、心肺運動負荷試験で測定し
た運動耐容能、全身持久力との関連性を検討していきたい。

立ち上がり動作による下肢筋の筋持久力試験の開発

○高田　寛彬（たかだ ひろあき）1）3），北井　貴大2），田平　一行3）

1）大阪医療福祉専門学校 理学療法士学科，2）城山病院 リハビリテーション科， 
3）畿央大学大学院 健康科学研究科

Key word：筋持久力，立ち上がり動作，負荷量
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【目的】 運動に関連する脳内活動を計測する場合、頭部の移
動が生じないように手関節や手指の運動が選ばれることが多
い。また、実験的に筋力発揮課題を課す場合は、日常的にあ
まり使用しない手指の運動が選ばれることが多い（cf. Yue 
et al, 1992）。しかしながら、手指筋力が示す値は小さいため、
市販の徒手筋力計では変化を十分に捉えられない可能性が高
い。そこで我々は、より細かな測定が可能で、かつ、測定値
のリアルタイムフィードバックが可能な手指筋力計測装置を
作製した。この装置を用いて筋力トレーニングの効果を検証
するためには、その効果発現に要する時間範囲において信頼
性が保証されている必要がある。本研究の目的は、この装置
による手指筋力測定法の相対信頼性（検者内信頼性、検者間
信頼性）及び絶対信頼性を検証することである。

【方法】 対象は右利きの健常大学生18名（男性7名、平均年
齢21歳）とし、神経学的症状や関節拘縮等のある者は除外
した。筋力を測定する筋は示指伸筋とし、全参加者について
左右両側で測定した。実験参加者の測定姿勢は椅座位とし、
両手は軽く握った状態で正面の机上に置かせた。示指伸展筋
力はリング状ヘッド付きのボルトに連結したロードセルで測
定し、それをデジタル指示計（TEAC 社製 TD-01）に接続
することで筋力値を得た。この測定は、約7日間の間隔を空
けて3回実施した。1回の測定では、休憩を伴いながら左右
交互に3秒間の最大等尺性収縮を3回行わせ、それらの平均
値を事後解析に用いた。測定者は2名（測定者 A, B）とし、
1名の被検者に対して測定者 A は2回、測定者 B は1回の測
定を実施した。測定者の順序等についてはランダム化した。
統計解析では、まず検者内信頼性と検者間信頼性を検討する
ために級内相関係数（以下、ICC）（1,1）、ICC（2,1）を算出
した。次に、Bland-Altman 分析（以下 B-A 分析）によって
系統誤差と比例誤差を確認し、測定標準誤差（以下 SEM）と
最小可検変化量95% 信頼区間（以下 MDC95）を算出した。
さらに、左右差と経時変化を確認するために、利き手と測定
日を要因とする反復測定二元配置分散分析を実施した。有意
水準は5% とした。

【説明と同意】 本研究は、演者所属機関の倫理委員会で承認
された計画（承認番号2016-105）に則って実施した。また、
本研究の利益と危険性等について文書と口頭で実験参加者に
説明し、同意書への署名・捺印をもって同意を得た。

【結果】 測定者 A の測定値から ICC（1,1）を算出して検者内
信頼性を検討した結果、右0.94, 左0.90であった。測定者
A・B の測定値から ICC（2,1）を算出して検者間信頼性を検
討した結果、右0.88, 左0.88であった。B-A 分析では系統
誤差も比例誤差も認められなかったことから、SEM と
MDC95を算出し、測定者 A の測定に関する SEM は右0.75N, 
左0.81N であり、MDC95は右2.09N, 左2.25N であった。同
様に測定者 A・B の測定に関する SEM は右1.04N, 左0.87N
であり、MDC95は右2.88N, 左2.41N であった。さらに、左
右差と経時変化について検討した結果、利き手の主効果、測
定日の主効果、利き手・測定日の交互作用は有意でなかった

（p ＞0.21）。
【考察】 本研究で考案した手指筋力測定法は、臨床判断に活
用するための基準（Schrama et al, 2014）とされる検者内信
頼性 ICC 0.90以上、検者間信頼性 ICC 0.75以上を満たして
おり、優れた信頼性を備えているといえる。また、本研究で
得られた MDC95に基づくと、検者を1名とする場合は2.3N
以上、検者を2名とする場合は2.9N 以上の変化が観察され
たときに真の介入効果が得られたといえると考えられる。そ
の他、測定された示指伸展筋力に左右差はみられず、手内在
筋を測定した先行研究（玉ら、2016）の結果と一致すること
が明らかとなった。

【理学療法研究としての意義】 本研究で考案した手指筋力測
定法は優れた信頼性を備えており、今後、筋力発揮に関わる
神経科学研究を進める上で有用である。

介入効果を追跡評価するための手指筋力測定法の信頼性検証

○木内　隆裕（きない たかひろ），竹村　真実
森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科
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【目的】 理学療法士・作業療法士にとって関節のエンド
フィールは、関節可動域制限の原因を判断する上で重要な情
報である。しかしながらその学習は臨床での実際の患者から
しか行えず、練習しようにもその数は限られている。しかも、
エンドフィールの判定は検者により様々で、必ずしも統一し
た判断となっていない。
　そこで、我々は現役療法士によりエンドフィールの力学特
性のイメージ（反力図）をもとに、種々のエンドフィールを
機械的に再現する装置を開発し、再現性の検証を行い、その
有効性が確認されたのでここに報告する。

【方法】 対象は、療法士31名（男19名　女12名）である。
年齢は28.1±6.3歳（22～40歳）、経験年数は6.3±6.5年（1
～26年）である。
　エンドフィール提示装置は、支柱に運動軸を配したアーム
にバネとストッパ、さらに DC モーターの力により反力を増
幅・減衰することにより、生体で起こりえる複雑な関節終末
抵抗を再現するものである。エンドフィールの提示は、「骨
性」「軟部組織性」「結合組織性」「その他（バネのみの機械
的反力）」とした。それぞれの反力は、あらかじめ療法士が
イメージした反力図に沿う形で再現し、検者にその抵抗感に
つき評価してもらった。

【説明と同意】 各療法士には、あらかじめ口頭により十分な
説明を行い、了解を得て実験を行った。

【結果】 エンドフィール提示装置が、人体の可動域制限と
「ほぼ一致している」していると感じた者は48%、「不十分」
と感じている者は35%、「わからない」者は16% で、全く
再現していないという者はいなかった。
　装置が学習用に使用できると考えるものは学生用に限定す
る者も含め65%、不十分とする者は16%、わからないとす
るものは16% であった。

【考察】 エンドフィールは、終末での検者が感じる関節可動
域の終末抵抗感であるが、その捉え方は療法士により意外に
大きな差異があり、可動域終末にたどり着く前の感覚にまで
遡って判断するものも多かった。しかしながら、その反力を
各療法士がイメージ化したものは、多くの場合手で感じる力
学特性と概ね一致していたと考えられる。そのためエンド
フィール提示装置にてイメージされた反力図に沿った力学特
性を再現性することにより、人体で生じる終末抵抗に類似す

るエンドフィールを提示できた。
【理学療法研究としての意義】 エンドフィールを人体以外で
再現できることにより、危険を伴うことなく臨床教育・評価
の信頼性の向上・治療技術向上に寄与する研究が可能になる
と思われる。

エンドフィール提示装置による関節終末抵抗の再現性

○河村　廣幸（かわむら ひろゆき）1），田坂　梓紋2），池田　篤俊3），原田　孝3），福田　寛二4）

1）森ノ宮医療大学 保健医療学部 理学療法学科，2）近畿大学 総合理工学研究科 M1センシング学研究室， 
3）近畿大学 理工学部 機械工学科，4）近畿大学医学部 リハビリテーション医学

Key word：エンドフィール，評価，エンドフィール提示装置
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